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序論
　我々は、誇りをもってカナダがネイションであると主張しますが、それと同等
の誇りをもって自らがイギリス臣民であると主張するのです。同等の誇りをもっ
てです。なぜなら我々の植民地としての地位は、イギリス帝国に対する劣等意識
を内包していないからです。我々はイギリス本国に対して服従しているのではな
いのです。我々カナダ人の独立は、我々の植民地としての地位と全く矛盾しない
のです。一中略一カナダは、多くの点で英雄的な歴史を持ってはいますが、長い
歴史を有しているとはいえません。私が考えるに、カナダの歴史は始まったばか
りなのです。19世紀がアメリカの世紀だったのは疑いのないことでしょう。し
かし、20世紀を担うのはカナダだと主張することができると思うのです。
　　　　　　　　　　　　　　　　1904年1月18日、ウィルフリッド・n一リエ1
　1867年7月1日、北米において新たなイギリス帝国植民地が産声を上げた。カナダ自
治領（Dominion　of　Canada）と命名されたその植民地は、同年2Eにイギリス本国議会
で可決された英領北アメリカ法（British　North　America　Act）に基づいて、北米植民地の
連合カナダ植民地、ノヴァスコシア植民地、ニューブランズウィック植民地の三植民地が
連邦化されることでその新たな歩みを始めたのである2。このカナダ自治領は、領土の面で
はいまだ大陸の東部に限定された小さな植民地ではあったが、外交権以外の全ての内政自
治権を有し、「まっりごと（ドミニオン）は海から海へ、河より地のはてにおよぶべし」と
いう旧約聖書の一節にちなんで名付けられた「ドミニオン」という名前に託された「大陸
横断国家」として発展を遂げるという無限の可能性を秘めていた3。そして事実、カナダは
その後、ハドソン湾会社からルパーツ・ランドと呼ばれる西部の広大な領土を獲得する一
方、レッド・リヴァー植民地、ブリティッシュ・コロンビア植民地、プリンス・エドワー
ド・アイランド植民地の連邦加入によって、19世紀末には大西洋から太平洋にまたがる大
陸横断国家へと変貌を遂げていったのである4。
　しかしながら、このような明るい展望とは裏腹にカナダ自治領を支える経済基盤は極め
て脆弱であった。連邦結成期において、カナダ経済を支えていたのは木材をはじめとする
「ステープル産品」生産であり、製造業は毛織物産業などの一部の消費財産業を除いて非
常に小規模なものに限定されていた。このカナダ製造業の発展は、人口規模の小ささに起
1
因する高い労働コスト、小さな国内市場の規模、そして国内における輸送コストの高さと
いった現在のカナダにも通じる特殊的な諸要因によって阻害されており5、後にも触れるよ
うに他の欧米工業国とは異なる発展形態を強いられることになる。加えて、カナダは製造
業発展、そして国内における港湾、運河、鉄道建設といった輸送インフラの開発のための
資本を欠いており、連邦結成以前から英領北アメリカ各植民地は、インフラ建設助成を主
な要因とする巨額の財政赤字に逼迫していたのである6。このような状況下にあって、自生
的な経済発展が困難であった連邦結成期のカナダ自治領は、その経済発展を促進する上で
ステープル産品を中心とする商品の輸出市場、そして資本や労働力の供給元となる他国と
の緊密な関係の構築を必要としていたのである。言うなれば、カナダの経済発展は、カナ
ダに労働力、市場、資本を提供する他国の動向と、その他国との関係を繋ぐ経済政策に規
定されていたといってよいであろう7。
　それゆえ、カナダ経済は他国との経済関係の変化に対して極めて脆弱であり、特に彼ら
の唯一の産業ともいえるステープル産品の輸出が阻害されると、カナダ経済は大打撃を受
けることとなった。カナダの前身である英領北アメリカ各植民地は、1840年代以前には、
「旧植民地体制」の下でイギリス本国が提供する通商保護の恩恵に浴し、本国との密接な
紐帯に依拠することでその経済基盤を維持することができた8。しかしながら、1840年代
中葉以降にイギリス本国が旧植民地体制を精算し、自由貿易体制を代置するとそれまで保
護に依存することによってのみ存立しえた植民地は、イギリス本国市場において外国産ス
テープル産品との激しい競争に晒されたのである。
　このようなカナダが直面した経済的難局を克服するために、19世紀後半以降、二つの経
済政策が追求された。その一つ目が、保護関税政策である。旧植民地体制の終焉によって、
カナダはかつてイギリス本国がカナダに提供していた通商上の諸特権を失ったのと引き替
えに関税自主権を獲i得したのであり9、1850年代に入ると連合カナダ植民地を中心に、萌
芽期にあった製造業を振興するための保護関税政策が採用されたのである。このカナダに
おける保護関税導入の背景をなすのは、隣国であるアメリカ合衆国による経済成長であり、
その急速な工業発展に支えられた経済的プレゼンスの拡大は、カナダにとって大きな脅威
だったのである。特に、アメリカ工業製品のカナダ市場への流入は、設立間もないカナダ
製造業を絶滅させるものとみなされたのである。これに対抗すべく、カナダでは関税障壁
の導入による製造業の保護・育成策が取られたのである。
　他方、カナダ経済を発展させる上で、もう一つ重要だったのがイギリス本国との経済関
2
係強化である。イギリスの自由貿易政策への転換によって、たしかにイギリス本国とカナ
ダに与えられていた通商上の特権は消滅したが、それでもなおカナダにとってイギリス本
国は最大の貿易相手国であり、カナダの主要産物である一次産品を販売する上で、イギリ
ス市場は重要だった。さらに国内における製造業の振興や、運河、鉄道の建設に不可欠と
なる労働力や資本の供給元となりえる国は、イギリス本国をおいて他に存在しなかったの
であり、カナダでは19世紀後半以降も一貫してイギリス本国との経済関係緊密化が志向
されたのである。
　また、経済関係の緊密化を望んだのはカナダ側だけではなかった。先に触れたように、
イギリスは1840年代に自由貿易政策を採用することで、イギリスを唯一の工業国、そし
て他の全ての国や地域を工業製品市場、一次産品供給地とする国際分業体制を確立するこ
とで、その繁栄を享受していた。しかしながら、1873年に端を発する大不況や欧米諸国に
よる国内産業保護政策によって、イギリスの製造業がその国際競争力を相対的に低下させ
るだけでなく、イギリス国内市場においてもその地位が危ぶまれるようになると、イギリ
スの製造業利害や貿易業者といった商工業利害は、帝国との関係強化に再び関心を向ける
ようになったのである。中でも彼らの関心を引いたのは、カナダに代表される自治植民地
であった10。自治植民地は、アメリカやヨ・一一一一ロッパ諸国に比して人口はいまだ希薄ではあ
ったが、イギリスを中心とするヨーロッパ諸国からの移民による急速な人口増と高い輸入
増加率から、将来の拡大が見込める市場とみなされていたのである11。この自治植民地市
場へのイギリス工業製品輸出の拡大を「退却」や「避難」と理解するか12、「転進」と理解
するかは見解が分かれる13。しかしどちらにせよ、自治植民地市場が狭窄化する外国市場
における輸出減少分を補う理想的な代替市場、一次産品の供給元とみなされるようになっ
たことは疑いようもないのであり、輸出市場拡大を求めるイギリスの商工業者や一部の帝
国主義者の問で、自治植民地との通商関係の緊密化が模索されるようになったのである。
　このように、19泄紀後半から20世紀初頭にかけての時期は、本国・カナダ双方におい
　　　　　　　　プ
てその両者の問の経済関係緊密化をめぐる論争が高まりを見せた時期であり、英加双方に
とって関係強化が自国経済を振興させる上で不可欠と考えられていたのである14。その際、
このイギリス本国・植民地間経済関係の緊密化の鍵とみなされたのが、旧植民地体制期に
本国・植民地間通商関係強化に寄与した帝国特恵関税の導入である15。19世紀後半から20
世紀初頭にかけて、イギリスやカナダでは、この特恵関税導入による経済関係の強化をめ
ぐって様々な議論を展開されていた。特に、他の帝国諸地域に先駆けて1897年に帝国特
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恵関税を施行するなど、特恵関税の導入に積極的だったカナダは16、国内外において1880
年代以降一貫して帝国特恵関税に基づく帝国経済関係強化の議論を主導し、帝国特恵関税
の導入をめぐる議論のクライマックスとなった1903年から1906年にかけてのイギリス関
税改革運動の展開にも少なからぬ影響を与えていたのである。
　これらの保護関税や特恵関税といった通商政策は、19世紀後半以降の英領北アメリカ各
植民地、そしてカナダ連邦政治を司る政治家達によって施行され、当該期のカナダにおけ
る通商政策の根幹をなしていた。しかし、看過されるべきでないのは、これらの製造業の
振興や帝国通商関係の強化といった通商政策の下で、その経済発展を実際に推進した貿易
業者や製造業者といった商工業利害の存在である。彼らは、国内外における商品販売や工
業製品の生産というかたちで経済活動に従事することによって、カナダ経済を支えていた。
言わば、彼らはカナダの経済を発展させるのと同時に、カナダ経済をイギリス帝国経済と
接合する役割を果たしていたのである。他方で、彼らは当該期のカナダ経済発展の一翼を
担うだけでなく、政府の通商政策に大きな関心を寄せ、政府への請願や選挙支援などを通
して政府に対して影響力を行使していたのである。ゆえに、歴代政府によって推進された
これらの通商政策は、商工業利害の政策志向に影響を与える一方、商工業利害の動向に規
定される面が大きかったと考えられるのである。
　このように、19世紀後半から20世紀初頭におけるカナダの経済発展は、カナダ歴代政
府とカナダ商工業利害の両者によって支えられていたのであり、従来等閑視されてきたそ
の一方である商工業利害が、カナダの通商政策に対していかなる見解を抱いていたのか、
その通商政策を通してどのような経済発展の方向性を思い描いていたのかという点は、当
該期のカナダ経済、そしてイギリス帝国経済を理解する上で検討されるべき課題といえる
であろう。無論、商工業利害といってもその内実は多様であり、その見解が一枚岩でなか
ったことは言うまでもない。しかし、政府の通商政策を受けて自己の利益のみならず、カ
ナダ経済の発展、そしてイギリス帝国経済の発展に関心を寄せていたという点において、
彼らの見解は一致していたのである。
　本論文の目的は、19世紀後半から20世紀初頭にかけてのこのようなカナダ商工業利害
の通商政策志向をイギリス帝国経済の枠組みから解明する点にある。この点について明ら
かにすることは、政策決定者のみならず商工業利害の視点からカナダ経済の変容過程を照
射することによって、当該期のカナダ経済を重層的に把握する一助となるであろう。
4
第一節　カナダの経済発展一「帝国のカナダ」と「北米のカナダ」一
　現在我々がカナダと呼ぶ地域にイギリスが最初に進出したのは、1497年に国王ヘンリ7
世の命を受けて北米探検を行ったジョン・カボット（John　Cabot）による現在のノヴァス
コシア州ケープブレトン島への上陸である。その後イギリスによる北米の北半分における
支配体制は、カボットの上陸から約260年後の1760年にイギリスが対仏植民地戦争に勝
利し、英領北アメリカ植民地と総称される各植民地を領有することによって確立された。
しかしながら、この英領北アメリカ植民地は、北方の寒冷な気候ゆえに農業に適さず、イ
ギリスの人々の間でも、必ずしも経済的に価値がある植民地とはみなされていなかった17。
英領北アメリカ植民地は、毛皮、タラ、木材といったステープル産品を本国へと供給する
植民地としての役割を担い、その輸出を促進するための国内開発が進められる一方、製造
業等の他産業の発展は限定的なものでしかなかったのである18。
　しかしながら、そのような状況が変化し、カナダ経済が急速な発展を見せたのが、本論
文が扱う世紀転換期である。1890年代後半になると、寒冷地での栽培に適した新品種の小
麦導入による生産量の増大、それと時を同じくして起こった世界的な小麦価格の回復、そ
して大西洋蒸気船輸送運賃の低下によって、カナダの小麦輸出は飛躍的に増加し、第一次
大戦前まで続く「小麦ブーム」が起こったのである19。この小麦ブームに引きつけられる
かたちで、1896年から1913年までの問の18年間に約275万人の移民がカナダへとやっ
てくることによって、西部における小麦の増産は支えられたのである20。
　さらに世紀転換期は、1879年以降の歴代政府によって継承されてきた「ナショナル・ポ
リシー」が実を結んだ時期でもあった21。保護関税に支えられた製造業が発展を見せる一
方、イギリスからの巨額の投資に支えられた鉄道をはじめとするインフラの整備は、移民
の増加によって拡大する西部工業製品市場と、東部の工業地域を連結することで当該期の
小麦ブームを後押ししたのである22。このような世紀転換期におけるカナダの経済発展は、
イギリス本国との紐帯を前提として、イギリスによる市場の提供と資本や移民労働力の供
給を受けることで初めて成り立つものであった。冒頭において引用したように、1904年1
月18日にカナダ首相ウィルフリッド・ローリエ（Wilfrid　Laurier）は、首都オタワにあ
るカナディアン・クラブの壇上に立ち、聴衆に向けて帝国内におけるカナダの地位に関す
る自らの見解を披露した23。この演説において展開された、カナダがイギリスと並ぶまで
に成長を遂げ、「20世紀はカナダの時代」とさえ言い切るローリエの自信に満ちた主張は、
カナダの発展があくまでイギリスとの関係を維持し、イギリス帝国の枠内でのみ達成され
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るということを物語っているといえよう。
　他方、世紀転換期のカナダ経済に影響を与えたのは、本国イギリスのみではない。この
時期、カナダとの経済関係を急速に強めていったのが、アメリカ合衆国である。世紀転換
期は、カナダがイギリスや帝国他地域との経済関係の緊密化を志向した時期であると同時
に、イギリスだけでなく急速な発展を遂げるアメリカの経済的影響下に定置されていくこ
ととなる時期でもあった。そのアメリカのカナダ進出過程はまず、アメリカからカナダへ
の工業製品輸出の増大というかたちで現れた。南北戦争が終わるとアメリカは急速な工業
化を推し進め、カナダへの工業製品輸出を拡大するようになったのである。カナダに先ん
じて工業化を成し遂げたアメリカにとって、隣国カナダは最も近い「外国市場」であった。
ヨーロッパ諸国と比べて安価な輸送費でカナダ市場にアクセスできるという地の利を生か
して、アメリカは国内での余剰工業製品を輸出することによってカナダ市場で高い競争力
を有していたのである。加えてカナダとアメリカは、言語や文化の面で共通点が多いがゆ
えに、商品に対する嗜好も似通っていると考えられたため、アメリカにとってカナダ市場
は安定した商品販売が見込める有望な市場とみなされていたのである。このようなアメリ
カ工業製品のカナダ市場への進出の結果、カナダにおける対米輸入額は急速に増加し、
1883年にはそれまでの最大の輸入相手国であったイギリスを追い抜いて、それ以降現在に
至るまでアメリカはカナダの輸入相手国首位の座を占めているのである24。
　また小麦ブームに沸く世紀転換期になると、カナダ企業の経営権への関与を伴う対加直
接投資や、カナダ領内でのアメリカ資本による子会社、支工場の設立が積極的に行われる
ようになった25。アメリカ企業は、生産・経営の拠点を一部カナダへと移すことで、カナ
ダ高率関税を回避すると同時に、カナダの豊富な天然資源を用いてカナダ国内において「ア
メリカ製品」の生産を行ったのであり26、1920年代までにはアメリカ自動車産業の「ビッ
グ3」と呼ばれるフォード（1904年）、ゼネラル・モーター一一・hズ（1918年）、クライスラー
（1925年）をはじめとするアメリカの主要製造業者の支工場がカナダで操業を始めたので
ある27。このアメリカからの直接投資と支工場の設立は、後に触れるように一部の政治家
や知識人から批判を受けることはあったが、カナダ国内における雇用の創出とそれに付随
する生活水準の向上、そして税収の増加という点から、20世紀後半に至るまでカナダ連邦
政府や州政府、カナダの経済団体によってほぼ一貫して支持され続け、その結果としてカ
ナダ経済のアメリカによる支配が強まっていったのである28。
　このように見てくると、世紀転換期におけるカナダの経済状況は、アメリカの経済的圧
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カに抵抗し、イギリスとの関係強化を図ることで急速な発展を経験しっつも、アメリカ経
済の進出の足掛かりを与えた時期といえよう。この「北大西洋三角形（North　Atlan七ic
Triangle）」の中で29、研究史は英米の狭間に置かれたカナダの経済をどのように捉えてき
たのであろうか。以下ではこの点について検討する。
第二節　カナダ経済史研究とイギリス帝国
（1）ステープル理論とイギリスとの経済関係
　これまで見てきたように、植民地形成期から現在に至るまで、カナダの経済発展は極め
て特殊な発展形態を辿ってきたが、20世紀初頭に至るまでカナダにおける経済史研究は、
イギリスや欧米諸国で用いられる経済理論や発展段階モデルを用いてカナダの経済状況を
説明しようと試みるのが一般的であった30。このような理解に異を唱え、カナダ経済発展
の特殊性とその要因の解明に取り組んだのがイニス（H．A．　Innis）である31。そして彼が
カナダ経済発展の特質を説明する際に着目したのが、イギリスをはじめとするヨーロッパ
各国へのステープル産品の輸出である。彼は、広大な領土と豊富な天然資源はあるが、人
口が希薄で市場規模が小さく、また工業化に不可欠となる資本を欠くという特徴を有する
カナダのような国では、ステープル産品の開発と輸出が国家の経済発展のあらゆる部分を
規定すると主張し、カナダの経済発展はイギリスを中心とするステープル輸入国の景気や
商品需要に左右される外部決定的かつ脆弱なものであると論じた。この「ステープル理論」
を展開することによって、イニスは自生的な資本主義発展を経験した他の欧米諸国（旧世
界）とは異なる経済発展の過程を辿るカナダ（新世界）の特殊性を強調したのである32。
　このイニスのステープル理論を発展的に継承したのが、クレイトン（D．G．　Creighton）
である。彼は、19世紀初頭におけるセントローレンス運河が果たした役割に注目し、運河
がステープル産品を「南北」ではなく、「東西」に流通させるのみならず、その建設費用を
イギリス本国からの資本投資によって賄うことによって、イギリスとの経済関係の強化を
促進するものであったと論じた。加えて、運河建設による債務償還の必要性から歳入・保
護関税の導入を図ることによって、国内産業の育成やカナダ国民経済の確立へっながった
と主張したのである33。この運河を基軸とするカナダの経済発展やイギリスとの経済関係
を重視するクレイトンは、運河を大陸横断鉄道に置き換えることで19世紀後半以降のカ
ナダの経済発展とイギリスの関係をも説明している。運河と同様、鉄道もカナダ西部から
イギリスへとステープル産品である小麦を輸送するだけでなく、イギリスから鉄道建設の
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ための資本や移民を誘引するものと彼は解釈した。加えて、保護関税によって育成された
東部の製造業者が鉄道を利用して西部で工業製品を販売することによって、カナダ国内に
おける自給的な経済体制が打ち立てられたと主張するのである34。
　このように、クレイトンはカナダが経済発展を遂げる際に対英経済関係が果たした役割
を重視しているが、旧世界と新世界における経済発展形態の相違を主張したイニスも、決
してイギリスとの経済関係の意義を否定しているわけではない。イニスは、ステープルを
生産するカナダとそれを輸入するイギリスとの経済関係を相互補完的なものとして捉えて
いるのであり、イギリスとの経済関係の維持が、カナダの経済発展の根幹にあると理解し
ているのである35。このようなステープル論者によるカナダの経済発展とイギリスとの経
済関係を重視する姿勢は、1920年代から30年代にかけてのアメリカのプレゼンス拡大を
背景に加米間の密接な経済関係を主張する研究の隆盛に対抗する意図もあった36。しかし、
彼らにとって、ステープル輸出、イギリスとの経済的紐帯の維持、カナダの経済発展、そ
して経済的側面からのナショナリズムの喚起は、それぞれ密接に関連するものとして理解
されていたのである37。
（2）新政治経済学派の台頭と対英関係の周縁化
　ステープル理論は、1930年代にはすでにカナダにおいて学界を席巻し、カナダ経済史に
おける「正統」としての評価を確立していた。しかし1960年代になると、カナダの経済
発展や、その特殊性、そしてカナダ経済発展の特殊性は、従来のイギリスへのステープル
輸出とは全く異なる観点から説明されるようになった。先に触れたように、世紀転換期頃
から見られたアメリカからの直接投資は、多くの雇用を創出するだけでなくカナダにおけ
る工業生産を増大させるという点からも、カナダの経済発展には不可欠なものとして20
世紀後半に至るまで積極的に推奨されていた。しかし、この時期から一部のナショナリス
ト経済史家や経済学者は、アメリカからの投資によるカナダ経済発展への影響を評価しつ
つも、アメリカからの投資に対する依存を問題視し、アメリカ多国籍企業によるカナダ産
業の所有と支配が、カナダ固有の社会・文化的発展を阻害することによって、政治的主権
をも脅かしていると考えるようになった。さらに1960年代の好景気に後押しされるかた
ちで、安定した雇用と生活水準の向上が確保され、カナダ国内において海外からの直接投
資需要が減退すると、彼らの危機意識は一定の支持を集めるようになったのである38。彼
らは、新古典派からの理論的支持を得て、経済の最大効用化を最優先し、加米経済関係の
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強化を主張する「コンチネンタリズム」に対して、自らの見解を「経済を政治的に考える」
ことを重視する「政治経済学（Political　Economy）」と呼称した39。この政治経済学派の
主張の中心にあるのは、急速な経済発展というよりもむしろ、カナダの特殊性の主張やカ
ナダ国民経済の確立にあった。そして、かつて同様の主張を展開したイニスらのステープ
ル論者を自らに先立つ「『旧』政治経済学」と位置づけ、旧政治経済学たるステープル理論
の問題関心を継承する「『新』政治経済学」であると主張したのである40。
　さらに新政治経済学を唱える経済史家や経済学者は、1960年代末にモントリオールの大
学で教鞭をとっていたフランク（A．G．　Frank）の「従属理論」を受容することによって、
カナダが先進国であるにもかかわらず、ステープル産品輸出を促進するよう低開発化され、
先進国に経済的に搾取される発展途上国と類似した経済構造にあると理解した41。このよ
うなアメリカを中心とする資本主義世界の「周辺」に位置づけられるカナダの経済構造と
その碕形的経済発展を憂慮する新政治経済学派の研究者は、その根源を過去に求め、カナ
ダがいかにして国民経済の確立に「失敗」したのかを歴史的に解明することを目指したの
である42。
　「『旧』政治経済学派」たるステープル論者と、「『新』政治経済学派」は、たしかにカナ
ダ国民経済の確立を重視し、カナダ経済の特殊性や経済的観点からナショナリズムの高揚
を主張するという点で問題関心を同じくはしているが、そのアプローチの違いゆえに歴史
事象の解釈に相違が見られる。その両者における相違の中でも最も顕著なのが、19世紀後
半以降の保護関税政策である43。先に触れたように、ステープル論者は19世紀後半の保護
関税政策にステープル輸出促進とイギリスとの経済関係強化、そして国内産業保護という
観点から積極的な評価を与えていた。しかし、途上国との比較からカナダ経済の発展形態
を説明する新政治経済学派の中心人物の一人であるウィリアムズ（G．Williams）は、この
保護関税政策に崎形的なカナダ経済発展の要因があると理解した。彼によると、後発資本
主義国における工業化は、多くの場合、高率関税障壁によって諸外国からの工業製品輸入
を阻止する一方、工業先進国から工業生産技術を導入することで、従来輸入していた工業
製品を国産品へと徐々に代替していき、消費財の国産化を終えると資本財の国産化を目指
す輸入代替工業化（lmport　Substitution　lndustrialisation）というかたちをとるのが一般
的であった。カナダも1879年にナショナル・ポリシー関税を導入することによって他の
欧米諸国に追随したが、カナダでは経済構造の中心にあるのはステープル輸出であった。
ゆえに、国内の商業、金融利害がステープル開発に資本を優先的に利用した結果、製造業
9
に資本が投下されず、鉄鋼業などの資本財産業の発展が阻害されることとなった。そのた
め、カナダにおける輸入代替工業化は、関税によって保護された小規模の国内市場でしか
競争力を有しない消費財産業を育成する一方、アメリカの技術や資本財の供給に依存した
不完全な工業化しか達成しえなかったと論じられたのである44。
　また保護関税によるアメリカからの直接投資の誘引に関して、ネイラー（R．T．　Naylor）
やクレメント（Wallace　Clement）は、カナダ連邦政府とカナダ商業、金融利害、外国からの
投資との密接な関係に注目し、連邦政府は商業、金融利害が望むステープル輸出を増大さ
せる上で必要となる資本を引き寄せるのに適した関税を施行する一方、カナダ商業、金融
利害は、カナダ国内に資本を投下するアメリカ製造業者と連帯して、カナダ製造業の成長
の発展を妨げることで、アメリカ資本を用いた「カナダ製造業」の発展を企図していた（「ス
テープル・トラップ」）と述べている45。同様に、保護関税によるアメリカからの直接投資
の増大について検討したブリス（Michael　Bliss）やマクドナルド（Ian　Macdonald）らは、
保護関税の導入による関税障壁の突破を目的としたアメリカからの直接投資の増加や外国
資本の子会社、支工場の設立にカナダの人々が楽観的であり、国境を越えて「カナダ化」
された資本を用いる経済発展を歓迎してきた点を指摘している。これらの点から、新政治
経済学派の研究者達は、短期的な経済発展を追求して、アメリカへの技術依存や多国籍企
業内における本社の決定に対する子会社、支工場の従属、そして「アメリカ多国籍企業の
子会社」のカナダ領内における寄生的成長を見過ごした結果が、アメリカによるカナダ経
済の支配であり、保護関税こそがカナダの経済ナショナリズムの育成を妨げた「真犯人」
であると糾弾したのである46。
　このようにカナダ経済発展とそれに付随する諸問題の要因を、加米経済関係の強化、端
的にはアメリカからの直接投資の増大に還元する新政治経済学派の主張は、1970年代前半
にはカナダ国内において議会をも巻き込む大きなムーブメントを形成した47。たしかに彼
らは、1970年代末の不況や失業者の増大を克服するためのアメリカ資本の待望や、1980
年代以降における北米経済統合の流れの中で、その支持を失っていった。しかしながら、
カナダ経済におけるアメリカの影響力はますます強まっているのであり、新政治経済学派
の問題意識は、北米経済統合批判、グn・一バリゼーション批判というかたちで、今もなお
多くの研究者に共有されている48。
　以上のように、政治経済学派の研究者が考えるカナダ経済の発展は、戦後におけるアメ
リカによる経済的プレゼンスの一層の拡大を反映し、アメリカとの経済関係強化、つまり
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アメリカ経済への従属、低開発化というかたちで説明されている。そこに「『旧』政治経済
学派」たるステープル論者がカナダの経済発展を語る際に重視したイギリスとの経済的紐
帯強化に対する関心は、まったくといっていいほど見られない。特に、その傾向はカナダ
商工業利害に関する研究において顕著であった。それらの研究の主たる関心は、カナダが
国民経済の確立を目指してアメリカからの経済的進出に対抗するも、アメリカを中心とす
る経済構造へと包摂されていくという過程の解明であった。そのため、カナダ商工業利害
が加米経済関係の緊密化にいかなる見解を抱いていたのかを明らかにすることがそのよう
な研究の課題とされたのであり、かっての宗主国であるイギリスとの通商関係にはほとん
ど関心が払われることがなかったのである49。
　この対英関係を問う視点の「周縁化」という問題は、カナダ経済史研究に限ったもので
はなく、近年のカナダ史研究全般にあてはまる傾向であるといえる。1960年代における社
会史の興隆、そしてケベック・ナショナリズムの高揚から、歴史家の関心がイギリスや帝
国との関係よりもむしろエスニシティやジェンダー、階級や地域といった国内の問題へと
移ったことでカナダ史とイギリス史は分離され、カナダとイギリスの関係を帝国という枠
組みから理解するような視点は、等閑視されるようになっていったのである50。しかしな
がら、かつてステープル論者も指摘していたように、カナダはイギリスとの経済的紐帯を
基盤とすることによってその初期の経済発展を達成しえたのであり、カナダの経済発展に
対してイギリスやイギリス帝国が与えた要因は、決して見過ごされるべきものではない。
ゆえに、カナダを帝国の枠組みの中に再び位置づけることで、カナダの経済発展やカナダ・
ナショナリズムの高揚、そしてイギリス帝国経済構造に占めるカナダの位置を重層的に捉
えることが必要であるといえよう。以下では、イギリス帝国史研究の中でカナダをはじめ
とする自治植民地がどのように扱われてきたのかを検討した上で、イギリス帝国の枠組み
からカナダ史、カナダ経済史を分析することの意義について述べたい。
第三節　イギリス帝国史研究と植民地ナショナリズム
（1）イギリス帝国史研究における自治植民地の位置づけ
　前節で見たように、1960年代以降カナダ経済史研究に限らずカナダ史全般において、英
加関係を問うような研究に関心が向けられなくなっていった。帝国が過去のものとなり、
カナダがイギリスとは挟を分かった国家として自立を深めるにつれて、カナダ史とイギリ
ス帝国史は別々に語られるようになっていったのである51。その傾向は、イギリスにおい
11
ても同様であった。1950年代以前において、帝国史研究の中心はイギリスとイギリスから
の移民によって建設された自治植民地との関係、言い換えるならば垂直的な統治構造を持
つ帝国が水平的な統治構造であるコモンウェルス体制へと変容していく際の政策決定過程
にあった。しかし、1950年代以降にギャラハー（J．Gallagher）とロビンソン（Ronald
Robinson）が「自由貿易帝国主義論」を提起することで、帝国史研究者はアジア・アフリ
カの旧属領地域、そしてイギリスの政治・経済的影響下にある「非公式帝国」に関心を向
けるようになっていった52。彼らは、インドやアフリカ属領地域における脱植民地と帝国
解体を背景に、イギリスとは全く異質な世界である属領地域、非公式帝国におけるイギリ
スの搾取や、現地の非イギリス系住民が、「協調（collaboration）」や抵抗を通してどのよ
うに帝国の中心たるイギリス本国が進める帝国膨張に対応したのかを解明することに専心
したのである。またギャラハー、ロビンソンを批判するケイン（P．J．　Cain）やホプキンズ
（A．G．　Hopkins）の研究もイギリス中心的であるという点では同様であり、イギリス帝国の
政治経済的発展を規定する要素として、イギリス本国のジェントルマン階級による資本投
資の重要性を指摘している53。さらにポストコロニアル研究も、帝国の中心であるイギリ
スによるアジア・アフリカの属領における非イギリス系住民への抑圧に目を向ける点で共
通の分析視角に基づいており、ホール（Catherille　Hall）やバートン（Antoinette　Burton）
らは、被支配者の視点からイギリスによる帝国主義支配のネガティブ・インパクトを描き
出している54。
　他方、帝国史研究におけるもう一つの潮流となったのは、上記のようなイギリスが帝国
の人々に与えた影響だけでなく、膨張したイギリス帝国がイギリス本国の人々に与えた影
響を検討しようとする試みである。マッケンジー（JM．　MacKenzie）を中心とするマンチ
ェスター大学出版会の『帝国主義の研究（StZtdies　in　lmperialis〃i）』叢書の執筆者達は、「他
者」たる非イギリス系の人々に対峙することで生じるイギリス人への文化的影響を検討し
ている55。これらの帝国の中心としてのイギリスの役割や、帝国の周縁に位置づけられる
アジア・アフリカ地域の属領や非公式帝国を強調する帝国史研究が活況を呈する一方、こ
のようなアプローチはイギリス帝国を「イギリス」と非イギリス系住民からなる「それ以
外の地域」へと分断することで、その両者の狭間に置かれた自治植民地に対する関心を低
下させることとなったのである56。
　しかし近年、このような自治植民地を軽視する帝国史研究のあり方に修正を迫る研究が
次々と現れている。それは、本国と自治植民地を「ブリティッシュ・ワールド」という一
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つの枠組みの中で捉えようとする試みである57。ブリティッシュ・ワールドとは、イギリ
ス本国とイギリスからの移民やその子孫によって建設された、言語、文化、政治諸制度を
共有する社会（「ネオ・ブリテン」）である自治植民地から構成される世界である。そのよ
うなブリティッシュ・ワールドの一部である自治植民地に住む人々は、自らを植民地人で
あるとみなし、独自のアイデンティティを形成する一方、イギリスへの帰属意識を捨てる
ことなくブリティッシュネスの意識を本国や他の自治植民地の人々と共有していたと考え
るのである58。このような視点に立つブリッジ（Carl　Bridge）やフェドロウィッチ（K
Fedorowich）に代表される本国、自治植民地史研究者達は、イギリスの歴史はブリテン諸
島（大西洋群島）のみで構成されるのではなく、海外の自治植民地との関係によっても規
定されるというポーコック（J．GA　Pocock）の問題提起や、ブリティッシュネスを構築す
る上での帝国の重要性、そしてブリティッシュ・アイデンティティと連合王国を構成する
各地域のアイデンティティの重層性といったコリー（Linda　Colley）の主張に依拠し、彼
らの議論をイギリスだけでなく、自治植民地へも拡大することを目指すのである59。つま
り、ブリティッシュ・ワールドを構成するイギリス（ブリテン）と自治植民地（ネオ・ブ
リテン）に住む人々は、ブリティッシュネスを共有することで包括的なブリティソシュ・
ワールドへの帰属意識を抱く一方、ブリティッシュ・アイデンティティと各自治植民地の
アイデンティティは対立するものではないと主張されるのである60。
　このようなブリティッシュ・ワールドの議論は、イギリス帝国史研究における新たな可
能性を提示している。ブリティッシュ・ワールドの議論は、本国と自治植民地を移民を媒
介とした文化・アイデンティティを共有する世界として描くことで、「中核」と「周辺」間
の垂直的支配構造の中で、自治植民地を「中核」に対する被支配者として位置づける従来
の帝国史に対して、自治植民地も本国と同様に「世界中に遍在する中核（globally・sca七tered
metropolis）」としてイギリス帝国の支配を支える存在と捉える視点を提供するのである61。
このように考える場合、本国・自治植民地間の関係は、「中核」と「周辺jの支配・被支配
の関係ではなく、帝国の運営者としての「中核」間の分権的な関係であり、本国だけでな
く各自治植民地が、自治を担うことで帝国政策に与えた影響、そして帝国政策を推進する
ことで受けた恩恵や損失を「世界中に遍在する中核」たるブリティッシュ・ワールドの枠
組みから検討することが必要となるであろう。ブリティッシュ・ワールドの議論を主導す
る一人であるカナダ史家バックナー（P．A．　Buckner）が、「カナダ史は、カナダが数世紀
の間、世界中に拡がっていたグレイター・ブリテンの一部であったという事実を認識する
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ことなしに理解されるべきではない」と指摘しているように62、自治植民地史研究は、ブ
リティッシュ・ワールド内におけるイギリス本国や他の自治植民地との相互の関連性から
分析することが重要となるのである。それゆえに、従来帝国から切り離されて語られてき
たイギリス本国、旧自治植民地のナショナル・ヒストリ・・一一一一を越えて、帝国の中の本国・自
治植民地を共通の文化やアイデンティティを基底として再統合した「イギリス人の帝国」
史研究が求められているのである63。
　このような「イギリ．ス人の帝国」史研究において重要となるのは、本国・自治植民地関
係を垂直的構造からではなく、水平的・分権的構造として理解することであり、自治植民
地による帝国の抑圧的支配からの分離・独立ではなく、本国・自治植民地間の協力、そし
て統合へと向かう関係の緊密化に目を向けることである。その際、ブリティソシュネスを
紐帯とする自治植民地によるイギリス帝国への接近・統合強化と、自治植民地独自のナシ
ョナリズム発展の関係性をどのように捉えるべきであろうか。近年の自治植民地研究者は、
以下の節で述べるように、この関係性の解明に焦点を当てており、本研究もこの問題につ
いて取り組むことを課題の一つとしている。
（2）イギリス帝国と植民地ナショナリズム
　近年、「帝国」論に対する関心が高まり、「帝国とは何か」という問いに対して、歴史上
存在した様々な帝国を比較、分類化する試みがなされている。その一例としてイギリス帝
国をはじめとする近代の帝国の特徴に関して、山室信一は、近代以前の唯一至上の存在で
あることを自明とする世界帝国とは異なり、「主権国家体系の下で、国民国家の形態を採る
本国と、異民族・遠隔地支配地域からなる複数の政治空間を統合していく統治形態」であ
ると定義する。そして国民国家と帝国が持つ外延的膨張の両側面を内包するこれらの近代
帝国を「国民帝国」と名付け、近代における帝国を一般化し、整理を試みている64。たし
かに、このような「本国」と「異民族・遠隔地支配地域」という分類は、フランス帝国を
はじめとする近代ヨーロッパ帝国においては妥当であろうが、ダーウィン（John　Darwin）
が指摘するように、イギリス帝国は「異民族・遠隔支配地域」たる属領だけでなく、イギ
リスからの移民がマジョリティを構成する自治植民地の保持によって、他のヨーロッパ帝
国とは異なっているのである65。これらの点から、イギリス帝国における「帝国主義」は、
他の帝国とは異なり、イギリス本国による「異民族・遠隔地支配地域」への膨張と既存の
自治植民地との統合強化という二つの側面があるといえる。また、19世紀末の自治植民地
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において「帝国主義」という語は、バーガー（Car1　Berger）や木村和男によると、もっぱ
ら後者を意味する語として用いられていたと指摘されている66。このような点を踏まえて、
19世紀末から20世紀初頭における自治植民地カナダとイギリス本国や他の自治植民地と
の経済関係の緊密化について問う本研究においても、「帝国主義」という語は「帝国の外延
への膨張（Imperial　Expansion）」という意味ではなく、本国・自治植民地間の統合
「（lmperial　Federatiol1）」という意味で用いたい。
　そして世紀転換期においてこの帝国主義に目を向け、イギリス帝国内の本国と自治植民
地との関係性を検討したのが、ジェブ（Richard　Jebb）である。彼は、1905年に『植民
地ナショナリズムの研究（Studies　in　Colonial・Nationaiis〃1）』という著書を出版し67、「植民
地ナショナリズム」という概念を初めて提起することで、イギリス帝国内の本国と自治植
民地間における帝国主義と植民地ナショナリズムの関係性に注目している68。彼は、1898
年から1901年にかけてのカナダ、オーストラリア、ニュージーランドへの訪問を通して、
自治植民地における独自のナショナリズムの成長を認識する一方、それが宗主国からの分
離・独立を導く一般的なナショナリズムの形態とは異なり、帝国内における自治権の拡大
を志向するものであると考えた。そしてイギリス帝国主義は、本国を序列の頂点に置くこ
とで自治植民地の自治権をも侵害する帝国連邦というかたちではなく、本国・自治植民地
間の平等な自治権を基盤とする帝国内における「平等なステイト（equal　states）」間の水
平的関係である「ブリタニック同盟（Britannic　Alliance）」のかたちをとるべきだと主張
するのである69。
　これに対して、植民地ナショナリズムを「バトリオティズム」という語を用いて議論す
るコール（D．Cole）は、自治植民地にはステイト内での自治強化を目指す政治的な主張で
ある「バトリオティズム」が存在する一方、エスニシティに基づく共同体設立の発露たる
独自の「ナショナリズム」は存在せず、自治植民地における帝国主義は、アングロ・サク
ソン文化を紐帯として本国・植民地を一つのネイションとみなす「ブリタニック・ナショ
ナリズム」であると位置づけるのである70。ブリタニック・ナショナリズムと植民地バト
リオティズムが両立する可能性を指摘するも、自治植民地において独自のナショナリズム
が存在しなかったと言うこのコールの主張は、カナダの人々にとっては、イギリス帝国が
「想像の共同体」である一方、自治植民地カナダは、ナショナリズムを規定する要素を持
たないがゆえに「想像の共同体」足りえなかったと議論するキャナダイン（David
Cannadine）によっても支持されている71。
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　他方、木村和男は、このようなコールの植民地ナショナリズムと帝国主義に関する理解
を批判的に継承しつつ以下のように述べている。木村は、植民地ナショナリズムをジェブ
やコールと同様に、「帝国内での自治を有するステイトの確立を目指す政治的運動と捉え、
本国との協力関係を密にすることで外交権を獲得し、帝国内において本国と対等な地位を
目指す主張であると解釈する。しかし同時に木村は、独自のナショナリズム形成を否定す
るコールとは対照的に、植民地ナショナリズムが独自のナショナリズムの高揚による自立
の意識を内包するものであり、本国との関係強化と自立という両義性を有する概念である
と理解するのである72。ゆえに、19世紀末以降における植民地ナショナリズムの高揚は、
中央集権的な帝国を目指す帝国連邦運動を挫折させると同時に、自治植民地の独自のナシ
ョナリズムを汲み取ったかたちでの本国・植民地間の水平的統合一・1931年のウェストミン
スター憲章一に至る帝国構造の再編を導いたと木村は主張するのである73。木村が考える
植民地ナショナリズムは、自治植民地が帝国内において内政自治権を有する「事実上の独
立国」からイギリスの支配を離れた「真の独立国」へと発展を遂げる過程における主張で
あるといえるだろう74。
　その一方で、ブリティッシュ・ワールド研究の観点からカナダの植民地ナショナリズム
について検討するバックナーは、木村とは全く異なる解釈を提示している。バックナーは、
植民地ナショナリズムを中央集権的帝国連邦ではなく、脱中心的な帝国構造内における自
治植民地による自治強化と本国との対等な地位を志向すると定義する点では木村とたしか
に同様である。しかし、20世紀中葉に至るまで本国の人々とブリティッシュネスを共有し、
ブリティッシュ・ワールドへの帰属意識を持つ大多数のカナダ人は、本国との関係強化を
望む「帝国主義者」であり、政治的権利の拡大によって「地方に住むイギリス人（provincial
Briton）」が「本国のイギリス人（metrop　olitan　Briton）」と対等となり、ブリティッシュ
として一体となることで本国（ブリテン）と自治植民地（ネオ・ブリテン）問の感情的紐
帯は強まるとバックナーは主張するのである。このように考えるバックナーにとって、植
民地ナショナリズムの究極の目的は自治の獲得による帝国からの漸次的自立ではなく、む
しろ帝国関係の強化であり、植民地の発展、そして植民地ナショナリズムの高揚と帝国主
義は一貫したものと捉えられるのである75。
（3）イギリス本国・自治植民地間の感情的紐帯と経済的紐帯
植民地ナショナリズムを自治植民地による自立への第一歩と理解するか、それとも帝国
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統合の強化を支える概念と理解するかは議論の余地があるだろう。しかし、どちらであれ
自治植民地におけるナショナリズム形成は、帝国という要素によって大きく規定されてい
たということは紛れもない事実である。特にバックナーらによる本国・自治植民地間の感
情的紐帯を基礎として植民地ナショナリズムの高揚を検討しようとする試みは、近年帝国
とは切り離され別々に語られるようになった本国、各自治植民地におけるナショナリズム
形成の問題を複合的に考える視座を提供している。しかしながら、バックナーが本国と植
民地間の紐帯を訴える際に、その感情的側面を過度に強調する一方、「密接な経済的紐帯は、
英加間の関係を強化するのを助けたが、それらは帝国への忠誠を維持する決定的な要因で
はなかった」と述べることで、植民地の発展や植民地ナショナリズムの形成、そして帝国
関係の強化を図る上での経済的紐帯を軽視しているのには問題が残る76。トンプソン（A．S．
Thompson）やポッター（S．J．　Potter）も指摘するように、本国と自治植民地は感情的側
面のみによって繋がっていたのではなかった。自治植民地はイギリス本国が提供する「グ
U一バル・エコノミー」において市場や労働力、情報網といった恩恵に浴することで植民
地の発展と本国・植民地間関係の緊密化を両立させることが可能であったのであり、本国・
自治植民地間関係を強化する上で、経済的側面は見過ごすことができないファクターとい
えるのである。
　そして自治植民地の中でも、この本国との経済的紐帯を植民地の発展、そのナショナリ
ズムの形成、さらに帝国関係の強化を図る上で最も重視していたのが、本論文が取り上げ
るカナダだったのである77。第二節でも述べたように、カナダは19世紀末以降、アメリカ
の経済的進出を受けており、カナダ経済をアメリカから守るためにそのオルタナティヴと
して帝国との紐帯が不可欠だったのである78。ゆえに、イギリス帝国経済構造の一部とし
てその発展を支えることと、カナダ経済の発展は同義となっていったのである。加えて、
ブリティッシュネスという観念的な要素以外に、フランス系をはじめとして様々な人種、
言語、宗教が混在するカナダにおいて、実利的な経済に依拠する一体感は、カナダにおけ
るナショナリズムを規定する上で極めて重要な要素だったのである79。
　そして何よりも、本論文が取り上げる19世紀末から20世紀初頭にかけての本国・自治
植民地間の関係緊密化をめぐる議論は、経済的手段、つまり本国・植民地における特恵関
税の導入による帝国の経済的統合の是非をめぐって展開したのである。よって、イギリス
本国やカナダをはじめとする自治植民地からなるブリティッシュ・ワールドの一体性を強
めるには、ブリティッシュネスといった感情的な紐帯だけでは不十分であり、より具体的
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に両者を結びつける手段としての特恵関税を基礎とする経済的紐帯が不可欠とみなされて
いたのである80。そしてこのブリティッシュ・ワールド内における経済的紐帯強化を、実際
に通商に従事することによって担ったのが、貿易業者や製造業者といった商工業利害なの
である。そのようなイギリス帝国経済構造を支える彼らの見解や動向に注目することは、
当該期のイギリス帝国経済について検討する上で新たな分析視角を提供するだろう。
　このような点から、19世紀末から20世紀初頭における自治植民地カナダの経済発展、
独自のナショナリズム形成、そしてイギリスや他の自治植民地との関係強化について検討
する際には、ブリティッシュ・アイデンティティや社会・文化的紐帯といった感情的紐帯
の重要性を認めつつも、その基底をなす経済政策や貿易、投資といった経済的紐帯の重要
性に今一度目を向けることが必要であるといえるのである。この点に注目することによっ
て、近年対米関係の検討のみに専心してきたカナダ経済史研究を、イギリスを含めた英米
加三国間の経済関係の中に位置づけるだけでなく、ブリティッシュ・ワールドを構成する
他の自治植民地との経済関係をも解明することを可能となるだろう。本研究の課題は、ま
さにこの点にある。
第四節　論文の構城と史料
　以上のような研究史を踏まえた上で、本研究は以下のような三部八章構成を取ることに
よって、19世紀後半から20世紀初頭におけるカナダ商工業利害による通商政策志向の変
容を、彼らの帝国特恵関税に対する認識の変化に目を向けることで解明したい。
　第一部「19世紀後半におけるカナダ経済とイギリス帝国」では、1840年代中葉から1880
年代後半にかけてのカナダの政治・経済的構造再編期におけるカナダ商工業利害とカナダ
政府の動向に注目する。カナダの商工業利害が、イギリス本国や他の自治植民地との通商
関係強化に向けて積極的に動き出すのは、本国・植民地双方において帝国連邦運動が高揚を
見せた後の1890年代以降であり、それ以前の時期においては、カナダの貿易業者や製造
業者の問でイギリスとの経済関係強化をそれまで以上に積極的に強化しようとする意識は
必ずしも高くなかった。むしろ、1840年代中葉における旧植民地体制の崩壊によって、イ
ギリス本国が提供する重商主義的諸特権を失った英領北アメリカ各植民地は、従来のイギ
リスに依存した経済構造から脱却し、独自の経済構造を確立する必要性に迫られていたの
である。それゆえ、英領北アメリカ各植民地、そしてカナダ自治領の商工業利害の関心が、
必然的に国内へと向けられた時期であった。言わば第一部で取り上げられる時期は、第二
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部以降で検討するカナダ商工業利害による本国・植民地間経済関係緊密化の議論が活発化
する前段階であり、第一部での考察は1890年代以降本格化する彼らによる帝国経済統合
に関する議論の端緒を探る試みである。
　第一章「19世紀後半のカナダにおける保護主義運動」では、このカナダ経済構造の変革
期における製造業利害の経済政策志向を検討する。具体的には、1858年に連合カナダ植民
地で設立された製造業者団体であるカナダ産業振興協会（Association　for　the　Promotion
of　Canadian　Industry：以下、　APCIと略記）とその後継団体であるオンタリオ製造業者協
会（Manufacturers’Association　of　Ontario：以下、　MAOと略記）による保護関税要求運
動について分析する。その際、これらの団体が刊行したパンフレットや同時代の新聞に掲
載されたこれらの団体の執行委員会、年次総会等の議事録の抄録を史料として用いる81。
　第二章「1880年代における英加経済関係の緊密化」では、与党保守党の中枢を担う政治
家達による本国・植民地関係緊密化に向けての活動を検討する。1840年代中葉以降のカナ
ダにおける政治・経済構造の再編は、1879年に工業製品に対する高率関税を含むナショナ
ル・ポリシー関税法が制定されることで、一応の完成を見た。しかし、そのような経済政
策を施行するカナダ連邦政府の中枢は、国内のみならずイギリス本国、そして帝国諸地域
へとその関心を傾けていた。首相マクドナルドや駐英カナダ代表（High　Commissioner　for
Canada　to七he　United　Kingdom）であるガルト（A．T．　Galt）やタッパー（Charles　Tupper）
らは、1879年のナショナル・ポリシー関税法の施行によって、農業と工業を両輪とするカ
ナダ経済発展の方向性が確立されると、1840年代に失った帝国特恵関税の復活を図ること
によって経済関係を強化し、イギリス帝国内におけるカナダ経済発展を目指したのである。
この目的実現のための活動は、カナダ国内のみならずイギリス本国においても行われた。
カナダ保守党政府は、イギリス本国政府との英加特恵関税協定締結に向けての交渉や、カ
ナダ政府の出先機関である駐英カナダ代表職の設置を行うと同時に、イギリスに駐在する
ガルトやタッパーは、帝国内の商工業者が集う場である帝国商業会議所会議（Congress　of
Chambers　of　Commerce　of　the　British　Empire：以下、コングレスと略記）に参加し、各
地からやってきた商工業者に本国による対植民地経済政策の問題点や政策変更の方向性に
ついての見解を提示したのである。第二章では、このような保守党政府の中核をなす政治
家達の書簡集や、定期刊行物、1886年に開催された第一回コングレスの議事録を史料とし
て、1880年代に政権を担っていた保守党政策決定者による本国・植民地間経済関係緊密化
に向けての努力を検討する82。
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　第三章「1886年『植民地・インド博覧会』とカナダ」では、1886年にロンドンで開催
された植民地・インド博覧会（Colonial　and　lndian　Exhibition）を事例に、第二章で検討
したような英加間経済関係強化を志向する政治家達が、この博覧会開催を通してイギリス
帝国経済構造内におけるカナダ発展の方向性をどのように理解していたのかを明らかにす
る。この博覧会の開催目的は、帝国産品を展示し、イギリスの人々にイギリス帝国の重要
性を示すことによって、帝国内通商関係緊密化を推進するというものであり、その目的は
カナダ保守党政策決定者の意図と完全に合致するものであった。彼らは、この植民地博の
運営に関与することによって、イギリス本国の人々の間で本国・植民地経済関係緊密化へ
の関心を高めると同時に、カナダ国内で植民地博への展示出品を募ることで帝国貿易の問
題に関心が低いカナダ国内の貿易業者、製造業者の目を帝国へと向けさせようとしたので
ある。この点について検討するために、この博覧会におけるカナダ展示の実質的責任者で
あったタッパーの書簡や、彼が植民地博終了後に作成した報告書、そして展示出品者に対
してカナダ政府が行ったアンケートの個票を史料として用いる83。これに植民地博の運営
を担当した王立委員会による報告書を併せて分析することで、植民地博内でのカナダの位
置づけを明らかにすると同時に、植民地博運営者とカナダ政府の間での植民地博に対する
見解の相違等にも注目する84。
　第二部「帝国特恵関税論の形成とカナダ商工業利害」では、カナダ商工業利害による通
商政策志向の変容過程、具体的には彼らによる帝国特恵関税政策の受容過程を考察する。
1840年代から1880年代中葉において、カナダで帝国経済関係強化を推進すべく尽力して
いたのは、政府内の政策決定者達であり、カナダ商工業利害の帝国経済関係緊密化への関
心は必ずしも高くなかった。しかし、そのような状況は、1880年代後半から1890年代に
かけて大きな変化を見せた。帝国連邦運動の高揚やアメリカの経済的プレゼンス拡大の影
響を受けて、彼らの関心が国内のみならずイギリス本国、そして他の自治植民地との通商
関係へと向けられるようになったのである。この時期、カナダ国内の商工業利害は、いか
なる理由から帝国内通商関係緊密化を図るべく積極的に活動を展開するようになったのだ
ろうか。第二部では、1890年代から20世紀初頭におけるカナダ商工業利害による通商政
策志向の変容過程について解明する。
　第四章「米加通商同盟論とカナダ経済」では、カナダ商工業者による通商政策志向変化
の一契機として位置づけられる米加通商同盟論をめぐる論争を検討する。ナショナル・ポ
リシーに不満を抱く農業利害によって1880年代末に開始された米加通商同盟を目指す運
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動は、米加間関税障壁の撤廃、さらにはアメリカによるカナダの併合論を唱えるに至り、
その主張の一部を自由党が党綱領に組み入れることで、カナダ全土を巻き込む大論争へと
発展した。このような状況に対して、ナショナル・ポリシーが提供する高関税によって発
展を遂げたカナダ製造業利害や、本国・植民地関係強化を望むカナダ帝国連邦同盟
（Imperial　Federation　League　in　Canada：以下、カナダIFLと略記）は、カナダ独立の
維持やカナダとイギリス帝国との紐帯を訴えることで、反通商同盟運動を展開したのであ
り、同様に反通商同盟論とナショナル・ポリシー擁護を政策目標として掲げる保守党支援
を行ったのである。
　なお第四章では、この米加通商同盟論の高揚に対して、農民や製造業者といった経済利
害、通商同盟クラブ（Commercial　Union　Club）やカナダIFLといった政治団体、そして
自由党と保守党の両政党が、いかなる見解を抱いていたのかをそれぞれの団体、政党が刊
行したパンフレットや団体の議事録、そして政治家による書簡集等を史料として検討する
85。これらの史料の分析を通して、米加通商同盟論の高揚が、そのオルタナティヴとして
の対英関係強化の必要性を顕在化させることで、1890年代における商工業利害による特恵
関税に基づく帝国経済関係強化の議論を導く役割を果たしたという点を明らかにする。
　第五章「カナダ商業会議所と帝国特恵論」では、カナダ最大の商業会議所であり、1890
年代におけるカナダ国内での帝国特恵論の拠点の一っでもあったモントリオール商業会議
所（Montreal　Board　of　Trade）を中心とするカナダ各地の商業会議所における特恵関税論
の受容過程と、これらの会議所おける特恵関税支持の意図を分析する。帝国特恵関税論は、
通商同盟論のオルタナティヴとしてカナダIFLが提示していたが、1890年代初頭に西イ
ンドやオーストラリアへの輸出市場拡大を模索していた商業会議所に集う貿易業者の関心
とも合致するものであった。彼らは、帝国統合という感情的側面よりもむしろ輸出市場の
拡大という実利的側面から、この帝国特恵を手段とする帝国経済関係緊密化の議論に興味
を抱いたのである。本章では、モントリオール商業会議所理事会の議事録や書簡、年次報
告書や、1892年、1896年に開催された第二回、第三回コングレスの議事録を史料として
用いる86。
　第六章「カナダ製造業者協会と帝国特恵論」では、MAOの後継団体であるカナダ製造
業者協会（Canadian　Manufac七urers’Association：以下、　CMAと略記）による帝国特恵
論の受容に着目する。カナダ各地の商業会議所が、1890年代初頭以降、徐々に特恵関税論
を受容していったのに対して、CMAは必ずしも帝国特恵関税論に対して好意的ではなか
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った。カナダにおける帝国特恵関税の導入は、イギリスから輸入される工業製品への関税
引き下げ、つまりカナダ市場でのカナダ工業製品との競争激化が予想されたからである。
カナダにおける特恵関税の導入が、カナダ製造業者にそのような不利益を生じさせるにも
かかわらず、CMAは1896年以降、その通商政策志向を変化させ、帝国特恵関税支持の立
場を取ったのである。このCMAによる通商政策志向の変遷について、本章ではCMAの
議事録やCMAの機関誌である『カナダ製造業者と産業界（Canαdian　Manufaeturer　and
Industrial　Morld）』とその後継誌である『インダストリアル・カナダ（lndustrial　Canada）』
を主たる史料として用いて分析を行う87。その際、従来の研究が指摘してきた特恵関税の
導入による英加経済関係への影響という点に加えて、これまでほとんど検討されることが
なかった特恵関税によるカナダと他の自治植民地という植民地問経済関係強化に関する議
論についても考察する88。
　第三部「イギリス関税改革運動とカナダ商工業利害」では、1903年から1906年にかけ
てイギリス本国において盛り上がりを見せた関税改革運動に対して、カナダ商業会議所や
CMAが行った支援活動を検討する。第二部で扱う1890年代のカナダにおける帝国特恵関
税論の待望は、1897年に対英特恵関税を含むフィールディング関税法の施行に結実し、こ
のカナダにおける特恵関税法の採用は、イギリス帝国各地において特恵関税に基づく帝国
経済統合の機運を高めた。その特恵関税の波は、イギリス本国にも押し寄せた。カナダに
おける帝国特恵関税の施行に触発されたイギリスの植民地大臣であるジョゼフ・チェンバ
レン（Joseph　Chamberlain）が、1903年にイギリス本国における自由貿易政策の放棄と特
恵関税政策の採用を訴える関税改革運動を開始したのである89。帝国の中枢たるイギリス
本国における特恵関税政策の採用は、植民地における特恵関税政策の存続を盤石なものと
すると同時に、帝国全域を包括する帝国特恵体制の確立に向けての第一歩となるという理
解から、カナダの商業会議所やCMAは、この本国での関税改革運動の支援を開始するの
である。このイギリス本国における関税改革運動の開始こそが、本国植民地問相互特恵関
税導入を目指すカナダが一貫して待望してきたものだったのであり、1906年イギリス総選
挙において自由貿易を掲げる野党自由党が大勝利を飾ることによって、特恵に基づく帝国
経済関係緊密化の議論は急速に衰退していくこととなったのである。第三部では、第二部
で検討するカナダ商工業者の帝国特恵関税支持の姿勢を踏まえて、彼らが関税改革運動に
果たした役割について明らかにすると同時に、本国での関税改革論争への関与を通じて析
出される彼らが想起するカナダ経済、そしてイギリス帝国経済発展の方向性についても解
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明したい。
　第七章「イギリス関税改革運動とカナダ商業会議所」では、チェンバレンによる関税改
革運動開始の約3ヶ月後にモントリオールで開催された第五回コングレスを事例に、カナ
ダ商業会議所が展開した帝国特恵関税支持の議論に加えて、このコングレスを主催したモ
ントリオール商業会議所によるコングレス開催の準備活動を考察する。モントリオール会
議所は、コングレスの主目的である帝国特恵関税に関する議論はもちろんのこと、コング
レスの開催自体を帝国経済関係強化のための一手段と捉えており、第五回コングレスの議
事録やモントリオール商業会議所理事会や書簡、年次総会報告書を主な史料として用いて、
彼らがイギリス関税改革運動のみならず、彼らが関税改革を通してカナダ経済の発展とイ
ギリス帝国経済の発展が両立可能であると思い描いていた点を明らかにするgo。
　他方、CMAは直接イギリス本国へと渡り、関税改革運動の支援を行った。第人章「イ
ギリス関税改革運動とカナダ製造業利害」では、1905年の6月から7月にかけて行われ
たCMAイギリス視察旅行を事例に、関税改革支援を目指すCMAと彼らの訪英によって
関税改革運動の高揚を意図した本国関税改革論者の思惑、そしてCMAによる本国各地の
商業会議所における関税改革支持演説の内容とそれらの演説に対するイギリス商工業者の
見解を考察する。これらの問題について検討するために、CMA執行委員会をはじめとす
るCMA内の各種委員会の議事録や、　CMA視察旅行のイギリス側における受け入れ担当
を引き受けたロンドン商業会議所（London　Chamber　of　Commerce）内に設置された「1905
年6月のCMAのロンドン訪問に関する特別委員会（Special　Commi七tee　regarding　Visit　of
Canadian　Manufacturers’Association　in　London，　June　1905：以下、特別委員会と略記）」
の議事録、さらにCMA視察旅行団が滞在した各都市の地方新聞を主な史料として用いて
いる91。
　これらの各章における分析を通して、19世紀後半から20世紀初頭におけるカナダ商工
業利害の通商政策志向の変容をイギリス帝国という枠組みを通して検討したい。
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第一部　19世紀後半におけるカナダ経済とイギリス帝国
　1840年代中葉以降、イギリスは航海法や帝国特恵関税に代表される重商主義政策を柱と
する旧植民地体制を清算し、自由貿易を採用することによって国際分業体制内における唯
一の中核として安価な原料を輸入する一方、世界各地の市場に工業製品を輸出することで
その繁栄を享受していた。しかしながら、1873年に端を発する大不況や、米独仏といった
後発の工業国の経済発展や保護主義化によって、1880年代初頭には国外市場での競争力の
低下だけでなくイギリス国内市場喪失に対する危機がイギリス国内で叫ばれるようになっ
ていった。このようにして、国際分業体制の唯一の中核としての地位が脅かされるに至る
と1、イギリス国内ではその繁栄を支えてきた自由貿易政策に対する批判が高まると同時に、
現状を打開すべく二つの運動が展開されることとなった。
　その一つ目が、イングランド北部製造業利害を中心に1881年に結成された国民公正貿易
同盟（National　Fair　Trade　League）による保護主義運動であり、国内市場においてイギリ
ス製造業利害や農業利害を外国産品との競争から守るための保護関税の導入がその活動の
主たる目標であった2。もう一つが、イギリスが直面する難局の打開策を植民地との統合強
化に求める帝国連邦運動であり、1884年に結成された帝国連邦同盟（Imperial　Federation
League：以下、　IFLと略記）がその運動を主導していた3。この二つの運動は、本来全く異
なる目的を掲げる運動であった。しかし1890年代初頭以降・、IFLは組織内で本国・自治植
民地共同での帝国防衛を基盤とする軍事同盟派と帝国特恵に基づく帝国通商同盟派という
二つの派閥に分裂状態となっていた。その後者に、運動の衰退に直面した公正貿易同盟が
自由貿易反対の主張を維持するために、合流することによってイギリス本国における本
国・植民地間における経済的統合の基盤が形成されていったのである4。これらの運動を元
に形成された本国・植民地問の経済的統合支持の機運を背景に、世紀転換期以降ジョゼフ・
チェンバレンによる関税改革運動が展開されていくこととなるのである5。
　以上のように、1880年代初頭以降のイギリス本国における本国・植民地問経済関係緊密
化の主張は形成されていった。他方で、イギリス本国と同様に1880年代初頭以降、本国・
植民地間経済関係の緊密化の議論を主導する植民地カナダは、どのようにしてその政策志
向を形成したのであろうか。この点に関して、十分な議論がなされてきたとは言い難い。
第一部では、1840年代中葉から1880年代において、カナダ商工業利害とカナダ政府がい
かなる経済政策やカナダ経済発展の方向性を企図していたのかを検討する。
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　第一章では、旧植民地体制の崩壊後、経済構造の変革を迫られたカナダにおいて、急速
に発展を遂げていった製造業に注目し、彼らが製造業の保護・振興とカナダ・ナショナリ
ズムの議論を結びつけ、新たなネイション・ビルディングの方向性を提示する経緯を検討
する。続く第二章では、そのようなカナダ製造業利害に支援を受けた保守党政府指導者層
が、帝国関係の強化とカナダの発展を一貫したものと捉え、カナダを再び帝国の枠組みの
中に位置づけるべく、イギリス本国において展開した活動の意義を検討する。さらに第三
章では、1886年に開催された植民地・インド博覧会を事例として取り上げる。この事例を
検討することで、イギリス本国、そしてカナダを股にかけて活動する保守党政府指導者層
が、博覧会を通して本国、そして植民地の人々に与えた影響について考察したい。
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第一章　19世紀後半のカナダにおける保護主義運動
　19世紀中葉におけるイギリスの自由貿易政策への転換は、その植民地における経済構造
を根底から覆すものであり、イギリスを中心とする経済構造の周縁に位置づけられる植民
地の経済も大きな変革を迫られることになった。後にカナダ自治領を構成する英領北アメ
リカ植民地もその例外ではなかった。イギリスによる北米大陸での支配体制は、フランス
との度重なる植民地戦争を経て、1763年のパリ条約によるケベック植民地の割譲をもって
確立された。しかし、膨大な戦費と軍事力を割いて獲得したケベック植民地やその他の英
領北アメリカ植民地は、毛皮と木材を生産する寒冷な植民地でしかなく、その経済的価値
は南の13植民地や西インドに比べてはるかに劣っていたのである1。この必ずしも経済的
価値の高くない英領北アメリカ植民地における初期の経済発展を支えると同時に、イギリ
ス本国とを結びつける紐帯としての役割を担ったのが、「旧植民地体制」と総称される重商
主義的諸政策であった2。
　その内容は、主に本国・植民地間の関税優遇（帝国特恵関税制度）、イギリス、植民地
船舶による帝国内貿易の独占（航海法）、植民地防衛とそれに伴う財政支出から構成される。
中でも特に重要だったのが、本国・植民地間の特恵関税制度である。英領北アメリカ植民
地によるイギリス本国への輸出は、たとえ商品価格が安くともヨーロッパ諸国からの輸出
に比して高額な輸送費が輸出の妨げとなっていた。しかし、本国市場における植民地産品
に対する関税優遇は、この輸送費の面での不利を相殺し、植民地ステープル生産者に競争
力を与えたのである。他方で、1840年代以前の英領北アメリカ植民地には、製造業がほと
んど存在しなかったため、本国からの工業製品を輸入することで、本国と相互補完的な経
済関係を形成していたのである3。
　19世紀中葉におけるイギリス本国における自由貿易政策の転換は、このような英領北ア
メリカ植民地にとって、彼らが享受した特恵関税に代表される重商主義的保護を失うこと
を意味していた4。そのため、イギリス本国が提供する保護下でその基盤を形成しつつあっ
た英領北アメリカ植民地は、本国との密接な経済関係を失うことによって、従来の本国と
の相互補完的な経済関係とは異なる、独自の経済発展を模索していくこととなるのである5。
　その経済発展の手段として19世紀後半以降追求されるのが、保護関税の施行による製
造業の育成であった。旧植民地体制下の英領北アメリカ植民地経済は、すでに触れたよう
に、本国へのステープル産品の生産に特化しており、製造業はほとんど存在しなかった。
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しかし、1850年代になるとステープル産品輸出によって蓄積された商業資本が製造業へと
転化される一方、鉄道などのインフラ建設に従事する入々が労働市場へと流れ込むことに
よって、工業への安定的な労働力供給が確保されるようになったため、萌芽的な工業発展
が開始されたのである6。
　たしかにその産業規模は小さく、業種も農業機器産業を除いては綿織物や毛織物といっ
た繊維産業、そして石鹸などの家庭用品を中心とする消費財産業に限定されたものではあ
った7。しかし1854年に締結された米加互恵条約によって、アメリカと英領北アメリカ植
民地間の一次産品関税が免除となったことによって安価な原料供給が可能となったことに
も助けられ8、この時期に19世紀後半のカナダにおける急速な工業発展の基礎が確立され
たのである9。しかしながら、英領北アメリカ植民地における製造業はいまだ発展途上にあ
り、イギリス本国やアメリカ製の工業製品とカナダ市場で競争するためには、輸入工業製
品に対する高率の保護関税を必要としていたのである。ゆえに、製造業に従事する人々は、
保護関税の導入に向けての活動を展開したのである。
　従来の19世紀後半のカナダ経済史に関する研究においては、ステープル産品輸出に関
心が向けられる一方、この製造業に関してはほとんど目が向けられてこなかった10。しか
し、この製造業の振興と発展こそが、旧植民地体制の崩壊後におけるカナダ経済構造の変
革を特徴づけるものだったのであり、この点について解明することで、19世紀後半以降カ
ナダ政府、そして製造業に従事する人々が目指したカナダ経済発展の方向性を明らかにす
ることができるだろう。本章では、この19世紀後半のカナダにおける製造業振興の過程
を分析するために、製造業者による保護関税要求の運動に目を向ける。具体的には1858
年のケイリー関税法、1859年のガルト関税法、そして1879年のナショナル・ポリシー関
税法の導入をめぐるカナダ製造業利害の主張について考察したい11。
第一節　保護主義の待望と関税自主権
　英領北アメリカ植民地における保護主義の主張は、1850年代後半から高まりを見せるが、
それはこの時期に突如として現れたものではない。英領北アメリカ植民地における保護主
義の出現は、1820年代にまで遡る。このとき保護関税の導入を訴えていたのは、アッパー・
カナダ植民地西部の農業利害であり、アメリカからの安価な一次産品流入に対抗するため
に、1821年にアッパー・カナダ植民地の立法議会に対して保護関税導入の請願を行ってい
た12。また1845年には、連合カナダ植民地において工業製品保護の要求がなされたが、保
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護関税の導入には至らなかった。これは、当該期の連合カナダ植民地においては、いまだ
保護されるべき製造業がほとんどなく、工業製品への保護関税賦課は、外国の製造業者に
対する障壁となるというよりもむしろ、国内消費者の負担となるために支持が得られなか
ったのである13。これに加えて、19世紀前半の英領北アメリカ植民地は関税自主権を有し
ておらず、その決定権が本国に委ねられていたために、保護関税の導入が妨げられていた。
事実、1845年の保護関税導入の要求は、イギリス本国議会によって否決されたのであり、
1840年代以前の英領北アメリカ植民地においては、国内産品に対する保護を要求する運動
がほとんど意味をなさなかったのである14。
　しかし、そのような状況を終わらせ、植民地における保護関税導入の契機となったのが、
旧植民地体制の解体に伴う本国政府から植民地政府への関税白主権の付与である。旧植民
地体制は、その保護の恩恵を受ける植民地にとっては有利であるが、その与え手となる本
国にとっては、大きな経済的負担を伴うものであった。ゆえに自由貿易政策の採用、そし
て旧植民地体制の解体は、イギリス本国にとっては通商政策の変更であると同時に、対植
民地政策の変更であり、イギリス本国は植民地に与えられた特権を撤廃し、自治権を漸次
付与していくことで安価な植民地経営を行うことを目指したのである。
　特に関税自主権は、ノヴァスコシア、連合カナダの両植民地において責任政府の樹立が
認められる1848年に先駆けて、特恵関税削減、撤廃と組み合わされるかたちで植民地へ
と付与されていった。1842年にイギリス本国議会において可決された英領通商法（British
Possession’s　Trade　Act）によって、イギリスは英領北アメリカ植民地関税を改正し、イギ
リスからの輸入品に対する関税を撤廃し、外国産品への関税を4％へ下げると同時に、植
民地独自に最大5％までの歳入関税を付与する権利を認めた。さらに1846年には、英領
関税法（British　Possession’s　Duties　of　Customs　Act）によって、植民地は外国商品に対
する輸入関税を決定できる権限を与えられたのである15。この英領北アメリカ植民地への
関税自主権の委譲の結果、1846年に連合カナダ植民地で制定された関税法では、繊維、木
材製品に7．5％、農業機器に対して10％から12．5％といった工業製品関税が課されること
になったのである。その水準は、以下で触れる1850年代末以降のカナダにおける関税率
の水準に比して決して高いとは言えない。それでも1846年関税法における平均関税率は、
同時期の西インドやオーストラレシア各植民地といった他のイギリス植民地の約4倍に相
当する「高率」だったのであり、植民地における対英特恵関税の廃止も相侯ってイギリス
の製造業者からの激しい批判を浴びることとなったのである16。
38
　このように、植民地における関税自主権の獲得という保護関税導入の基盤が整うと、英
領北アメリカ植民地の各地、中でも連合カナダ植民地内の様々な都市の商業会議所におい
て、製造業保護を求める声は日増しに高まっていった。1847年には、後に「カナダのバー
ミンガム」と呼ばれる工業都市となるアッパー・カナダのハミルトンにおいて保護主義者
による集会が開催され、1852年には英領北アメリカ植民地最大の経済団体であるモントリ
オール商業会議所が、保護主義決議を可決した。また同年には、トロントの法律家で連合
カナダ議会議員であるギャンブル（Clark　Gamble）が、連合カナダ議会において、イギリ
ス、アメリカの産業発展に対する懸念を表明し、カナダが両国の工業製品の輸出市場とな
っていることを問題視して、保護関税の導入を訴えていた。保護主義は、確実に連合カナ
ダ植民地において支持を得ていったのである17。さらに1850年代後半になると、連合カナ
ダ植民地が凶作による農業不振と、それに付随する輸出貿易の減少に端を発する不況に陥
ったことによって、保護主義運動への関心の高まりは、その頂点へと達したのである。
第二節　カナダ産業振興協会の設立
　　（1）カナダ産業振興協会とその後継団体
　このような保護主義感情の高まりを背景に、1850年代後半の連合カナダ植民地において
保護関税導入を主導したのが、APCIである。　APCIは、1858年にアッパー・カナダ経済
の中心地であるトロントで設立された、トロントやハミルトンを中心とする連合カナダ内
の製造業者の代表からなる保護主義団体であり、主に第四章や第六章で検討するMAOと
やCMAの前身となる団体である18。　APCIの活動は、以下でも触れるように1859年のガ
ルト関税の施行後は解散と再結成を断続的に繰り返す極めて不安定なものではあったが、
1875年に団体の名称としてMAOを名乗る頃には、継続的な活動を行うことができるほど
に団体の運営基盤iが確立されていた。その後、1887年にはその名称をさらにCMAへと変
更し、1900年以降はオンタリオ州の製造業者だけでなく、カナダ全土の製造業者に入会を
認めることによって、カナダ製造業者利害の見解統一に尽力し、保護関税によるカナダ製
造業の育成を団体の目標に掲げて、20世紀を通して活動を展開した19。またCMAは、1996
年にはカナダ輸出業者協会（Canadian　Exp　orters’Association）と合併することによって、
カナダ製造業者・輸出業者同盟（Alliance　of　Manufacturers＆Exporters　Canada）に、
そして2000年にはカナダ製造業者と輸出業者（Canadian　Manufacturers＆Exporters）
へと名称を変更しながら、現在も活動を続けている20。本節では、後にこのような経緯を
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辿るAPCIの設立を導いた1858年4月14日、15日に開催された製造業者による集会の
内容を取り上げ、1850年代における連合カナダ植民地の製造業利害による保護主義政策志
向について検討したい。
　　（2）カナダ産業振興協会の設立
　このAPCI設立の直接の契機となったのは1858年4月14、15日にトロントのセント・
ローレンス・ホールで開催された連合カナダ植民地の製造業者による集会である。この集
会は、前節で述べた保護主義の高揚を背景にトロントの製造業者によって開催が計画され
た。またその開催に際しては、1856年にモントリオールで設立された関税改革協会（Tariff
Reform　Association）による支援もあり21、連合カナダ植民地全域の製造業者へと会議開
催を伝える回状が送付された22。その結果、約350人の製造業者がこの集会へと参加した
のであり、第一日目の討議を終えた後、この集会に参加した53・名の製造業者によってAPCI
が設立されることとなるのである23。
　この集会において議論を主導しただけでなく、APCI設立の中心人物となったのが、ブ
キャナン（Isaac　Buchanan）である。ブキャナンは、ハミルトンを中心に事業を展開する
穀物貿易業者であり、この会議が開催された1858年当時は、連合カナダ植民地の議員で
あった。また彼は、1870年代にナショナル・ポリシー関税法の制定に向けて民衆の啓蒙運
動を展開し、後にMAOの書記として活動するライト（A．W．　Wright）や24、ナショナル・
ポリシー関税法を制定した保守党マクドナルド内閣の大蔵大臣を務めたティリーとも親交
があり、彼らに多大な影響を与えたという点でガルト関税法からナショナル・ポリシー関
税法の制定に至る保護主義運動の理論的支柱をなした人物であるとも言われている25。
　このブキャナンの保護主義の主張は、主に以下のような論点から形成されていた。その
第一点目は、1850年代後半における連合カナダの貿易構造、特に隣国アメリカとの貿易関
係に対する危惧である。この時期、アメリカはすでに高率の保護関税障壁を有し、連合カ
ナダからの工業製品輸出を阻止する一方で、低率の歳入関税しか持たないカナダへと大量
の工業製品を輸出していた。その結果が、連合カナダによる輸入超過と金の流出であり、
この金の流出が1850年代末の連合カナダにおける財政危機、そして不況の一因となって
いるとブキャナンは考えたのである。このような加米間の貿易の不均衡を是正するために
は、保護関税の導入による工業製品輸入の阻止が不可欠であり、保護関税の導入によって
工業製品輸入が減少、つまり国外に流出する金が資本や賃金といった様々なかたちで国内
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において還流することが、カナダの経済発展につながると理解していたのである26。その
結果として、製造業は国内市場で競争力を増加させ、生産を拡大することによって労働者
の雇用が増大する。また彼らがこれまで以上の賃金を得て、カナダ工業製品や農産品の消
費者となることで、それらの商品の市場拡大が可能となると彼は考えたのである。このよ
うな経済発展経路を想起するブキャナンにとって、最も重要となるのはその経路の最初に
位置づけられる製造業の振興とそれを促進する保護関税の導入であった。それは、カナダ
経済・産業の独立を維持するためには、保護関税の導入が必要欠くべからざるものだった
のである27。
　このような見解を抱く保護主義者ブキャナンは、この集会で連合カナダ植民地政府が歳
入重視の低関税政策を取っていることに対して疑問を呈し、「イギリス本国がカナダの人々
に関税自主権を認めてくれたにもかかわらず、カナダの立法がこの国の繁栄の基盤を形成
するのに失敗してきたという事実から目を逸らしてきた」という旨の決議案を読み上げる
ことで、連合カナダ植民地の人々が自らの意志での関税再調整を行うことによって、国内
産業の発展を推し進めるべきであると唱えたのである。続いて彼の批判の矛先は、自由貿
易、そして自由貿易を世界中で推進するイギリス本国に向けられた。ブキャナンは、「イン
グランドに適する原則は植民地には適さない」のであり、「イングランド的思想を捨て去る
べき」と発言し、本国と植民地が異なる通商政策を採用することでの各々の発展を志向し
たのである28。
　その際、ブキャナンが連合カナダ植民地の取るべき通商政策の手近な見本として考えて
いたのが、カナダ工業製品市場における競争相手であるアメリカ合衆国であった。彼はこ
の集会において、1820年代に「アメリカ体制」という保護関税を基礎とする国民経済確立
政策を推進したクレイ（Henry　Clay）の見解に依拠し、国内産業を促進、保護するための
関税の必要性や国内資源を用いた必需品の自給の可能性を議論している29。ブキャナンの
保護主義を支持したブランスキル（Thomas　Brunskill）も同様にこの点について言及し、
独立後貧困に喘いでいたアメリカが発展を遂げることができたのは、保護主義のためであ
ると述べることによって保護関税による製造業の育成の必要性を訴えたのである30。
　しかしながら、注意しなければならないのは、ブキャナンは保護主義を唱えることによ
ってイギリスと異なる通商政策を志向し、アメリカ型の発展を支持したが、決してイギリ
ス帝国からの分離、独立を望んでいたわけではないということである。彼が保護主義によ
る製造業の発展を通して目指したのは、連合カナダ植民地、そして英領北アメリカ植民地
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全体が帝国内における「製造業植民地（manufacturing　colony）」となることであり、イ
ギリスのみに工業生産地が集中している現状では、イギリス帝国経済は永続的な繁栄を望
めないという考えが、彼の保護主義思想の根底には存在したのである。それゆえ、彼は帝
国の経済的覇権を強化するには、帝国全体がイギリスのみに適した自由貿易政策を採用す
るのではなく、帝国内諸地域が自らの利害に応じた通商政策を採ることが必要であると考
えたのである。その際、連合カナダ植民地に適した通商政策は保護主義であり、保護関税
を通じて製造業を振興し、経済発展を推し進めることが帝国の繁栄に寄与すると理解した
のである31。このような帝国内における工業地域の拡散という考えは、世紀転換期のカナ
ダ製造業者、貿易業者の帝国経済政策志向や、イギリス本国における建設的帝国主義者の
主張を先取りするものとして興味深い主張であると言えよう32。このようなブキャナンら
の見解に賛同した人々によって、APCIは設立されたのであり、以下の節で述べる関税改
正案を製造業者の見解として、連合カナダ植民地政府へと訴えるのである。
（3）カナダ産業振興協会による関税改正案
　この1858年4月14日、15日の集会においては、ブキャナンの決議に続いてモントリ
オールのストーブ製造業者ロデン（W．Rodden）によって関税の再調整、つまり保護関税
の導入に向けての基本原則が提示された33。この基本原則は、4月14目の会議開催に向け
て1858年3月下旬にモントリオールとトロントの製造業者を中心に開催された準備委員
会によって決定されたものであり、後に政府へと関税改正を請願する上での叩き台となる
ものであった（表1－1参照）。その内容は、主に4点から構成されていた。第一点目は、
工業製品の原料となる一次産品に関しては原則無税とすること、第二に現在歳入関税が課
されている商品は、カナダの生産者の利害と競合しない、ないしは国内で生産不可能な商
品が大半なので歳入の許す限り関税を低率化させること、第三にカナダ国内の製造業者だ
けでは国内需要を満たせない商品は、中程度の関税が賦課されること、そして第四にカナ
ダ工業製品と競合する輸入工業製品には保護関税が課されるというものである34。この基
本原貝1」は、先にブキャナンらが述べた保護主義の議論を具体的なかたちで会議に参加した
製造業者に示すものであり、会議参加者から多数の支持を得て可決されたのである35。
　この基本原則を元にして、翌4月15日にAPCIの会員によって作成された関税改正案
の一部が表1－2である。その内容は、大筋で前日の集会において提起された基本原則を
踏襲し、工業製品の原料となる一次産品には低率関税を、そして連合カナダ内で生産可能
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であり、なおかつカナダ製造業者のみで国内需要を満たすことができる工業製品は、輸入
工業製品を排除するために20％以上の高率関税を要求するものであった。その一方で、基
本原則の第三番目で提示された「国内での生産が困難な工業製品」に対する関税案は、20％
程度の関税から5％以下へと大きな変更がなされている36。この結果、APCIが提案する関
税要求案は、高率保護関税と低率関税の二段階から構成され、連合カナダの製造業者が「必
要とするもの」と「そうでないもの」に二分される明快なかたちを取ることとなったので
ある。
　この翌日の4月16日には、ブキャナンを中心とするAPCI執行委員の5名と、　APCI
に参加する連合カナダ植民地議会の議員19名からなる計24名の代表団が、この関税要求
案を請願すべく連合カナダ植民地政府の大蔵大臣であるケイリー（William　Cayley）のも
とを請願のために訪れたのである37。これに対してケイリーは、その関税要求案をそのま
ま受け入れはしなかったが、APCIの主張に大きな関心を寄せ、次会期に提出される新た
な関税法は、連合カナダ植民地の産業振興という観点から調整され、要求を全て満たすも
のではないにしても概して満足のいくものとなるだろうと返答し、請願に対して好意的な
対応をとったのである38。
　では、APCIの請願を経て制定されたケイリー関税法（1858年8月）とガルト関税法
（1859年3A）において、　APCIが要求した保護の要求はどれほど汲み取られたのだろう
か。まずAPCIが要求していた工業製品への25％の関税率適用は、請願時のケイリーの発
言にもかかわらずほとんど受け入れられることはなく、大半の工業製品は15％ないしは
20％の関税率へと分類された。この工業製品への関税率は、翌年のガルト関税法によって
見直され、ほぼ全ての工業製品に20％の関税率が適用されることとなったが、それでも
APCIが要求していた工業製品への25％の関税率適用が実現することはなかった。しかし、
工業製品へと賦課される関税率は、ケイリー関税法以前の平均12．8％からガルト関税法の
19．6％へと増加を見せており、工業製品に対する保護は大幅に強化された。
　他方で、APCIが望んでいた工業製品の原料となる一次産晶への課税については、　APCI
の要求を超えてほぼ全ての一次産品が無税とされたという点で、APCIの要求に叶うもの
だったといえる39。また表1－2で見たような個別品目の関税率に関しても、綿織物や毛織
物といった主要な工業製品において概ねAPCIの要求案が受け入れられたのである40。
　このケイリー関税法とその翌年のガルト関税法が、製造業の振興を意図した保護主義的
関税法であるか、それともそれ以前と同様に関税による収入増を目指した歳入関税である
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かに関しては、研究者の間で意見が分かれている41。それは、この関税法の施行後、ケイ
リーの後を継いだ大蔵大臣のガルトが、両関税の主目的が歳入増にあり、保護は「付随的
（incidental）」でしかないと語ったことが大きく影響していると思われる42。
　しかし、両関税の歳入的側面を強調する研究者でさえ、それらの関税が「付随的」であ
るにしても保護主義的要素を持っているという点では見解が一致しているし、APCIに代
表される連合カナダの製造業者もその成果に一定程度の満足を示し、次節で述べるように
1860年代に入り、再び工業製品の関税率が低く抑えられると、「ガルト関税の復活」を掲
げて保護主義運動を展開するのである。またこの1850年代末の連合カナダ植民地におけ
る関税法は、イギリス本国においても保護主義的であるとみなされたのであり、植民地通
商政策における「無血革命」としてイギリス本国の植民地省や製造業者から猛烈な抗議を
受けたことからも、この関税がイギリス本国で保護主義的とみなされていたということが
窺えよう43。このように、APCIの請願を契機として制定された二っの関税法は、少なく
とも同時代の人々の間では保護主義的であると理解されたのであり、その点を考慮すれば、
1858年におけるAPCIの保護主義運動は、一定程度の成功を収めたといってよいであろう。
　　（4）カナダ産業振興協会による保護主義運動の限界
　前節で検討したように、1850年代末における保護主義への関心の高まりを背景に展開し
たAPCIの保護関税導入に向けての活動は、ケイリー、ガルト両関税法の制定をもって一
定の成果を上げた。しかし、この時期のAPCIを中心とした保護主義運動は、様々な限界
を有していた。その第一点目が、連合カナダ植民地内における製造業者間の見解の相違で
ある。APCI設立の契機となった1858年4月14日の会議において、その会議を主導した
のはブキャナンらの保護主義者であったが、会議に参加した製造業者全員が必ずしも保護
主義を支持していたわけではなく、保護関税を支持する参加者は約半数程度でしかなかっ
た。残りの参加者が主張したのは、連合カナダ植民地の関税政策は、製造業の振興を意図
した保護関税ではなく、あくまで低率関税を基礎とする歳入関税を採用すべきであるとい
う見解であった。そのような歳入関税支持者は、会議においてブキャナンらが唱える保護
関税では現在の歳入レベルを維持することができず、逼迫する連合カナダ財政をさらに悪
化させると主張したのである44。結局のところ、この1858年4月14日の連合カナダ植民
地の製造業者による会議は、連合カナダ植民地内の保護主義者による保護主義者のための
会議でしかなく、連合カナダ植民地内の製造業者の統一見解を形成するものではなかった
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のである。
　また1850年代後半における保護i主義運動が直面した限界は、連合カナダ植民地の製造
業者内における見解の相違だけではなかった。当該期における保護主義運動は、トロント
やハミルトンといった連合カナダ植民地内のアッパー・カナダを中心とした運動であり、
1858年4月15日のAPCI設立会議において、ケベックなどのロワー・カナダの製造業者
代表を執行委員会に加えることで団体の影響力を強化することが提案されたものの、それ
らを合わせても連合カナダ植民地内に限定された運動でしかなかった45。英領北アメリカ
の他植民地、特にアメリカ合衆国やイギリス本国との密接な貿易関係を有する沿海州の植
民地では、貿易の妨げとなる保護関税に対して批判的な見解が支配的であり、APCIを中
心とする連合カナダ植民地での保護主義の主張は、ほとんど受け入れられなかったのであ
る。ゆえに、1850年代におけるブキャナンらの保護主義運動は、英領北アメリカ植民地全
体を包括する運動へと発展することができなかったのである46。
　以上のように、1850年代末に頂点に達したカナダにおける保護主義運動は、ケイリー、
ガルト関税法という「付随的」保護関税の制定を導き、連合カナダ植民地における後の製
造業発展の基盤形成に寄与するものではあった。しかし、それは同時に多くの問題を抱え
るものであった。事実、1858年4月に誕生したAPCIは、ケイリー関税法の成立後は、
主だった活動を行うことなく、活動休止状態に陥った。APCIがこの後に刊行したパンフ
レットによると、この活動休止の理由は、APCIがケイリー関税法、ガルト関税法の制定
によって、その活動目的を達成したことであり、APCIは「発展的解散」であると説明し
ている47。しかし、その活動休止は、活動資金不足といった財政上の問題によって運動を
展開することができなくなったためとも言われている48。このようにして、1850年代末の
カナダにおける保護主義運動は、その後急速に衰退することとなるのである。
　先に述べたように、1850年代末におけるカナダの保護主義運動への関心の高まりは、旧
植民地体制の解体による関税自主権の委譲、製造業の発展、そして不況が組み合わさるこ
とでその頂点へと達した。この保護主義運動がカナダにおいて再び高揚するのは、この20
年後、連邦結成によって関税自主権を含む内政自治権が強化され、製造業がこれまで以上
に発展したのに加えて、1873年に端を発する未曾有の大不況がカナダのみならず世界各地
を襲った1870年代後半であった。
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　　（1）保護主義運動の停滞
　1850年代末の保護主義運動によって、「付随的」ながら工業製品保護関税が導入された
ことで、1860年代には英領北アメリカ植民地全体、特に連合カナダ植民地の製造業は、急
速に発展を見せた。さらに1860年代前半のアメリカ南北戦争による特需や、1860年代後
半から1870年代初頭における豊作の影響から好況が続いたため、農業機器や綿織物、毛
織物を中心とする繊維産業、そして木材加工業といった部門での生産増や事業規模の拡大
が顕著に見られたのである49。
　他方でこの時期は、1850年代末に達成された保護主義の基盤が徐々に切り崩され始めた
時期でもあった。アメリカが1864年に平均関税率48％の高率保護関税を導入したのに加
えて、英領北アメリカ植民地の製造業者に安価な工業製品原料を供給していた米加互恵条
約が1866年に失効すると、英領北アメリカ植民地では、従来のアメリカとの「南北」間
の貿易経路に替えて、英領北アメリカ植民地内の「東西」の貿易関係強化が志向されるよ
うになった50。このような英領北アメリカ植民地間経済統合の願望は、1860年代末の英領
北アメリカ植民地における連邦結成の機運を高め、1867年7月1日には連合カナダ植民
地、ノヴァスコシア植民地、ニューブランズウィック植民地からなるカナダ自治領の成立
を見るに至ったのである51。
　この連邦結成によって問題となったのは、新たに誕生することとなる連邦の関税率であ
った。ケイリー、ガルト両関税法以降、工業製品原料への低率関税と工業製品保護関税と
いう二段階の関税政策を採用する連合カナダ政府と、自由貿易を基盤とした歳入関税政策
を採用する沿海州植民地の間には、その関税政策を巡って大きな溝が存在したのである。
そして連邦結成に先駆けて決定された新関税法の平均関税率は、最終的には連合カナダ植
民地の関税政策を継承しつっも、連合カナダ関税の平均約20％と沿海州植民地関税の平均
12．5％の中間となる15％程度へと抑えられることになった52。この関税率の変更は、従来
保護主義的関税を享受してきた連合カナダ植民地の製造業者にとっては受け入れがたいも
のであった。この関税率の低下に加えて、南北戦争後急速に復興したアメリカからのダン
ピング価格での工業製品輸入増によってカナダ市場での競争が激化すると、アッパー・カ
ナダ植民地において関税減を危惧する製造業者を中心に保護主義への関心が再燃すること
となったのである。
　その関心の高まりは、APCIの活動再開を導くこととなった。1866年9月25日にトロ
ントで開催されたアッパー・カナダ農業博覧会（UpPer　Canada　Agricultural　Exhibition）
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に合わせてAPCIの会議が招集され、その会議において議会による関税率の低下を批判す
る旨の決議案が可決されたのである53。これを契機に活動を再開したAPCIが主張したの
は、製造業保護関税であるガルト関税法の復活であり、アメリカのみならず大陸ヨーロッ
パ諸国が次々と保護主義的傾向を強める状況下で、カナダのみが関税を低減させている状
況の改善が叫ばれたのである54。
　特にこの点は、1870年3月19日にトロント商業会議所（Toronto　Board　of　Trade）と
の合同で開催された会議で集中的に議論された。この会議において、トロントの製薬業者
エリオット（R．W．　Elliot）が、アメリカによるカナダ市場でのダンピングが激しさを増す
中で、これを回避するためには保護関税が不可欠であるという決議案を提出すると、エリ
オットに続いたゴードン（John　Gordon）も製造業の保護は、国内への移民や海外からの
投資の増加を導くものであり、ガルト関税法の復活が製造業だけでなくカナダ全体の発展
へと繋がると主張し、保護の必要性を訴えたのである55。またこの6日後の3月25日には、
この会議で可決された決議を連邦政府へと伝えるべく会議の参加者から選ばれた代表団が
オタワを訪問した。この代表団の一人であったトロント穀物取引所（Toronto　Corn
Exchange）所長のスプラット（Robert　Spratt）が、連邦政府関税相のティリーや、その
年の末に大蔵大臣に就任するヒンクス（Francis　Hincks）に対して、ガルト関税法による
製造業の発展を例示しながら、アメリカの保護主義化によって互恵の道が閉ざされた以上、
カナダも国内市場確保のために保護関税の導入が必要であると陳情したのである56。
　このように、APCIを中心となる製造業者や一部の貿易業者は、アメリカからの輸入増
に対抗すべく保護関税の導入を主張した。しかし彼らの主張は、1850年代末に展開された
保護主義運動のようには支持を集められなかった。連邦結成から1870年代初頭にかけて
は好況期であり、低関税下で安価な商品輸入の恩恵を享受するカナダ内の一般消費者に保
護の主張が受け入れられなかったのである。そのような状況を端的に示すのは、1867年2
月に開催されたAPCIの会議におけるオンタリオ州ガルトのデイト（H．H．　Date）の発言
である。彼が言うには、「保護主義は他の利害を犠牲にすることで製造業を発展させるもの」
であるという見解が流布しており、世論は保護主義に対して否定的であるというものであ
った57。っまりこの時期、保護を語る製造業者は、多くの人々から「守銭奴」とみなされ
ていたのである58。こうした保護主義に対する関心の低さは、1870年12月21日に開催さ
れたAPCI主催の保護主義を議論するパブリック・ミーティングの事例からも明らかであ
る。このパブリック・ミーティングに開会時間から参加したのはわずか3名であり、開会
47
から1時間経っても参加者は22名しか集まらなかったのである59。
　このような敵意のために、保護主義は関心を集められず、1871年にはAPCIの後継組織
としてMAOが設立されたが、断続的な活動しか行うことができなかったのである。この
MAOが継続的な活動を行えるようになるのは、1870年代初頭の好景気から一転して大不
況へと突入した1873年以降のことであった60。
（2）オンタリオ製造業者協会の保護主義政策志向
　1873年のウィv－一一ン証券取引所での株価大暴落に端を発する大不況は、イギリスをはじめ
とするヨーロッパ諸国だけでなく、ヨーロッパに一次産品を供給するカナダにも即座に波
及した。製造業が発展したとはいえ、1870年の時点で、カナダのGDPに占める製造業の
割合は25％程度でしかなく、中心産業は依然として農業であった（同36％）61。ゆえに、
その大半の輸出先となるヨーロッパでの不況は、その経済構造の末端たるカナダにも少な
からぬ混乱を招いたのである。一次産品輸出の停滞は、国内における工業製品の購買力低
下、そして製造業の不振へと連鎖したのである。
　またそのような大不況による経済の混乱の一方、カナダ政界においても混乱が生じてい
た。大不況が起こり始めた1873年に、カナダ太平洋鉄道（Canadian　Pacific　Railway：以
下、CPRと略記）建設に絡む贈収賄事件（「パシフィック・スキャンダル」）によって保守
党マクドナルド内閣が総辞職し、歳入を基礎とする低率関税政策を掲げる自由党マッケン
ジー（Alexander　MacKenzie）内閣が発足した62。続いて翌1874年には、熱烈な自由貿
易論者として知られる大蔵大臣カートライト（Richard　Car七wrigh七）による工業製品への
保護が抑えられた歳入関税法（「カートライト関税法」）が施行され63、またアメリカとの
工業製品をも対象とする互恵協定締結交渉開始など、自由党政府が低関税政策を次々と打
ち出したことによって64、国内工業製品市場での外国産品との競争激化を危惧する人々の
間でこれまで以上に保護主義感情が高揚したのである。
　このような中で開催されたMAOの会議では、不況からの脱却を目指す製造業者の見解
が現れている。1874年2月24日に開催されたMAOの総会では、1870年12月のパブリ
ック・ミーティングとは対照的に約250名の人々が参加していた。この会議に参加したマ
ッキンノン（J．McKinnon）は、製造業者の会議への参加者の増加がカナダにおける製造
業利害の成長を示していると謳い、程度の差こそあれカナダの製造業者は、カナダ製造業
振興のための保護関税を必要としていると説いていたのである65。
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　しかし、このような不況期においてもなおカナダ製造業者の見解は、決して保護主義で
統一されていなかった。1874年8月12、13日にハミルトンで開催されたMAOの総会の
主要議題は、自由党政府によって行われていたアメリカとの互恵協定交渉であった。この
議題に関して、参加者は業種ごとに設定された11の分科会に割り振られ、分科会ごとに
アメリカとの互恵協定締結に関する見解の提出が求められた66。その結果、農業機器、機
械産業の一部、家具、製紙産業など工業製品に用いる投入品をアメリカから輸入している
業種、またはアメリカ市場において競争可能な業種では、対米互恵支持、保護関税導入反
対の意見が提出され、参加者の多数を占める保護主義者と激しく対立したのである。その
ような対米互恵支持、保護主義反対の急先鋒となったウィリアムズ（J．M．　Williams）は、
「この会議はオンタリオ製造業利害を公正に代表していない」と述べ、保護主義者を牽制
した上で、ミシンなどの機械産業は、もし互恵によってアメリカ市場に無関税で輸出する
ことができるならば、スコソトランドなどから安価な鉄鋼を輸入し、それを原料とするこ
とでカナダ市場だけでなく、アメリカ市場でも十分競争可能であると主張して、対米互恵
の必要性を訴えた。また別の製造業者も、対米互恵はカナダにおける400万人の市場の替
わりにアメリカにおける4，000万人の市場を得るものであり、アメリカ人よりも「仕事熱
心で商業に適した」カナダ人は、アメリカ人よりも安価な工業生産が可能であると発言す
ることで、ウィリアムズの見解に続いたのである67。
　このように不況の開始期である1874年時、オンタリオ製造業者の間では対米互恵反対、
保護関税支持が多数ではあったが、決して製造業者の見解は統一されていなかった。しか
し、団体としての「統一見解」を打ち出せないということは、連邦政府への請願時の影響
力低下に繋がるものであった。そのような見解の相違を克服し、オンタリオ製造業者の統
一見解を導くために利用されたのが、「ネイション」や「愛国的」といったナショナリズム
を想起させる表現であった。これらの文言を用いることによって、MAOの運営に携わる
人々は保護対互恵の問題を経済的問題から政治的問題へと転化させることで、会員の統合
を図ったのである。
　その際、1870年代初頭から政治家の間で用いられるようになった「ナショナル・ポリシ
ー」という語も、オンタリオ製造業利害の統合強化をはかるために利用された68。その一
例として、1870年12月のAPCI主催のパブリック・ミーティングにおいて、ハミルトン
近郊のダンダスの菓子業者ロバートソン（Thomas　Rober七son）は69、「カナダの真のナシ
ョナル・ポリシー（the　true　Canadian　National　Policy）」を支持する候補者を次の選挙で
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支援すべきであると発言し、歳入関税率の低下と保護関税の強化を訴える決議案を提出し
た70。また「ナショナル」という語と同様に、この後頻繁に用いられるようになった「愛
国的」という語に関しては、1874年2月のMAO総会において、マクレーン（John
MacLean）が保護主義によるカナダ製造業の発展に言及した後、「より発展した他国との
競争を始めなければならないカナダのような国にとって『愛国的政策』を通して個々の努
力を支援するシステムが必要である」という旨の決議案を提出している71。
　このような「ナショナル・ポリシー」、「ナショナル」、「愛国的」といった「カナダ人」
としてのナショナリズムに訴える語彙は、MAOの会員の間で不況が深刻化するにつれて
頻繁に用いられるようになった。っまり、対米互恵を受け入れることは、「カナダの」製造
業の発展に寄与しないだけでなく、アメリカの製造業者を富ませるがゆえに「愛国的では
ない」として批判される一方72、保護関税であるガルト関税法の復活は「国家的事業
（national　work）」であると主張されたのである73。このように、カナダ人としてのアイ
デンティティに訴えかけ、保護主義と愛国心を結びつける一方、アメリカをカナダに不利
益を与える敵国とし、アメリカとの互恵を非愛国的行為と位置づけることによって、MAO
は経済的次元では対米互恵を支持している会員をも包括する「統一見解」を形成しようと
試みたのである。1875年度MAO会長を務めたハミルトンの毛織物業者ワトソン（James
Watson）が訴えたように、「我々がカナダをネイションにしたいならば、カナダ人として
行動しなければならない」のであった74。
　この保護主義とナショナリズムを結びつけるMAOは、1870年代後半になると従来の製
造業者による自社の利益の維持をはかるというだけでなく、国全体の保護、つまり農業保
護および農業利害と製造業利害の連帯によるカナダ経済の発展を主張するに至るのである。
1875年11月25、26日の両日に「不況の克服とその手段を検討するための会議」と銘打
たれて開催されたMAOの総会において、この翌年から2年間MAO会長を務めるホウラ
ンド（W．H．　HowIand）は、総会に参加する製造業者を前にして、「現状において農業利害
と製造業利害以上に保護を必要としている業種は存在しない」と主張し、農業保護の必要
性を訴えると同時に、今後の課題として保護主義実現に向けての農工連帯の実現を掲げて
いる75。このホウランドの主張は、19世紀後半におけるカナダの製造業の大部分が木材加
工業やチーズなどの酪農品生産といった一次産品加工業によって占められており、そのよ
うな原料を国内から得る業種の人々は、農業利害と密接に結びっいているというカナダ製
造業の特徴も反映しているといえるであろう76。
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　他方で農業利害は、MAOの集会に参加するなどの直接的な協力関係を持つことはなか
った。しかし、米加互恵交渉の失敗とアメリカにおける保護主義化、そして大不況によっ
てアメリカへの輸出が途絶する一方、カナダの低率歳入関税によってアメリカからの農産
品がカナダ市場へとダンピング価格で流入しているという現状に対してカナダ製造業利害
と同様に危機感を抱いていた。そして大不況が開始された1873年にはケベック農業評議
会（Council　ofAgriculture　of　Quebec）が、オタワに保護関税導入の請願に赴くなど、農
民の間では保護主義が支持を集めていたのである77。そのような状況下で、MAOが語る保
護主義による農工連帯とカナダ経済の発展という主張は、農業利害にとっても非常に説得
的なものだったのである78。「カナダの」天然資源が、工業製品の原料となって「カナダの」
発展のために用いられずに一次産品というかたちで輸出されることは、カナダの発展の機
会を喪失しているという点で有害かっ非愛国的な行為であり、このような状況は保護関税
の導入によって回避可能であるとみなされたのである。
　以上のように、1870年代中葉の大不況下において、MAOは「ナショナル・ポリシー」
や「ネイション」、「愛国心」という語を用いることで、オンタリオ製造業利害の統一見解
の形成、さらに農業利害との連帯による「カナダ経済」の発展という議論の展開を行った。
このとき、MAOに参加する製造業者達は、どのような意味で「ネイション」という語を
理解し、用いていたのだろうか。言い換えるならば、彼らオンタリオ州の製造業者達が考
える「ナショナリズム」とはいかなるものであったのだろうか。1860年代末から70年代
中葉のカナダにおけるナショナリズムを考える上で避けて通れないのが、「カナダ第一運動
（Canada　First）」である。この運動は、その規模も期間も極めて限定的であり、広く民
衆へと拡大することはなかったが、カナダ人としての国民意識の形成、強化を訴える先駆
的ナショナリズム運動として評価されている79。このカナダ第一運動において展開された
主張は、カナダ・ナショナリズムはイギリス帝国からの分離を目指すのではなく、あくまで
イギリス帝国内での自立を目指すというものであり、カナダ・ナショナリズムとイギリス帝
国主義が対立する場合は前者が優先されるが（カナダ第一）、カナダの利害とイギリス帝国
の利害が対立しない限りにおいてカナダ・ナショナリズムと帝国関係の強化は両立すると
考える点が特徴であった。加えて、隣国であるアメリカをカナダと異なる社会としてその
差異を強調する一方、カナダの自立を脅かす脅威として理解する点も特徴であった80。
　このカナダにおける先駆的ナショナリズム運動であるカナダ第一運動は、1870年代中葉
にはその活動に行き詰まり崩壊するが、このカナダ第一運動で展開された主張は、1870
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年代中葉から後半にかけてのMAOの活動や主張にも密接に繋がるものであった。先に検
討したように、MAOに参加する製造業者は、保護関税の導入によるカナダ製造業の振興
と農工連帯による「カナダ経済」の確立を主張しており、その主張はイギリスからの工業
製品輸入をも減少させることを意図するものであった。たしかにこのようなカナダの経済
利害とイギリス帝国の経済利害が対立する場合、MAOに参加する製造業者や貿易業者の
多くは、カナダ経済の利害を優先すべきという主張を行うが、それと同時にカナダ経済の
発展とイギリス帝国経済の発展が対立しない限りにおいて、それらは両立可能であり、カ
ナダの発展は帝国からの分離ではなくむしろ帝国の発展へと繋がると理解されていたので
ある。
　このような主張を強調するのが、先にも触れた1876年度、77年度のMAO会長を務め
たホウランドである。彼は、かってカナダ第一運動に参加した熱烈なカナダ・ナショナリス
トであり81、カナダにおける保護関税の導入は、帝国の一部としてのカナダの発展を導く
と理解していた82。彼は、カナダにおいてイギリスと同様の自由貿易政策を主張すること
は決して本国に対する忠節を意味するものではなく、本国と異なる保護関税を採用するこ
とこそがカナダ、そして帝国にとって重要であると考えていたのである83。
　他方で彼は、保護関税の導入によってイギリスからの工業製品輸入が減少することを認
めつつも、「我々の経済的損失は、アメリカの関税によって引き起こされている」と訴え、
カナダ製造業者にとっての敵はイギリスではなくアメリカであると主張し、アメリカをカ
ナダ経済に脅威を与える他者と位置づけていたのである84。このようなナショナリズム的
主張と保護主義、そして帝国関係の強化の主張は、ホウランドにとって両立が可能だった
のであり、ホウランドに限らずMAOに参加する多くの製造業者や貿易業者も、カナダと
イギリス、イギリス帝国の関係について同様の見解を抱いていたのである85。MAOの会員
達が保護主義について語る際に繰り返し述べたのは、カナダが保護関税を導入するにして
も、その関税はカナダ市場においてイギリスからの輸入品をアメリカをはじめとする諸外
国からの輸入品よりも不利な条件に置くものであってはならないということであった86。
カナダ市場において、第一に優遇されるべきはカナダ商品であるが、その次に優先される
べきは、イギリスやイギリス帝国からの輸入品であるべきであるとMAOの会員達の多く
は考えていたのである。1876年には対英特恵関税支持決議を可決するなど87、1870年代
におけるMAOの会員達は、1890年代以降に本格化する保護関税によるカナダ経済の発展
と特恵関税による帝国経済関係の強化の先駆けをなす主張を展開していたのである。
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　このように、MAOの人々が考える「ネイション」とは、カナダ第一運動によって展開
された議論と同様に、決してイギリス本国から分離独立して存在するものではなく、あく
まで帝国の一部をなすものであった。そしてカナダにおける「ナショナリズム」は、あく
までイギリス本国との良好な関係を維持し、帝国の一部として自立的発展を目指すことで
カナダの発展と帝国の発展の両立を目指すものであり、このカナダにおけるナショナリズ
ムの主張をMAOの会員であるオンタリオの製造業者や貿易業者達は、経済的側面から追
求したのである。
　　（3）オンタリオ製造業者協会による保守党の支援
　前節で検討したように、MAOは1870年代初頭から保護主義運動を展開し、その総会や
MAO主催のパブリック・ミーティングなどで保護主義支持決議を可決するたびに政府へ
と請願を行うことによって、カナダにおける関税政策の改正を訴えてきた。しかし1873
年以降、政権を担当したのは歳入関税を基礎とする低率関税政策を採用する自由党であり、
MAOが主張するような保護主義支持決議や関税改正の要求は受け入れられることはなか
った。このような状況下で、MAOの会員達は不況の原因を保護主義の導入に動こうとし
ない自由党政府にあると考え、表向きはMAOはどの政党にも与しない非政治的な団体で
あることを標榜する一方で、・1870年代後半には保守党との関係を深めていくことになるの
である。
　この保守党との関係強化に関して、1877年10月25、26日に開催されたMAOの年次
総会において、会長ホウランドは以下のような演説を行っている。彼はまず、現在すでに
カナダ市場で低関税による恩恵を享受するアメリカが互恵に応じることはないと述べ、「互
恵に無駄な時間を費やす時は過ぎ去った」と主張する一方、保護関税は負担を増やすこと
なく、カナダ国内に資本や移民を誘引するだけでなく、沿海州とオンタリオ州、ケベック
州との統合を強化すると述べることによって保護主義の利点を説明している。このように
主張することで、ホウランドは歳入を基礎とする低関税政策や対米互恵、ないしは保護関
税の導入のどちらをカナダの人々が支持するか選挙を通して問うべきときが来たと述べ、
次の総選挙で製造業者は保護主義を争点に据え、保護主義を訴える候補者を支持すべきで
あると主張したのである88。先にも触れたように、MAOは非党派的な団体であり、このホ
ウランドの発言によって政党に関係なく、保護を支持する候補者を支援するということが
確認されたのだが、低率関税を志向する自由党が保護を支持することはなく、保護を支持
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するのは実質上保守党のみだったのである。
　このMAOにおける選挙への言及は、議会における野党保守党の党首マクドナルドの動
向に対応するものであった。マクドナルドは、1871年代末頃から保護関税政策を「ナショ
ナル・ポリシー」として位置づけ、保守党の綱領の一っに加えることによって成長しつつあ
る製造業利害を保守党の支持基盤へと取り込むことを画策していた。しかし、不況や連邦
政府の財政赤字が深刻化する1876年に至り、マクドナルドが議会において「関税の再調
整」という文言を用いて製造業の保護と振興を訴えたことで89、保守党政権下での保護関
税導入が現実味を帯びてきたのである。ここにMAOと保守党の利害は一致したのであり、
MAOは1877年秋から保守党支援の運動を開始したのである。
　MAO内において、保守党支援活動の中心的役割を担ったのは、書記のフレーザー（WH．
Frazer）である。彼がその活動の中で重視したのは、　MAOの活動と保護主義の重要性を一
般の人々に知らしめるための地方遊説である。フレーザーは、上記の1877年10月末に開
催されたMAO年次総会でのホウランドの演説に先駆けて、9月末からオンタリオ州を中
心に様々な都市をめぐって演説会を開催したgo。各地での演説の中で、彼はまずカナダに
とってのナショナル・ポリシーの意義を語り、保護主義がカナダにおけるアメリカとの通商
関係の改善、移民の誘因にとっていかに重要かを説明する一方91、このナショナル・ポリシ
ーについてより詳しく知る場として10月末に開催予定のMAO年次総会への参加を呼び
かけたのである92。またフレーザーは、1878年夏にもブキャナンの友人であり、絨毯製造
業者でジャーナリストでもあったA．W，ライトと共に各地を遊説してまわり93、保護主義を
支持する候補者への投票を呼びかけたのである。その方法は極めて巧妙なものであり、演
説会には保護主義者だけでなく敢えて自由貿易論者の弁士を呼ぶことで、自由貿易支持者
の観客を呼び込み、彼らに対して保護主義の重要性を訴えるという方法が採られたのであ
る94。彼は演説において、自らの所属するMAOがあくまで製造業者からなる団体であっ
て政治団体ではないと主張し、保守党との協力関係を否定したが、『グn・一ブ』紙が指摘す
るように保守党との関係は明らかであり、「保護のプロパガンディスト」であるフレーザー
による全ての演説会は、保守党の意に沿って開催されていると椰楡されたほどである95。
　このMAOと保守党の協力関係はこの後さらに顕著となり、1878年3月8日に議会に
てマクドナルドが保護関税を導入すると明言したすぐ後に、ドミニオン・ナショナル・リー
グ（Dominion　National　League）という団体が設立された。この団体は保守党支持の政治団
体ではあったが、その団体運営の資金提供を行っていたのはMAOであり、リーグの活動
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の中心的役割を担ったのはフレーザーであった96。フレーザーは、MAOの書記である一方
で、このリーグを基盤に保守党の支援活動を展開したのである。特に1878年7月末に開
催されたリーグの会合には、フレーザーの要請でマクドナルド本人が出席し、カナダをカ
ナダ人の手に保つためには、ナショナル・ポリシーの導入が不可欠であると演説を行った
のである97。
　これらのフレーザーを中心としたMAOやドミニオン・ナショナル・リーグによる保守党
支援活動に加えて、MAOの会員による自発的な保守党支援活動も行われた。その一例と
して、アルモンテのある毛織物業者は、自社の工場で働く労働者に高関税を支持しない商
人が経営する店での不買運動を展開するよう呼びかけた。またトロントの毛織物業者mサ
モンド（Benett　Rosamond）は、自社の工場で働く労働者に保守党に投票をしなければ、
解雇もありうるとほのめかすなど、より露骨な「保守党支援活動」を行った98。このよう
なMAOの支援を背景に、保守党は1878年9月の総選挙で勝利を収め、翌10月17日に
第二次マクドナルド内閣が成立したのである。
　マクドナルドは選挙に勝利すると、すぐに公約であるナショナル・ポリシー関税制定の
準備に取り掛かった。その際、マクドナルドが第一に助言を求めたのがMAOである。マ
クドナルドは、MAOに対して「どのような保護がどの程度必要か」と訊ね、彼らにカナ
ダ製造業に関する情報の提供を要請したのである99。このマクドナルドの要請をMAOは
快諾し、10月3日の執行委員会で出来る限り多くの製造業者が望む保護を得られるよう情
報の収集を開始したのである。MAOは、この新関税準備の問題に対処するため、　MAOの
運営にも携わっていた機械・ボイラー製造業者マッケクニー（R．McKechnie）、麻織物業
者フラー（S．S．　Fuller）、材木業者キャリア（J．M．　Currier）を中心に専門の関税委員会を
設立し、その翌週には会員に対して関税に対する意見の提出を求める回状を送付した。そ
してこの回状に賛同して会員から集められた関税に関する意見や要望を元に、関税委員会
は、業種ごとに28の小委員会を組織し、政府へ提案する関税改正案の作成を行ったので
ある100。
　他方、総選挙に向けて保守党の支援を行っていたフレーザーは、選挙後の新関税準備に
おいてもその手腕を発揮した。彼は、マクドナルド内閣の大蔵大臣ティリーにカナダ製造
業利害の関税に関する見解を進言する相談役として1879年1Hに大蔵省に招聰され、約
半年間統計学者のヤング（Edward　Young）やマクレーンと共に新関税の準備に取りかか
ったのである101。このフレーザーによる関税制定プロセスへの参加によって、MAOはフ
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レーザーを通して自らの主張をこれまで以上に反映させることができたのであり、『グロー
ブ』紙で語られたように、「この関税は政府のものではなく、関税法作成を助ける専門家と
して呼ばれた製造業者や保護主義者のもの」となったのである102。
　このようなフレーザーをはじめとするMAOなどの製造業利害の尽力にも助けられ103、
1878年3月14日の下院における予算演説で、「ナショナル・ポリシー関税」と呼ばれる
新関税法が発表されたのである（表1－3参照）。その内容を見ると、MAOが関税委員会
を通じて作成した関税改正案が要求する平均35％の高率関税は受け入れられなかったが、
それでも自由党政権下での平均17．5％から25％へと大幅な関税率の上昇が見られた。また
個別商品ごとの関税率についても、MAOの関税改正案は従来の関税を考慮すると、その
要求された関税率は過度に高率であり、多くの商品に関してMAOの要求案は通らなかっ
た。それでも工業製品のみならず農産品も含め、従来の関税に比して保護の強化が果たさ
れたのである104。
　このナショナル・ポリシー関税法に関して、たしかにMAO内の一部の製造業者は、完全
には要求が受け入れられなかったことに対して不満を示していた105。しかし、ナショナ
ル・ポリシー関税制定の前年にあたる1878年時と1884年時のカナダ製造業の中心地であ
るオンタリオ、ケベック両州における製造業を比較すると（表1－・4－6参照）、ナショナ
ル・ポリシー関税法導入後の6年間で、その生産高や被雇用者数は約2倍となり、また工
場数も約50％の増加を見せるなどナショナル・ポリシーは着実にカナダ製造業の成長に貢
献したといえる106。また個別産業ごとのナショナル・ポリシー関税法の影響を見ても、そ
の成果は明らかである。表1－4にあるように、オンタリオ州とケベック州の製造業は、
ナショナル・ポリシー関税法施行後のわずか数年の間に急速な発展を見せたのである。特
にナショナル・ポリシー関税法による関税改正で大幅な関税率の上昇が見られた農業機器
（17．5％→25％）や、綿布を投入品とする服飾産業（17．5％→30％）において、その成長は
生産高だけでなく被雇用者数の増加といった操業規模の拡大という点に顕著に現れており、
ナショナル・ポリシL－・一一一関税法が製造業の発展に与えた影響が窺えよう。このようにナショ
ナル・ポリシー関税法では、MAOが望んだ関税率は必ずしも採用されなかったかもしれ
ないが、カナダ製造業利害に効果的な保護を提供し、その急速な発展の基礎をなしたとい
う点でMAOが1870年代を通して展開した保護主義運動は、成果があったといえるであ
ろう。
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第四節　19世紀後半のカナダにおける保護主義と対英関係
　以上のように、19世紀後半における保護主義運動は、旧植民地体制の解体や大不況とい
ったカナダ社会・経済の混乱の中で萌芽的成長を遂げっっあったカナダ製造業利害による
生き残りのための窮余の策であり、彼らは保護関税をもって国内市場における自らの利害
を守ろうとしたのである。しかし彼ら製造業者は、不況の深刻化やアメリカという外敵の
成長に対して、単なるセルフ・インタレストの保護、つまり自社の利益を確保するという点
からだけでなく、カナダというネイションの経済をいかにして守るかという点にも関心を
拡げていったのである。19世紀後半のカナダで保護主義運動に参加した多くの製造業者に
とって、セルフ・インタレストとナショナル・インタレストは共存し、一貫する考えであっ
たといえるであろう。
　しかしながら、本章で検討した19世紀後半のカナダにおけるこのネイションの保護と
いう考えの基盤にあるのは、保護主義を追求することで外部経済から切り離された自給的
な経済構造を志向するものではなかった。それは、あくまで保護主義を通したイギリス帝
国の枠内におけるカナダ経済の発展という考えであり、ブキャナンの言葉を借りるならば、
19世紀後半におけるカナダが目指したのは、イギリス帝国内の「製造業植民地」となるこ
とであった。つまり、19世紀後半のカナダにおける保護主義運動を支えたのは、高率関税
による製造業や農業といったカナダ国内の諸産業の振興やカナダ経済の繁栄だけでなく、
イギリス帝国内の「製造業植民地」になるためにイギリス本国や他の帝国諸地域との関係
を緊密化し、イギリス帝国経済の一翼を担うべくカナダを発展させるという考えだったの
である。しかし、当該期における製造業者の考えの中心にあるのは、国内市場における保
護だったのであり、彼らが実際に他の帝国諸地域との経済関係緊密化に動き出すのは、
1890年代以降のことだったのである107。では、この19世紀後半のカナダにおいて、帝国
経済関係強化の運動を担ったのはいかなる人々であったのだろうか。次の章で検討したい。
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第一章　図表
表1－1カナダ産業振興協会による基本原則
内谷
1
輸入前に小規模の労働力しか投下されておらず、労働力の大半がカナダ国内で投下される一次産品には、無税ないしは最大25％の関税が課されるべきである。
2
カナダ国内で消費されるが、国内で生産不可能な商品（茶、コーヒー、未加工の砂糖、糖蜜
凵jは、高関税が課されるべきではない。これらの商品への関税は、歳入面での必要を満た
ｷ最低限の程度にまで即刻下げられるべきである。そしてできるならば、無税にすべきであ
驕B
3
一般に贅沢品とみなされる商品、そして当面の間はこの国で生産が困難であるような工業製
iは、15％から20％の適度な関税（カナダで製造される工業製品と直接競合する商品への関税
ﾉ比して10％低い関税率）が課されるべきである。
木材、鉄、錫、真鍮、銅、皮革、ゴムを用いて作られる全ての工業製品には、25％の関税が課
ｳれるべきである。
4 書籍、図画には、10～15％の関税が課されるべきである。
綿織物、毛織物、縄、麻糸には、20％の関税が課されるべきである。
衣服には、30％の関税が課されるべきである。
出典：1．Buchanan，　The・Rθ／atlons　of　the　lndustノ’y　of　Can∂da，　with　the　Mother　Country∂〃ゴ
the　Unitθd　States（Montreal：John　Lovell，1864），　p．486をもとに作成
表1－2カナダ産業振興協会が提案した関税率案
関税率 主3品目
無税か2．5％ 真鍮管・銅管、未加工の樹皮、黒檀、鉄線・その他の金属製の針金、銑鉄、}ホガニー、水銀、モヘア、コケ、未加工の籐、車軸
2．5％ないしは5％ ボイラー板、鉄製の鎖、連接棒、鉄製車輪、工作機械、紙、印刷用インク・印?p品、ニス、ベニヤ板
10～15％ 書籍、図画、リソグラフ、絵画
20％ 綿織物、毛織物、縄
25％
農業機器、斧、青銅製品、木製・鉄製のベッドの骨組み、ネジ、レンガ、手袋・
Oローブ、戸棚、ロウソク、椅子、帽子、時計、菓子、樹皮を用いた製品、クラ
塔N、釘・鋲、木製・鉄製の扉、エンジン、エンジンの製造に用いられる部品、
ﾘ製・鉄製の家具、蝶番、ゴム製品、鉄鋳物、鉄製鋤、鉄船、鉄製・銅製・真
J製やかん、銅製品、皮革製品、木槌、木製品全般、オルガン、ピアノ、鉄
ｻ・木製熊手、鉄道車両、鉄製・銅製リベット、鋸、ミシン、靴、襖、バネ、鉄
ｻ・木製テーブル、亜鉛製製品
30％ 衣服
出典：1．Buchanan，　The　Re／at／bns　of　the　lndustty　of　C∂〃∂da，　with　the〃bther　Counttγ∂〃d　the
United　States（Montreal：John　Lovell，1864），　pp．490－493をもとに作成
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表1－3ナショナル・ポリシー関税法とMAOの関税率要求案
品目 1879　の関゜ 1879年聖の 』MAOの関税　要求案
農業機器 25．0％ 17．5％ 35．0％
ロー・縄 15．0％ 5．0％ 15％ないしは20％
皮革製品 20．0％ 17．5％ 35．0％
家具 35．0％ 17．5％ 25～30％
靴 25．0％ 17．5％ 35．0％
綿布 15％＋1セント／1平方ヤード 17．5％
綿製の衣服 30．0％ 175％ 35～50％
石炭 50セント／1トン 0 175％
銑鉄 2ドル／1トン 0 トンあたり数ドルの従量税
トウモロコシ 7．5セント／1ブッシェル 0 100％
茶 10％＋2セント／1ポンド 5セント／1ポンド
小麦 15セント／1バレル 0 要求せず
小 50セント／1バレル 0
出典：Toronto，　G／obe，1879／1／16，　p」；3／15，　p．8をもとに作成
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表1－4オンタリオ、ケベック州における製造業の発展（1878～1884年）
1オンタリオ、ケベック州における機械産業（1878～1884年）
工
?
局（カナドル）A 1878年時の機械産業に従事する工場 53 2093 2，231，300
B Aの工場における1884年の状況 53 3334 3，593，700
C 1878～84年の間に設立された工場 10 357 351，600
D 1884年時の機械産業（B＋C） 63 ミ691 3，945，300
E 1878～84年期の増加数（D－A） 10 1，598 1．714000F 1878～84年　の日加　（D／A） 118．9％ 176．3％ 176．8％
2オンタリオ、ケベック州における農業機器産業（1878～1884年）
工 用 同（カナ　ドル）A 1878年時の農機産業に従事する工場 39 1，713 2．627ρ00
B Aの工場における1884年の状況 39 2700 4757ρ00C 1878～84年の間に設立された工場 18 519 671，500
D 1884年時の農機産業（B＋C） 57 3，219 5428，500
E 1878～84年期の増加数（D－A） 18 1，506 2，801，500
F 1878～84　の目口率（D／A） 146．2％ 187．9％ 206．6％
3オンタリオ、ケベック州における綿織物産業（1878～1884年）
工場
?
生　局（カナドル）
A 1878年時の綿織物産業に従事する工場 4 1，361 1，800，000
B Aの工場における1884年の状況 4 2，126 3．35α000
C 1878～84年の間に設立された工場 13 2，375 3，448，000
D 1884年時の綿織物産業（B＋C） 17 4，501 6，798ρ00
E 1878～84年期の増加数（D－A） 13 3，140 4，998，000
F 1878～84年　の日加　（D／A） 425．0％ 330．7％ 377．7％
4．オンタリオ、ケベック州における鉄鋼業（1878～1884年）
工日 用 局（カナタドル）A 1878年時の鉄鋼業に従事する工場 43 1，910 2，464，500
B Aの工場における1884年の状況 43 2801 歌294500C 1878～84年の間に設立された工場 21 1，162 887，700
D 1884年時の鉄鋼業（B＋C） 64 3，963 4182200
E 1878～84年期の増加数（D－A） 21 2053 1，717，700
F 1878～84年期の目加　（D／A） 148．8％ 207．5％ 169．7％
5．オンタリオ、ケベック州における服飾産業（1878～1884年）
工 用 局（カナタドル）
A 1878年時の服飾産業に従事する工場 37 歌602 4．217500
B Aの工場における1884年の状況 37 5，674 6，641，000
C 1878～84年の間に設立された工場 24 1，165 1，327，700
D 1884年時の服飾産業（B＋C） 61 6，839 7，968，700
E 1878～84年期の増加数（D－A） 24 3，237 3，751，200
F 1878～84年　の　加　（D／A） 1649％ 189．9％ 188．9％
αオンタリオ、ケベック州における製造業の総計 （1878～1884年）
工 用 局（カナドル）A 1878年時の二つの州における工場 467 2Z869 34131，100
B Aの工場における1884年の状況 467 42080 53．554500
C 1878～84年の間に設立された工場 258 13453 23，715，600
D 1884年時の二つの州における製造業（B＋C） 725 55533 77，270，100
E 1878～84年期の増加数（D－A） 258 27，664 43，13軌000
F 1878～84　の日口率（D／A） 155．2％ 199．3％ 226．4％?
：0ヲ〃ヨ曲η傭〃幽o亡㎜償∂〃ゴ加血5抽1〃わ〃げ，1885Feb．2αpp　976，97a　981－982，984をとに
作成
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第二章　1880年代における英加経済関係の緊密化
　前章で見たように、MAOに代表される製造業者は、1870年代の大不況下に増加を見せ
たアメリカからの工業製品、農産品輸入から自国市場を守るべく保護関税の導入に尽力し、
その努力は1879年のナショナル・ポリシー一一一E関税法の制定に結実した。この念願の保護関
税導入に際し、彼らの主たる関心はいまだ保護障壁の内側に拡がる国内市場の開拓に向け
られていた。
　他方で、商工業者の支持を受けて総選挙に勝利し、ナショナル・ポリシー関税法を制定
したマクドナルドを中心とするカナダ保守党内の中核をなす政治家達の関心は、保護関税
の「次の一手」へと向けられていた。彼らがカナダ経済を振興すべく企図したのは、保護
関税を基軸とするナショナル・ポリシーの発展、具体的には輸出市場の拡大、西部開発のた
めの移民の誘致、そして大陸横断鉄道の建設とその建設資金の捻出であり1、これらのナシ
ョナル・ポリシーに包括される諸政策の追求は、全てイギリスとの密接な関係無しには成
立しえないものであった。ゆえに、カナダにとってイギリス本国、そしてその他の帝国諸
地域との関係強化は不可欠であり、ナショナル・ポリシー関税施行後の1880年代において、
カナダ連邦政府は、イギリスとの関係強化、特に経済関係強化の道を模索すべく、カナダ
国内だけでなくイギリス本国での活動に着手したのである2。
　折しも1880年代は、IFLが主導する帝国連邦運動が高揚を見せることでイギリス本国
においても帝国、とりわけカナダをはじめとする自治植民地との統合に関する議論が支持
を集め始めた時期であった3。この本国・植民地間関係緊密化への高まりは、1887年の植
民地会議（Colonial　Conference）開催によって一つの到達点を迎えたのであり4、植民地
会議は、この後定例化することでイギリス本国、植民地問の首相をはじめとする政治家が
集う、帝国問題に関する「公式の討議の場」としての地位を確立することとなったのであ
る。
　しかしながら、この植民地会議では、カナダが望む本国・植民地間通商関係をめぐる議
論は、本国の自由貿易政策変更の議論を導く可能性があるため、議題から排除されていた。
そのため、会議における議論の中心をなしたのは、本国の通商政策の変更を伴わない本国・
植民地による帝国共同防衛の問題であった5。その一方で、1880年代においてカナダが一
貫して追求した本国・植民地間経済関係の緊密化の意図は、以下でみるように、この問題に
関する議論が最初から排除された植民地会議よりもむしろ、「イギリス関税同盟、ないしは
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通商同盟を進展させる可能性を討議する場」として開催された第一回帝国商業会議所会議
（Congress　of　Chambers　of　Commerce　of　the　British　Empire：以下、第一回コングレス
と略記）、そして同様に「イギリス帝国内における経済的統合」を目指して開催された植民
地・インド博覧会に色濃く反映されていたのである6。本章と次章では、1880年初頭から中
葉にかけてカナダ政府関係者によって推進された本国・植民地間経済関係緊密化の議論を
検討する。本章と次章の結論を先取りして言うならば、この時期にカナダ側から帝国経済
統合の議論を主導したのは、カナダ政府関係者であった。前章で検討したように、カナダ
の製造業利害はいまだ国内市場に目を向けており、帝国経済関係強化に関心を抱いている
製造業者は少数でしかなかった。また貿易業者の間でも帝国経済関係強化を訴える統一的
な見解は存在しなかったのである7。ゆえにこの時期において、マクドナルドやガルト、タ
ッパーといった政府関係者によって主張された本国・植民地間経済関係緊密化の議論は、
第二部以降で検討するカナダ製造業利害や商業会議所に集う貿易業者による議論の先駆を
なすものであると同時に、彼らの関心を国内からイギリス本国や帝国他地域へと向けさせ
る一因となったと考えられるのである。
　このような点を踏まえた上で、まず本章では、1880年代のロンドンにおけるカナダ政府
の代表達の活動と彼らの主張を、駐英カナダ代表の設置や第一回コングレスにおける彼ら
の議論を中心に検討する。
第一節　駐英カナダ代表の設置
　1878年の総選挙に勝利したカナダ保守党は、第一章で見たように首相に就任したマクド
ナルドを中心に公約であったナショナル・ポリシー関税法の施行に向けての準備を進めた。
これと同時にマクドナルドは、この保護関税の導入に加えて、先に触れた三つの課題、つ
まり西部への移民の誘致、大陸横断鉄道の建設、そして輸出市場の開拓を推進すべく、こ
れらの課題を管轄する閣僚に党内の実力者を配置することによって、イギリスとの経済関
係の強化に臨んだ。まず関税政策を管轄する蔵相には、第一次マクドナルド内閣で大蔵大
臣を経験していたティリーを、大陸横断鉄道の建設を管轄する公共事業相（Minister　of
Public　Works）や1879年に新設された鉄道・運河相（Minister　of　Railway　alld　Canal）
には、同じく第一次マクドナルド内閣で関税相（Minister　of　Customs）を務めたタッパー
（Charles　Tupper）を、さらに西部移民を管轄する内務相（Minister　of　lnterior）は、マ
クドナルド自らが首相と兼任で取り組むこととなった8。そしてこれらの諸問題に関するカ
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ナダ政府の見解をイギリス側へと伝え、交渉を行うための出先機関として1880年に新設
されたのが、駐英カナダ代表（且igh　Commissioner　fbr　Canada　to　the　United　Kingdom）
という役職であった。
　この駐英カナダ代表の設置に関する契機となったのは、マクドナルドらによる対英輸出
の拡大と本国・植民地間相互特恵関税協定の締結に向けて行われたイギリス政府閣僚との
交渉である。20世紀中葉に至るまで、カナダにとっての最大の輸出国はイギリス本国であ
り、マクドナルドは政権獲得直後からイギリスとの通商関係強化、言い換えるならばカナ
ダ商品輸出市場たる本国市場の安定化を確保すべく、彼の年来の持論である英加相互特恵
協定の締結に向けた交渉を計画した。本国市場での特恵的待遇の獲得は、19世紀後半にお
けるカナダの主要輸出品である酪農製品や、西部開拓によって今後生産の増大が見込まれ
る小麦の輸出市場を確保する上で極めて重要であった。これは、カナダの一次産品生産者
に安定した収入を与えるだけでなく、収入の増加によって彼らのカナダ工業製品需要を喚
起し、工業製品販売を増進させるという点でカナダ経済の発展には不可欠なものとみなさ
れていたのである。
　マクドナルドは、1879年7月から8月にかけてティリーやタッパーと共に渡英し、イ
ギリス首相のディズレイリ（Benjamin　Disraeli）や大蔵大臣のノ・一一・一スコート（Stafford
Henry　Northcote）、植民地大臣のヒックス＝ビーチ（Michael　HicksニBeach）らと英加相
互特恵関税協定締結に向けての交渉を行った。その際、彼は本国が植民地に特恵関税を認
めなければ、諸外国による経済的プレゼンスの拡大によって植民地貿易、そして植民地に
投下された投資が損なわれると説明することで、相互特恵による英加貿易の促進とイギリ
ス帝国経済関係の維持、強化の重要性を主張した9。さらに、イギリスが対加特恵の申し出
に応じれば、カナダも即座に対英特恵を導入することによって、それに応じるとイギリス
の閣僚達に訴えたのである。このようなマクドナルドらの訴えに対して、ディズレイリは
高い関心を示し、私的な会談ではあったが、彼から「我々は近々選挙に臨むが、また政権
に就いてあなた（マクドナルド）が我々に要求する全てのことを実行するだろう（括弧は
筆者による）」という言質を得たのである10。しかしながら、自由貿易政策を堅持するイギ
リスにおいて政策変更は容易ではなく、即時の相互特恵関税協定締結には至らなかったの
である。
　このマクドナルドが望んだ本国市場での特恵的待遇の要求は受け入れられなかったが、
その替わりとしてイギリス側が英加貿易拡大の手段として認めたのが、カナダ政府代表の
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ロンドンへの常駐であった。たしかにマクドナルドにとって、即時の通商政策変更は叶わ
なかったが、この駐英カナダ代表の設置は、カナダ政府の見解を直接イギリス政府に伝え
るための機関というだけでなく、英加経済関係の促進、そして究極的には英加相互特恵の
締結に向けての本国側での活動拠点を得たという点で、次節でも検討するように今後英加
経済関係緊密化を図る上での大きな前進をみたのである11。
　このようなマクドナルドの期待を受けて、1880年4月にロンドンへと派遣されたのが、
元連合カナダ植民地蔵相のガルトである。ガルトは、第一章でも見たように1859年に連
合カナダ植民地における最初の保護関税法を導入した人物の一人として知られており、そ
の高率関税導入に対して、関税導入の三年後の1862年に訪英した際には、マンチェスタ
ーにおいて製造業者から植民地におけるイギリス工業製品の締め出しに対して激しい非難
を浴びもした12。しかしながら、ガルトはイギリスとの経済的紐帯を断ち切ることによっ
てカナダ経済発展を企図していたわけではなく、その発展に対するイギリス本国との関係
維持には細心の注意を払っていた。国内産業の保護iをはかるべく彼が導入した1859年の
関税においても、アメリカから多く輸入される品目に関しては高率の保護関税を賦課した
が、イギリスから輸入される商品の大半には低率の歳入関税を適用するよう調整すること
で、アメリカからの輸入品を排除する一方、イギリスからの輸入を極力妨げないよう工夫
を凝らしていた13。また彼は、その政治家としてのキャリアの初期からイギリスからの資
本輸入による運河や鉄道建設の必要性や、それらの輸送手段による英加通商関係の促進の
重要性を語るなど、イギリス本国との経済関係の強化に並々ならぬ関心を抱いていたので
ある14。このように、ガルトはカナダ経済の発展とイギリスとの関係強化を対立するもの
ではなく両立可能なものとして捉えていたのであり、また駐英カナダ代表の設置を帝国の
経済的統合に向けてのステップとみなす点でマクドナルドと見解を同じくしていたのであ
る15。それゆえ、ガルトは初代の駐英カナダ代表として最適な人物とみなされたのであり、
カナダ経済の発展、そしてイギリス帝国経済の発展をはかるべく、彼はロンドンへと派遣
されたのである。
　駐英カナダ代表に着任したガルトにとって、何よりもまず検討すべきだったのは、マク
ドナルドが交渉を行っていた英加相互特恵関税協定の問題であった。この特恵関税の問題
に関しても、ガルトはマクドナルドと見解を同じくしており、連合カナダ植民地蔵相時代
の1860年には、イギリス、英領北アメリカ植民地、西インドによる三国間の相互特恵関
税協定の締結による経済関係の強化を訴えるなど、英加貿易拡大の手段として特恵関税の
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重要性を認識していた16。ガルトはこの駐英代表としてのロンドン着任に際しても、対加
特恵関税の導入に向けて、本国政府との交渉を行うことを企図していたのである17。
　しかしながら、マクドナルドやガルトが掲げるイギリス本国との相互特恵関税協定の締
結の願望は、1880年4月にガルトが駐英カナダ代表としてロンドンに着任した直後に早
くも頓挫することとなった。この時期、ガルトらカナダ保守党の指導者層の問では、前年
のディズレイリとの会談などを通して、イギリスにおける通商政策の変更、つまり自由貿
易政策の放棄と対植民地特恵関税政策の施行に対する楽観的な見通しが蔓延していた18。
しかし、ガルトの着任後すぐに行われた総選挙において、自由貿易政策を掲げたグラッド
ストン率いる野党自由党が勝利したことに加えて、選挙後すぐにディズレイリが体調を崩
しこの世を去ったことで19、本国・植民地間相互特恵協定の締結の可能性は完全に断たれた
のである20。ガルトは、この総選挙の結果を受けて母国のマクドナルドに「自由党の勝利
は、既存の自由貿易政策に対する民衆による支持の裏書きである」と書き送り、イギリス
の政策変更が困難であると同時に、カナダがイギリスに対して相互特恵を訴えるのは時期
尚早であるとの認識を示した21。このような状況を踏まえて、ガルトは帝国の経済的統合
を進める上で必要なのは植民地側からの要求ではなく、イギリス側が率先して対植民地通
商関係緊密化に動き出すと考え、イギリス政府との相互特恵交渉を行うのではなく、ロン
ドンを拠点にイギリスや他の植民地における世論の喚起や、植民地の発展と地位向上をは
かることで、本国・植民地問相互特恵協定締結に向けての基盤形成を目指したのである。
　このガルトの主張は、彼の後継者であるタッパーにも受け継がれていた。タッパーは、
イギリスにおいてカナダに対する敵意が蔓延していることを憂慮しており、ガルトの後任
として駐英カナダ代表の地位に就くことで、「帝国内における偉大なる連邦国家」としての
カナダの新しい地位が広く認識されていないという状況を改善する必要性を強く意識して
いた。加えて、タッパーはガルトと同様に特恵関税論者として特恵関税による本国・植民地
間経済関係の強化とそれを実現させるための世論喚起の重要性を主張しており、ガルトと
共にロンドンにおいてカナダ政府が掲げるナショナル・ポリシーを追求することで、本国・
植民地間通商関係の強化を基礎とする帝国内でのカナダの発展と地位向上をはかるべく尽
力したのである22。そのような彼らの主張は、彼らが参加した1886年に開催された第一回
コングレスに如実に現れている。次節では、駐英カナダ代表タッパーと前駐英代表ガルト
の主張を中心にコングレスに参加したカナダ代表の見解を検討することで、カナダ政府に
よる帝国内におけるカナダの地位向上に向けての議論を明らかにしたい。
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第二節　帝国内におけるカナダの地位向上
　　（1）第一回帝国商業会議所会議の開催
　1886年7月6日と7日の両日、ロンドンのサウスケンジントンで開催されていた植民
地・インド博覧会会場内の会議場において、第一回目となるコングレスが開催されることと
なった23。このコングレスを主催したロンドン商業会議所（London　Chamber　of
Commerce）は、コングレス開催5年前の1881年設立という歴史の浅い会議所ではあっ
たが、帝国経済の中心地の会議所として帝国通商発展のための帝国経済統合強化をその活
動目的に掲げていた24。そして、次節で詳述する植民地・インド博覧会の開催によって、
帝国各地から多数の植民地商工業者がロンドンを訪問する機会を利用して、ロンドン会議
所は帝国内の諸問題を討議するための場を設けたのである25。
　このような経緯の下、第一回コングレスは、1880年代に高揚を見せた帝国連邦運動を背
景に「アングロ・サクソン通商同盟」の結成を目標として、帝国各地の98の商業会議所を
代表する約250名の商工業者や植民地政府関係者が一堂に会することで開会を迎えた26。
その討議内容は、大きく分けて7つの題目にわたる。中でもその中心をなした「帝国連邦」
に関する議題において、イギリス本国・植民地間経済関係の緊密化に関する議論が行われ
たのである27。しかしながら、「アングロ・サクソン通商同盟」結成を目指し、植民地会議
所を招いて開催されたコングレスではあるが28、植民地会議所の代表参加は必ずしも多く
はなかった。第一回コングレスに参加した98会議所の地域別の内訳を見ると、最も多い
のは全体の約6割を占めるイギリス本国の会議所であり（59会議所）、それに続くオース
トラレシアの会議所は16会議所と比較的多くの参加を見たが、それ以外の地域の会議所
からのコングレス参加は極めて限定的であったと言わざるをえない29。
　特に参加が少なかったのがカナダの会議所であり、全部で4つの会議所しかコングレス
に参加していない。これは、1890年代以降帝国特恵関税に基づく本国・植民地間通商関係
強化の議論を主導するカナダの会議所が、1880年代のこの時期において本国・植民地経済
関係緊密化といった問題に対して関心が必ずしも高くなかったことを示しているといえよ
う30。他方で第一回コングレスでは、カナダをはじめとする植民地からの参加者の大半は、
商業会議所に所属する製造業者や貿易業者ではなく、ロンドンに滞在する政府関係者であ
ったという点が見過ごされるべきではない。言うなれば、第一回コングレスに関しては、
それ以降のコングレスとは異なり、商工業者間の帝国内の諸問題に関する討議の場という
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よりもむしろ、植民地政府関係者による帝国政策、特に帝国経済政策に対する提言を行う
場という意味合いが強かったといえるであろう31。
　　（2）第一回帝国商業会議所会議におけるカナダ代表の見解
　前述のように、第一回コングレスにカナダから参加したのは、4つの会議所（モントリ
オー一一一ル、トロント、ハミルトン、ウィニペグの各会議所）代表の7人の商工業者であった。
しかし、イギリス本国・植民地間経済関係緊密化に関する議論が展開された「帝国連邦」
の討議に際して、これらのカナダ会議所代表達は一切発言を行っておらず、この議題に関
して積極的な発言を行ったのは、駐英カナダ代表のタッパーと前駐英カナダ代表のガルト
であった。彼らが「帝国連邦」に関する討議に際して訴えた内容は、主に二つの論点に集
約される。
　A．外交権強化の主張
　その第一点目として挙げられるのは、植民地の帝国内における外交権強化の問題である。
1867年に自治植民地としての歩みを始めたカナダではあるが、外交権はイギリス本国から
賦与されておらず、カナダが諸外国と外交問題に関して交渉の場を持とうとした際には、
①カナダ政府による本国植民地省への打診、②植民地省から外務省への案件の転送、③外
務省からカナダが交渉を希望する当該国の駐英大使にカナダとの交渉の要請、④当該国の
駐英大使から自国政府への案件の転送というプロセスを経る必要があった32。また1871
年のワシントン条約の事例に見られるように33、イギリスはカナダを犠牲にすることによ
ってイギリス本国を利するような外交交渉を頻繁に行っており、国際関係の中でカナダは
常に冷遇されてきたのである34。っまり、外交権の強化は、帝国内に止まらず国際社会に
おけるカナダの地位向上をはかる上で重要な要素であり、カナダ代表達が「帝国連邦」に
関する議題の中で、本国と植民地間の関係性について語る際にもこの点に関心が向けられ
たのである。
　このカナダ代表の外交権の強化によるカナダの地位向上にかける思いは、コングレス参
加者を代表して「帝国連邦」の議題に関する決議案を提出したローン侯（Marquess　of
Lorne）にも共有されていた。ローン侯は、ヴィクトリア女王の娘婿であり、熱烈な帝国
統合論者として知られる人物であった。また彼はイギリス生まれではあったが、カナダ総
督として6年間カナダに滞在した経験から、首相マクドナルドをして「すぐれたカナダ人」
と言わしめるほどカナダ利害に精通していた35。このカナダ情勢に通じるローン侯は、「帝
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国連邦」に関する議論の第一報告者として登壇すると、コングレス組織委員会によってあ
らかじめ準備されていた「帝国連邦の効果的な手段を実行する最善の手段に関して、本国
政府はすぐに植民地政府に対して意見を求めるよう要請するために、首相や植民地大臣、
政府内のこの問題に関係のある人々に、コングレスから代表団を送る」という決議案を提
案する替わりに、この植民地の外交権に関する問題について語り始めたのである36。
　彼は、まず近年カナダの願望であった植民地代表のイギリス外交使節団への参加が認め
られ、カナダが関与するあらゆる諸外国との通商問題に関してカナダ政府が諮問を受ける
ようになった点を高く評価している。そしてこれは、帝国連邦に向けての大きな一歩であ
ると述べる一方、彼の独断で「本会議は、近年植民地代表に与えられた外交的地位に満足
であり、植民地はあらゆる通商条約に関して常に相談されることが望まれる。またこのよ
うな配慮が、帝国内貿易を、そして戦時における帝国防衛をも発展させるものと確信して
いる」という決議案を提出した37。彼は、このような主張を通して、帝国統合を急速に推
し進めることによって植民地利害が害されることを懸念すると同時に、植民地の権利を汲
み取った上での統合を段階的に進めていくべきであると捉えていたのである38。
　このローン侯による本国・植民地間関係緊密化に対する「拙速」を避けるべきとの提案
に反応したのは、ガルトである39。ガルトは、本国が植民地の同意なしに植民地を拘束す
る通商条約を結ぶことがなくなったことを評価しつつ、「疑いようのないのは、植民地に関
する限り通商条約に関する本国政府の政策は、いかなる変化も必要としていない」と述べ
ることで、近年におけるカナダのイギリス外交政策に占める地位の向上とその維持を訴え
たのである40。またこの問題に関しては、タッパ・一一・一も、本国が植民地利害に抵触する通商
条約を締結する際には、本国から植民地に対して相談がなされるべきであると発言するこ
とで、ローン侯の見解に賛同している41。ガルトやタッパ・一一一・らにとって、植民地代表によ
るイギリス外交使節団への参加は、イギリス本国を利するために植民地を犠牲にする旧来
の帝国外交のあり方に異を唱えると同時に、イギリス利害に追従するよりもむしろ、植民
地の利害に配慮し、植民地を利することでイギリス帝国全体を利することへとイギリスの
人々の帝国に対する認識を転化させることを訴えるものであったといえよう。
　他方、ローン侯が提示した植民地代表によるイギリス本国の条約制定機構への参入とい
う点に加えて、ガルトやタッパーが重視したのは、かってイギリスが諸外国と締結した通
商条約に植民地が拘束されるという状況を外交的地位の向上によって改善することであっ
た。ガルトは、この問題に関してイギリスに適する通商条約が植民地にとって必ずしも有
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益であるとは限らないと言及し、植民地が条約交渉に参加していない「イギリスと諸外国」
の間の通商条約に植民地が規定されることに異議を唱えたのである42。このガルトの主張
の背景にあるのは、イギリスが1862年、1865年にドイツ、ベルギーと締結した通商条約
に含まれる最恵国条項の植民地カナダへの適用である43。ガルトやタッパーは、本国との
相互特恵関税協定の締結による英加間貿易の促進を望んではいたが、この最恵国条項がカ
ナダにも適用されるならば、たとえ本国商品の輸入に際してカナダが特恵的待遇を認めた
としても、その関税優遇は最恵国条項が適用され、ドイツやベルギー、そして両国と通商
条約を結ぶ他の諸外国へと連鎖的に拡大してしまう恐れがあったのである。そのため、こ
の最恵国条項にカナダが拘束される限り、特恵関税に基づく帝国経済関係強化は不可能で
あった。ゆえにガルトやタッパーは、カナダの外交的地位を高めることによって、本国・
植民地間経済関係緊密化の議論を推し進める上での障害となるこの最恵国条項を含む通商
条約にカナダが規定されるという状況の改善を訴えたのである44。
　しかしながら、このカナダ代表の外交的地位の主張に関して留意すべきは、当該期のカ
ナダ政府は、帝国内におけるカナダの外交権強化を望み、コングレスにおいてもイギリス
本国の条約制定機構への参入を目指しはしたが、彼らは決して内政権に加えて外交権を強
化することで本国と異なる独自外交を行ったり、帝国からの独立を志向したのではないと
いうことである。つまり帝国内での外交権の強化によってカナダが目指したのは「完全自
治（fu11　autonomy）」であり、それは独立ではなく帝国統合の強化へと至る一階梯だった45。
つまり、彼らがコングレスで訴えたのは、外交権の強化を通じてカナダ政府が望む英加相
互特恵導入に向けての基盤形成をはかることであり、この外交権強化の主張はある面にお
いて帝国関係強化の主張と同義だったのである。
　B．財政自主権の確認
　コングレスに参加したカナダ代表の関心は、帝国内における権利拡大と同時に、帝国内
ですでに与えられている権利の維持という点にも向けられた。上記の外交権の強化という
論点に加えて、カナダ代表が繰り返し訴えたのは、カナダが保持する財政自主権維持の主
張であった。
　このコングレスの主題は、先に触れたように「アングロ・サクソン通商同盟」結成であ
り、本国・植民地間の相互特恵協定を企図するガルトやタッパーにとって、本国や他の植民
地代表とこの問題に関して議論を行うことは、彼らの計画を前進させる上でのまたとない
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機会となるはずであった。しかし、カナダが考える既存の植民地関税の維持を前提とした
帝国特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係の緊密化の主張は、コングレスにおいて他
の帝国諸地域からの代表からほとんど支持を得られなかった。1880年代中葉のイギリスに
おいて、帝国統合を主張する人々が議論していた帝国経済関係強化論の「主流」は、カナ
ダが掲げる帝国特恵に基づく本国・植民地間通商関係の緊密化ではなく、帝国内の関税障壁
を撤廃することで帝国内貿易促進を目指す「帝国内自由貿易論」であった。そして当該期
における帝国連邦運動を主導したIFLの会長であったフォスター（W．E．　Foster）もこの
帝国内自由貿易論の立場を取る人物の一人であった。フォスターは、帝国内における「全
ての関税・消費税の撤廃が帝国関税同盟（Imperial　Zollverein）を可能にする」と考えて
おり、帝国内自由貿易と外国からの輸入品に対する統一関税の導入によって帝国統合の強
化が図られると主張していたのである46。
　事実、フォスターが掲げていたような帝国内自由貿易に基づく通商同盟強化という主張
は、コングレスにおいても主にオーストラレシア植民地代表からの賛同を得ていた。中で
もニュー・サウス・ウェールズ植民地政府代表としてコングレスに参加したサミュエル
（Saul　Samuel）は、以下のように帝国内自由貿易の重要性を訴えている。彼が言うに、
「植民地が本国工業製品に対して保護関税を課すと同時に、本国との通商関係の緊密化を
望むということは無益」であり、カナダが主張していたような既存の保護関税を基礎とす
る本国・植民地問経済関係の緊密化は非常に困難であった。そして、「もしイギリス本国が
植民地産品を購i入するのと同様に、植民地が本国産品を購入する用意があるならば、「通商
連邦（commercial　federation）」結成が可能であると述べることによって、本国・植民地間
の関税撤廃による帝国内における通商関係の強化を主張したのである。その際、彼が考え
る「通商連邦」は、関税障壁で護られた帝国統一市場における植民地産一次産品とイギリ
ス工業製品の交換というかたちで成立しうるものであり、この帝国内分業こそが本国・植民
地間通商同盟の唯一の手段であるとサミュエルは語るのである47。このサミュエルの本
国・植民地間通商関係緊密化に対する理解は、19世紀後半におけるオーストラレシア植民
地問における連邦化の議論を反映したものであった。シドニー商業会議所会頭のマクミラ
ン（W．McMillan）が語るように、オーストラレシア地域内における関税障壁の撤廃、つ
まり経済的統合は、オーストラリアの連邦化という政治的統合へと直結する不可分なもの
と理解され、彼らにとってオーストラレシア植民地間の経済的統合と連邦化、イギリス帝
国内の本国・植民地間の自由貿易と帝国の政治的連邦は、パラレルの関係とみなされてい
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たのである48。このように、コングレスが開催された1880年代中葉において、本匡1・植民
地間通商関係緊密化を推進する基本方針としてコングレス参加者の間で支持を集めたのは、
帝国内自由貿易論であった。
　その一方で、カナダが1880年代初頭から訴えていた既存の植民地関税維持を基礎とし
た相互特恵関税による本国・植民地間経済関係の緊密化の主張は、一部の帝国主義者にしか
受け入れらなかったのである49。カナダへの逆風が吹き荒れるこの状況の中で、ガルトや
タッパーは、コングレスにおいて当該期の通商同盟論の「主流」であった帝国内自由貿易
論に対する批判と、カナダが掲げる特恵関税論支持の議論を展開した。その際、タッパー
がこの相互特恵関税擁i護の議論を展開するのに用いたのが、財政自主権の維持という主張
である。現在よりも強力かつ密接な経済的紐帯を創出するためには、本国の利益と植民地
の利益が同時に促進される手段を採用することが必要であり、現在植民地が保持する財政
自主権を損なうことなく、本国・植民地間で現在よりも有益となる統合の手段を考えること
が、帝国内経済関係の緊密化、すなわち通商同盟の結成への具体的な一歩となるとタッパ
ーは考えたのである50。このように考えるタッパーにとって、既存の植民地関税の放棄を
意味する帝国内自由貿易、そして本国・植民地における統一関税の導入は、カナダにとって
保護関税の喪失というだけでなく、財政自主権の喪失を導くものだったのである。カナダ
にとって、財政自主権の喪失は、本国から付与された自治権の縮小と同義であり、前節で
も触れたように帝国内での地位向上、本国との対等な地位を目指すカナダにとっては不利
益以外の何物でもなかったのである51。
　またガルトも同様の見解を抱いており、1886年7月1日にコングレスと同会場で開催
されたIFLの総会において、多様な資源を持つ帝国において完全な自由貿易を打ち立てる
ことは不可能であると発言し、本国、そして各植民地において財政自主権を基に自らに適
した財政政策を採用した上で、本国・植民地における外国からの輸入品に対する差別関税、
つまり帝国特恵関税の導入を説いたのである52。まさしくローン侯が指摘したように、本
国・植民地間経済関係の強化を推進するにあたっては、「一つの旗の下での全自治植民地に
おける財政上の自由」こそが、本国と植民地との統合への頼みの綱なのであった53。
第三節　カナダ代表の帝国統合論と帝国商業会議所会議の限界
　本章で取り上げたコングレスでの「帝国連邦」に関する議論は、最終的にU一ン侯が単
独で提出した「イギリス外交使節団への植民地代表の参加」に関する決議を賛成多数で可
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決した。また本来ローン侯が提出するはずであった「政府へのコングレス代表団の派遣」
に関する決議は、バーンズリー会議所代表のリーランズ（D．Rylands）によって修正決議
というかたちで提出され、こちらは全会一致で可決されることで、一応の決着を見た54。
この後者の決議に基づいて行われた代表団による政府との会談の結果、翌1887年に第一
回の植民地会議の開催を見ることとなったのである。
　この点において、たしかにコングレスにおける「帝国連邦」をめぐる議論は一定の成果
を得たといえるかもしれない。しかし、本章で見てきたように、この「帝国連邦」をめぐ
る議論を本国植民地間経済関係強化をめぐる論争という点から捉えるならば、その手段す
ら参加者の間で見解の一致が見られず、この問題に関する討議は時期尚早であったともい
えるであろう。特に、カナダ政府がその手段として掲げていた帝国特恵は、当該期におい
ては全く支持を得られなかったのである。それでもなお、このコングレスに参加したガル
トやタッパーは、本国を中心に植民地が本国に従属するかたちでの中央集権的な統合構想
に抵抗し、植民地の外交権の強化、そして既存の植民地自治、植民地関税制度を基礎とし
た特恵関税によって結びっく分権的統合構想をコングレス参加者に提示したのである。た
しかに、ガルトやタッパーが掲げた帝国特恵論は全く受け入れられなかった。しかし、彼
らが1880年代初頭から中葉のロンドンで駐英カナダ代表職の設置やコングレスにおける
議論を通して展開した帝国内における本国・植民地間の分権的統合という議論は、本章で
見たコングレスにおける議論においてだけでなく、次章で検討する植民地・インド博覧会運
営の際のタッパーを中心としたカナダ展示場の運営を担うカナダ準備委員会の見解にも通
じるものであった。
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定住と小麦輸出による債務の返済という金融的関係から説明する一方、高関税の導入によ
る東部製造業の保護は付随的なものでしかなかったと述べている。本章でも見るように、
たしかに大陸横断鉄道建設のためのロンドンからの融資取り付けは、カナダにとって極め
て重要ではあった。しかし、第一章で明らかなように、このナショナル・ポリシーの主目
的は製造業保護にあり、むしろ鉄道建設や移民の誘致といった問題は、製造業保護の後に
波及的に生じた課題であった。P。J．　Cain，　A．G．　Hopkins，　British　Jmperialism，1688－1914
（Harlow：Longman，1993）（竹内幸雄、秋田茂訳、『ジェントルマン資本主義の帝国1』、名古
屋大学出版会、1997年）．大原祐子『カナダ史への道』、山川出版社、1996年、第一章。
2マクドナルドは、オンタリオ州キングストンのクイーンズ大学で行った講演の中で、「私
は、カナダの多くの人々がイギリス本国との紐帯維持を支持していることに満足である。
我々は、イギリスからの分離によって得るものが何もないだけでなく、現在保持している
あらゆるものを失ってしまうであろう」と語っている。J．　Pope，　Memoirs（～f　the　Right
Honourable　Sir　John　Alexander　Macdonald，　G　CB．一一First　Pri〃le　Minister（～f　the　Dominion　of
Canada（2vols．，　Ottawa：J．　Purie＆Sons．，1894），　Vbl．2，　p．220．また同大学の学長で、帝国
主義者としても知られるグラント（G．M．　Grant）も、マクドナルドと同様に「我々は独立によってカナ
ダが必要とするほとんど全てのものを失う」と述べることで、独立をアメリカへの併合と同一視する
一方、帝国連邦をカナダが進むべき「正しい方向」であると主張している。Imperial　Federa七ion
League，1吻εr∫α1　Federation，1886　Apr．，　p．103．またグラントの帝国主義思想に関しては、　C．
Berger，　The　Sense　ofPower：Studies　in　the　Ideas　of　Canadian　Imperialis〃2，1867－1914（Toronto：
UIliversity　of　Toronto　Press，1970），　pp23・33を参照。
3この1880年代における帝国連邦運動をイギリス経済史の観点からブラウン（B．H．
Brown）や桑原完爾は、1932年のオタワ帝国特恵体制へと連なる「初期関税改革運動」
と位置づける一方、帝国史の観点に立つケンドール（John　Kendle）や木村和男は、帝国
連邦運動の高揚による植民地会議の開催を1931年の英領コモンウェルス体制設立の契機
と捉える点で解釈を異にしている。B。H．　Brown，　The　Tan；ffReform　Movement　in　Great　Britain
1881－1895（New　York：Columbia　University　Press，1943）；桑原莞爾『イギリス関税改革の
史的分析』、九州大学出版会、1999年。J．E．1（endle，　The　Colonia1　and　lmperial　Conferences，
1887－1911：　A　Study　in　lmperial　Organization（London：Longmans，1967）．木村和男『イギリス
帝国連邦運動と自治植民地』創文社、2000年、141～142ページ。
4桑原『イギリス関税改革の史的分析』、28ページ。
5イギリスにおける本国・自治植民地間関係緊密化の議論は、1860年代末の王立植民地協
会設立以降、オーストラレシア出身の帝国主義者によって主導されていた。その彼らが最
も関心を寄せていたのが、太平洋地域における本国海軍との共同防衛に関する問題であっ
た。木村『イギリス帝国連邦運動』、142ページ。またこの植民地会議における軍事同盟に
関する議論の中で、ケープ植民地首相であるホフマイヤー（J．H．　Hofmeyer）は、本国・
植民地各地域の現行関税への一律2％の追加関税を課し、それを帝国防衛費に充当すると
いう防衛同盟と通商同盟を兼ね合わせた提案を行った。桑原莞爾は、この植民地会議にお
ける帝国統合に関する議論の焦点を一挙に軍事同盟論争から通商同盟論争へと転移させた
と評価しているが、当該期における本国・植民地間通商同盟論争への関心の高まりは、この
植民地会議というよりもむしろ、会議後におけるカナダ帝国連邦同盟の活動、そしてそれ
を支えるかたちとなったカナダ国内の商工業者による特恵関税に基づく通商同盟論支持の
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第三章　1886年「植民地・インド博覧会」とカナダ
　1851年のロンドン万国博覧会開催以降、製造業、商業、農業等の各種産業や、文化、芸
術に関わる展示を通してその成果を広く人々に知らしめる博覧会というイヴェントは、非
常に好評を博し、多様なテーマを主題とした博覧会が開催された。しかしながら、19世紀
後半以降、イギリスで開催された博覧会の主たる目的は、第一にイギリスの産業覇権とそ
の根幹をなす自由貿易政策の利点を誇示することであり1、博覧会会場内に陳列された安価
かつ高品質なイギリス製品は、イギリス経済の繁栄の証左とみなされた。しかし、この時
期に開催された博覧会にはもう一つの目的が存在した。それは、帝国に関する展示を通し
て帝国統合を促進することである。1851年博では小規模であった博覧会における帝国展示
は、年を経るにつれて増加傾向を辿り2、1886年には「帝国」をそのメインテーマに据え
た植民地・インド博覧会が開催されるに至ったのである。植民地博は、1886年5月4日
から約半年間、ロンドンのサウスケンジントンで開催され、会場の面積こそ1851年、62
年両博覧会の半分程度に過ぎなかったが、両博覧会の観客動員数約600万人に迫る約550
万人の来場者を動員した、いわば19世紀末最大の博覧会であった3。
　このような帝国の重要性を提示するための博覧会が、19世紀末のこの時期に開催された
ということは、当該期のイギリスにおける帝国地域への関心の高まりを反映したものであ
った。そしてその関心は、主に二つの点に向けられていた。それは第一に、イギリス帝国
の膨張という点である。19世紀後半以降、イギリス帝国はアジア・アフリカの広大な地域
をその支配下におき、その外縁を絶えず拡大させていた。植民地博は、そのような帝国の
領土拡大を示すことで帝国の威信を誇示する一方、新たに帝国に編入された地域に住む異
民族支配の正当性と、彼らを教化することの必要性を喧伝するための場でもあった4。
　その一方で、この帝国膨張という側面にもまして重視されたのは、イギリス本国とイギ
リスからの移民が中心となり建設された自治植民地（カナダ、オーストラリア各植民地、
ニュージーランド、ケープ植民地）との統合である5。植民地博が開催された1880年代に
おいて、自治植民地の価値が、イギリスでは外国市場で競争力を失いつつある製造業にと
っての理想的な市場としてだけでなく、本国への一次産品供給地としても再評価されつつ
あった6。また19世紀後半の自治植民地への責任政府の付与以降、高まりを見せていた植
民地分離論に対する脅威は7、植民地博が開催された1886年初めのアイルランド自治法案
をめぐる論争において頂点に達しており、植民地博の開催は既存の自治植民地統合の一手
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段とみなされたのである8。このイギリス本国・植民地間関係強化の議論は、IFLが主導す
る帝国連邦運動を背景に植民地博の開催期にイギリス本国で大きな関心を引くものだった
のである。
　他方、前章までで見てきたように、1880年代に入るとカナダ政府は、自らのネイション・
ビルディングのあり方を追求すべく駐英カナダ代表をロンドンに設置する一方、コングレ
スにおいても彼らが考える「帝国内の植民地としてのカナダの発展」、そして「植民地カナ
ダとイギリス帝国の発展の両立」を唱えていた。そのような活動や議論を通して、イギリ
ス帝国統合、中でも帝国内経済関係の強化を訴える彼らにとって、帝国各地から集められ
た生産物を展示することで帝国内貿易の増加を企図した植民地博は、彼らの理想を実現す
るための第一歩となると考えられたのである。このように、植民地博に対してカナダは強
い関心を示し、自らの発展と帝国との強固な繋がりを示すべく、1851年博で英領北アメリ
カ植民地が占めた展示面積の約28倍に相当する広大な展示場に、一次産品や工業製品か
ら絵画や芸術作品に至るまで多種多様な展示品を送りこんだのである9。
　以下本章では、第一に王立委員会とカナダ展示を担ったカナダ農務省、カナダ準備委員
会（Canada　Commission）が唱える植民地博の意義を、次にカナダの主要輸出品であった一
次産品展示と、植民地博開催時に急成長を遂げていた製造業に関する展示や彼らの植民地
博参加の意図を検討したい。これらの課題について検討することで、前章で見たような帝
国主義的見解を抱くカナダ政府の中心人物達が語る「帝国の経済的統合」の主張を支える
帝国地域との新たな通商関係の確立や、移民の促進といったイギリス帝国内の本国・植民地
経済関係の緊密化に向けての「具体的側面」について見ていきたい。
第一節植民地博の意義と目的
　　（1）王立委員会と植民地博開催の目的
　植民地博運営の中枢を担った王立委員会は、植民地・インド代表を含む全123名によっ
て構成され、1884年11月10日付けの特許状によって発足した。先の1851年博、1862
年博においても博覧会運営のために王立委員会が組織されたが、植民地博における王立委
員会の関心はそれらとは異なるところにあったlo。
　この王立委員会において指導的な役割を果たしたのが、王立委員会名誉総裁に就任した
皇太子エドワード（後の国王エドワード7世）である。王立委員会が掲げる植民地博の目
的は、皇太子エドワー一・一・ドによる従来の博覧会に対する不満と帝国に対する見解を反映した
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ものであった。先に触れたように、19世紀後半に開催された博覧会は、帝国展示の割合を
増やしてはいたが、いまだ植民地・インド展示は二次的問題に過ぎなかった11。このよう
な従来の博覧会における植民地・インド展示軽視の姿勢を憂慮していたエドワードは、
1878年に開催されたパリ万国博覧会でのイギリス植民地・インド展示が成功を収めたこと
によって、その植民地・インド展示をイギリスでも行うことの必要性を確信したのである。
そして1885年3月30日に開催された王立委員会第一回会合において、エドワードは帝国
の経済的価値を広くイギリスの人々に理解させるべきであると主張し、他の王立委員によ
ってもこの見解が博覧会の目的として確認されたのである12。このようにして帝国の経済
的重要性を示すことで、王立委員会が企図したのは、植民地・属領展示を通して、帝国の
経済的統合を推し進めること、つまり自給帝国の創設を訴えることであった。この自給帝
国は、帝国内においてイギリス本国が唯一の工業国の地位を占める一方、植民地は等しく
本国への食料・原料供給地、工業製品市場として位置づけられることを意味し、王立委員
会はこのようなイギリスを中心とした帝国内における分業体制こそが、帝国統合を強化す
る最善の手段と考えていた。ケンブリッジ大学教授のシーリー（J．R．　Seeley）が言うよう
に、「植民地は自給できない。彼らは『手足』なのであり、『心臓や頭脳』なしには生きら
れない」のであった13。
　この王立委員会による帝国統合の意図が表れた際たるものは、展示品に対する「審査シ
ステム」である。過去の博覧会では、出品された展示品を評価するために様々な方法が用
いられていた。1851年博では、展示品は価格と共に展示され、最も安い価格をつけるイギ
リス製品の優位性を際立たせていた。他方、1862年博においては、51年博で用いられた
価格に基づく競争的な評価を改め、王立委員会が任命した審査員が、優秀展示品に対して
賞を授与する制度を導入することによって、博覧会における出品者間の過度の競争を避け
る方策が採用されていた14。植民地博では、この姿勢がさらに強化され、王立委員会は全
出品者に対して、記念の感謝状とメダルを授与することで、展示者間の競争を排除するこ
とを企図したのである。この制度の採用は、競争によって「後進的な植民地の人々が、植
民地博において不当に低い地位に置かれるべきではない」という配慮のためであった。加
えて王立委員会は、各植民地展示場の間に間仕切りを作ることを控えるよう各植民地に通
達した。その理由は、間仕切りによって展示場が分断されることで、「帝国の一体性」の表
象が妨げられるためであった15。つまり、植民地博に参加しているのは、全てイギリスの
植民地・属領の住民であり、帝国統合の促進を望む王立委員達にとって、展示参加者同士
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を争わせる必要はなかったのである16。このようにして王立委員会は、博覧会の中に「統
合」や「自給」、「分業」といったメッセージを織り交ぜていったのである。
　しかしながら、この王立委員会の姿勢は一方において矛盾を内包していた。王立委員会
は競争を避けることで、経済的に統合された帝国を観客に示そうと企図したが、その際「帝
国の唯一の工業国」たるイギリス本国にとって、原料供給地である各植民地・属領の経済
的価値、つまり自給帝国の中でイギリスが必要とする食料や原料は、植民地・属領ごとに
それぞれ異なっていた。そのため王立委員会にとって、統一的な展示分類様式を全参加植
民地・属領に課すことは得策ではなく、各地域の特産品を前面に打ち出した展示を必要と
したのである17。ゆえに王立委員会は、展示品に対する審査を廃止し、帝国の統合を際立
たせようとする一方で、各植民地の特徴を最大限に表現させるために、展示内容や分類に
関して統一的な展示分類を断念し、各植民地に展示に関する自由裁量を認めたのである18。
　この王立委員会のヴィジョンを達成するためには、植民地や属領との密接な協力関係は
不可欠であり、1884年11月に名誉総裁エドワードの名で各植民地に参加要請の手紙が送
られたのである19。この王立委員会の要請を受け、ほとんどすべての植民地・属領は参加
を受諾し20、植民地博のために独自の準備委員会を設立し、展示場運営の準備に取り掛か
ったのである。それらの参加植民地・属領政府及び各準備委員会は、王立委員会の見解に
賛同し、王立委員会が掲げる植民地博の目的である帝国の統合と自給の推進を支えた。し
かしその一方で、植民地利害、とりわけ商工業者の利害を重視し、植民地博を通して王立
委員会の趣旨とは異なる主張を行ったのである。
（2）カナダ側の植民地博運営機構と準備活動
　王立委員会の要請を受け、カナダ政府も他の植民地と同様iに植民地博への参加を快諾し、
政府内において博覧会業務を管轄する農務省と、この博覧会のために設立されたカナダ準
備委員会が準備活動を担当した。カナダを中心とした植民地博の運営機構は図3－1のと
おりである。主に農務省はカナダ国内で、そしてカナダ準備委員会はロンドンでの準備活
動に従事し、両者は相互に緊密な連携を取りながら、王立委員会と展示出品者を繋ぐ媒介
としてだけでなく、王立委員会と展示者の掲げる植民地博の目的を包摂した、カナダにと
つての植民地博の意義を打ち出し、準備活動を行ったのである。
　カナダ準備委員会の設立に際して、その委員長には前カナダ総督であり、第一回コング
レスにおいて「帝国連邦」に関する議論の第一報告者を務めるなど、熱烈な帝国統合論者
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として知られるローン侯が就任した21。そしてそのローン侯を含む全11名の委員が任命さ
れた。しかしながら、ローン侯をはじめ、委員の大半は名誉職に過ぎず22、事実上の責任
者としてカナダの展示運営を担当したのは、植民地政府と王立委員会の連絡役である王立
委員会執行委員（Executive　Commissioner　for　the　Royal　Commission）を務めたタッパー
である23。タソパーにとって、植民地博は彼の願望であるイギリス帝国の統合、そして帝
国内でのカナダの地位向上を図る上での好機であり、王立委員会執行委員として王立委員
会の見解をカナダ展示に反映させる一方、国内の商工業者の意図を汲みつつ、農務省との
連携を図りながら、帝国内におけるカナダの地位向上のために活動したのである。
　このタッパーを中心としたカナダ準備委員会と農務省の最初の課題は、植民地博会場に
陳列される展示品の収集であった。植民地博の成功、そしてカナダ展示の成功は、会場に
おける展示品の充実にかかっており、農務省とカナダ準備委員会は展示品収集のために、
国内の商工業者や農民達に、植民地博の開催とその目的を示すことで、彼らの参加を促す
ことが必要とされた。しかしながら、カナダ国内では植民地博開催の9ヶA前の1885年
8月になっても、植民地博の開催が周知されていなかった。その傾向は、特に中央カナダ
以外の地域で顕著であり、ニュー・ブランズウィック州の農務大臣であるラグリン（C．K．
Lugrin）は、タッパーに対して植民地博の開催を広く知らしめ、参加を喚起する広告を掲
載するよう訴えた24。タッパーはこの主張に同意し、手紙を直ちに農務省に回送した。こ
の件に関する農務省での協議の結果、翌月にはカナダ各地の新聞、商業誌等に植民地博の
広告が掲載される運びとなった。その広告とは、以下のような内容であった。
　植民地博は、完全に植民地とインドのための博覧会であり、会場内では、［参
加植民地と一筆者注1イギリスやヨーロッパの他の諸外国との競争は存在しな
いであろう。なぜなら、本植民地博の目的は、植民地がなしえることを具体的
に世界中に誇示することだからである。（中略）…どのような党派や階級に属し
ていようとも、カナダ人なら誰でもイギリス帝国内における最上位の植民地
（the　Premier　Colony）というしかるべき地位にカナダを据え、その地位を世
界中の人々に認めさせるために、この偉大なる行事に参加し、切磋琢磨するこ
とが求められているのである25。
この農務省の広告から窺えるのは、カナダが本植民地博で目指すのは、他の全ての植民
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地・属領よりも発展した「帝国一の植民地」の地位にカナダを据えることであり、そのた
めの努力が必要だということである。さらに、この植民地博にイギリスやその他の諸外国
が参加しないということは、言うなれば会場内で、カナダの展示がカナダより工業的、文
化的に発展したイギリスやヨーロッパ諸国の展示品と比較されないで済むため、多くのイ
ギリス人が抱く「カナダが後進的である」という印象を与える心配がないということであ
る。ゆえに植民地博は、カナダの近年の発展を観客に示し、「帝国一の植民地」であること
を認めさせる最良の機会とみなされていたのであり、この広告によって植民地博の開催を
カナダ国内の人々に伝えるのみならず、植民地博におけるカナダの目的、つまり帝国の統
合とその統合された帝国内における地位向上を国内の製造業者や貿易業者に周知させるこ
とが目指されたのである。
　このようなカナダ準備委員会と農務省の見解を展示希望者に直接訴えるべく、タッパー
は8月7日から約3ヶA間カナダに一時帰国した。そしてカナダ国内のほぼ全ての商業会
議所を訪問して、各商業会議所の会員に植民地博の意義と展示への参加を呼びかけたので
ある26。中でも、カナダ最大の会議所であるモントリオール商業会議所は、タッパーらの
掲げる趣旨に賛同し、理事会においてモントリオールの人々に植民地博の重要性を広める
よう行動するという決議を採択した。そして、貿易業者、製造業者、一般市民も交えた植
民地博に関する説明会の近日開催を約束したのである27。
　たしかに展示の事実上の責任者であったタッパーは、カナダに一時帰国して出品者の募
集に努めたが、基本的に彼は駐英カナダ代表としてロンドンに滞在しているため、直接カ
ナダ国内で展示希望者からの個別の相談や折衝に当たることができなかった。そのためカ
ナダ政府は、各州の経済に精通し、商工業利害と親交のある入物を州ごとに1名ないし2
名を選び、彼らを展示収集官に任命した28。その主たる業務は、製造業者や輸出業者を個
別に訪問し、彼らに植民地博の開催と植民地博に彼らの商品が出品されることの意義を訴
え、植民地博への参加を促すこと、出品希望者に対して必要な情報を提供し、質問を受け
付ける相談窓口の役割を果たすことなどであった。
　この展示収集官のうち、注目すべきはオンタリオ州の展示収集官であるライトである。
ライトは第一章で検討したように、W乱フレーザーと共に製造業者の見解をナショナル・
ポリシーの制定に尽力した後にMAOの書記として働いており、保護関税によるカナダの
ネイション・ビルディングだけでなく、本国と自治植民地の統合にも並々ならぬ関心を抱く
人物であった。それゆえ彼は、帝国統合強化を促進する植民地博の開催を歓迎し、MAO
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の年次大会などを利用して植民地博へ参加することの利点を説いたのである。
　特に彼が植民地博参加の利点として主張したのは、その広告としての効果である。彼は
植民地博への参加は、自らの生産物の展示を通して、来場した観客に商品を宣伝するだけ
でなく、展示品が帝国各地で発行される新聞で取り上げられ、詳細に解説されることで、
無料で高い広告効果が得られると主張した29。ライトが強調したような製造業者や貿易業
者のセルフ・インタレストに訴えることによって植民地博への参加を促す主張は、タッパ
ーやカナダ農務省が追求する植民地博の目的と矛盾するものではなかった。むしろ彼の主
張は、カナダ経済の発展を誇示することで帝国内でのカナダの地位向上をはかるというタ
ッパーの目指した目的と両立可能なものだったのである。
　事実、1885年1月にMAOへ植民地博開催の話が伝わった際に、　MAOの機関誌『カナ
ダ製造業者と産業界』に掲載された記事がそれを物語っている。その記事で展開されたの
は、近年のオーストラリアとの激しい競争によって、「イギリスの最上位の植民地としての
カナダの評判が危機に晒されており」、帝国内におけるカナダの地位を防衛するという「愛
国的関心」から植民地博に参加すべきであるという主張であった。このような記事を掲載
することで、MAOはオンタリオを中心とした製造業者達に植民地博への参加を促したの
である30。言うなれば、この「帝国内における最上位の植民地」としての地位を守るとい
う主張は、タッパーらのカナダ博覧会運営者、そして博覧会に参加した多くの製造業者や
輸出貿易業者によって広汎に受け入れられていたのであり、製造業者や輸出業者は、セル
フ・インタレストだけでなく、ナショナル・インタレストの点から博覧会を重視していたと
いえるであろう。
　またカナダ連邦政府は、出品希望者に対して最大限の出品助成を行うことで、展示参加
に二の足を踏む希望者の参加を促した。政府は、植民地博開催が決定した早い段階で、展
示品の輸送費を負担する用意があることを表明し、最終的に輸送費を全額負担することを
決めたのである31。さらに政府は、展示品がロンドンに運ばれた後も、会場での設営や展
示品の保守管理を無料で行い、希望者には会期終了後に展示品をカナダへ返送することも
無料で引き受けた32。それゆえ展示希望者が博覧会参加にあたってすべきことは、展示物
を梱包し、最寄りの駅に運ぶだけであった。このようにして、タッパーを中心としたカナ
ダ準備委員会と農務省は、商工業者の利害を満たしつつも自らの目的を追求し、その結果
自治植民地最大の展示希望者を集め、数多くの展示物をサウスケンジントンへと送ったの
である。
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　ヵナダ準備委員会と農務省は、カナダ国内の商工業者とだけでなく、王立委員会との関
係も重視し、王立委員会に対して財政面での貢献を行った。植民地博の開催に際して、イ
ギリス政府は帝国関係の緊密化という植民地博開催の目的には理解を示したが、財政的援
助を行うことには消極的であった。そのため、王立委員会は植民地・属領政府からの植民
地博開催のための資金の拠出を必要としており、先に触れた1884年11月24日の名誉総
裁エドワードによる博覧会参加要請の中で、植民地・属領に債務保証金の拠出を打診した
のである33。エドワードからの要請を受けて、タッパーは農務大臣であるポ・一一一Eプ（J．H．　Pope）
に協力を呼びかけ、これを受けてポープは、1885年4月2日に開催されたカナダ下院で
の討議において、植民地博開催のための債務保証金拠出を議事にかけて、王立委員会への
貢献の必要性を議員達に訴えた。そして彼はインドが2万ポンドの保証を行うという情報
を基に、1万ポンド（約5万カナダドル）を予算から計上すべきであると主張したのであ
る。この債務保証金拠出に対して、議会において難色を示したのが野党の自由党議員達で
ある。特に前蔵相のカートライトは、ポープに対して「他の植民地はどれくらい支払うの
か」と質問し、カナダの保証金額の妥当性について疑問を呈した34。しかしながら、後に
ローリエ内閣の関税大臣を務めることになるパターソン（William　Patterson）の「植民地博
は成功させねばならない」という発言に見られるように、保証金額の妥当性はともかく自
由党の議員達もカナダの植民地博への参加には反対ではなく、むしろ植民地博の成功を願
っていたのである。またポープによる、植民地博の諸費用は最終的には過去の博覧会より
も少なくて済むであろうという楽観的な見通しにも後押しされ、1885年6月9日に1万
ポンドの拠出に関する法案が可決されたのである35。カナダの債務保証金拠出額は、イン
ドに次ぐ2番目に大きなものであり、植民地・属領政府からの保証総額5万3000ポンド
の約2割を占める大きな貢献であった。
　以上のように、カナダ準備委員会と農務省は相互に連携を取りながら、国内の展示希望
者と本国の王立委員会双方への協力を惜しまなかった。この両者に配慮して製作されたカ
ナダ展示場は、王立委員会の帝国利害、カナダ博覧会運営者達の掲げる植民地利害、そし
て展示参加者の通商・製造業利害が複雑に絡み合う場だったのである。
第二節　一次産品展示と英加経済関係の緊密化
　　（1）カナダ展示場と展示分類
　19世紀末のカナダ経済は、ある面において王立委員会が掲げる帝国の経済的統合と帝国
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内分業というヴィジョンと両立しうるものであった。カナダ産のステープル産品の大部分
はイギリスへと輸出され、そのステープル産品輸出から他の経済セクターへの波及効果は、
一貫して19世紀におけるカナダ経済発展の重要な要素であった36。しかしながら1860年
代後半において、カナダはすでに工業製品生産高の点で世界第8位であり、製造業は植民
地博が開催された19世紀末のカナダ経済を支えるもう一つの重要な要素であった37。ゆえ
に植民地博に際して、帝国内でのカナダの地位向上を目指したカナダ農務省とカナダ準備
委員会にとって、展示の主眼は農業や鉱山業といった一次産品だけでなく、工業製品にも
置かれていた。つまりカナダは、本博覧会において、帝国内における地位向上という目的
のために帝国内経済分業体制における食料・原料供給地としての役割を受け入れ、本国へ
のカナダー次産品輸出増を目指す一方、工業国としての側面も強く訴えたのである。それ
が顕著に現れたのが、カナダ展示場における展示品の分類である。先に触れたように、本
博覧会においては、王立委員会は統一的な展示を放棄したため、植民地展示の分類に関し
ては、各植民地の執行委員に一任されていた。つまり、タッパーはカナダ展示場を自由に
構成する権限を得ており、カナダにとっての植民地博の目的を達成するために、最適な展
示分類を考案したのである。
　タッパーが採用した分類は、主に三つの部門により構成されていた（表3－1参照）。第
一に挙げられるのが一次産品展示である。タッパ・一一・一は一次産品展示を穀物、野菜、果物、
材木展示からなる「野菜王国（Vegetable　Kingdom）」、漁業、家畜、鳥類、狩猟関係の展示
からなる「動物王国（Animal　Kingdom）」、鉱物資源や鉱山業、カナダの地学に関する展示
を行う「鉱物王国（Mineral　Kingdom）」という三つのセクションに分けて展示分類を試み
た。第二に挙げられるのは、業種ごとに25の小セクションに分類された工業製品展示で
ある。そして第三にカナダの教育システムや教科書、各州の地図、カナダ人芸術家の手に
よる作品等から構成される文化・教育展示である。しかし、文化・教育展示に分類される
展示品は極めて少数であり、カナダ展示の中心は一次産品、工業製品展示に向けられてい
たことは疑いようもないだろう38。以下、カナダの一次産品展示、つづいて工業製品展示
について検討する。
　　（2）一次産品展示とその評価
　王立委員会からカナダに与えられた展示場は、主に中央ギャラリーと西ギャラリーと呼
ばれる展示場であり、その総面積は約10万平方フィート、全展示場の約18％を占めてい
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た39。その広大な展示場の中で、カナダー次産品展示は全長600フィートにおよぶ会場内
の中央ギャラリーで行われた（図3－2参照）。この広大なスペースをカナダは占有し、ヴ
ィクトリア女王の肖像画を掲げた壁を栗色のカーテンとメイプルリーフの装飾で覆い、展
示場を飾り立てたのである40。タッパーがこの展示場で意識したのは、美しい装飾で観客
をひき付けることであり、その姿勢はギャラリーの中央に配置された「農業トロフィ」に
表れている（図3－3参照）。農業トロフィとは、カナダ産木材で作られた骨組みに、カナ
ダ産の果物の瓶詰め、袋詰めされた穀物や牧草、それに石膏製の木こりと酪農婦の人形を
あしらった高さ約35フィート、外周約80フィ・一一・Fトからなる巨大なオブジェであり、タッ
パー指導の下、ベッグ（Alexander　Begg）がその製作を担当した41。そしてそのトロフィに
飾られた展示品には、生産者と生産地が記されたラベルが付され、展示品が気に入った場
合は、その展示出品者と連絡が取れるよう配慮がなされていた42。中央ギャラリーを訪れ
た一部の批評家から、「大きすぎ」、「目立ちすぎ」との批判を浴びもしたが、このトロフィ
は非常に人目を引くものであり、カナダ農業に対する関心を引きっけることに寄与したの
である43。
　中でも観客を引き付けたのは、トロフィの周りに飾られたカナダ産果物に関する展示で
ある。カナダ産果物は、腐敗防止用の水溶液に入れられ、瓶詰めされてトロフィに配置さ
れており、その瓶の数は約1000個に上った44。それらに加えて、様々な青果が会場内で植
民地産生鮮食品を販売するために設置された「植民地市場（Colonial　Market）」や、カナダ
展示場内の特設市場で販売されたのである45。
　博覧会果物展示担当のサンダース（W．Saunders）教授によると、果物展示の目的は、第一
にカナダ産果物のヨーロッパへの輸出を拡大することであった。しかしながら、それにも
まして重要な目的として彼が指摘するのは、カナダの気候に対する偏見を取り除くことで
あった46。当時におけるカナダ果物生産者が抱えていた問題は、イギリスだけでなく多く
の国々がカナダの気候を誤って認識していることにあった。イギリス人の多くは、カナダ
を「第二のシベリア」とか「北極への通過点」とみなし47、カナダの気候の多様性を考慮
することはほとんどなかった。そのため、カナダでは寒冷な気候ゆえに、果物栽培には適
さないという印象が広まっていたのである。サンダース教授は、この問題に対処するため、
果物の瓶詰め展示に加えて、様々な方策を用いた。彼は9月初旬に収穫されたばかりの新
鮮な果物を会場に届けるために、一時博覧会の展示運営をオンタリオ州の果物生産者協会
（Fruit　Growers’Association）のスター（C．R．H．　Starr）に任せてカナダへ帰国し、国内で
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自ら果物を調達して、冷凍船を用いてそれらを会場へと搬送した48。また会場へ運ばれた
新鮮な果物をイギリス産果物と併置して展示することによって、カナダ産果物がイギリス
産果物と比べても遜色ないことを示そうとしたのである。さらにこれらの展示を補い、カ
ナダに対する偏見を正すため、カナダの領土や各州に関する説明、そして州の特産品とい
ったカナダに関する基本的な情報を会場に掲示した。中でも重要だったのは、カナダから
イギリスへの「移動時間」に関する説明である。この説明を通してサンダース教授は、カ
ナダは決してイギリスから遠くない、イギリスと似た気候であり、果物生産にも適した土
地であるという印象を与えようとしたのである49。
　このようなカナダ果物展示を通して、もっとも高い評価を得たのはリンゴ展示である。
たしかにリンゴはカナダ果物輸出の中心を占めていたが、果物生産に適さないと考えられ
ていたカナダで生産されたリンゴは、イギリス市場では「アメリカ産」として広く知られ
ていた50。しかし博覧会での展示は、カナダ産リンゴがイギリスで認知される一契機とな
ったのである。会場を視察に訪れた王立園芸協会果物委員会（Fruit　Commi七tee　of　the
Royal　Horticultural　Society）の委員長であるリバース（ER　Rivers）は、カナダ産リンゴを
高く評価し、1886年10月20日に開催された王立園芸協会特別委員会は、カナダ産リン
ゴを絶賛する決議を全会一致で可決している51。また会場での展示に加えて、スターはイ
ギリスにおけるカナダ産果物輸入の増加を図るためにイギリス各地を回り、果物輸入業者
にカナダ産リンゴの素晴らしさを説いて回った。これらの努力の結果、会期中にカナダリ
ンゴ生産者の数名は、イギリスの輸入業者と新規の取引契約を結ぶことに成功したのであ
る52。
　これらの植民地博を利用しての偏見の除去は、果物展示に限ったことではない。カナダ
鉱物展示においても、偏見の除去が展示の主眼に置かれていた。19世紀初頭にケベックや
オンタリオで鉱山開発が開始されて以降、鉱山開発はカナダ東部の諸州を中心に行われて
いた53。しかしながら、領土の西進と共に西部地域での地質調査が進んだ結果、東部だけ
でなくブリティッシュ・コロンビア州を中心とした太平洋岸でも、鉄・石炭・銅・ニッケ
ルから金・銀に至る様々な鉱物資源の鉱床が存在することが明らかとなっていたのである
54。カナダにこのような鉱物資源が豊富にあるという情報を広めることは、カナダが望む
鉱山開発のための資本誘引をはかる上で非常に重要なことであった。当時カナダ鉱山業は、
ヨーロッパ人投資家による投機の結果信用を失っており、ヨーロッパの投資家から敬遠さ
れていた55。ゆえに博覧会における鉱物資源展示は、鉱物のヨーロッパ市場への輸出拡大
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はもちろんのこと、カナダ鉱山業の信用回復をその目的としており、鉱山業者は積極的に
鉱石サンプルや鉱山の情報提供を申し出たのである。カナダ全土から集められた鉱物標本
は、地質学組合（Geological　Corporations）の理事であるセルウィン（A．R．C．　Selwyn）博士
のもとに集められた。そしてその情報は冊子にまとめられ、会場内にて販売された56。そ
の冊子によると、冊子編纂の目的は「純粋に科学的関心」に基づくものであると述べられ
てはいるが57、一部の展示標本に関しては、その標本を提供する採掘業者の氏名、その鉱
物の1トンあたりの価格、年間産出量、採掘の際に用いられている工作機械といった出品
者の事業規模に関する情報など、イギリスの輸入業者や投資家にとって有益な情報を含む
ものであった58。
　　（3）一次産品展示と移民の誘致
　このような博覧会会場における一次産品展示を通して、タッパーを中心とするカナダの
博覧会運営者達が目指したカナダに対する偏見の除去は、ある面では一次産品の輸出拡大
や資本の誘引を目的としたものであった。しかしながら、カナダに対する偏見を除去する
ことで、彼らの関心は別の点にも向けられていた。それは、カナダでは農業が盛んである
ということをイギリスの人々に示すことによって、カナダが必要とする労働力をイギリス
から呼び寄せることにあった59。19世紀後半のカナダでは、移民の誘致による労働力の増
加と西部地域の開発は、カナダの経済発展に不可欠な要素とみなされていた。しかしなが
ら、イギリスからの移民総数は増加する一方、移民の多くは概してアメリカへと向かう傾
向があり、植民地への移民は限定的でしかなかった60。また植民地別の行き先を見ても、
19世紀中葉以降、移民の行き先としてカナダは安価な渡航費とアクセスの利便性のために
一時期人気ではあったが、渡航費の引き下げなど、他植民地へ移民する際の障壁が改善さ
れたことにより、カナダへの移民は、オーストラリア植民地への移民が増加傾向にあるの
と反比例するかたちで減少していったのである61。しかし、植民地博が開催された1880
年代には、カナダにおける移民の受け入れの状況は飛躍的に向上していった。なによりも
まず、植民地博開催の前年に開通した大陸横断鉄道であるカナダ太平洋鉄道を利用するこ
とで、西部地域への移動が容易になったことや政府による移民者へのホームステッドの無
償提供制度が整備されたことなどがその理由である62。
　このようなカナダによる移民受け入れの意図は、植民地博の一次産品展示にも反映され
ていた。一次産品展示の充実は、長年外国農産品との競争や凶作に苦しむイギリスの農民
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に対して「最後通告」を突きつけ、イギリスでの農業の断念と広大なカナダでの農業機会
の模索に繋がるものと考えられていた63。このカナダー次産品展示における移民誘致の意
図を補完する役割を果たしたのが、会期中に開催された植民地に関する様々な講演や会議
である。これらは、1886年7月に開催された第一回コングレスのように関係者にしか参
加が許されないものもあったが、大半は植民地博入場者が自由に参加することができた。
この中でカナダへの移民誘致の点で重要だったのは、1886年6月8日、7月23日に会場
内のレセプション・ホールで開催されたべッグによる講演である。ベッグはCPRの移民
誘致部門の担当者であり、前述の農業トロフィの製作担当者でもあった64。彼は『カナダ
の広大な北西部（The　Great　1＞brth－Mest（ofCanada）』（6　A　8日）、『移民（Emigration）』（1886
年7月23日）と題された二つの講演で、農業トロフィ展示では伝え切れなかったカナダ
移民の促進がイギリス本国・カナダにとってだけでなく、帝国にとっていかに重要かをカ
ナダへの移民定住に関心がある聴衆に訴えたのである。
　この二つの講演の中でベッグが聴衆に対して訴えたのは、第一にイギリスの余剰労働力
の移動による帝国内自給の促進に関する問題である。植民地博が開催された19世紀末に
おいて、イギリスは食料や原料を外国からの供給に依存しており、イギリスにとって安定
した食料・原料供給を維持するためには、植民地における食料生産を増強すべきとべッグ
は主張している65。その手段として彼が提案したのは、本国からカナダへの大規模な農業
労働力の移動であった。当時におけるイギリス農業利害が抱える問題の一つは、農業労働
力過剰による農地の細分化とその非効率性であった。そこで広大な農業に適した土地はあ
るが、労働力不足のために開発が進んでいないカナダへと余剰の農民を送ることによって、
移民達は「本国で身につけた知識や経験を生かして植民地を開拓」し66、カナダの食料生
産を増大させることで、外国への食料依存からの脱却をはかることができると主張したの
である67。このべッグの主張、つまりカナダへの移民とカナダでの農業生産の増加の可能
性を証明するのは、彼が製作した農業トロフィを中心としたカナダの農業展示であった。
ベッグの演説は、農業展示では十分に表現し得なかったカナダへの移民誘致の必要性を主
張するものであり、演説で語られたカナダ西部の農産品は、展示場で実際に見学が可能で
あった。つまり、ベッグの農業展示と演説は、相互補完的な役割を果たしたのである68。
　またべッグが演説を通して訴えた、植民地への労働力の移動や帝国内自給という考えと
表裏一体にあるのは、植民地における本国工業製品の市場拡大という主張であった。植民
地への労働力の移動は、植民地において農業生産を増加させることで、本国での外国農産
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品依存からの脱却を助ける一方、保護関税の導入によって縮小しつつある諸外国の工業製
品輸出市場に替わる新たな独自の市場を創出するという、ベッグが言う「植民地にとって
よりもイギリスにとって重要な」利点が存在したのである69。ベッグは、移入民の商品に
対する嗜好は、移民の出身国での生活に影響を受けると考えており、イギリスからカナダ
への移民の増加は、カナダにおけるイギリス商品に対する顧客の増加と直結すると考えて
いた70。他方、ベッグは、移民は人口過多の地域から人口が少ない他の地域へと流れる「自
然の摂理」であり、イギリスからの移民が増加しなければ、労働力が不足する植民地は、
他国からの移民が大量に到来する事態が起こると指摘している71。植民地における外国人
の増加は、イギリス工業製品市場の縮小を意味するとべッグは考えており、そのような事
態は、本国からの移民を促進することによって防ぐことができると主張した72。特に植民
地の中でもカナダは隣国アメリカからの工業製品の流入に晒されており、カナダにおいて
イギリスからの工業製品輸入が増加し、「貿易が国旗に従う」ためには、それに先行して植
民地へのイギリスからの移民の増加を図る必要があったのである73。
　以上見てきたように、植民地博におけるカナダー次産品展示を通してカナダ側が訴えた
のは、カナダ経済発展にとって不可欠な一次産品市場、資本輸入、移民の誘致であった。
それらの目的を達成するという点で、展示に協力した一次産品生産者とタッパーの指導の
下で展示を管理したサンダースやセルウィン、ベッグのようなカナダ側の植民地博運営者
達の見解は一致していたといえる。カナダがイギリスの人々に提示したこのような目的は、
王立委員会が掲げた帝国の経済的統合や本国を中心とする帝国分業体制の創出といった考
え方と矛盾するものではなく、むしろこれを補完する役割を果たすものであった。カナダ
は、一次産品展示を通して王立委員会の見解に沿うかたちで、帝国内における自国の地位
向上を図ろうと意図していたのである。
第三節　工業製品展示とカナダ利害の追求
　　（1）展示品即売に関する政府の見解
　たしかに一次産品展示に関して、カナダの展示目的は王立委員会のそれと合致していた。
しかし、カナダ展示のもう一っの柱をなした工業製品展示に関して、両者の意図は完全に
異なっていた。帝国内で最上位の植民地を目指すカナダにとって、工業製品展示を充実さ
せ、イギリスに次ぐ工業国としての側面を広く世に知らしめることは不可欠だったのであ
り、ときに王立委員会と見解を異にすることがあっても、カナダ国内の工業製品出品者と
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共同して、カナダの利害を追求しようとしたのである。
　そのようなカナダ博覧会運営者の態度は、植民地博における展示品の販売に関する彼ら
の見解に表れていた。1885年9月にタッパーは、ニュー・ブランズウィック州セント・
ジョンの製造業者であるトンプソン（W．J．　Thompson）から、植民地博会場での展示品販売
に関する質問を受けた。会場での展示品販売に関して、王立委員会は各植民地展示場とは
別の場所に設置された植民地市場での植民地食料品の販売を認める一方、展示品が撤去さ
れた後に生じる空白のスペースが展示場全体の景観を損ねるという理由から、植民地博の
会期中は、原則的に展示品の販売や撤去を認めていなかった74。しかしながら、トンプソ
ンはタッパーへの手紙で、展示出品の費用を賄うために、会期中でも展示品の即売を行え
るよう要求したのであり、それが認められないならば、自社製品の出品はできないと主張
したのである75。
　このトンプソンの見解は、ひとり彼だけに限られたものではなく、カナダにおける多く
の工業製品出品希望者に共通の見解であった。彼らは博覧会を自社製品を展示し、イギリ
スだけでなく世界各地の輸入業者に売り込むことで、新たな取引契約を締結するための場
とみなしていた。言うなれば、カナダ製造業者は博覧会の見物に訪れた一般の観客だけで
なく、将来のビジネス・パートナーの関心を引くことをも目指していたのである76。彼ら
は、植民地博に先駆けてロンドンで出版された博覧会のカタログを読んだロンドンの人々
から、「カナダ展示は商業的過ぎる」という批判を浴びつつも、自らの利害を追求するため
にこの植民地博を利用したのである77。このような意図からタッパーに送られたトンプソ
ンの手紙は、農務省書記官ロウエ（John　Lowe）に回送され、農務省内で討議された。そ
の結果農務省が出した結論は、「展示品の販売に関して、植民地博の目的の一つは、貿易を
促進することであるから、いかなる展示品を販売しようが反対はないだろう」というもの
だった78。すなわち農務省は、王立委員会が掲げる植民地博の目的を優先するよりも、カ
ナダの展示出品者の利害を擁護することで、植民地博において工業国としてのカナダのイ
メージを最大限に押し出すことを追求したのである。このような農務省の姿勢は、海外市
場での商品販売の足がかりを築きたいカナダの製造業者を引き付け、多くの製造業者が、
自社製品をサウスケンジントンの会場へと送ったのである79。
　カナダ各地から集められた工業製品展示は、会場内で農業展示が行われた中央ギャラリ
』の一部とその隣の西ギャラリーに陳列された。この西ギャラリーと中央ギャラリーの一
部に陳列されたカナダ工業製品展示のうち、特筆すべきは、農業機器、楽器展示、繊維製
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品展示の三点である。これらの産業展示について順に検討していきたい。
　　（2）農業機器展示
　農業機器展示に関しては、オンタリオ州の業者を中心とした計44の農機業者が植民地
博に自社製品の出品を行った80。カナダの農機産業は、1840年代にオンタリオ州で始まり、
近隣地域の農民を顧客とする小規模経営をその特徴としていた。しかしながら、その規模
は中央カナダにおける農業発展や鉄道の整備による輸送コストの低下、カナダにおける労
働力不足を補うための技術革新に支えられて急速に拡大し、1880年代にはイギリス市場で
の競争に耐えうる製品を開発するまでに発展していた81。そして植民地博においても、カ
ナダ産農機展示は、会場における効果的な実演展示にも助けられ82、観客の注目を集める
ものとなったのである。
　展示場においてカナダ農機が注目を集めた理由は、第一にその軽さである。カナダ製農
機はイギリス製品と異なり、複雑なデザインや不必要な部品を排して軽量化を図り、シン
プルかつ実用的なデザインを採用していた83。そのため、植民地博を視察したある批評家
によると、イギリス製畜力鋤なら3、4頭の馬が必要であるところをカナダ製ならば2頭
で同じ作業が可能であると述べている。しかし、軽量化の結果生じた英加間の農機デザイ
ンや機能の相違は、イギリス市場への拡大を企図するカナダ農機業者にとって、必ずしも
良い面だけではないことも植民地博を通して明らかになった。カナダ農機産業はアメリカ
製品の模倣にその起源を持ち、またその発展過程では、アメリカやカナダの嗜好に合わせ
たデザイン、そして両国での使用に適したかたちでの改良がなされていた84。その結果、
カナダ産農機のデザインや機能は、イギリスの人々にある面では評価を受ける一方、他面
においては輸出に対する阻害要因ともなりえたのである。事実、植民地博においてカナダ
製草刈機の一部は、イギリスでの販売には適さないだろうと批判された。イギリスでは、
刈り取り後の藁は再利用されるが、カナダ製農機は刈り取りの際に藁を細かく裁断してし
まうからである85。
　他方、総じて高い評価を得たのはイギリス人の嗜好に合致し、イギリスでの使用に適し
た製品であった。G．ウィルキンソン社（G．　Wilkinson：オンタリオ）が出品した鋤は、細
かな部分はカナダでの使用を前提として製作されてはいるが、デザインや形状の点で、イ
ギリス製品に近いという点で評価された86。またジョン・エイベル社（John　Abel：オンタ
リオ）やJ。S．ビーストル社（J．S．　Beestle：ケベック）、ボイド社（Boyd＆Co．：ケベック）
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が出品した脱穀機は、その小型の形状ゆえに会場で人気を博した。これらの製品は、大型
のイギリス製品よりも、小規模の土地保有が一般的である当時のイギリスでの使用に適し
ていたからである87。
　このようにしてカナダ農機業者は、その展示品によって高い評価を受ける一方、新市場
における嗜好について貴重な情報を得ることができた。その姿勢の基礎にあるのは、彼ら
の新規輸出市場拡大の願望であり、植民地博は彼らに自らの願望を叶える機会を提供した
のである。会場において多くの輸入業者は、出品者に対して詳細な情報や商品の価格を照
会し、西ギャラリ・一一・Eにおいて展示品の買い付けや商品の注文を行った。その際、軽量鋤や
一人乗り耕紙機に関して多くの販売契約を締結したコックシャット農機会社（Cockshutt
Plow　Co．　Ltd．：オンタリオ）は、博覧会終了後イギリスに同社初の海外支店を設立したの
である88。また当時のカナダ農機業者にとって、イギリスに次ぐ潜在的な市場とみなされ
ていたのは、オーストラレシア各植民地である89。オーストラレシアの植民地へは、草刈
機、刈取結束機等、七種の農機を出品したマッセイ社（Massey　Manufacturing　Co．：オン
タリオ）をはじめとする数社がすでに1860年代から輸出事業を行っていたがgo、今後も成
長が見込める有望市場として他の農機業者も関心を抱いており、従業員数16名の小規模
な会社ながら6点の展示を行ったハート・エメリー社（Hart　Emery：オンタリオ）は、植
民地博を契機にクイーンズランド植民地への輸出を開始したのである91。
　　（3）楽器展示
　農機展示と並んで好評だったのが、カナダ楽器の展示である。この部門の出品者数は19
社であり、農機展示に比べて小規模な展示であったが、展示品の周りは常に黒山の人だか
りであった（図3－4参照）92。その要因としては、カナダ製品が高品質であったことだけ
はいうまでもない。植民地博閉幕後に刊行された『植民地博植民地展示場報告書（Reports
on　the　Colonial　Sections（ofthe　Exhibition）』において、楽器展示に関する章を執筆したスタイ
ナー（John　Stainer）は、カナダが展示するピアノとオルガンの両方に関して、その音色
と駆動機構…の動きの素晴らしさゆえに感動を覚えたと評しており、このことからカナダ製
楽器が観客だけでなく専門家をも捻らせるほど高い品質を誇っていたことが窺える93。
　これに加えて、カナダの楽器展示が多くの人の関心を集めたのは、カナダが楽器を展示
する事実上唯一の植民地だったからである。たしかにいくつかの植民地・属領は楽器展示
を行ったが、その展示は非常に限られており、マルタがヴァイオリンとギターを、ニュー
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ジーランドがピアネットとバグパイプを、サウス・オーストラリア植民地が展示品目不明
ながら楽器をそれぞれ数点出品するのみであった94。これらの植民地とは対照的に、カナ
ダ展示場にはオルガンやピアノを中心とした大型の楽器が数十台揃えられ、他の植民地と
の相違を際立たせていたのである95。このような大規模な展示に貢献したカナダ楽器展示
出品者が植民地博に参加した意図は、農機業者と同様に海外市場の拡大にあった。しかし、
カナダ楽器産業が置かれていた状況は、農機産業とは決定的に異なっていた。ピアノやオ
ルガンはヨーロッパ起源の楽器であるため、カナダ国内でもヨーロッパ人の嗜好に合った
商品生産を行っており、当時において多くのカナダ楽器業者は、彼らの商品を輸出先とな
るヨーロッパ諸国の嗜好に合わせる必要がなかった。ゆえに楽器輸出は、農機に比して容
易であり、多くのカナダ楽器業者は、小規模ながらすでに植民地博以前から海外市場への
輸出業務を確立していたのである。従業員数約400名を誇り、会場に16台のオルガンを
展示したW．ベル社（W．Bell＆Co．：オンタリオ）は、植民地博前にすでに生産額の5分の
1を海外に輸出しており、植民地博開会時にはすでにロンドン、アムステルダム、ニュー
ヨーク、シドニーに支店を開いていた96。植民地博において、彼らが目指したのは既存の
海外市場での販売拡張であり、彼らは高級品から廉価品まで、多様なニーズに応えうる商
品展示を行ったのである。21台のオルガンを出品したD．W．カ・一一・Eン社（D．W．　Karn：オンタ
リオ）は、イギリス市場の開拓を目指して植民地博に臨んでいた。同社はすでにヨーロッ
パ諸国、オーストラレシア植民地、南米に輸出市揚を確立していたが97、イギリスでの知
名度は低く、イギリス市場での販売は伸び悩んでいた。しかしながら、同社は会期中に大
口の取引契約を結び、植民地博の会期中にロンドンに支店の設立を決定したのである98。
　オルガン展示よりも小規模ながら、カナダ産ピアノもその高品質ゆえに会場で評判とな
り、多くの企業が植民地博を機に海外市場での販売契約を結んだ。中でもハインツマン社
（Heinzman＆Co．：オンタリオ）は、年間600から700台のピアノを生産していたが、
1860年の会社設立以来、国内向け生産に従事し、一度も海外輸出を行うことはなかった。
しかし同社は2台のグランドピアノと5台のアップライトピアノを出品し、会期中に83
台のピアノの販売契約を結んだだけでなく、ほとんどすべての展示品にも買い手がつき、
会期末には展示スペースが空になってしまうほどの好評を博したのである99。
（4）繊維製品展示
しかしながら、全てのカナダ工業製品展示が農機や楽器のように好評を博したわけでは
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ない。綿織物や毛織物を中心とするカナダ繊維品展示には、全48社が参加したが、彼ら
の展示品には来場者や批評家から厳しい批判が浴びせられた100。特に厳しい批判を受けた
のは、カナダ産綿製品である。カナダ綿業は、1879年に導入された保護関税政策を柱とす
るナショナル・ポリシーの下で急速に成長を遂げた産業であり101、カナダ国内においては、
イギリス製品に対しても低級品を中心に一定の競争力を持っていた。しかし、年間60万
カナダドルの綿織物を生産する、カナダ最大の綿織物業者の一つであるカナダ綿織物業会
社（Canada　Cotton　Manufacturing　Co．：オンタリオ）が出品したコットンツイードに対
するイギリス人批評家による評価は、カナダ製品は「きめが粗すぎてイギリス市場では売
れない」というものだった102。また別の批評家には、「カナダ製品は、イギリス製品は言
うまでもなく、ニュー・サウス・ウェールズやニュージーランド製品よりも格下」とも言わ
れもした103。
　他方、毛織物展示も同様に厳しい批判に晒された。特にその批判は、その時代遅れのデ
ザインに向けられた。ヨークシャ技術大学（「Ybrkshire　Technical　College）のビーモント
（John　Beamont）教授は、カナダ毛織物のデザインについて以下のように述べた。
　サウスケンジントンでの博覧会に陳列された多くの織物のデザインには笑って
しまう。それは我々に長い間忘れていた古い知識を思い出させるからである。も
し約30年前にヨークシャやスコットランドで出版された図案集が発掘され、そ
れに掲載されているサンプルとカナダ製の展示品を比べるなら、腕のいい模造品
製作者も「それらは同じだ」と驚くだろう104。
　その外見は似通っていても、カナダ産毛織物は触れてみればその質の低さは明らかであ
った。その点は、展示を行ったカナダ毛織物業者の間でも強く認識されていた。特に彼ら
がカナダ産毛織物製品の質の低さを痛感したのは、1886年8月に開催されたイングラン
ド北部の繊維産業都市への視察旅行においてであった。植民地博を機にイギリスへとやっ
てきたカナダ繊維業者を対象に開催されたこの旅行において、参加者達は、マンチェスタ
u－・iAオールダム、リーズ、ブラッドフォードの工場を視察した。それらの地域の工場で生
産される製品の品質や生産技術の高さは、カナダ産毛織物のイギリス市場への進出が困難
であることをカナダ繊維業者達に実感させたのである105。
　以上のように、カナダ工業製品出品者達が植民地博に際して企図していたのは、植民地
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博を足がかりとした海外市場への輸出拡大であった。たしかに繊維品展示において、その
成功は限定的であったが、農機や楽器展示の出品者にとって植民地博は、輸出拡大の重要
な契機の一つとなったことは疑いようもない。事実、カナダの楽器輸出は、1886年時には
16万7，114ドルだったが、翌年には21万1，844ドルに、そして1900年には50万7，983
ドルへ着実な増加を示している。他方、農機輸出の増加はさらに顕著であり、1886年時に
は1万7，224ドルだったのが、翌年には4万8，636ドルへ、そして1900年には1886年
時の約100倍にあたる169万2，155ドルへと激増している（図3・5参照）106。このカナダ
工業製品出品者の海外市場拡大の願望を、農務省や準備委員会をはじめとするカナダ博覧
会運営者達は積極的に支援した。工業製品出品者の意図は、カナダ運営者達が植民地博を
通してイギリスの人々に示すことを企図した「帝国内でのカナダの地位向上」という主張
に合致するものであり、たとえ王立委員会とこの点で見解を異にしても、彼らは出品者を
支援することでその目的を成し遂げるために努力したのである。
第四節　植民地博の閉幕とカナダ
　植民地博は、会期中に550万人の観客を動員し、約3万5000ポンドの収益を上げ、1886
年11月10日に好評のうちにその幕を閉じた。そのあまりの盛況さゆえに、翌1887年の
ヴィクトリア女王のゴールデン・ジュビリーに合わせて、植民地博を再開させようという
主張がなされたほどであった107。しかしながら、植民地博はその約半年の会期を終え閉幕
を迎えたが、その精神は博覧会終了後も消えることはなかった。皇太子エドワードは、1887
年4月30日に開催された王立委員会第三回会合において、植民地博の収益の使い途とし
て、帝国に関する研究機関であるインペリアル・インスティテユートの設立を提案した108。
その設立目的は植民地博を通して収集された展示品の常設化にあり、博覧会参加植民地か
らの援助にも後押しされ、1893年5月にそれは開館の運びとなった。その館内における
展示分類や植民地ごとの展示場の配置は、植民地博で用いられたものを踏襲した、まさし
く植民地博の後継と呼ぶにふさわしいものであり、人々は植民地博の閉幕後も引き続き、
インスティテユートにおいて植民地産品に触れることができたのである109。このように、
植民地博は王立委員会が主張した帝国の経済的統合、帝国自給を人々に示すという点では
成功を収めたといえる。
　しかしながら、本章で検討したように、植民地博に参加したカナダの意図は、ある面に
おいて王立委員会と一致するも、他面において相反するものであった。たしかに、展示を
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通しての一次産品輸出の拡大や移民の誘致という主張は、王立委員会のそれに沿うもので
あった。この点においてカナダ農務省や準備委員会は、王立委員会がカナダに与えた帝国
経済構造内における食料・原料供給地としての役割を受け入れ、帝国内における一「農業
国」としてその関係の強化のために尽力した。しかし、カナダは当時国内で発展しっつあ
った製造業展示を前面に押し出すことで、イギリスに次ぐ「工業国」として帝国経済にお
ける中心的な役割を担うことを目指し、イギリスだけでなく他の自治植民地への輸出拡大
を追求したのである。たしかに植民地博を運営したカナダの人々や、展示に参加した様々
な業種の人々の間に、細かな点では利害の相違があったということは否めない。しかしな
がら、帝国内経済関係の緊密化、そして帝国内において「農業国」と「工業国」という二
つの側面を同時に追求することによってカナダの地位向上を図るという点においては、植
民地博に携わったカナダの人々の見解は一致していたのである。
　このように、イギリス帝国内における「農業国」と「工業国」という両側面から帝国の
経済的統合を唱えたカナダ博覧会運営者の態度は、植民地博に出品した多数の一次産品生
産者や製造業者の利害と、王立委員会が唱えた植民地博の目的を包摂した、カナダにとっ
ての植民地博の意義を表すだけでなく、王立委員会とは異なるかたちでイギリス帝国の統
合と繁栄を支えようと企図するものだったのである。そして、カナダ博覧会運営者達が提
示した、「農業」と「工業」を両輪とする帝国内でのカナダ経済の発展という主張は、その
片輪をなす製造業が急速な発展を見せた1890年代にさらに強化されることになるのであ
る。
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図3－1カナダを中心とした植民地博運営機構
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図3－2植民地・インド博覧会　会場図
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図3－3　カナダ農業展示場の農業トロフィ
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第一部　小括
　以上、第一部で検討したように、19世紀後半はカナダにとって今後の経済発展の方向性
や、イギリス本国をはじめとする帝国諸地域との関係を規定する上で極めて重要な時期で
あった。1840年代の旧植民地体制の解体を受けて、その経済構造の再編を迫られたカナダ
は、ステープル産品の輸出増進を継続する一方、保護関税による製造業の振興に活路を見
いだしたのである。こうした保護主義政策は、その受益者であり、1850年代から勢力を拡
大しつつあった製造業利害に支えられ、1879年にはナショナル・ポリシー関税法の制定に
よって一応の完成を見たのである。この政策により、1867年の連邦結成以降、大陸横断国
家の建設を目指したカナダは、経済面での「一体化」を図ることができたのである。旧植
民地体制の崩壊以後、カナダの政治家や製造業を中心とする商工業利害は、北米における
イギリス植民地の発展という点で見解を同じくしていたのであり、彼らはナショナル・ポ
リシー制定に向けて、その力を結集したのである。
　そのナショナル・ポリシーの施行による政治・経済的側面での一体化を基盤として、1880
年に入ると、カナダはネイション・ビルディングを推し進める次の一歩を踏み出した。その
際、カナダが歩みを進めたのが、イギリス、そして他の自治植民地との関係強化であり、
1880年代以降、首相マクドナルドに加えてガルトやタッパーといった帝国主義的な見解を
抱くカナダ政府の重鎮は、カナダ国内のみならずイギリス本国において帝国関係強化、と
りわけ経済関係強化の運動を展開した。彼らは、当該期に高揚した帝国連邦運動を背景に
カナダの経済発展とイギリス帝国の経済発展が対立するものではなく、むしろ植民地を発
展させることでその総体たる帝国の発展が可能になるという主張を、コングレスの場など
でイギリスや他の自治植民地代表達に訴えたのである。彼らの主張からも明らかなように、
当該期において、カナダの発展は帝国との統合強化が図られたときにのみ可能と考えられ
ていたのである。
　またそのような彼らカナダ政府の思惑は、1880年代における帝国経済統合促進のための
一大イヴェントである植民地・インド博覧会におけるカナダ展示部門の運営においても反
映されていた。その展示を通して、カナダ政府は一次産品供給地としてのカナダという側
面と同時に、高い工業生産力を有する工業国としてのカナダという側面を提示することで、
帝国の経済的統合とカナダの経済発展が両立しうると訴えたのである。
　さらにタッパーをはじめとするカナダ政府内の博覧会担当者は、博覧会を通して本国の
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人々にカナダの経済的価値を示すだけでなく、カナダ国内の商工業利害にも大きな影響を
与えた。それは、植民地博以前まで、国内市場を志向していたカナダ国内の製造業者の関
心を「外」、つまりイギリスや他の自治植民地へと向けさせたということである。着実な成
長を遂げていた製造業者は、ナショナル・ポリシー関税制定以前帝国市場への進出を企図
してはいたが、大多数の製造業者はその進出の時宜を見いだせずにいた。しかしながら、
植民地博の開催は、帝国市場への進出を志向するもその糸口が見いだせない製造業者に、
自らの商品をイギリスや他自治植民地の数百万の人々に宣伝する機会を提供したのである。
これは、彼らがその後に帝国市場開拓への関心を高める契機を与えるものだったのである。
　1880年代中葉以前に、帝国経済統合の強化とその統合された帝国内における植民地カナ
ダの地位向上を訴えていたのは、カナダ政府内の政策決定者や一部の帝国主義者であり、
その規模は極めて限定的であった。しかし1880年代後半以降、カナダにおける帝国経済関
係強化の運動の主体は、上記のような少数の政治家から、より広範な、実際に経済活動に
従事する製造業者や貿易業者といった商工業利害へと変化していったのであり、世紀転換
期における帝国特恵関税に基づくイギリス本国・自治植民地問経済関係強化の運動は、カ
ナダの製造業者や貿易業者によって牽引されたのである。以下、第二部では、このカナダ
商工業者による特恵関税に基づく帝国の経済的統合の主張が形成される過程について検討
していきたい。
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第二部　帝国特恵関税論の形成とカナダ商工業利害
　1880年代後半以降、イギリス帝国内の本国、自治植民地間関係強化の機運は、帝国各地、
中でもイギリスにおいて高揚を見せ、第一回コングレス、植民地会議、そして植民地・イン
ド博覧会の開催を通して一つのクライマックスを迎えた。そしてこの帝国関係強化、中で
も帝国内における通商関係の強化を推し進めるべく、駐英カナダ代表としてロンドンに赴
任するガルトやタッパーらが政界、商工業界、そして民衆の世論喚起に尽力した様子は、
ng－一部において検討したとおりである。保護主義を希求する製造業利害の主張を汲み取り、
国内産業振興を意図したナショナル・ポリシーを施行するだけでなく、本国へのステープ
ル産品の輸出拡大と帝国内におけるカナダの地位向上を目指して、ロンドンに駐在するガ
ルトやタッパーは、イギリス本国との関係強化を図るためにイギリス本国において様々な
活動を展開したのであり、それは第一回コングレスにおける論争の提起や植民地・インド博
覧会におけるカナダ展示を通して一定の成果を上げたといってよいであろう。
　しかしながら留意すべきは、1880年代後半のイギリス国内において、彼らが帝国経済関
係緊密化の手段として折に触れて訴えていた本国・植民地間における相互特恵関税の導入
という主張は、彼らの母国カナダでは一部の帝国主義者や政治家のみによって語られるに
過ぎなかったという点である。たしかに当該期にイギリス本国において帝国統合の機運が
高まるのに連動して、カナダにおいても帝国感情の高揚が見られたし、第三章で検討した
植民地・インド博覧会に展示品を出品したカナダの製造業者や貿易業者は、帝国市場での
商品販売に関心を抱きはした。しかし、彼らの多くにとっても帝国市場への貿易拡大はい
まだ時期尚早であったのであり、大半の商工業利害の間では、本国・植民地間通商関係緊密
化の手段となる相互特恵関税の問題は、ほとんど議論に上ることすらなかったのである。
以下の章で検討するように、製造業利害は、ナショナル・ポリシーによって保護されるだ
けでなく、急速な拡大を見せる国内市場に販路を見いだす一方、一次産品輸出に従事する
貿易業者達も自由競争下にある本国市場において一定の競争力を有しており、1840年代以
前の旧植民地体制期に本国への輸出促進に寄与した帝国特恵政策を現実的なオプションと
しては捉えていなかったのである。それでは、1880年代末のカナダ商工業界において、い
かにして特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係緊密化の議論が受容されていったので
あろうか。この問いに迫ることが第二部の課題である。
　以下第四章では、1880年代末のカナダにおいて展開した米加間の関税障壁の撤廃を目指
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す米加通商同盟論を推進する農業利害や通商同盟支持団体の主張と、これに反対するCMA
やカナダIFLの見解、及び通商同盟反対派が支援した与党保守党の対応を分析することで、
ヵナダにおける帝国特恵論形成の萌芽期の状況を明らかにする。続く第五章では、1880年
代末頃から帝国市場への輸出に関心を抱き始めたカナダ各地の商業会議所における帝国経
済関係強化、帝国特恵関税論の受容、そして帝国商工業界における本国・植民地間相互特恵
関税体制に関する統一見解策定に向けての活動をカナダ最大の商業会議所であるモントリ
オール商業会議所を中心に検討する。最後に第六章では、同時期のCMAにおける帝国特恵
関税論受容の過程を明らかにする。第一章で明らかにしたように、CMAは保護関税政策の
維持・強化をその主たる活動目的に掲げており、特定国からの輸入品に対する関税率の減
免を意味する特恵関税は、彼らが支持する保護関税とは本来相容れないものであった。そ
れにもかかわらず、CMAはなぜ特恵関税に基づく帝国統合の考えを受容し、その導入を進
めるべく積極的な活動を展開するに至ったのか。この点を第六章では解明したい。
無論、米加通商同盟論に関する先駆的研究を著したホドソン（1．A．　Hodson）が指摘するよ
うに、カナダ国内において経済利害は一様ではなく、「製造業利害」や「各地の商業会議所」
というかたちで、業種や地域ごとに多様である諸利害を一概に捉えることは極めて困難が
伴うということは否めない1。しかしながら本研究では、それらの利害を細分化し、政策志
向の違いを強調することではなく、むしろ利害の多様性を踏まえた上で、彼らがカナダ・ナ
ショナリズムや帝国主義といった感情的側面を掲げることで細かな利害間の相違を乗り越
え、帝国特恵関税論支持という帝国内での実利的紐帯強化の旗印の下に結集していく過程
を解明することをその目的としている。
lLA．　Hodson，‘Commercial　Uniol1，　Unrestricted　Reciprocity　and　the　Background　to　the
Election　of　1891’（unpublished　M．A．　thesis，　University　of　Western　Ontario，1952），　pp．104，
111．
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第四章　米加通商同盟論とカナダ経済
　イギリスをはじめとするヨーロッパ諸国が、1873年に端を発する大不況から抜け出せず、
苦境に立たされる中、保守党政府による1879年のナショナル・ポリシーの施行以後、カ
ナダはいち早く不況を脱し、急速な経済発展を遂げた。その経済発展を牽引したのが、ナ
ショナル・ポリシーの関税障壁によって保護された製造業であり、第一章で見たように
1880年代前半にオンタリオ州、ケベック州を中心に新規工場設立、事業規模拡大によって
その生産を大きく増大させていた。他方、CPRを中心に鉄道会社への多額の助成金や土地
の譲渡、税制優遇によって国内における鉄道網の建設が進み、東西間の輸送が改善される
ことで地域的に分散された国内市場の統合が進んだのもこの時期であった1。
　しかし、この好況は一過性のものでしかなく、1886年以降再びカナダ経済が不況に陥る
と、経済発展の陰で見過ごされてきたナショナル・ポリシーの弊害が次々と顕在化してき
た。ナショナル・ポリシーによる国内製造業の保護と国内市場の統合は、連邦内において
製造業が最も発達するオンタリオ州、ケベック州といった中央カナダによるその他の州に
対する「植民地化」の進展でもあり、相対的に後進的である沿海州の製造業は、中央カナ
ダの製造業との競争に晒されることとなった。
　さらに、高関税によって従来の沿海州経済の基盤を支えていたニュ・一・一一・イングランドと
の密接な通商関係が阻害されたことで、中央カナダとは対照的に沿海州は1880年代前半
の好況期においても困難な状況が続いていた。そして1886年には、沿海州において高率
関税への反対とアメリカ市場での魚、材木、農産品関税撤廃を求める主張が大きな支持を
得るようになり2、ノヴァスコシア州首相フィールディング（WS．　Fielding）は、ノヴァ
スコシア州の連邦からの脱退を公然と口にするほどにナショナル・ポリシーとそれを掲げ
る連邦政府への不信を強めていたのである3。
　他方、大陸横断鉄道によって連結してはいるが、いまだ中央とは隔絶されているブリテ
ィッシュ・コロンビア州においても、1885年12月24日に元州副総督であるトゥルッチ
（J．W　Trutch）が石炭、材木、魚、魚油の米加間での関税撤廃を主張するなど、不況克服
の手段として対米通商関係の改善を求める声が、中央カナダ以外の各州から寄せられるよ
うになったのである4。
　その一方で、このような地域間格差の拡大と地方からの不満増大にもまして深刻であっ
たのは、19世紀後半のカナダ経済の基盤を支える農業利害からのナショナル・ポリシーに
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対する批判である。ナショナル・ポリシーは、保護関税や助成金によって新興の製造業や
大陸横断鉄道建設に従事する鉄道会社を優遇する一方、農業利害にとっては輸入外国産品
に対する高関税によって物価上昇を引き起こす何ら利点のない政策であった。またナショ
ナル・ポリシー制定時に保守党によって「ナショナル・ポリシーは国内農業の保護と移民
の増加によって、カナダ農民に巨大な国内市場を提供する」と語っていたにもかかわらず、
1880年代においてカナダへの移入民の増加は見られないばかりか、移出民数が移入民数を
上回っており、カナダ農業利害は狭窄化，した国内市場で生産物の販路を見いだせずにいた
のである。
　これに追い打ちをかけたのが、不況による農産品価格の下落であり、農民達は現状のナ
ショナル・ポリシー下での農業利害に対する冷遇に不満を募らせていたのである5。このよ
うな1880年代後半におけるカナダ各地域、そして農業利害において「同時多発的」に顕
在化したナショナル・ポリシーによる国内経済の歪みが、その打開策として安価な輸入製
品の購入、そして生産物販売市場の拡大を対米通商関係強化に求める通商同盟
（Commercial　Union）運動の高揚を導くに至ったのである。
　本章では、上記のような背景を踏まえ、1880年代末から1890年代初頭における米加通
商同盟論をめぐる論争について検討する。その際、まず通商同盟運動推進の核の一つであ
るオンタリオ常設中央農業評議会（Permanent　Centra1　Farmers’　lnstitute　of　Ontario）
の設立とその通商政策志向、その理論的指導者であったゴールドウイン・スミス（Goldwin
Smith）の見解、さらに彼らの通商同盟論を政治論争へと発展させた自由党の意図を分析
する。続いて、反通商同盟運動の立場を取った団体であるCMAとカナダIFLの対応、そ
れら反通商同盟運動の見解を汲み取った保守党の動向を考察する。この通商同盟論をめぐ
る論争を検討した上で、通商同盟論がカナダ通商政策に与えた影響を明らかにしたい。
　第一節　米加通商同盟論の高揚
（1）オンタリオ常設中央農業評議会と米加通商同盟論
　この「通商同盟」という考えは、ニューヨーク在住のカナダ人であり、次節で検討する
スミスと並んで当該期における通商同盟運動の理論的指導者の一人に位置づけられるワイ
マン（Erastus　Wiman）によって提唱された米加間での保護関税撤廃を目標とするもので
あった6。また、この通商同盟運動の初期の運動主体であるオンタリオ常設中央農業評議会
の書記を務めたシャウ（Thomas　Shaw）は、このワイマンが掲げる米加保護関税撤廃の
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主張をさらに発展させて、以下のように位置づけている。シャウが考える通商同盟とは、
加米間における保護関税の撤廃による両国間での商品の自由な移動を促進する一方、（1）
加米両国による関税表の一元化、つまり外国からの輸入品に対する統一関税の賦課、（2）
両国間での内国歳入関税の一元化、そして（3）両国における関税収入の一元化と人口比
率に基づく両国への収入の分配を行うことで、加米間での経済統合を推進し、最終的には
北米自由貿易経済圏の構築を意図するものであった7。それゆえ、この通商同盟運動は、単
なるカナダ通商政策の改善にとどまらず、上記のように現行のナショナル・ポリシーやそ
れを推進する保守党への批判、カナダの連邦制への挑戦8、さらにはイギリス帝国内におけ
るカナダの位置づけの再検討をも含む大論争をも巻き起こしたのである。
　上記のようなナショナル・ポリシー下でのカナダ農業の苦境に際して、最初に反旗の狼
煙を上げたのは、オンタリオ州西部の農業利害である。オンタリオ州西部は、1890年代後
半以降の平原州における移民定住と農地開発が進む以前のカナダ農業の中心地であり、オ
ンタリオ農民が置かれている困難な状況を改善すべく立ち上がったのが、オンタリオ州ハ
ミルトンのウェントワース農業評議会（Farmers’Institute　of　Wentworth）会長のフラー
（Valancey　Fuller）であった。
　フラーは、元は法律家であったが、趣味で始めた農業が嵩じて小麦栽培への投資や栽培
技術の改良に取り組み、アメリカ、カナダの双方で小麦栽培技術に関する特許を取得する
など、加米農業に関して造詣の深い人物であった9。ウェントワース地域の農業利害の代表
として、彼は農業利害の救済のために何らかの行動を起こす必要性を感じていたが、友人
であるワイマンから受け取ったアメリカでの加米互恵感情の高揚とアメリカ市場の重要性
を強調する手紙に触発され10、アメリカとの互恵による通商関係の改善に活路を見いだし、
オンタリオ農業利害の結集を目指す運動に着手した。そして彼は、オンタリオ州内各地の
農業者団体に農民、農業利害を優遇するような政策変更を実現するための統一利害の形成
を呼びかける回状を送付し、1887年4月28日にオンタリオ州の農業者団体の代表55名
を集めてオンタリオ常設中央農業評議会の設立会議を開催したのである11。
　この設立会議の冒頭、新団体の会長に任命されたフラーは、その開会演説においてカナ
ダ全人口の四分の三を占め、多額の税金を支払っているにもかかわらず、困難に晒されて
いる農業利害が立ち上がる時期は今しかないと参加者に訴えると、それに呼応した参加者
は主要議題の米加通商同盟に関して積極的な議論を展開し始めたのである。議論の口火を
切った南オンタリオ農業評議会（Farmers’Institute　of　South　Ontario）元書記のコナント
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（Thomas　Conant）が、「本中央農業評議会は、米加間互恵条約の必要性を感じている。
そしてできる限り早い時期にそのような互恵を得るよう連邦政府に訴える」という旨の決
議案を提出すると、センター・グレイ農業評議会（Farmers’Institute　of　Centre　Grey）代
表のハンター（D．J．　Hunter）は、「互恵であれ、それ以外の手段であれ、全ての通商障壁
の撤廃」を掲げる修正動議を提起することで、このコナント決議案に含まれる「互恵」の
意味を明確にするよう努めた。この修正動議を可決することで、中央農業評議会が目指す
のは、一次産品関税の撤廃のみに制限された互恵ではなく、工業製品をも含む全ての商品
を対象とする無制限互恵であることが示されたのである12。
　この米加無制限互恵決議を可決することで、通商同盟支持団体としての立場を明確にし
た中央農業評議会は、米加通商同盟実現に向けて啓蒙活動を展開した。その際、まず行わ
れたのが、団体内における見解の統一と団体の規模の拡大である。中央農業評議会は、設
立会議の翌月の1887年5．月には、書記であるシャウの名義で各農業者団体内において通
商同盟支持決議案可決を要請する回状を送付し13、8月5日に開催された執行委員会会合
までに中央農業評議会に参加する34の団体のうち、22団体が中央農業評議会によって設
立会議での決議が「批准」されたと報告がなされた14。そして同日の会議において、米加
通商同盟樹立に向けて、カナダ内の全ての選挙区に中央農業評議会に加盟する団体を持ち、
党派に関係なく通商同盟を支持する候補者への支援を行う具体的活動方針が定められたの
である。このように中央農業評議会は、その設立当初から明確なヴィジョンを持って活動
をしていたことが窺える15。これらの活動の結果、1888年中頃には、通商同盟を支持する
オンタリオ州の農業団体の総会員数は、5，000人に達するほどに拡大したのである16。
　それでは、オンタリオ州を中心に通商同盟運動の口火を切った中央農業評議会に集う農
民達が、通商同盟を支持する論拠はいかなるものであったのだろうか。言い換えるならば、
どのような主張をもって彼らは米加間経済関係の緊密化の重要性を訴えたのだろうか。農
業利害による通商同盟支持の一つ目の論拠となったのが、米加間経済の相互補完性である。
この点について言及したシャウが指摘するに、カナダ連邦を構成する各州が、中央カナダ
と沿海州を結ぶインターコロニアル鉄道（Intercolonial　Railway）やCPRといった鉄道
網によって東西に連結されているが、輸送費は極めて高額であるがゆえに、国内での商品
流通が円滑になされておらず、カナダ国内市場は、地域市場へと分断されていた17。その
一方で、カナダの諸都市はアメリカの都市とも鉄道によって連結されており、「遠方にある」
国内市場での販売を目指して高額な輸送費を払わずとも、より近いがゆえに輸送費を抑え
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ることができるアメリカ市場での販売の方が有益であった18。加えて、カナダ各地の特産
品は、どれもアメリカ市場において販路拡大が見込める商品である一方、特にカナダ西部
農業地域においては安価なアメリカ製農業機器に対する需要が高く、南北間の分業によっ
て相互補完的な通商関係の構築が可能と主張されたのである19。
　また二つ目の論拠として、中央農業評議会が農民に通商同盟支持を呼びかける際に訴え
たのが、1854年から1866年まで施行されていた米加互恵条約の記憶である。第一章でも
検討したように、この12年間の米加互恵条約期はカナダ製造業の発展期であると同時に、
カナダ農業にとっても発展期であり、アメリカ南北戦争によるアメリカ市場での「特需」
を差し引いても、多くの農民にとって「黄金時代」として記憶されていたのである20。そ
れゆえに、互恵条約破棄後もカナダ国内においては、米加互恵待望論が根強く残っていた
のであり21、その互恵条約によるカナダ農業繁栄の記憶を呼び起こし、通商同盟締結によ
る「黄金時代」の再来を訴えることで、中央農業評議会は支持を集めることを目指したの
である22。
　このような議論を展開することで、米加通商同盟支持の立場を訴えた農業利害が想起す
るカナダ経済発展の方向性は、自らが従事する農業こそがカナダ経済の最重要部門であり、
農業発展を主軸に据えることで他の産業部門を主導していくというものであった。この農
業を主軸に据えた経済発展モデルは、中央農業評議会設立集会において、早くも提示され
ていた。会長フラーはカナダにおける産業別の輸出額の統計を参加者に示し、他部門に比
して圧倒的な輸出高を誇る農業こそがカナダの主要産業であり、豊富な資源に恵まれたカ
ナダの「農業国」としての発展を主張している23。フラーは、通商同盟は製造業に不利益
を与えるという批判を承知した上で、通商同盟の製造業に対する影響は一時的なものに過
ぎず、中心産業たるカナダ農業が繁栄することで副次的産業である製造業も付随して成長
を見せると応えるのである24。また書記のシャウも全く同様の見解を抱いており、製造業
は保護されるべきではあるが、「製造業よりも大きい他の産業」を犠牲にするべきではない
と語るのである25。言うなれば、中央農業評議会に代表されるカナダ農業利害は、農業を
基盤にアメリカとの相互補完的な通商関係を軸とする農業立国としての経済発展モデルを
想起していたのであり、彼らは統合された北米経済圏内の農業部門を担当することにカナ
ダ経済の生き残る術を見いだしたのである。
　上記のような見解を抱く中央農業評議会を中心とする初期の通商同盟運動は、農業以外
の業種からの支持をも集めるようになった。特に高関税によって対米輸出拡大が阻まれて
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いる林業や鉱業は、対米互恵によるアメリカ市場における販路拡大への期待から通商同盟
支持の立場を取った26。中でも材木業者であるキャンベル（A．H．　Campbell）は、1888年
2月にトロントにおいて米加通商同盟の樹立による材木産業への利点を以下のように語っ
ている。カナダの木材輸出は、1885年から3年間で2，644万6，632ドルをアメリカに向
けて輸出しているが、アメリカによる材木の長さ1000フィートあたり2ドルの保護関税
によって529万9，308ドルを関税として支払っており、その関税分が価格に付加されるこ
とでアメリカ市場におけるカナダ産材木の競争力低下の一因となっていた。しかし、加米
間での関税撤廃は、従来アメリカでの市場価格に上乗せされていた529万ドル分の価格低
下、つまり競争力の増加を導くのである。このように、キャンベルは材木産業の観点から
通商同盟支持の立場を表明したのである27。
　この通商同盟運動の大波はオンタリオ州のみならず、それ以外の州をも急速に呑み込ん
でいった。特に沿海州をおいては、先にも触れたように歴史的に海上交通を通じてニュー・
イングランドとの交易が盛んであり、米加間通商関係強化を意図する通商同盟運動を支持
する強固な基盤iが存在した。1887年10月には、ニュー・ブランズウィック州セント・ジ
ョン商業会議所（St．　John　Board　ofTrade）の会頭が、1854年の米加互恵条約で得られた
米加間の相互利益を論拠に通商同盟支持の立場を表明し28、また1888年4月にはプリン
ス・エドワード・アイランド州議会が、「加米問の一次産品、工業製品の自由貿易は、同州の
ますますの繁栄を導くだろう」という旨の決議を可決したのである29。これに加えて、1887
年11月にケベックで開催された各州首相による州間会議（lnter’provincial　Conference）
においても米加無制限互恵決議が全会一致で可決されるなど、アメリカとの通商関係強化
を望む声は、カナダ全土へと拡大を見せていたのである30。
　（2）ゴs・一一Lルドウィン・スミスと通商同盟論
　1887年以降の通商同盟運動では、前節で言及したようにオンタリオ州の農業利害を代表
する中央農業評議会が運動の中核をなしていた。この農民が主導する通商同盟運動の理論
的指導者であったのが、ゴールドウイン・スミスである。イングランドのレディングに生ま
れ、オックスフォード大学近代史欽定講座教授を務めた後、アメリカのコーネル大学教授
を経て、1871年からトロントに移り住み31、英米加三国の事情に精通するスミスが1870
年代から掲げていた北米経済統合の考えは、米加間の政治・経済的関係の強化を目指す通商
同盟運動の目的と合致するものだったのであり32、中央農業評議会の活動にも多大な影響
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を与えていた。そして1887年11月には、トロントにおいて自らも通商同盟クラブ
（Commercial　Union　Club）を立ち上げ、通商同盟運動推進のもう一つの核として活動を
展開したのである33。
　この通商同盟運動の理論的指導者であるスミスが、通商同盟の必要性を指摘する際にま
ず語るのは、現状のカナダ貿易の「不自然性」である。北米大陸を経済的総体とみなす彼
にとって、関税による加米両国市場の分断は、両国間の通商関係が本来あるべき「自然な」
状態からの逸脱であり、彼が言うにカナダの人々は、生産者として巨大な市場へのアクセ
スが妨げられる一方、消費者として高い工業製品の購買を強制されているのであった。そ
れゆえ、「自然な」状態であればアメリカの諸都市と経済的に結びついているはずのオンタ
リオ・ケベック、沿海州、ノースウェスト、ブリティッシュ・コロンビアの四地域を関税と
鉄道によって無理矢理に統合しようとする行為は、「不自然」以外の何物でもないと彼は主
張するのである34。
　これに加えて、スミスが挙げる通商同盟の利点は、アメリカからの投資の誘引である。
カナダは天然資源が豊富であるにもかかわらず、その市場規模の小ささとそれにもまして
天然資源を開発するための資本を欠いているがゆえに、それらの資源が手つかずのまま放
置されていた。しかし、米加関税の撤廃は、カナダの天然資源に対するアメリカ市場での
需要を喚起するので、カナダでの天然資源生産の増大とそれに必要となる資本がアメリカ
から供給されるようになるとスミスは主張している35。このアメリカによる対加資本投資
の増大と天然資源開発の推進は、他の産業部門の経済発展にも波及し、イギリス資本家に
も新たな投資先を提供することで、カナダのみならず究極的にはイギリス本国の利益をも
導くと米加通商同盟の利点をスミスは指摘するのである36。
　以上のように、米加通商同盟によるカナダ経済の発展という主張に関して、スミスと彼
に影響を受けた中央農業評議会は、見解を同じくしていた。しかし、通商同盟支持である
両者の見解は必ずしも全ての点において同じだったわけではない。中でも両者の違いが顕
著であったのが、米加間の政治的統合に関する理解である。スミスは、通商同盟クラブの
パンフレットの中で米加間の同盟は、あくまで通商面に限定されたものであり、政治的統
合の意図はないと述べてはいるが37、その一方で彼は加米の政治的統合を待望しており、
通商同盟による米加関係の緊密化は、最終的に米加間の政治的統合、っまりアメリカによ
るカナダの併合を導くと考えていた38。このようなスミスによる「カナダ併合論」の基底
をなすのは、彼の人種主義的見解である。彼は、イギリスから隔絶した北米という世界に
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おいて、「アングロ・サクソン人種」たるイギリス系カナダ人は、その優秀性にもかかわら
ずフランス系カナダ人によって早晩吸収されてしまうだろうという強迫観念に駆られてお
り、カナダ内のイギリス系カナダ入の力のみでは、フランス系カナダ人を同化させること
ができないと考えていたのである39。そのような北米における「フランス系カナダ人の同
化失敗」、そして「アングロ・サクソン人種の滅亡」を回避するためには、隣国の「アング
ロ・サクソン人種」の助けが必要であり、通商同盟論は北米におけるアングロ・サクソン人
種の統合、支配体制の確立を目指すための第一歩となるとスミスは認識していたのである。
　他方で、中央農業評議会は加米政治統合に関しては、極めて懐疑的な姿勢を維持してい
た。中央農業評議会会長フラーは通商同盟支持ではあるが、加米関係強化によるカナダに
とってのメリットは、米加間関税の完全撤廃で得られると考えており、政治的統合までは
必要ないと考えていた40。同様に、1889年に中央農業評議会執行委員会の新メンバーに加
わったオンタリオ州議会議員オウリー（Nicholas　Awrey）も、「農民は政治統合を望まな
い」と発言することで、加米経済統合、関税体系の一元化の推進には積極的に対応するも、
加米政治統合の問題には一定の距離を保っていたのである41。中央農業評議会が目指すの
は、あくまで米加間関税を撤廃してカナダが一次産品輸出、工業製品輸入を促進すること
で、カナダ経済を農業主導で発展させることであった。
　しかしながら留意すべきは、中央農業評議会の目標は、カナダ経済を農業主導で発展さ
せることであり、通商同盟による加米経済関係の強化は、彼らにとってはその一手段でし
かなかったということである。たしかに加米通商同盟はカナダ農業、そしてカナダ経済振
興の手段としては非常に有効な手段であり、パンフレットの発行や集会の開催を通じてそ
の運動推進に尽力したが、中央農業評議会はその団体内で、加米通商同盟が失敗した場合
の「次善の策」に関しても検討を進めていた。その「次善の策」とは、イギリスとの相互
特恵関税政策の推進である。イギリスとの相互特恵関税に関する議論は中央農業評議会設
立初期から議論されており、その設立会議においてもノース・グレイ農業評議会（Farmers’
Institute　ofNorth　Grey）の書記であるゴードン（Thomas　Gordon）から、アメリカとの
公正な互恵条約締結に至らなかった場合という条件付きで、中央農業評議会は連邦政府に
対して、『イギリス本国と食糧供給に関する通商同盟』に着手するよう請願すべきという修
正動議が提出され、参加者から多くの支持を集めた。また会長フラーも、イギリスがそれ
を望むのであれば、対英相互特恵はカナダ農民にとって有益であるだけでなく、対英関係
強化によってアメリカに圧力をかけることで、アメリカから互恵を引き出しやすくなると
127
主張することで、対英相互特恵に関して肯定的な主張を展開したのである42。
　このように、通商同盟運動の中で積極的に語られることはなかったが、オンタリオ州農
業利害の間で加米通商同盟のオルタナティブとしてイギリス本国との相互特恵関税締結に
よる英加貿易関係の推進もまた選択肢の一つとしてみなされていたのである。それでもな
お彼らが加米通商同盟支持の運動を展開したのは、加米通商同盟の方が英加相互特恵より
もカナダ経済の発展を考える上で有益だという判断からであった。ゆえに同じ通商同盟を
掲げてはいても、人種的観点から通商同盟に接近したスミスとあくまで自らの経済利害、
そしてカナダ経済の発展という観点から通商同盟支持の運動を推進する中央農業評議会で
は、全く異なる国家像を思い描いていたといえるであろう。
　　（3）米加無制限互恵論の出現と通商同盟論の問題点
　通商同盟支持団体の間で運動の方向性に相違はあったが、1887年以降、通商同盟運動は、
運動の中心地であるオンタリオ州のみならず、沿海州やカナダ西部においても支持を集め、
徐々に全国規模の運動へと拡大を見せていた。この通商同盟運動の高揚に目をつけたのが、
自由党の領袖カートライトである。彼はマッケンジー内閣で大蔵大臣を務めていた1874
年に、それまでの保守党が進めていた保護関税路線を歳入関税へと転化させた自由貿易論
者であり、自由貿易推進の観点から一貫して北米経済統合を支持していた43。そのような
見解を抱くカートライトが、米加通商同盟論の高揚の好機を見逃すはずもなく、1887年2
月の総選挙の敗北で引責辞任したブレイク（Edward　Blake）の後を継いで自由党党首に
就任していたウィルフリッド・ローリエに対して保守党のナショナル・ポリシーに対抗し
うる通商政策として通商同盟を進言したのである。このように、通商同盟運動は中央農業
評議会や通商同盟クラブのような通商同盟支持団体による活動から、それらを基盤に政治
の場でも議論されるようになったのである。
　党首に就任したばかりのローリエは、このカートライトが提案する通商同盟論には当初
慎重な対応を示していた。1887年8月2日にケベック州サマセットにおいて、彼が党首
就任後初めて一般聴衆の前で演説を行った際にも、彼は通商同盟運動がオンタリオ州の農
民の間で大きな関心を集めていると言及するも、通商同盟運動支持を宣言するつもりはな
いと発言し、自由党党首として通商同盟運動に関与しないという姿勢を貫いていた44。し
かし、その直後の補欠選挙で自由党候補が落選したことを受けて自由党が通商同盟支持の
立場を取らなければ、今後も選挙で負け続けるかもしれないという考えに至り、彼は徐々
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に党を再建するための手段として通商同盟論へと傾斜していったのである45。
　しかしながら、当初のローリエと同様に自由党内において多くの議員は通商同盟論に対
して慎重であり、その主張は必ずしも支持を得られなかった。特に多くの批判が寄せられ
たのが、通商同盟論に含まれる加米関税体系の一元化という点である。党内には、この関
税体系の一元化は、カナダの政治的主権の喪失であり、早晩アメリカによるカナダの併合
を導くという不安が存在したのである。この不安を乗り越えるために、加米関税の一元化
を含む通商同盟には批判的だったが、加米経済関係の緊密化には支持の姿勢を示す自由党
のエドガー（J．D．　Edgar）によって提起されたのが、米加無制限互恵論（unrestricted
reciprocity）である。このエドガL－一・・が主張する米加無制限互恵論とは、両国間の協定によ
る米加間関税障壁の完全撤廃を最終目標とする運動であり、通商同盟論から政治的統合へ
と連なる関税体系の一元化の要素を排除することで、アメリカによるカナダ併合を恐れる
人々からの支持をも取り込むことを企図した政策であった46。このエドガーによる通商同
盟論の再定義は、通商同盟支持だがカナダの政治的自立性の喪失には反対するカートライ
トの見解により近いものであり47、カートライトによって受け入れられた無制限互恵政策
は、ナショナル・ポリシーに対抗するだけでなく党の結束を強化する秘策として、1888
年2月25日に開催された自由党大会によって党の綱領へと正式に加えられることとなっ
たのである48。
　無論、この無制限互恵論に対しても加米問関税撤廃による歳入減を問題視する元首相の
ブレイクに見られるように、自由党内部から多くの批判がなされはした49。しかしながら、
これ以降、通商同盟運動は実質的には自由党が主導する「無制限互恵運動」として展開し
ていくのであり、加米経済関係の強化によるカナダ経済の発展を目指す中央農業評議会、
そして加米経済関係の強化を政治的統合への一手段と捉えるスミスをはじめとする通商同
盟クラブも、自由党の政策実現に向けての支援活動を行ったのである50。
　このように、自由党は通商同盟論に内包される政治的統合の要素と経済的統合の要素を
分離し、後者のみを抽出した無制限互恵論を支持することで、両者を厳密に区別しようと
試みた。しかしながら、その試みは全くの失敗に終わった51。たしかに一部の自由党の人々
は、通商同盟という語を用いないように努めたが、実際には農業評議会、通商同盟クラブ
の会員達、そして当の自由党議員の間でも通商同盟という語と無制限互恵という語、そし
てそれ以外の「完全互恵（full　reciprocity）」や「無制限自由貿易（unrestricted　free　trade）」
という語は、区別なく同義の語として頻繁に用いられていた52。また、以下の節で触れる
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通商同盟反対派が、加米関係強化の意味を内包する語を一括してアメリカへの併合論、イ
ギリス帝国に対する不忠と位置づけたことも、「通商同盟」と「無制限互恵」の差異を不明
確にするのに拍車をかけたのである。
　しかしながら、政治的併合論を回避しつっ経済的統合の議論を推し進めたい自由党にと
って最も深刻だったのが、アメリカの通商同盟論者の発言である。アメリカの通商同盟論
者による不用意なカナダ併合論発言によって53、カナダ国内で自由党がいくら政治的統合
の議論を排除した無制限互恵論を訴えても、その互恵相手国が政治的統合や併合論を口に
している以上、自由党の無制限互恵の主張は、加米の政治的統合への一階梯としてのイメ
ージから抜けきることができなかったのである。このようなアメリカでの「通商同盟論」
は、カナダ自由党にとっての悩みの種であり54、カートライトはそのようなカナダの政治
的自立を脅かす「通商同盟論」の否定に尽力した。しかしながら、通商同盟論の政治的含
意を否定し、無制限互恵政策を訴えるカートライトの活動も、アメリカの通商同盟論者は
カナダ国内においてアメリカによるカナダ併合の準備を進めている「尖兵」としか理解し
ていなかった。アトランタ商業会議所（Atlanta　Chamber　of　Commerce）の会頭による「カ
ナダとの互恵が進展することで、カートライトはアメリカ合衆国の一州を構成する『オン
タリオ州（State　of　Ontario）』選出の上院議員として受け入れられるだろう」という発言は、
そのようなアメリカの通商同盟論者の見解を如実に表わしているといえる55。
　1880年代後半にカナダにおいて高揚した通商同盟運動は、オンタリオ州の農業利害を中
心に経済的苦境からの脱却の手段として支持を集めた。しかし、「通商同盟運動」の旗印の
下に結集した運動の主体たる農業利害、その理論的指導者であるゴールドウイン・スミス、
そして自由党は、通商同盟運動を通して各々異なるカナダの未来を描いていた。そのよう
な彼らを結びっけるのは、現状打破のためのアメリカとの関係強化という点のみであり、
そのように考えるならば、当該期における通商同盟運動は、その高揚にもかかわらず極め
て脆弱な基盤の上に成り立った運動であったといえるだろう。
　それでは、この通商同盟運動の高揚に対して、これを批判した勢力はいかなる見解を抱
いていたのか。以下の節では、通商同盟批判の中心的役割をなした二つの団体であるCMA
とIFLカナダ支部の反通商同盟運動について検討したい。
第二節カナダ製造業者協会と通商同盟論
（1）1880年代後半におけるカナダ製造業利害
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　農業利害の苦境とは対照的に、1880年代後半のカナダ製造業利害は、世界的大不況の只
中にもかかわらず、その発展の基盤を盤i石なものとしていた。1887年2月の総選挙にお
いて、与党保守党が1878年、1882年に続いて三連勝を収めたことで保守党が掲げるナシ
ョナル・ポリシー体制に対して「信任」が与えられると、保守党はその支持基盤である製
造業利害に対してナショナル・ポリシーを強化することでその支持に応えたのである。
　1887年に施行された「新ナショナル・ポリシー」は、その平均関税率を従来の26．2％
から31．6％へと大幅に上昇させただけでなく56、カナダの主要産業に重点的に保護が配置
されるなど、今まで以上に製造業の発展を重視した関税改正であった。特にその恩恵を受
けた主要産業は、綿織物業をはじめとする繊維産業、鉄鋼業、そして農業機器産業である。
繊維産業は、第一章でも述べたようにナショナル・ポリシーの恩恵を受けることで、1880
年代前半から急速な発展を見せると、既存の海外からの輸入品を駆逐し、即座に国内需要
を満たすまでの生産拡大を達成していた。さらに1884年の不況期以降には、過剰供給を
避けるために生産の多様化や西部市場の積極的開拓を推し進めており、保護関税の下で国
内市場における競争力を高めていた。そのような繊維産品に関して、1887年の関税改正に
よって平均5％程度の関税上昇がなされ、プリント綿布は30％から35％へ、綿製の衣服
は、従価15％、従量1ポンドあたり3セントの混合関税から35％へと改正された57。
　農業機器産業も同様に西部市場でのアメリカ業者との激しい競争に対抗する必要から、
一部の農機業者は保護関税強化を積極的に唱えており、1883年以降徐々に上昇していた農
機関税は1887年に最大となった（25％→35％）58。他方、鉄鋼関税も従来は国内の製鉄業者
だけでは国内需要を満たせないため、無税、ないしは低関税による輸入推進政策が取られ
ていたが、国内での製鉄業振興の重要性の高まりを反映して、保護政策への転換が図られ
たのである59。このようにして、1879年に導入されたナショナル・ポリシーは、施行後8
年を経てその基本構造を完成させたのであり、この改正をもってカナダ製造業に対する保
護は頂点に達したのである60。
　強化されたナショナル・ポリシーの下で、製造業利害を代表するMAOもその勢力拡大
に乗り出した。ナショナル・ポリシーが改正された1887年に、MAOは従来の「オンタリ
オ製造業者協会」から「カナダ製造業者協会」へと団体名称を改めることで61、オンタリ
オ内の製造業利害だけでなく、それ以外の州の製造業者をも取り込んだ全国規模の製造業
者による統一利害を形成することを表明した。
　また名称変更だけでなく、具体的な団体の全国規模化も計画され、カナダ各地にCMA
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支部の設立が計画された62。このようなCMAの全国団体化は、実際には1900年次の改組
まで実行に移されることはなかったが、それでもこの1880年代後半という時期にオンタ
リオ州以外に点在する製造業者をも包括する団体を形成することで、団体の影響力強化を
図ろうとする動きが出てきたということは、オンタリオ州以外でも製造業が勃興し始めた
ということに加えて、これから述べる通商同盟論の高揚やアメリカの製造業者との競争激
化という状況をも反映しているのである。
　さらに、この時期にCMAは運営機構の整備を行っており、団体運営の最高決定機関で
ある執行委員会の下に、新たに関税委員会（Tariff　Committee）を設置した。この関税委
員会は、CMA会員に対して関税に関する質問状を送付し、調査を行う一方、会員からの
関税改正の要求を受けて政府に陳情を行うなど、製造業利害による関税ロビーの中心的役
割を果たしたのである63。
　このように、1880年代後半の製造業利害、特に製造業の中心地であるオンタリオの製造
業利害を取り巻く環境を見ると、彼らはナショナル・ポリシーの恩恵を最大限に享受し、
高率関税によって国内市場を保護されることで、その事業規模を拡大させていた。しかし
ながら、このナショナル・ポリシーに基づく製造業の繁栄は、前節でも触れたようにその
他の業種、特に農業利害を犠牲にすることによって成り立っていたのであり、農業利害を
中心に形成された通商同盟運動の高揚に対して、製造業者によって構成されるCMAは、
ナショナル・ポリシー擁護の観点から立ち向かっていったのである。
　　（2）カナダ製造業利害の通商同盟論への対応
　では、CMAは通商同盟論に対していかなる対応を示したのだろうか。　CMAが最初に通
商同盟論について議論を行ったのは、1887年3月9日に開催されたCMA年次総会におい
てであった。カナダ国内では、前節で触れたような中央農業評議会による運動はまだ起こ
ってはいなかったが、年次総会の約1ヶ月前の1887年2月14日にアメリカ下院にバタワ
ースによる通商同盟支持決議案が提出されており、国境を隔てたカナダにおいて製造業者
は通商同盟論に対する危機感を抱いていたのである。
　この通商同盟の問題に関して年次総会で討議された際、加米間の工業製品関税の撤廃を
含む通商同盟は、長年保護関税の強化を訴え、ナショナル・ポリシーを擁護してきたCMA
にとって全く受け入れられるものではなかったことは言うまでもない。1887年度年次総会
における討議の結果、総会に参加する会員達は、対米互恵への反対決議、そしてCMA執
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行委員会は通商同盟問題に関するCMA会員の見解を政府に伝えるための請願書を起草す
べきであるという決議を可決したのである64この年次総会での決議に基づいて、総会の13
日後の3H22日に開催されたCMA執行委員会は、政府にCMAの通商同盟論に対する見
解を伝えるための請願書を起草するにあたって、総会に出席できなかった会員の声をも反
映させるために、「通商同盟、ないし工業製品互恵がカナダ製造業にいかなる影響を与える
のか」を尋ねる回状を会員全員に向けて送付した65。
　この回状に対して、通商同盟論に関心を抱く会員から多くの回答が寄せられ、その回答
の一部は『グローブ』紙上で公開された66。その公開された回答を見ると、回答の多数を
占めたのは、通商同盟に対する反対意見であった。「現行関税ですらアメリカの業者を排除
することがほとんど不可能」（ワイヤー業者）であるにもかかわらず、米加間関税障壁を撤
廃するようなことになるならば、カナダ製造業者よりも低い生産コストでの生産が可能な
アメリカ業者の製品がカナダ市場に流入することで、カナダ製造業は破滅するだろうとい
うのが、通商同盟反対論の一般的な主張であった。それゆえ、カナダ市場の維持ですら危
うくなる状況で、ある馬車業者が言うように、「通商同盟によってカナダ製造業者が国境の
南側に巨大市場を獲得し、販路拡大が見込めるとは思えない」のであった。
　また、消費者による商品に対する知名度という全く異なる観点から、通商同盟に反対す
る回答も寄せられた。たとえ通商同盟によって、高率関税に阻まれることなくアメリカ市
場での販売が可能となったとしても、「アメリカの消費者はカナダ製品に対して偏見をもっ
ており、アメリカでの商品販売が阻害される」（めっき業者）という回答に現われているよ
うに、当該期において「アメリカの業者はカナダ国内でよく知られているが、カナダの業
者はアメリカ国内でほとんど知られていない」（斧業者）のであった。このような理由から、
通商同盟が締結されてもカナダ製造業者は、その知名度の低さゆえにアメリカ市場での販
売は低調に終わる一方、カナダの消費者によく知られているアメリカ業者の商品は、カナ
ダ市場での販売を伸ばすだろうと、これらの業者は主張するのである。これらの主張に共
通するのは、すでに工業国として確固たる地位を築いているアメリカといまだ工業化の発
展途上にあるカナダが互角の条件で競争することは不可能というカナダ製造業者による現
状認識であり、それはまるで「大人と子供が戦う」ようなものだったのである67。
　他方、CMA会員の中には通商同盟を支持する回答を者も存在した。通商同盟を支持す
る会員の多くは、「通商同盟締結によるアメリカ市場への進出の可能性」（壁紙業者）を主
張しており、国内市場のみならずアメリカ市場での競争力を有する業種の製造業者が通商
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同盟を支持する傾向が強かった。オンタリオ州キングストンで機関車製造に従事するハー
ティ　（William　Harty）は、小規模のカナダ鉄道資材市場をアメリカの業者に提供する替
わりに人口6000万人の市場を獲得することを目指して通商同盟を支持しており68、また同
様にカナダにおける市場規模の小ささゆえに過剰生産に苦しむ製粉業者も、多くの人口を
抱え小麦粉需要が高いアメリカ市場進出を促進する通商同盟に活路を見いだしたのである
69。これに対して、農業機器産業や機械産業といった安価な外国産銑鉄や鉄製部品を投入
品とする業種もまた通商同盟を支持した70。たとえば、当該期におけるアメリカ産のボル
ト等の金具は、仮に50％の関税を支払ったとしてもカナダ市場においてカナダ製品よりも
安く購i入することが可能であり、それらの安価な投入品を用いることで生産コストの低減
を図り、競争力を高めることができると考えられたのである71。
　以上のように、CMAは年次総会において対米互恵反対決議案を支持した製造業者も存
在しており、同業種内でも製造業者間で通商同盟支持と反対に見解が割れることもしばし
ば起こったのである72。カナダにおける通商同盟運動の開始を前に、通商同盟をめぐって
錯綜する製造業利害の見解をCMAはいかにしてまとめ、カナダ製造業者による統一利害
を形成していったのか。次節において検討したい。
（3）カナダ製造業者協会とカナダ・ナショナリズム
　1887年3月の年次総会で対米互恵反対決議を可決していたCMAは、中央農業評議会の
設立とカナダにおける通商同盟運動の開始に対して迅速な対応を見せた。CMAは、前節
で述べた1887年4月28日に開催された中央農業評議会設立会議における通商同盟支持決
議可決を聞きつけると即座に対策を練り、翌日の4月29日には、全会員に対して5日後
の5月4日に通商同盟問題に関してCMA特別総会を開催すると通達がなされた。この通
達の中で、CMA書記のニコルズ（Frederic　Nicholls）は、特別総会開催の趣旨を以下の
ように説明している。通商同盟論の首謀者であるスミスとワイマンの二人は、甘言を弄し
て主に農業利害に働きかけることによって、加米間における一種の「絶対的自由貿易」を
導こうとしており、昨日4月28日に開催された中央農業評議会設立会議において対米互
恵支持決議が可決された。言うなれば、彼らの「先制攻撃」は明らかな成功を収めている
のであり、このような状況に対して警告の鐘を鳴らすことが、CMAにとって必要である
と、ニコルズは会員に訴えかけるのである73。
　この突然の呼びかけにもかかわらず、5月4日にはトロントのCMA本部にニコルズの
134
呼びかけに応じたCMA会員33・名が集まり、「アメリカとの通商同盟がカナダ産業に与え
る影響を検討する会議」と銘打たれた、特別総会が開催された。参加者は少数ながら、通
商同盟論とその高揚に関して関心を抱く参加者によって積極的な議論が交わされ、会議の
結論を先取りするならば、ニコルズによって提出された以下のような加米経済関係強化に
対する反対決議案が可決された。
　近年、通商同盟、ないしは無制限互恵の問題が非常に大きな注目を集めてい
る。オンタリオ中央農業評議会は、最近の会議で連邦政府に対米互恵協定の早
期締結を要求する決議を可決した。その際検討されるべきは、無制限互恵はカ
ナダ自治領の通商面での統合に深刻な打撃を与え、そしてカナダ製造業、農業、
金融、通商利害に破滅的な影響を与えるということである。ゆえに、カナダ製
造業者による本会議は、アメリカの製造業者にカナダ市場への無税での参入を
認める加米間のいかなる条約に対しても反対することを決議する74。
　この決議の内容を見ると、その基盤をなすのはCMAが一貫して掲げる対米保護関税維
持の主張であり、中央農業評議会が掲げる対米互恵による加米経済関係の強化の主張に正
面から対抗していくという姿勢が窺える。しかしながら、先に触れたCMA執行委員会に
よる通達への返答に見られるように、カナダ製造業利害内においても、アメリカ市場での
競争力やアメリカ産原料、投入品への依存状況に応じて、個々の製造業者ごとに通商同盟
に対する見解は多様であった。そのため、特別総会で最終的に可決された上記の加米間の
関税障壁撤廃反対に関する決議に対しても、一部の参加者からは批判的見解が唱えられる
など75、通商同盟論はCMAを分裂させる危険性を孕む主張であった。全国の製造業者を
包括し、「カナダ製造業者」としての統一利害を形成することで、カナダ経済への巨大な影
響力保持を目指すCMAにとって、カナダの通商政策をめぐる会員間の対立は、なんとし
ても避けたい事態であった。ゆえに、CMA執行委員会に名を連ねるCMAの主要人物達
は、通商同盟に関する討議の中で、会員内での見解の相違が顕著に現われる対米互恵か否
か、言い換えるならば対米互恵による利益と不利益という個別経済的観点に基づいた議論
ではなく、会員全員が共通して支持しうるナショナリズムに依拠した通商同盟反対論を積
極的に展開した。そのような論調は、1887年5A4日のCMA特別総会時から散見される
が、農業評議会や通商同盟クラブによる通商同盟運動が高揚するのに比例するように、
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CMAの反通商同盟論の中に色濃く現われるようになっていったのである。
　その一例として挙げられるのが、製造業の発展とネイション・ビルディングの一貫性と
いう主張である。CMAに集う製造業者の多くは、自らが従事する製造業の発展と国家の
発展を同列視しており、国家繁栄のためには農業のみに依存する経済構造から脱却して、
国内において多種多様な産業を育成することが必要と考えていた。それゆえ、彼らは農業
利害によって叫ばれる通商同盟を加米間関税障壁を撤廃することによって、カナダ国内の
製造業を破壊し、「農業国」から「工業国」へのカナダの「発展」を阻害するものとみなし
たのである。通商同盟論争の後にCMA会長に就任したマクノートが語るように、「純粋な
農業国は、大国たり得ない」のであり、カナダが国家の繁栄を目指して発展の階梯を進む
のであれば、目指すべきは通商同盟を採用することでカナダを「農業国」へと退化させる
ことではなかったのである76。
　このマクノートと同様の見解は、CMA書記のニコルズによっても抱かれていた。カナ
ダが目指すべきはアメリカに匹敵する「工業国」としてのカナダであり、その発展を成し
遂げる手段こそがナショナル・ポリシーであった。ナショナル・ポリシーがなければ、「我々
から安く商品を買い叩く他国のために農産物を生産する純粋な農業共同体であり続けてい
ただろう」と彼は語るのである77。これらの通商同盟反対派のカナダ製造業者にとって、
関税による製造業の保護と発展、そしてカナダのネイション・ビルディングは一貫したもの
だったのであり、ある面において同義とさえ理解されていたのである。1887年5月のCMA
特別総会における「産業を打ち立てることこそが、ナショナル・ポリシーである」という
マクノートの発言は、それを物語っているといえよう78。このようにして、CMAは通商同
盟運動をカナダの発展と対立するものと位置づける一方、ナショナル・ポリシーとそれに
基づくカナダ製造業の発展、そしてカナダの発展を結びつけることで、業種ごとに通商同
盟に関して見解が割れる会員達を包括しようと企図したのである。このような通商同盟を
めぐるCMA内部の見解の統一は、1890年4月の年次総会におけるCMA元会長コウワン
によって提出されたナショナル・ポリシー支持決議が全会一致で可決されたことからも明
らかであり、CMAはこのようにして通商同盟反対の姿勢を強固なものとしたのである79。
　これに加えて、CMAによる反通商同盟論のもう一つの核となったのが、通商同盟論を
イギリス帝国からの分離とアメリカへの併合と結びつけ、それを批判する主張である80。
カナダにおける通商同盟運動の開始期からこの論点を通して通商同盟反対を唱えていたの
は、銅加工業者であり、CMA会計も務めるブース（George　Booth）である81。彼は、「カ
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ナダがイギリス本国との紐帯を弱めたいならば対米互恵を支持すべきである」と述べるこ
とで、通商同盟論に対する反対の立場を取る一人であった。「アメリカ製品に港を開くこと
は、カナダで工場を閉鎖することであり、またユニオン・ジャックが引きずり下ろされて星
条旗が掲げられることを意味するのである。」彼はこのように主張することで、通商同盟と
帝国からの分離、そしてアメリカによる併合が同義であると訴えたのである82。またハミ
ルトンの毛織物業者であり、CMA元会長ワトソン（James　Watson）もブースと同様の論
点から通商同盟論に対する反対の立場を示している。通商同盟締結によって加米問関税障
壁が撤廃されても、アメリカ業者との競争激化に耐えうると主張する点で、たしかに彼は
他の反通商同盟論者とは見解を異にするが、彼が通商同盟に断固反対するのは、ただ一点、
通商同盟が必然的に「本国との政治的関係の切断とアメリカへの併合」を導くからであっ
た83。
　しかしながら、彼らにもましてこの「帝国分離・併合論」の観点から積極的に通商同盟
論批判を行ったのが、1889年度CMA会長のストーニー（W．H．　Storney）である。彼が批
判の矛先を向けたのは、通商同盟締結によって加米間関税障壁が撤廃されることでアメリ
カ商品の自由輸入が認められる一方、イギリス商品に対する既存の関税が維持されること
で、カナダが本国を差別するような関税政策を採用することになるという点である。この
イギリスに対するアメリカへの関税優遇は、本国イギリスに対する不当な差別かつ、不忠
な振る舞いであり、そのような不忠に与するカナダ人は誰もいないだろうと彼は断言する
のである。彼は、イギリス帝国への帰属意識、そしてブリティッシュ・アイデンティティに
訴えることで、対米関係強化を志向する政策である通商同盟論の批判を行ったのであり、
「カナダ人であり、イギリス臣民である」ストーニーにとって、通商同盟論は「非愛国的
なアジテーション1に他ならなかったのである84。
　しかしながら、これらのCMAによる「帝国関係強化」の主張に関して留意すべきは、
CMAはこの通商同盟反対論を唱える際に「イギリス帝国への忠誠」を語り、本国との紐
帯強化を主張しているが、その紐帯強化の主張はあくまでブリティッシュ・アイデンティテ
ィに依拠する感情的な紐帯の強化に限定されており、イギリス本国との経済的紐帯の強化、
すなわち本国との相互特恵関税協定樹立には、一切言及していないという点である。なぜ
ならイギリス本国との「通商同盟」によって本国からの輸入工業製品に対するカナダ関税
の減免を認めることは、アメリカからの輸入工業製品関税を減免するのと同様にカナダ製
造業利害にとって有害だったのであり、決して支持することはできなかったからである85。
137
他方、「アメリカに関税優遇の機会を与えるならば、イギリスにも同様の機会が与えられる
べき」というストーニーの発言にもあるように86、対米通商同盟締結後にイギリスを差別
しないためには、イギリスにもアメリカと同等の関税優遇、っまり対イギリスエ業製品関
税輸入関税の撤廃が認めなければならなかった。このように考えるならば、CMAによる
対米通商同盟論への反対の主張は、アメリカのみならずイギリスの製造業者との競争から
も自らの利害を守るためだったのである。
　以上のように、CMAの掲げる通商同盟批判は、主にネイション・ビルディングのあり方
と愛国心という二つの論点から成り立っていたのであり、これらの主張を通して通商同盟
論に関して多様な見解を抱く会員達を包括する統一されたカナダ製造業利害として、反通
商同盟の活動を展開したのである。このCMAによる主張は、次節で述べるカナダIFLに
よる反通商同盟論の主張とも部分的に重なるものではあったが、カナダIFLはCMAとは
異なる論点から通商同盟批判を行ったのである。
第三節　カナダ帝国連邦同盟と通商同盟論
　　（1）カナダ帝国連邦同盟の設立と再編
　1880年代後半以降の通商同盟論の高揚に対して、通商同盟反対を掲げて活動を展開する
もう一っの団体であったのが、カナダIFLである。カナダIFLは、植民地カナダでの帝国
主義感情を高揚させるべく、1885年5月9日にモントリオールで設立された。その設立
集会には多数の参加者が集まり、保守党下院議員であるマッカーシー（D’Alton　McCarthy）
とマクニール（Alexander　McNeill）をそれぞれカナダIFL会長、副会長に任命すると同
時に、本国のIFLと同様に「帝国の恒久的統合」に向けての討議を推進すべきとの決議が
可決されたのである87。しかしながらカナダIFLは、設立当初からその活動目的の曖昧さ
ゆえにカナダ国内において帝国主義感情を鼓舞することができず、その活動は停滞状態に
陥っていた。また初期のカナダIFL内で影響力を持っていた鉄道、金融利害、そして保守
党の議員といったCPR建設の関係者達が、本国投資家層に帝国的紐帯とカナダ太平洋鉄
道への投資の意義を訴え、1885年11月にCPRを完成させるという当座の目的を果たし
たことで、以後の活動に熱意を示さなくなったこともカナダIFLの停滞の一因として指摘
されている88。その後2年間にカナダIFLは、オンタリオ州インガソル、ピーターバラ、
そしてノヴァスコシア州ハリファクスの3カ所に支部を設立したが89、基本的には支部内
で会員向けに講演会を開くなどの限定的な活動しかできなかったのである。
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　このような停滞するカナダIFLの活動の転機となったのが、1887年に端を発する通商
同盟運動の高揚であった。カナダIFLの人々にとって、アメリカによるカナダ併合、そし
てカナダの帝国からの分離を導く通商同盟論は、「帝国の恒久的統合」を活動目的に掲げる
ヵナダIFLに対する挑戦であると同時に、通商同盟論に帝国統合論を対置することで帝国
統合の重要性を広く訴えるまたとない好機と解されたのであるgo。加えて通商同盟は、CPR
にとってのアメリカ競合路線との競争激化91、そして本国との金融関係の断絶を引き起こ
すものであり、カナダIFLは既得権益の擁i護の観点からも通商同盟反対の姿勢を強めたの
である92。従って、通商同盟運動の高揚によって、従来その活動目的が曖昧ゆえに活動が
停滞していたIFLは、通商同盟反対という明確な活動目的を得たのであり、通商同盟をア
メリカによるカナダ併合と同義とみなすことで、北米大陸においてカナダがネイションと
して生き残る唯一の手段として帝国との関係強化を訴えたのである93。
　このようにして反通商同盟団体としての活動を開始したカナダIFLが、通商同盟を批判
すべくそのオルタナティヴとして提起したのが、「イギリスとの通商同盟」、つまりイギリ
スとの相互特恵関税に基づく英加経済関係の緊密化であった。カナダIFL内において帝国
特恵関税支持の論調は、そもそも通商同盟運動の高揚によって生じたものではなく、それ
以前から存在していた。1886年5月1日に開催されたカナダIFL執行委員会の中で、ロ
ンドンで開催されるIFL年次総会において特恵関税に基づく帝国統合の問題を討議すべき
という決議が可決され94、その決議に従ってIFLカナダ代表として年次総会に参加したガ
ルトが特恵関税支持演説を行ったことは、先に触れたとおりである95。しかし、カナダ国
内では特恵関税の議論は決して普及しておらず、カナダIFLは通商同盟運動の高揚に乗じ
て、自らが掲げる対英相互特恵関税の主張を広めることを企図したのである。
　このカナダIFLによる対英特恵関税支持運動の中心地となったのが、カナダ最大の都市
であるオンタリオ州トロントに設立されたカナダIFLトロント支部である。オンタリオ州
は、前節で検討したようにカナダにおける通商同盟運動揺藍の地であったが、1888年以前
にはオンタリオ州の中心都市トロントにカナダIFLは支部を持っていなかったのである。
そのため、イギリス帝国通商同盟確立の拠点を形成すべく、1887年12月の設立準備委員
会を経て、元オンタリオ州副総督（Lieutenant　Governor　of　Ontario）のロビンソン（J．B．
Robinson）を支部長に、そして陸軍軍人のデニスン（G．T．　Denison）他4・名を副部長に据
え、1888年2月にトロント支部設立の運びとなったのである96。そして同年3月24日に
トロント支部で開催されたカナダIFL年次総会において、カナダIFL書記のメリット（W．
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H。Merritt）による本国・植民地間特恵貿易推進決議案が、カナダ帝国銀行（Imperial　Bank
of　Canada）の役員ウィルキー（D．R．　Wilkie）の強力な支持を得て全会一致で可決され、
カナダIFLの綱領とされたのである97。このようにカナダIFLは、通商同盟論という現実
的脅威に直面することで、本国IFLの綱領には存在しない通商同盟のオルタナティヴとし
ての帝国特恵関税支持の主張を確立したのであり98、通商同盟運動に対して帝国的観点か
ら反論を展開していくのである。以下の節では、カナダIFLによって主張された通商同盟
反対の議論と帝国統合論の内容を詳細に検討していきたい。
（2）カナダ帝国連邦同盟による通商同盟論への対応と帝国統合論
　上記のような経緯から通商同盟反対、そして帝国特恵関税、帝国統合支持をその活動目
的に据えたカナダIFLは、いかなる論拠をもってそのような主張を行ったのだろうか。そ
の論拠として挙げられるのが、通商同盟締結による統一関税導入がカナダ経済、そして帝
国関係に与える影響である。CMAと同様に、カナダIFLも加米統一関税の導入はカナダ
経済に有害な影響を与えると考えており、トロント支部副部長で熱烈な帝国主義者として
知られるデニスンは、加米統一関税に関して以下のように主張している。一般にアメリカ
の通商同盟論者は、通商同盟によってカナダが巨大なアメリカ市場へのアクセスを獲得す
ることができると謳うが、実際に彼らが望むのはカナダ関税障壁の撤廃によるカナダのダ
ンピング市場化である。そしてダンピングによってカナダの製造業を破壊した上で、彼ら
はカナダにアメリカへの併合を提示してくるだろう。デニスンは、このような議論を展開
することで、カナダをイギリス帝国の一部に留め、帝国との関係を維持するためには通商
同盟に対して徹底的に抵抗していかなければならないと主張し、カナダ側で通商同盟運動
に加担する人々を「反逆者」であると非難したのである99。
　またカナダIFL書記のマグーン（A．　McGoun）も加米統一関税が、英加貿易に与える悪
影響を以下のように説明している。1880年代後半における米加の平均関税率は、それぞれ
30．59％、18．61％であるが、もし加米間で統一関税が施行されるならば、加米問の関税障
壁が撤廃される一方、カナダはアメリカの関税圏に取り込まれることになる。その時アメ
リカはカナダ市場に非課税で商品を輸出することができる一方、イギリスは現行のカナダ
関税18．61％よりも12％も高い約30％の関税を支払わなければならなくなるだろう。その
ようなイギリス本国に対する差別的待遇は、本国に忠節なカナダにとっては受け入れられ
ないとマグーンは語るのである100。
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　これに対して、カナダIFL副会長のマクニールは、1888年1月19日にオンタリオ州パ
リで行われた演説においてカナダにとって貿易相手として英米どちらが適当かという観点
からカナダが採るべき方策を次のように語っている。彼によると、敵対的な関税政策によ
ってカナダ輸出品に高関税を課し、生産物がカナダと競合するアメリカとの通商同盟を締
結するよりも、自由貿易政策に基づいて多くの商品を非課税で輸入するイギリス本国こそ
がカナダが経済関係を強化すべき相手であり、イギリス本国をカナダ産品輸出市場として
安定的に確保するためには、植民地カナダでの対英特恵関税の導入、そして植民地側で帝
国統合運動を高揚させ、本国に通商政策変更を迫ることが必要なのであった101。カナダIFL
による通商同盟論批判は、通商同盟締結によるイギリス本国との関係弛緩を問題視する一
方、カナダIFLがかつてから抱いていた特恵関税に基づく帝国の経済的統合論を主張する
ことで、カナダの人々が「アメリカかイギリス帝国か、どちらかと統合しなければならな
いという二者択一の問い」（マグーン）に答えざる得ない状況へと導くものだったのである
102。
　このようなカナダIFLによる通商同盟論批判と帝国関係強化の主張を感情的側面から支
えたのが、ロイヤリスト感情の喚起である。ロイヤリストとは、アメリカ独立革命期に13
植民地に住みながら、イギリスに忠誠を誓い革命軍と戦った人々であり、革命後は多くが
難民として英領北アメリカ植民地へと流入していた103。この独立革命におけるロイヤリス
トの忠誠、そして1812年戦争時におけるロイヤリスト民兵によるアメリカ軍の撃退の歴
史は、1850年代以降、「ロイヤリストの伝統」としてロイヤリストやその子孫のみならず
イギリス系カナダ人全般に広く共有されていたのであるlo4。折しも1884年には、ロイヤ
リストのアッパー・カナダ植民地入植100周年を記念するロイヤリスト入植百年祭が開催
されることで、「ロイヤリストの伝統」の顕彰やイギリス帝国統合の重要性が語られていた。
ロイヤリストの子孫を主たる支持基盤とするカナダIFLは、この機運に乗じてロイヤリス
ト感情に訴えることで通商同盟に対する批判を行ったのである105。
　このロイヤリスト感情に基づいて通商同盟批判を行った中心人物は、自身もロイヤリス
トの子孫であったデニスンである。彼は通商同盟批判の議論を展開する際に、アメリカの
独立、っまりロイヤリストの到来以降のカナダにおけるアメリカとの敵対の歴史を語り、
その延長線上に通商同盟論を位置づけたのである。その主張が端的に表れているのが、
1888年3月24日のカナダIFL年次総会後に開催されたパブリック・ミv－一・・ティングにおけ
る彼の演説においてである。
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　アメリカ人は、1775年、そして1812年にカナダを征服しようと企みました。し
かし、彼らは屈辱的にも、そのどちらにおいても我々によって打ち負かされたので
す。彼らは、1812年にカナダを征服すべくあらゆる手段を講じましたが、3年間の
後にそれが無駄な努力だったとして撤退したのです。当時のオンタリオの人口は、
アメリカの人口が1000万であったのに対して、わずか10万人足らずでした。また
彼らは1866年にフィーニアンの襲撃を扇動し、その「未開の戦士達（benighted
warriors）」たるフィーニアンは、アメリカ製のマスケット銃で武装していたのです。
このように、アメリカ人は決してカナダ人に対して友好的な感情を抱いてこなかっ
たのです106。
　このように訴えることで、デニスンは、カナダ、特にイギリス系カナダ人に18世紀末
以降連綿と続くカナダにおける反米感情とイギリス帝国への忠誠を想起させることで、ア
メリカとの関係を強化する通商同盟論が歴史的観点からも誤りであると主張するのである。
カナダIFLは、通商同盟論がいかに現状の本国・植民地関係を維持、強化する上でいかに
有害であるかという観点から通商同盟論批判を行ったのであり、CMAと共に通商同盟反
対運動の一翼を担ったのである。
　　（3）帝国統合と農業国としてのカナダ
　たしかにCMAとカナダIFLは、通商同盟反対という点で見解を同じくしていたが、そ
の主張には相違点も少なくなかった。中でもその相違が顕著であったのは、カナダ経済発
展に対する理解である。帝国関係強化、具体的には本国・植民地間の相互特恵関税に基づく
経済関係緊密化を志向するカナダIFLの人々は、イギリス帝国を一つの経済単位として捉
えており、本国における工業生産と植民地における一次産品生産による相互補完的な経済
構造を確立することが、その一部を構成するカナダの経済を発展させると考えていた。そ
のためCMAとは対照的に、カナダIFLは本国での植民地一次産品特恵導入を引き出すた
めに、カナダにおける本国工業製品への特恵関税導入を積極的に支持していたのである。
　本国・植民地間相互特恵を積極的に支持するカナダIFL副会長マクニールは、先にも触
れたパリでの演説において、この帝国内における相互補完的な経済構造確立によるカナダ
経済の利点をこのように発言している。「帝国互恵は植民地をイギリス市場で優遇し、間接
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的に植民地の購買力を増加させることでカナダ農民、カナダ製造業者の双方にとって利益
をもたらすだろう」と語る一方、イギリスからの工業製品輸入増に関しても「カナダ製造
業は、イギリス工業製品輸入増によって損害を受けないだけでなく、外国の競争相手に対
する保護を維持するので、彼らは帝国互恵の受益者となるであろう107。」彼は、この演説
を「純粋にカナダ的観点から」行ったと述べてはいるが108、カナダの一次産品輸出を増大
させるためにイギリスからの工業製品輸入拡大を企図するマクニールの見解は、極めて「帝
国的観点」に基づいた発言だったのである。
　また、このような「帝国的観点」からカナダの経済発展を捉えていたのは、マクニール
だけではない。1888年3月にトロントで開催されたカナダIFL年次総会に参加したマー
シャル（James　Marshall）も、マクニールと同様に帝国経済構1造に占めるカナダの役割を
本国への一次産品輸出にあると規定し、先述のメリットによる「本国・植民地間特恵貿易推
進決議」に続いて以下の決議案を提出している。
　イギリス本国、植民地間において相互に優遇を与えあう通商関係の樹立は、植民地
の農業、鉱業、林業、その他の利害にとって有益である。そして帝国はその植民地を
発展させることによって強化されるだろう109。
　またマーシャルは、カナダIFL内のみならず議会でも、「農業利害の観点から、カナダ
連邦政府は、イギリス市場で植民地産品に外国産品よりも有利となる特恵的待遇を得るよ
う行動すべき」とも発言するのであるllO。
　さらにマクニールやマーシャルによる帝国特恵関税に基づく農業を主軸にしたカナダ経
済発展の見解は、カナダIFL会長のマッカーシーによっても共有されていた。カナダ経済
の根幹を農業に求めるマッカーシーは、カナダと同様に農業製品の輸出国であるアメリカ
との通商同盟では、生産物が競合するがゆえに輸出の拡大が見込めないと考えており、カ
ナダ産品にとっての最適な市場はイギリスであり、イギリスとの経済的紐帯を強化する相
互特恵関税こそがカナダにとって必要な通商政策であると考えていた。そのため、彼もマ
クニールやマーシャルと同様にイギリスの通商政策変更を迫るために、カナダが通商同盟
ではなく、帝国特恵政策を選択することを望んでいたのである。他方で、イギリスでの農
産品市場の拡大のためには、カナダ国内における工業製品保護が損なわれることはやむを
得ないと考えており、「カナダ製造業者は外国との競争に対して保護されるのであれば、イ
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ングランドに差別的特恵を与えるだろうと信じていた」のであるlll。
　通商同盟に対するオルタナティヴとして提起される帝国特恵関税を通して、カナダを帝
国内における一次産品供給地として位置づけるカナダIFLの見解は、カナダ農産品輸出に
よる本国・植民地間の相互補完的経済構造の構築による帝国経済統合の推進という観点か
ら支持されていた。しかし、見過ごされるべきではないのは、先述のようにカナダIFLの
中枢を占めていたのは鉄道、金融利害であったということである。英加間での商品流通路
たる鉄道や蒸気船航路への投資、そしてイギリスからの工業製品、植民地からの一次産品
貿易による帝国内流通の促進は、彼らに実利的な恩恵をもたらすものだったのである。こ
のカナダIFLによる通商同盟反対の一方で、カナダ経済の「農業国化」推進の主張は、同
じく通商同盟反対運動を展開しながら、ナショナル・ポリシーによるカナダ国内「農工連
帯」の経済発展を第一義と考えるCMAとは決定的に異なるのであり、両団体は通商同盟
運動という共通の敵を前にしながら、お互いほとんど協力することなく、独自に通商同盟
反対運動を行ったのである112。
第四節　保守党の通商同盟論への対応と1891年総選挙
　　（1）保守党による通商同盟論への対応
　当該期における通商同盟論の高揚を自由党が汲み取り、無制限互恵論として加米経済関
係の強化を達成すべく議会において活動したのに対して、与党保守党は首相マクドナルド
を筆頭に通商同盟に断固反対の立場を取っていた。マクドナルドは、CMAやカナダIFL
の人々をはじめとする多くのカナダ人と同様に、通商同盟をカナダ併合への第一歩と捉え
ており、カナダが「独立国家」としての地位を保つ上で決して受け入れられないと理解し
ていた113。このカナダ併合に対して恐怖を抱いていたのは、マクドナルドだけではなく、
元大蔵大臣であるティリーも通商同盟を単なるカナダ通商政策変更以上のものと考えてお
り、通商同盟が彼によって作り上げられたナショナル・ポリシーだけでなく、カナダとい
うネイション自体をも危機に陥れるだろうと考えていたのであるll4。
　しかしながら、このようなカナダ併合の脅威にもましてマクドナルドが恐れたのは、通
商同盟によるカナダ製造業への打撃である。マクドナルドは、カナダ製造業が資本規模も
小さくいまだ未発達であり、国家による手厚い保護によってすでに確固たる地盤を築いて
いるアメリカ製造業には太刀打ちできないというカナダ製造業の現実を的確に認識してい
たll5。そのため、マクドナルドをはじめ保守党の人々は、通商同盟がナショナル・ポリシ
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一に守られた国内市場においてのみ競争力を有するカナダ製造業を破壊すると理解するの
であり116、CMAと同様にナショナル・ポリシーの維持こそがカナダ製造業にとって不可
欠であると考えたのである。
　また通商同盟論に関して、保守党が懸念したのはアメリカからカナダ製造業への資本投
資の減少である。1880年代から90年代のカナダでは、関税で保護されたカナダ市場内で
の生産・販売を意図したアメリカ企業による支工場建設が徐々に増加しており、このような
アメリカ資本による「カナダ製造業者」の増加は、国内でカナダ人の雇用を創出するだけ
でなく、カナダにおける税収をも増加させるためにナショナル・ポリシーの大きな成果の
一つとして高く評価されていた。マクドナルドとその支持者達は、この関税とアメリカ資
本の支工場増加の相関関係をナショナル・ポリシーが施行された1870年代末には認識し
ていたのである。ゆえに、通商同盟締結による加米問関税障壁の撤廃は、アメリカからの
自由な工業製品流入によってカナダ国内への資本投資、そして支工場建設の意義を失わせ、
「カナダ製造業」の発展を停滞させると主張することで、彼らは通商同盟批判を行ったの
である117。
　マクドナルドは、当該期における保護主義者達と同様に、農業という単一の産業を基盤
とする国家は発展しないと考えており、カナダが一次産品輸出国であるということをカナ
ダの経済発展の可能性という観点から憂慮していた。マクドナルドが思い描くのは、ナシ
ョナル・ポリシー関税によって農業のみならず多様な産業が育成された、アメリカに匹敵
する「工業国としてのカナダ」の建設であり、カナダにおける既存の製造業を破壊し、カ
ナダをアメリカの一次産品供給地、工業製品市場として恒久的にアメリカ経済の従属下に
置くことを企図する通商同盟には、一貫して反対の姿勢を示したのである118。このような
保守党の主張は、保守党の支持基盤であるCMAの主張と完全に一致するものであり、ナ
ショナル・ポリシーを軸にしたカナダ製造業の発展とアメリカによる併合阻止を訴えるこ
とで、CMAからの支持を盤石なものとしたのである。
　　（2）保守党と帝国特恵関税
　他方、カナダIFLが通商同盟反対の旗印に掲げていた帝国特恵関税に基づく帝国経済関
係の緊密化の主張に対して、保守党は難しい選択を迫られた。本来、保守党は帝国特恵関
税政策を支持しており、マクドナルドら保守党の中枢は、帝国特恵関税支持という点で見
解を一致させていた。そして1878年に保守党が政権に返り咲いた後は、本国との通商政
145
策改善を図るべく積極的な活動を展開していた。1879年にナショナル・ポリシーを制定し
た際には、マクドナルドを中心にイギリス本国を訪れ、イギリス首相のディズレイリや大
蔵大臣のノースコート、植民地大臣のヒックス＝＝ビーチらと英加相互特恵関税協定締結に
向けての交渉を行っていた119。
　またマクドナルドは、帝国連邦の議論を行う際には、事あるごとにその手段としての特
恵関税の重要性について語っている。1884年にロンドンでIFL設立集会が開催されたと
きも、彼はIFL非会員であり、熱狂的なIFL会員からは距離を取りつつも、本国・植民地
間の相互特恵関税構想を披渥している。マクドナルドによると、本国・植民地間相互特恵関
税の基礎は、本国市場での穀物特恵と植民地市場での本国製工業製品への特恵であり、具
体的にはイギリス本国は植民地産穀物を非課税で輸入する一方、外国産穀物にはクォータ
ーあたり5シリングの課税を行うことで植民地産穀物を優遇すべきであった120。またマク
ドナルドは、IFLの機関誌『帝国連邦（lmperial　Federation）』におけるインタヴューの中
で、上記の特恵関税構想を補足し、植民地市場における本国製品への特恵的待遇は、本国
製品への植民地関税引き下げではなく外国産品への関税引き上げでなされるべきであると
述べている。このようにして、マクドナルドは植民地製造業にも配慮した特恵案を提示し
たのである121。
　これほどまでに帝国特恵関税の重要性を理解し、具体的な特恵案をも検討していたにも
かかわらず、通商同盟運動が盛り上がりを見せる1880年代末において、自由党が加米無
制限互恵政策を党の綱領に掲げたのとは対照的に、保守党は帝国特恵関税を党綱領に据え
るどころか特恵関税に関する議論を避け続けた。通商同盟がアメリカによる併合論と同義
とみなされるのと同様に、帝国特恵関税論がイギリスによるカナダ自治権の剥奪、アング
ロ・サクソン人種によるカナダ支配の議論へと転化されることをマクドナルドは極度に恐
れていたのであり、フランス系カナダ人の言語、宗教、諸制度等を維持した上でカナダの
統合と対英関係の強化を考えるマクドナルドは122、通商同盟に関する議論の際にはフラン
ス系カナダ人の動向にも常に気を配っていたのである。そのため、1889年8月にタッパ
ーが本国で開催されたIFL年次総会の席上で、帝国特恵関税推進のための植民地会議開催
を要求する決議案を提出したことにフランス系が不満を示しているということを知ると、
すぐさまマクドナルドはタッパーへ手紙を送り、発言に気をつけるよう促した。IFLの一
会員としての総会参加とはいえ、駐英カナダ代表であるタッパーの発言は、カナダ政府の
公式見解として捉えられかねないのであり、タッパーの発言に不満を抱くフランス系カナ
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ダ人が自由党と連帯して帝国連邦に対して反対票を投ずるかもしれないとマクドナルドは
忠告したのである。それゆえ、マクドナルドは帝国特恵の問題に言及する際には、それが
「私見」であると前置きした上で発言すべきであると、タッパーに警告したのである123。
　しかしながら、当該期において保守党は帝国との関係強化を否定したのではない。1891
年2月7日にオンタリオ州キングストンで行われたマクドナルドの演説において語られた
「イギリス臣民として生まれ、イギリス臣民として死ぬ」といった発言に見られるように、
保守党は、「イギリス帝国に対する忠誠」という感情的紐帯を前面に押し出すことで、帝国
統合の具体的手段となる帝国特恵関税の議論に触れることなく、通商同盟論者や自由党を
イギリス帝国からの分離を志向する「不忠者」として非難することができたのである124。
カナダIFLが強調する特恵関税に基づく帝国統合を主張することはなかったが、本国に対
する忠誠に訴えることによって保守党はフランス系カナダ人に配慮しつつもカナダIFLか
らの支持をも取り付けようとしたのである。
　このような内容を持つ対英関係強化の主張の一方で、1880年代において保守党はイギリ
スのみならずアメリカとの通商関係強化にも関心を抱いており、対米互恵協定の締結を目
指して交渉を続けていたという点は見過ごされるべきではない。保守党が望む対米互恵案
は、カ・一一・Eトライトらが主張する「無制限互恵」ではなく、一次産品のみに限定された「制
限互恵」ではあったが125、1880年、81年のティリーによるワシントンでの国務長官エヴ
ァーツ（W．M．　Evarts）やブレイン（J．G．　Blaine）との会談以降、保守党はアメリカとの
通商関係改善にも力を入れていたのである126。特に通商同盟運動高揚期に加米間で生じた
漁業紛争の際には、当該期の深刻な不況克服の手段として北大西洋での漁業権と引き換え
にアメリカから互恵協定を引き出すことを企図していたのである127。
　このような保守党の対米互恵への熱意は、アメリカへの輸出市場拡大を望む農業利害の
支持を目論んだものであり、自由党の無制限互恵の支持者を切り崩すためのものでもあっ
た。マクドナルドは、1890年12Aにカナダ総督スタンレー卿（Lord　Stanley）を通じて、
本国植民地相のナッツフォード卿（Lord　Knutsford）に「アメリカの国務長宮ブレインが
カナダ政府に互恵協定について打診してきた」という旨の手紙を送付し、その手紙の内容
は1890年1月16日に保守党系の新聞である『エンパイア（Empire）』紙上で公表された。
　この手紙が公表された直後から、マクドナルドや後に首相となるトンプソン（J，S．D．
Tho皿pson）らは、保守党はナショナル・ポリシーを支持する一方、対米互恵にも積極的
であり、協定締結まであと一歩に迫っていると演説を通して訴えていた。しかし、実際に
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はブレインによる互恵協定締結に関する打診の事実はなく、ナッツフォード卿に送られた
手紙の文面はマクドナルドによる完全な捏造だったのである。またマクドナルドが議会を
解散した1891年2月3日には、『エンパイア』紙が、保守党による対米互恵への取り組み
とその歴史を詳細に説明する記事を掲載することで、保守党も自由党と同様に対米互恵を
望んできたと訴えたのである128。このように、保守党は通商同盟に対して、基本方針であ
るナショナル・ポリシーとイギリスとの関係の維持・強化を軸に製造業利害やカナダIFL
からの支持を得るだけでなく、フランス系カナダ人や農業利害からの支持をも求め、どの
利害からも受け入れられる「玉虫色」の見解を取っていたといえるだろう。
　　（3）保守党への選挙支援
　1887年に端を発する通商同盟運動は、議会においては保守党対自由党、そして議会外で
は中央農業評議会、通商同盟クラブ対CMA、カナダIFLという枠組みで論争が繰り広げ
られていた。しかし、その拮抗を破る一撃が国境の南側から与えられた。1890年4月16
日にアメリカ下院歳入委員会（United　States　House　Committee　on　Ways　and　Means）委
員長マッキンリー（WiIliam　McKinley）が上程したマッキンリー関税法によって関税率が
平均48％にまで引き上げられると、カナダの対米農産品輸出が大打撃を被ったのである129。
このマッキンリー関税法による対加農産品輸出への打撃は、カナダ農民の間でナショナ
ル・ポリシーとそれを掲げる保守党への不満を一挙に増大させたのである。これに対して、
マクドナルドはマッキンリー関税法批判を行ったが130、焼け石に水であり、自由党が主張
する無制限互恵支持の高まりに抗しきれなくなったマクドナルドは、任期を1年以上残し
ていたにもかかわらず1891年2月3日に議会を解散し、通商同盟に関して国民に真意を
問うたのである。
　この選挙において保守党が訴えた主張の二っの核となったのは、これまで検討してきた
ように、ナショナル・ポリシーと本国への「忠誠」であり、それは保守党が用いた選挙ボ
スターにも現われている（図4－1参照）。左手に農民、そして右手に製造業者を配し、二
人でマクドナルドを支えている様は、ナショナル・ポリシーが目指す農工連帯の主張を表
わしている。またマクドナルドが手に持つ旗は、ユニオン・ジャックではなく「カナダ国旗」
であるレッド・エンサインであり、イギリスに従属的なカナダではなく、イギリスに忠誠
を誓う自立的なカナダを表現しているといえるだろう131。そしてこのポスターで図示され
た保守党の主張は、1891年2月7日にキングストンで行われたマクドナルドの演説にお
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いて見事に言い表されている。
　1878年、1882年、そして1887年と同様に1891年において、この国の通商に
関する問題は、世論で最も重要な地位を占めています。この問題に関する今日の
我々の政策は、13年間行われてきたもの【ナショナル・ポリシー：筆者註1と同じ
です。そしてこの政策は、カナダの多様な資源を開発するという確固たる信念と、
イギリス帝国を構成する重要地域の一っであるカナダの地位と一貫するあらゆる
手段によって支えられているのです。この目的のために、我々はこれまで働いて
きましたし、また我々が専心してきたイングランドの旗の下で北米大陸に巨大か
つ強力なネイションを建設するという課題を、我々は今後も続けていくつもりな
のです132。
　このような保守党による主張が、CMAやカナダIFLによる反通商同盟運動に支えられ
ていたということは言うまでもない。また彼らは保守党が掲げる主張の基盤を形成するだ
けでなく、保守党に対する様々な選挙協力を行った。選挙に際して、CMAが特に力を入
れたのが保守党に対する選挙資金の提供である。CMAは、建前上「経済団体」として政
治からは一定の距離を保ち、団体として特定の政党に対する支持を表明したり、支援活動
を行ったりはしないと主張していた。そのため、選挙後にマクノートが言ったように、
「CMAからは1ドルたりとも『政治目的』には使われてはいなかった」が133、個々のCMA
会員が、「個人献金」というかたちで保守党の候補者に多額の資金提供を行っていた。また
総選挙の機運が高まりを見せつつあった1890年10月には、CMAは年会費を従来の年額
5ドルから倍の10ドルに引き上げると同時に、新規入会者には新たに入会金25ドルを課
すことで、会員からの選挙資金調達を行ったのである134。CMAは、「政治目的」には団体
の予算を支出することはなかったが、ナショナル・ポリシーの宣伝という「経済目的」に
は、CMAの資金が大量に投入されたのである。
　他方、カナダIFLトロント支部の中心人物の一人であるデニスンも、総選挙において保
守党を支援すべく、独自の活動を行っていた。彼が行っていたのは、ロイヤリストの伝統
を広く人々に共有させることで、人々の間に通商同盟論批判を普及させることであり、そ
のために様々な対策を講じた。中でも興味深いのが、ロイヤリストの伝統を顕彰する詩集
の刊行である。『エンパイア』紙が企画した愛国的詩文コンクールに寄せられた作品を読み、
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感銘を受けたデニスンは、ロイヤリストを顕彰し、イギリス帝国に対する忠誠を喚起する
詩文を集め、出版することを決意した。彼は、編集をカナダIFLセント・ジョン支部の書
記であるネルソン（E．G．　Nelson）に依頼し、1891年に『国旗の掲揚とカナダの愛国的詩
歌（Raise　the　Flag　and　the　Patriotic　Canadian　Songs　and　Poe〃ls）』というタイトルの詩集を刊
行したのである。ロイヤリストの伝統を顕彰する詩文が多数収録され、巻末には『ゴッド・
セイブ・ザ・クイーン』が掲載されたこの詩集は、1891年総選挙の前に国内各地で数千部
が無償配布された。この詩集の配布によって、彼はロイヤリスト感情の高揚や反米意識の
高揚を図り、「敵国」アメリカとの関係強化を目指す通商同盟論、無制限互恵論をイギリス
帝国に対する「不忠」であるという主張の普及を図ることを企図していたのである135。
　　（4）　1891年総選挙とその後
　約1ヶ月に及ぶ選挙戦の後、3月5日に行われた総選挙は、選挙前の劣勢を保守党が巻
き返したことで、保守党が辛くも勝利を収めることができた。CMAは、この保守党勝利
をナショナル・ポリシーの勝利であると宣言したが136、実際のところその差は微々たるも
のであった。獲得議席数を見ると定数215のうち、たしかに議席数では123対92と保守
党が大きく上回っていた。しかし、通商同盟運動の拠点であり、CMA本部、　IFLカナダ
トmント支部もある激戦地オンタリオ州では、議席の上では保守党48議席対自由党44議
席と保守党が過半数を占めたものの、得票数では自由党を下回っていた。またオンタリオ
州と並ぶ大票田であるケベック州では、フランス系カナダ人への配慮にもかかわらず、保
守党は30議席しか獲得できず、35議席を獲得した自由党に敗北したのである137。1891
年選挙における保守党の勝利は、まさに薄氷の勝利であったのであり、CMAの主張とカ
ナダIFLの主張を汲み取りっっ、カナダ・ナショナリズム、そして帝国主義的感情を喚起
することで広範な支持を集めた保守党の作戦勝ちであったといえるだろう。
　しかし、総選挙において勝利はしたものの、保守党のナショナル・ポリシーがオンタリ
オ州の農業利害からは支持を得られなかったのは事実であり、保守党は農業利害への配慮
からアメリカに互恵交渉の開始を持ちかけた。マクドナルドは、合衆国大統領ハリスンと
の交渉のために、タッパーと司法大臣（Minister　of　Justice）であるトンプソン、そして
蔵相のフォスターをワシントンに派遣したが、結局両者の間で交渉の場すら持たれること
なく互恵交渉は決裂したのである138。ここに至り、ナショナル・ポリシーを維持しつつ農
業利害が待望する一次産品の輸出先を確保するためには、イギリス本国市場の確保しか道
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がなくなったのであり、マクドナルドは選挙前に封印していた英加相互特恵関税に関する
主張を再開し、1891年4月にはイギリス本国の下院議長であるスミス（W．H．　Smith）宛
ての手紙で、「カナダ産品がイギリス市場で5～10％の特恵的待遇を得るならば、カナダは
イギリス商品に同等の特恵を与える準備がある」と伝えたのである139。マクドナルドは、
この手紙が出された2ヶ月後にその生涯を閉じるが、マクドナルドの後に続く保守党の首
相達は、マクドナルドの遺志を継ぎ、本国との相互特恵関税構築に向けての活動に適進す
るのである。1891年9月には、ガルトが「最恵国条項廃止請願」を両院に提出し、続い
て1892年4AにはカナダIFL副会長マクニールが、下院に「対英特恵保証決議」案を提
出し、それぞれ可決されている。
　また保守党政府は、イギリス本国だけでなく他の自治植民地との通商関係強化にも乗り
出した。1892年に政府は対外通商関係の強化を目的として商務省を新たに設立し、「英米
以外の」農産品、工業製品輸出市場拡大を目指した。中でも、カナダにとっての最適な市
場とみなされたのが、オーストラリアであり、初代商務相であるボウェル（Mackenzie
Bowell）以降、歴代の商務大臣は、加豪間蒸気船航路や電信ケーブル敷設への助成を推進
したのである140。さらに1894年には、首相となったトンプソンが他の自治植民地の首相
をオタワに集め、帝国特恵問題について討議するオタワ植民地会議を主催した。この植民
地会議は、本国が代表を送らなかったため、自治植民地の代表のみによって行われたが、
植民地間相互特恵支持決議を可決したという点で、帝国内通商関係強化に関する議論を大
きく前進させたのである141。
　他方、通商同盟クラブを率いていたスミスは、1892年に新たにニューヨークに本部を置
く大陸同盟会議（Continenta1　Union　Association）を設立し、自らはカナダ支部名誉会長
へと就任し、通商同盟運動を再び高揚させようと企図していた。しかし、この団体は人々
の支持を得られず、通商同盟運動はこの総選挙の後、急速に衰退へと向かったのである142。
また通商同盟運動の高揚を利用し、無制限互恵を掲げていた自由党も政策修正を迫られ、
1893年の自由党大会において無制限互恵政策を放棄するに至るのである。
　1888年代後半以降の通商同盟運動の高揚、そして保守党による総選挙勝利を経て、保守
党は帝国関係の強化、具体的には対英特恵関税政策を追求することによって、カナダ政治
はアメリカとの通商関係強化を否定すると同時に、急速に帝国関係強化へと舵を切った。
このようなカナダ政治の動向に対して、通商同盟反対という立場から保守党を支援してい
たカナダIFL、　CMA、そして1890年代頃から帝国経済問題に関して積極的に関与を始め
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たカナダ各地の商業会議所は、特恵関税に基づく帝国経済関係の緊密化の議論に対してい
かなる見解を抱いたのであろうか。次章以降で検討したい。
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第四章　図表
図4－1　1891年総選挙における保守党のポスター
鎚嬉・9膿幽襲礪転融
出典：K．A．　Mackirdy，　‘The　Loyalty　lssue　in　the　1891　Federal　Election　Campaign，　and
　　　an　Ironic　Footnote’，　Ontario、History，　Vol．55，　No．3（1963），　p．151．
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第五章　カナダ商業会議所と帝国特恵論
　前章において検討した1880年代後半から90年代初頭のカナダにおける通商同盟運動と
その後の1891年総選挙は、カナダ国内のみならずイギリス本国にも大きな影響を与えた。
通商同盟反対を主張する団体のうち、ナショナル・ポリシーの維持を掲げるCMAは、カ
ナダ国内における通商同盟反対運動に専心していたが、それに対して特恵関税に基づく帝
国経済統合の強化を標榜するカナダIFLは、カナダ国内での活動に並行して本国における
自由貿易政策変更の活動を展開しており、本国IFL内を拠点にイギリス国内においても特
恵関税に関する論争を巻き起こした。中でも、1889年6月にロンドンで開催されたIFL
年次晩餐会において演説を行ったタッパーは、特恵関税に基づく帝国経済統合を推進する
ために本国、植民地代表からなる植民地会議を開催すべきであると提言することで、本国
IFL内における帝国特恵支持派と、自由貿易に依拠しつつ本国・植民地間の帝国防衛の統
合・再編を目指す防衛同盟派の対立を顕在化させたのである1。
　またカナダIFLは、イギリス国内において保護関税支持から特恵関税支持へとその運営
方針を転換させた国民公正貿易連盟と協力関係を結ぶなど、独自の対英特恵関税政策推進
の政策を取っており、1890年1月にはその年次総会で、本国・植民地間特恵関税支持運動
の進展のために本国での啓蒙活動を行うことを決定し、デニスンを中心とするカナダIFL
代表団をイギリスへと派遣したのである2。この帝国特恵関税を正式に綱領に掲げるカナダ
IFL代表団の訪英もまた、本国における特恵関税支持派を鼓舞すると同時に、本国IFL内
の特恵派と防衛派の分裂を深刻化させていったのである。その結果、1891年2月にはIFL
特恵派を中心にIFL内の一派閥として帝国貿易同盟（United　Empire　Trade　League）が
結成され、そこに同年に解散した国民公正貿易連盟の会員が流入することで、イギリス本
国における帝国特恵支持の運動はかつてない高揚を迎えたのである3。
　他方、通商同盟運動と1891年総選挙の余波は、カナダ国内の商業利害の間でも見られ
た。従来、カナダ各都市に存在し、地域経済利害を代弁する機関として機能していた商業
会議所は、帝国統合、そして通商同盟の問題を「政治問題」と認識し、「経済団体」として
原則的に政治不介入の立場を取っていた4。しかしながら、CMAやカナダIFL、通商同盟
反対運動、そして1891年総選挙後の保守党政府による帝国通商関係強化の主張は、カナ
ダ商業利害にイギリスとの経済関係強化の考えを植え付けることで、帝国統合、より具体
的には特恵関税に基づく帝国の経済統合の問題を「経済問題」として認識させるに至った
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のである。以下本章では1890年代中葉までのカナダの商業会議所における帝国経済関係
緊密化に向けての議論と、カナダ商業会議所が1892年、1896年にロンドンで開催された
第二回、第三回コングレスにおいていかなる議論を展開したのかを検討する。その際、1890
年代以降のコングレスにおいて特恵関税の議論を主導したモントリオール商業会議所、ヴ
ァンクーヴァー商業会議所（Vancouver　Board　of　Trade）、そしてトロント商業会議所の通
商政策志向に特に注目する。このようなコングレスにおける本国・植民地会議所間の特恵
関税をめぐる論争を検討することは、第四章で検討した通商同盟反対運動を通してイギリ
ス本国やカナダに蒔かれた特恵関税に基づく帝国統合という「種」が、大西洋を挟んだ両
国においていかなる成長を遂げ、本国・植民地各利害の対立を生み出していったのかを見
る試みでもある。
第一節　1890年代前半のカナダ商業会議所
　　（1）モントリオール商業会議所
　1890年代初頭以降、カナダにおける特恵関税支持運動の拠点となってカナダ各地の商業
会議所の中で、その中心的役割を担ったのは、モントリオール商業会議所である。モント
リオール会議所の歴史は、1822年にまで遡ることができる。1820年代において、ロワー・
カナダ経済は米英戦争、ナポレオン戦争の影響を受けて慢性的な不況に陥っていた。そし
てその中心地モントリオールは、毛皮貿易会社であるノースウェスト会社（North　West
Company）のハドソン湾会社（Hudson’s　Bay　Company）への吸収（1821年）によって、
毛皮集積地としての機能を失ったために、極めて困難な状況に立たされていた。このよう
な状況を鑑み、旧ノースウェスト会社の関係者を中心としたモントリオールの商工業者の
間で、毛皮貿易に替わる経済機会の模索、そして新たな連合体の必要性が叫ばれた。その
結果誕生したのが、モントリオール商業会議所である5。1822年に会員54人で設立された
会議所は、1880年代には会員数数百人を数えるカナダ最大の規模を誇る会議所となってお
り、その利害構成を一様に捉えることは難しい。しかし、その中で中心的な地位を占めた
のは、穀物輸出業を中心とした貿易業者であった。そしてこれに付随する船舶・港湾関係者、
海上保険業者を含むカナダ最大の港湾施設を有するモントリオール港を通しての貿易拡大
に関心を抱く人々であった。さらに、カナダ経済の中心地であるモントリオー一・iルには、鉄
道会社経営者や銀行等の金融関係者も多数おり、彼らもモントリオール会議所の重要な構
成員であった6。そのため、当該期におけるモントリオール商業会議所会員は、鉄道関係者、
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金融業者を多数抱えるカナダIFLの会員を兼任していることが多く、後に触れるように
1890年代初期のモントリオール会議所における帝国経済政策志向は、カナダIFLの影響
が色濃く反映されたものであった。
　このような諸利害を内包するモントリオール会議所による帝国貿易への関心は、何も
1890年代初頭に始まったものではない。本来、対英貿易の玄関口として発展したモントリ
オールは、対英貿易の促進に関心を持ち続けていたことは当然ながら、1880年代からオン
タリオ西部、そして平原州において小麦生産が増加すると、西部から鉄道を通して集積さ
れた小麦をイギリスへと輸出するという、カナダ西部小麦地帯とイギリス本国との「結節
点」としての機能をさらに高めていったのである7。
　これに加えて1880年代には、アメリカで精製された輸入砂糖への依存脱却をはかるべ
く、連邦政府は対西インド直接交易に関心を抱いており、1886年に連邦政府は、ワイルド
（J．T．　Wylde）をカナダの対西インド貿易開拓のための調査にあたらせるべく当地に派遣
し、1890年にはマッキンリー一関税に対抗すべく、蔵相フォスターによって西インド輸入砂
糖に対して25％の特恵関税案が提示されるなど、カナダの対西インド貿易拡大の努力がな
されていたのである8。その際、対西インド貿易の拠点となるとみなされたのがモントリオ
ール港であった。そのため、モントリオール会議所は、そのような政府の方針に付随する
かたちで1880年代から対英貿易だけでなく、対西インド貿易拡大に向けての活動をも展
開していた。1889年12月には、西インド貿易に精通するニュー・ブランズウィック州セ
ント・ジョン商業会議所の副会頭であるロバートソン（George　Robertson）を会議所に招
き、冬期における不凍港セント・ジョン港から対西インド輸出貿易体制確立のために協力関
係を深める一方、生鮮食料品輸出と青果輸入増大のために、モントリオール（夏期）、ハリ
ファクス（冬期）とジャマイカ間の高速蒸気船航路就航に向けての助成金年額1万2000
ドルの交付を政府に請願するなど積極的なロビー活動も行ったのである9。このように、
1880年代末から90年代初頭においてモントリオール商業会議所は、対イギリス本国、そ
して西インド貿易拡大という観点から帝国経済関係緊密化の議論を受け入れる素地を有し
ていたといえるのであり、当該期以降、帝国特恵の問題に関しても積極的に関与していく
ことになる。
（2）ヴァンクーヴァー商業会議所
またモントリオール以外の会議所も同様に、この時期帝国関係の強化への関心を深めて
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いった。ヴァンクーヴァー商業会議所もその一つである。ヴァンクーヴァー会議所は、1887
年設立と歴史の浅い会議所ではあったが、32人の設立メンバーを中心に、カナダ太平洋貿
易の拡大を企図して活動を開始していた10。ヴァンクーヴァーを中心とするブリティッシ
ュ・コロンビア州の通商利害は、サン・フランシスコなどのアメリカ貿易業者との激しい競
争に悩まされており、彼らに打ち勝ち、対オーストラリア、ニュージーランド貿易を拡大
するために、1890年10月11日のヴァンクーヴァー会議所理事会は、対オーストラリア
貿易促進支持決議を可決している。その決議の中で彼らが語るのは、ヴァンクーヴァー・
オーストラリア間高速蒸気船航路によるカナダ商業利害の太平洋貿易における競争力増大
という経済的観点だけでなく、1885年にヴァンクーヴァーにまで延長されたカナダ太平洋
鉄道をさらにオーストラリア、そしてインドに至るまで「延長」するという「帝国的観点」
であったll。このような経済政策志向を抱くヴァンクーヴァー会議所にとって、特恵関税
に基づく帝国経済統合論の受容は、非常に容易であった。1891年に開催されたイギリス本
国の特恵関税論者ヴィンセント（Howard　Vincent）によるカナダ遊説旅行の際に12、彼が
ヴァンクーヴァー会議所主催の講演会で帝国特恵関税の重要性を語ると、「特恵関税によっ
て引き起こされる個人的、集団的利益を支持する」旨の決議を可決することで、以後太平
洋側における帝国特恵関税支持の拠点として、ヴァンクーヴァー会議所は機能することと
なるのである13。
　　（3）トロント商業会議所
　これに加えて、1880年代末は通商同盟運動支持者が会員の多くを占めていたトロント商
業会議所も、この時期に急速にその主張を変化させていた。オンタリオ湖を挟んでアメリ
カ諸都市の対岸に位置するという地理的関係上、トロント会議所は、長年アメリカとの交
易促進という観点から対米互恵支持の立場を取っており、1854年から1866年までの加米
互恵条約締結期は、カナダ西部からトロントを経由してエリー運河を航行した後、ニュー
ヨークからの穀物輸出を行うという通商ルートを確立することで、加米互恵の恩恵を享受
していた14。それゆえ、1887年に通商同盟運動が高揚すると、1887年度トロント会議所
会頭のダーリング（H．W．　Darling）を筆頭に多くの会員が通商同盟支持を表明することで、
会議所内の見解は通商同盟支持派と反対派に二分されていた15。しかしながら、1891年総
選挙による自由党の敗北によって加米互恵の望みが断たれると、トロント会議所は対米市
場に替わる市場としてイギリスへの輸出強化を模索し、急速に貿易パートナーとして・イギ
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リスとの関係強化を志向するようになっていった16。第三節で検討する1896年の第三回コ
ングレス、そしてそれ以降の1900年第四回コングレス、1903年の第五回コングレスでは、
特恵関税をめぐる議論においてトロント会議所代表が第一報告者を務め、カナダ商業会議
所の見解を代弁する決議案の読み上げを行っていることなどからも、トロント会議所の「転
向」が窺えよう。
　このように、一例ではあるが1890年代におけるカナダ各地の商業会議所を見ると、各
地域における様々な背景からイギリスや他の帝国諸地域との経済関係強化を模索していた
ということが分かる。これらの商業会議所が、帝国特恵関税支持の主張を受容していく過
程はいかなるものであったのだろうか。モントリオール商業会議所の事例を中心に、以下
の節で検討したい。
第二節第二回帝国商業会議所会議とカナダ商業会議所
　　（1）第二回帝国商業会議所会議の背景
　第二章で検討したように、コングレスは植民地博開催を契機にして1886年にその第一
回会議が開催された。しかしながら、コングレスは定期開催が予定されてはおらず、第二
回目となるコングレスが開催されることなく数年の月日が過ぎていた。しかし、カナダで
の通商同盟運動に呼応するかたちで展開されたタッパーやデニスンによる本国での運動に
よって、IFLの会員、そしてイギリス国内の商工業者の間で帝国特恵関税に基づく帝国経
済統合への関心が高まりを見せていた17。またコングレスを主催するロンドン商業会議所
内でも、帝国内経済統合に関して様々な見解が語られるようになっていた。ロンドン会議
所会員の多数は自由貿易論者であったが、その一部は帝国内経済関係を強化することで帝
国内自由貿易を達成し、その帝国自由貿易圏に諸外国を取り込むことによって保護主義を
採用する他国を自由貿易へと復帰させることができると考えていた。そのため、そのよう
なロンドン会議所内の自由貿易論者にとっても、帝国経済関係緊密化は焦眉の課題であり、
コングレスでの徹底的な討議が必要であると考えられたのである18。このような関心の高
まりを背景に、1891年5Eにコングレスを主催するロンドン商業会議所は、「植民地博の
遺産」たるインペリアル・インスティテユート（lmperial　Institute）の開館に合わせて、
一年後の1892年6月に「帝国通商関係の統合と拡大」を議題とする第二回目のコングレ
ス開催とその参加を要請する回状を帝国内の主要会議所へと送付したのである19。
　この第二回コングレスへの参加要請を受けた会議所の数は、第一回コングレスの99会
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議所をはるかに上回る140会議所におよんでいる。中でも特筆すべきは、カナダ会議所へ
の参加要請数が、第一回コングレスに比して大きく増加していることである。第一回コン
グレスに参加したカナダ会議所は、わずか4会議所であり、オー一ストラレシアからは16
の会議所が参加したことと比べても、カナダ会議所のコングレスへの関与は極めて限定的
なものでしかなかった。しかし、第二回コングレスでは、26の会議所がロ？ドン会議所か
らの招待状を受け取っており、その多くが代表をロンドンへと送ったのである20。このカ
ナダ会議所に対する参加要請の増大は、本国・植民地問経済関係緊密化の議論に熱心であ
るとみなされていたカナダ会議所代表を多数招くことで、前回コングレスにおいて周到に
回避されていた帝国の経済的統合に関する議論に正面から取り組むというロンドン会議所
のコングレスに対する姿勢のあらわれであると同時に、カナダ各会議所が帝国通商問題に
関心を高めていったことの証左といえるだろう。
　しかしながら、注意しなければならないのは、当該期においてカナダ国内の会議所は、
帝国各地との通商関係緊密化を志向してはいたが、コングレスでの議論の争点になると考
えられていた帝国特恵関税導入の是非に関して、十分な議論がなされている会議所は必ず
しも多くはなかったということである。前節でも述べたように、カナダ国内の会議所の多
くは、1890年代に至るまで帝国統合の問題を「政治的問題」と理解し、会議所内で議論す
ることはほとんどなかった。またカナダには、イギリス本国における全英商業会議所連合
会に相当するようなカナダ国内の会議所が一堂に会し、カナダの通商政策、そして帝国通
商政策に関して討議する場が存在しなかったことも、カナダ会議所会員達がこの問題につ
いて討議することがなかった一因であろう21。それゆえ、タッパーやデニスンの本国にお
ける活動や、カナダにおける通商同盟論争での本国との関係緊密化の議論を通して本国の
商工業者や帝国主義者が思い描いていたのとは対照的に、第二回コングレス開催時、カナ
ダの会議所の多くは、コングレスの争点である帝国特恵関税導入の問題に関して、会議所
内で十分な議論すら行っていなかったのである。
　このように、カナダ国内会議所で帝国特恵関税に関して十分な討議がなされていない
1892年という時期に開催された第二回コングレスにおいて、カナダ各地の会議所を代表し
て発言を行い、本国・植民地問通商関係をめぐる議論において影響力を発揮したのは、会
議所に所属するカナダIFLの会員達であった。たしかにカナダ各地の会議所は、コングレ
スへの代表派遣を快諾したが、会議所会員の多くは会議所代表としてコングレスに参加す
ることで少なくとも数週間自社の経営から離れることに難色を示していた22。その一方で、
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帝国統合の問題に熱心である会議所内のカナダIFL会員は、積極的にコングレス参加を引
き受けたのである。
　中でも、その傾向が顕著であったのが、カナダIFL揺藍の地であるモントリオールであ
った。モントリオール会議所でも、会員の多くはモントリオール会議所代表としてロンド
ンへと赴くことには消極的であり、モントリオール会議所理事会は元モントリオール市長
であり、コングレス開催時にはマクドナルドの後継者としてカナダ首相の地位にあったア
ボット（John　Abbot）にまでモントリオール会議所代表を打診するほどにコングレス代表
選定は難航を極めていた23。そのような状況下で、モントリオール会議所代表を快諾した
のは、カナダIFL会員であったドナルド・スミス（Donald　Smith）とレドパス（Peter
Redpath）であった。スミスは、　CPR重役であると同時に鉄道建設に必要となるイギリス
からの融資借り入れを行っていたモントリオール銀行（Bank　ofMontreal）の頭取であり、
帝国統合、そしてその手段たる特恵関税の導入に関しても熱心な人物として知られていた。
また砂糖精製業を営むレドパスは、モントリオール・英領西インド間通商関係強化という
点から、スミスと同様に帝国経済統合に大きな関心を抱く人物であったのである24。
　他方、モントリオ・一一・Lル会議所へのカナダIFLの影響は、コングレスにおける本国・植民
地間通商関係決議に対する会議所の見解を決定する際にも現われている。1892年5月3
日にモントリオール会議所理事会は、本国・植民地間通商関係に関する会議所の見解を決
定すべく討議を行っていた。しかし、この問題に関して討議が行われたのは、この一日の
みであり、結論としてこの理事会の約1週間前にカナダIFL副会長であるマクニールが下
院に提出した、「イギリス、アイルランド議会が、連合王国市場においてカナダ産品に外国
産品に与えられるよりも有利な条件を認めるならば、カナダ議会はイギリス工業製品に課
される関税を大きく引き下げることによって、同等の優遇を与える用意がある」という対
英特恵保証決議をそのまま借用して25、この決議に類するあらゆる申し出をモントリオー
ル会議所は支持すると決定がなされたのである26。このように、第二回コングレスに際し
て、モントリオール会議所は、その代表だけでなく議論の方針までもカナダIFLの影響を
受けていたのであり、言わぱコングレスを通じてカナダ1肌の見解をカナダIFLの会員が
語っていたのである27。
　このカナダ会議所に対するカナダIFLの影響力は、モントリオール会議所のみにみられ
た傾向ではない。カナダIFLの会議所への影響力は、カナダIFLが多くの支部を抱えてい
た中央カナダの会議所において顕著であった。ケベック商業会議所（Quebec　Board　of
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Trade）は、元会議所会頭であり、1880年以降はイギリスへと渡ってロンドン商業会議所
の設立運営に尽力していたドウベル（R．R．　Dobell）が会議所代表に選ばれている28。一方
で、オタワ商業会議所（Ottawa　Board　of　Trade）は、カナダ太平洋鉄道重役兼主任技師
であり、1887年の植民地会議にもカナダ代表として参加したフレミング（Sanford
Fleming）を会議所代表としてロンドンへと派遣している29。さらに会議所代表ではない
が、前回コングレスに引き続いて駐英カナダ代表であるタッパ・一一一一もコングレスへと参加し
ている。彼らは、全てカナダIFLの会員であった。
　たしかに前節でみたように、1890年代初頭にカナダの会議所は、イギリスをはじめとす
る帝国他地域との経済関係強化に大きな関心を抱いていた。しかし、1892年に開催された
第二回コングレスでの本国・植民地間経済関係、つまり帝国特恵関税の是非をめぐる論争
においてイニシアチヴを握り、「カナダ経済利害の観点」から議論を展開したのは、1880
年代後半の通商同盟運動期から一貫してこの問題に取り組んできたカナダIFLの一派であ
った。それゆえ、第二回コングレスは、1880年代後半に彼らが主張してきた特恵関税に基
づく帝国の経済的統合の議論を、イギリスのみならず帝国各地の商工業者へと訴える格好
の機会だったのである。桑原完爾は、第二回コングレスにおいてカナダ会議所と対立した
ロンドン会議所の主張が、本国IFLシティ支部が唱える自由貿易、資本投資、帝国防衛に
基づく帝国統合という「シティの観点」を反映したものであったと主張している30。その
ように考えるならば、第二回コングレスは、英加商工業者間の議論の場というよりも、本
国IFLとカナダIFLの帝国統合の手段をめぐる議論の場であったといえるだろう。
　（2）第二回帝国商業会議所会議における帝国特恵論争とカナダ代表の見解
　上記のような背景の下、第二回目となるコングレスは、1892年6月28日から4日間の
日程でロンドンにおいて開催された。その中心議題は、当該期におけるイギリス本国、そ
してカナダにおいて大きな関心を引いていた本国・植民地間通商関係をめぐる議論であり、
日程の大半はこの問題について討議するために費やされている。その議論は、輸入関税の
導入によるイギリス通商政策の変更の是非という点にとどまらず、今後のイギリス帝国に
おける経済統合の方向性を占う上でも極めて重要な意味合いを持っていた。その点におい
て第二回コングレス名誉総裁を務めたナッツフォード卿が言うように、この第二回コング
レスは、1887年の植民地会議に匹敵するほどの意義を有していたのである31。中でも本コ
ングレスの通商関係論争の争点となったのは、帝国経済関係強化の手段であり、端的に言
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うならばスミス（S．RB．　Smith）が指摘するように、第二回コングレスにおける本国・植
民地間通商関係をめぐる議論は、帝国経済統合の手段として「自由貿易帝国連邦」か「帝
国関税同盟」のどちらを選択するかの議論であった32。この前者の見解を唱えた中心人物
がロンドン商業会議所代表のメドリー（G．W．　Medley）であり、このメドリーの見解に対
抗したのが、タッパーとカナダ会議所の代表達であった。以下では、この二人と彼らに続
いて発言を行ったカナダ各会議所代表の見解を中心に検討することで、第二回コングレス
における帝国統合の手段としての帝国特恵関税導入をめぐる論争とそれを支持するカナダ
代表の論拠について明らかにしたい。
　まず、ロンドン会議所代表メドリーの主張を見てみたい。彼は自らの主張の冒頭におい
て、コングレス参加者の間でその手段の点では見解に相違があるも、帝国の経済的統合を
推進するという目的の部分に関しては、同意していると述べることで参加者の帝国統合に
向けての一体感を強調した上で、以下のような決議を提出した。
　保護関税を基盤とする特恵関税によって結びつけられた本国、植民地、属領間
財政同盟は、いかなるものであれ政治的に危険であるだけでなく、経済的に損害
が大きいものとなるであろう。そして密接な通商同盟を打ち立てる上で、状況の
許す限り、植民地は本国が施行する保護主義的ではない通商協定（自由貿易）を
採用するべきであろう（括弧は筆者による）33。
　一見して明らかなように、メドリーが唱えたのはイギリス本国における一般的な自由貿
易擁護の主張であり、その議論の力点は本国・植民地間経済関係の強化というよりも、む
しろイギリスにおける自由貿易政策変更の阻止という点にあった。メドリーにとって、帝
国経済関係緊密化を促進する手段としての特恵関税の導入は、イギリス本国における保護
主義政策の採用と同義だったのであり、彼は特恵関税に基づく帝国の経済的統合を保護主
義政策の採用によるイギリス本国経済への打撃という観点から批判した。それゆえ、彼の
批判の矛先は、本国の通商政策の変更に伴う食糧、原料課税による物価の上昇にまず向け
られていた。そして「保護主義路線」での統合は、植民地の主要な生産物たる食糧、原料
への課税が不可避であるため、安価な食糧、原料供給に依存するイギリス本国にとっては
受け入れ難いものであった。加えて、イギリス本国はドイツとベルギーと最恵国条項を含
む通商条約を締結しており、植民地との特恵貿易はそれらの条項と抵触するがゆえに困難
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であるとも彼は語っている。そのため、多様な帝国各地域を包括する枠組みを提示するこ
とは不可能であるというのが、本国・植民地間通商関係緊密化の議論に対するメドリv－一一の
見解だったのである。
　このような議論を展開するメドリーが、特恵関税に基づく帝国統合のオルタナティヴと
して提示したのは、植民地における自由貿易政策の採用であった。イギリス本国が自由貿
易政策を放棄できない以上、現在保護主義を採用する植民地がイギリスを中心とする自由
貿易体制に包摂されることで帝国内の経済関係が強化されると彼は主張している。その際、
メドリーが特に政策変更を期待したのはカナダであった。彼は、自由貿易政策の採用によ
ってカナダの企業は一時的に損失や不利益を蒙るだろうが、最終的には利益を生み出し、
カナダはアメリカとの通商戦争に勝利することによってアメリカ大陸一の大国になるだろ
うと述べている。メドリーが言うに、「あなたたちカナダ人がしなければならないことは、
我々イギリス人が以前からしてきたように自由貿易を採用すること」なのであった。メド
リーが考える国家にとっての富の源泉は自由貿易なのであり、帝国の各地域において自由
貿易を採用することが帝国を繁栄へと導く最善の手段なのであった34。
　このメドリーの主張は、彼と同じロンドン商業会議所代表のブラッシー卿（Lord
Brassey）とも共通するものであった。本国IFL防衛派の中心人物であるブラッシーが本
国・植民地間通商関係に関して議論する際、特に注目したのは本国から植民地への資本の
供給という点である。当該期においてイギリスは、資源開発に必要とされる資本を低利で
植民地に供給しており、この本国・植民地問の金融的紐帯によって帝国の経済的統合は維
持されると彼は主張している35。つまり、本国・植民地間の貿易面での紐帯を強化する特
恵関税の導入、言い換えるならば本国における通商政策の変更がなくとも本国・植民地間
経済関係の強化は可能であるとブラッシーは言うのであり、この点においてロンドン会議
所代表のメドリーとブラッシーの主張は共通していたと言えるのである。
　このようなメドリ・一一・Eらによる本国自由貿易の観点からの主張に異を唱えたのがタッパー
である。彼は、メドリーが唱えるような自由貿易体制は、本国に利益や発展をもたらすが、
植民地には同様の利益や発展をもたらさないと語り、モントリオール地区会議所（La
Chambre　du　Commerce　de　District　de　Montreal）決議を修正した以下のような独自の決
議案を提出した36。
地球上の居住可能地域の8分の1を占め、3億5，000万人の人口を有するイ
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ギリス帝国は、本国市場にできる限り低価格であらゆる地域の産物を十分に供
給することができる。そして、相互利益や友愛からなる国家感情は、本国と植
民地・属領間の通商関係をますます一層拡大するだろう。ゆえに以下のように
決議する。帝国内の全ての地域において、帝国産の一次産品の交易、消費を拡
大するために輸入外国産品に対して帝国産品を優遇する軽微な差別関税が本
国・植民地政府によって採用されるべきである37。
　タッパーの修正決議において力点が置かれたのは、対植民地食糧への特恵的待遇による
本国市場での植民地産食糧販売の促進という点である。この食糧輸出という観点から、タ
ッパーはメドリーら自由貿易論者によって語られる特恵による食糧価格の上昇と消費者の
負担増という主張を論駁した。彼は、まずフランスやドイツといった保護主義国での高関
税政策が食糧品価格を上昇させていないという事実を指摘している。そして本国市場での
食糧・原料特恵はその見返りとして植民地市場での対本国工業製品特恵を導くのであり、
たとえ本国市場で食糧品価格が上昇しても、労働者の雇用が促進されるという点で特恵関
税政策は有益であると彼は続けて語っている。タッパ…一・・にとっては、帝国の同胞であるに
もかかわらず、植民地が本国市場で他の諸外国と同等に扱われていることが不満なのであ
り、交渉によってドイツ・ベルギーとの条約に含まれる特恵禁止条項を修正することで、
植民地に本国市場での特恵的待遇を与えるよう動くべきであると説くのである。
　さらにタッパ・一一・・は、英米貿易関係、加米貿易関係という観点からも特恵関税に基づく統
合を主張している。彼の説明によると、1890年時における英米貿易はイギリスの大幅な輸
入超過であり、加米貿易関係ももまた長年同様の傾向を辿っていた。このような状況は、
同年に施行されたマッキンリー関税法へと至るアメリカの高関税政策に起因するのであっ
た。しかし、カナダはナショナル・ポリシーによってそのような状況を改善しつつあり、
大西洋と太平洋を繋ぐ帝国の幹線路たるカナダ太平洋鉄道を建設することで帝国関係強化
へと貢献していると述べている38。それゆえタッパーは、カナダと同様に、イギリスがア
メリカに代表される外国からの輸入品に関税を賦課する一方、植民地産品を優遇すること
で資本の流出を防ぎ、帝国内で資本と資源の還流が可能となると示唆するのである39。こ
のような食糧をはじめとする天然資源の供給地としての植民地の役割を強調する主張は、
1880年代後半におけるカナダIFLの議論を踏襲したものであった。イギリスからの資本
借り入れに対する債務返済を行う上で、カナダの主要産品である食糧品輸出を促進するこ
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とは不可欠であり、穀物輸出路としての鉄道を「帝国の幹線路」と称して擁i護する姿勢は、
タッパーをはじめとするカナダIFLの基盤をなす鉄道、金融利害の見解を反映していると
も考えられるだろう。
　このタッパーによる修正決議提出に続いて、彼の決議支持の演説を行ったのが同じくカ
ナダIFL会員であり、　CPR重役兼モントリオール銀行頭取のドナルド・スミス（モント
リオール会議所代表）であったことからも、特恵関税に基づく帝国統合とカナダIFLの鉄
道、金融利害との関係性が窺えるだろう。スミスは、自らの考えがタッパーと完全に一致
するだけでなく、全てのカナダ人の感情を代弁するものであったと主張する。そしてアメ
リカとの友好的な関係は重要だが、今までカナダが受けてきたイギリスに対する恩義を犠
牲にすべきではないと述べることによって本国・植民地間の感情的紐帯に訴える一方、両
者の統合を促進するような通商関係を持つべきであると語ることで感情的紐帯を補完する
実利的な紐帯の必要性を主張したのである40。
　またスミス以外のカナダ会議所代表達の多くも、タッパーの見解を擁護すべく論陣を張
った。トロント会議所代表のエリス（M．C．　Ellis）も現状の自由貿易体制下における英加
貿易の苦境を指摘することで、メドリーが掲げる自由貿易堅持の姿勢に疑問を呈している。
彼は本国市場で植民地が外国よりも冷遇されるならば、イギリス帝国の植民地としての地
位を維持することができるかは疑問であり、本国における対植民地特恵関税が導入される
ことで、帝国は一体となることができるとも述べている。そのために必要と考えられるの
が、本国における関税改革であった。イギリスにおいて賦課される茶やコーヒー、タバコ
等への歳入関税を植民地産食糧を優遇するような特恵関税に代置することによって、労働
者の負担を増やすことなく本国・植民地間の通商関係が強化されるとエリスは主張してお
り、この関税改革によってカナダは、アメリカに替わるイギリス本国にとっての食糧供給
地としての役割を果たすことができるようになるだろうと語っている。このようなエリス
の関税改革案は、後にチェンバレンが1903年以降の関税改革運動で掲げる関税改革プラ
ンを予兆するような内容であり、帝国特恵体制確立に向けて、本国が率先して改革の狼煙
を上げることを切望するものであった。
　またエリスは、対植民地移民促進という観点からも特恵関税導入を支持している。特恵
関税の導入は本国における植民地産品への需要を喚起することで、植民地における供給増
大をはかるべくイギリス本国から余剰労働力が植民地へと渡ると彼は分析している。その
ような移民は、植民地において外国工業製品よりもイギリス製品を好んで購買するだろう
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と述べることで、彼は特恵関税の導入によって、イギリスは北米大陸の北半分にイギリス
工業製品の一大消費地域を確立することができると訴えるのである41。このように、タソ
パーを筆頭とするカナダ代表達は、特恵関税による帝国関係強化の議論を展開し、中には
ペロー一（J，X．　Perraul七）のように「財政政策の舵取り失敗によるアメリカ13植民地の独
立」という植民地分離の先例を匂わせることで圧力をかけつつ42、本国に翻意を迫ったの
である。1890年以降、アメリカとの通商関係強化の道が閉ざされたカナダの貿易関係者に
とって、イギリス本国市場は唯一拡大が見込める有望な販路だったのであり、タッパーら
が訴える本国市場での他国産食糧・原料に対する優遇という主張は、非常に好意的に受け
止められたのである。ゆえに、タッパーらの主張は、特恵という手段はどうあれ、対本国
貿易拡大というまさにその一点においてカナダの多くの会議所が支持しうる内容だったの
である。
　しかしながら、イギリスとの通商関係強化という点から特恵支持がカナダ会議所代表の
多数を占める中で、少数ではあるがそのような考えに異を唱えるカナダ会議所代表も存在
した。オンタリオ州のハミルトン商業会議所（Hamilton　Board　of　Trade）代表のウッド
（A．T．　Wood）もその一人である。金物商から身を起こし、金属加工業、綿織物業、製鉄・
ニッケル加工業へと事業を拡大したウッドは、かつてはハミルトン会議所会頭としてハミ
ルトン製造業利害育成の観点から工業製品保護関税に一定の理解を示し、自由党下院議員
でありながら、1878年の下院における保守党マクドナルドのナショナル・ポリシー支持決
議に賛成票を投じることもあった。しかしながら彼自身は、工業製品原料への輸入関税反
対という点から一貫して自由貿易支持の立場を取っており、他国の製造業者との自由競争
は困難ではあるが、その困難な競争を通してカナダ製造業者は発展可能であると主張した
のである43。この点からウッドは、彼が所属するハミルトン会議所が特恵関税支持の姿勢
を示しているにもかかわらず、個人的見解として自由貿易擁i護の観点からコングレス参加
者に対して演説を行ったのである44。その演説の中で彼が訴えるのは、イギリスの産業覇
権の源は自由貿易にあり、安価な原料供給こそがイギリスの競争力を支えているという主
張であった。それゆえ彼は、イギリス本国の自由貿易堅持を謳うメドリー決議支持の立場
を示したのである45。
　ウッドだけでなく、チーズの製造・輸出を生業とするウッドストック会議所（Woodstock
Board　ofTrade）代表のバランタイン（J．　Ballantyne）もまた特恵に対して否定的な見解
を述べている。チーズやバターといった酪農品は、1890年代のカナダにおける主要輸出品
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であり、カナダはイギリスにとって最大のチーズ輸出国であった46。そのため、チーズ輸
出業者はイギリス市場でも高い競争力を有していたために、特恵関税の導入には否定的で
あるだけでなく、本国市場での自由競争の維持こそがカナダ農業の繁栄を導くと訴えるの
である47。しかし、カナダ国内市場における自由競争を通しての製造業の発展や、特恵的
待遇なしでのイギリス市場における輸出拡大を語るこれらの主張は、カナダ会議所代表の
中では例外的であり、カナダ会議所代表の多くはイギリスや他の帝国諸地域との経済関係
強化を求めてタッパーが唱えた特恵関税に大きな関心を寄せていたのである。
　　（3）第二回帝国商業会議所会議における帝国特恵論争の帰結とその意義
　第二回コングレスにおけるイギリス本国・植民地間通商関係をめぐる議論は、上記のメ
ドリーとタッパーの議論を中心に展開した。両者の見解は、その議論から明らかなように
決して交わるものではなく、最終的に両決議に対してそれぞれ採決が行われた。その採決
の結果、タッパー決議案が33対55で否決される一方、メドリv・一・決議案は47対34で可決
され、本コングレスにおける本国・植民地間通商関係をめぐる議論は終結した。タッパー
決議案を支持した33の会議所のうち、19の会議所はカナダ会議所であり、カナダ会議所
の本国との通商関係強化に対する熱意が窺える。その一方で、7会議所と極めて少数なが
ら、本国の会議所が特恵支持に票を投じていたということは、1890年代初頭における本国
での国民公正貿易連盟やカナダIFLによる啓蒙が、一定の成果を見せていたことの現れで
あるともいえる48。ドナルド・スミスも1892年9月13日にモントリオール会議所理事会
でのコングレス総括の際に、タッパーの見解は多数からの支持を得られはしなかったが、
一部のイギリス会議所がカナダ会議所の見解に支持の姿勢を示してくれたという点を重視
し、この点からコングレスは一定の成功を見たと評価している49。またオーストラレシア
の会議所においても、タッパー決議案は一定の支持を集めていた。中でも、ヴィクトリア
植民地の議員で後にオーストラリア連邦第二代首相となるディーキン（Alfred　Deakin）
やコングレス開催の4ヶ月後の1892年10月にサウス・オーストラリア植民地首相となっ
たダウナー（John　Downer）、そしてクイーンズランド植民地首相のグリフィス（Samuel
Griffith）といった本コングレスに参加していたオーストラリア植民地の有力政治家が揃
ってタッパー決議案支持を示していたのである50。
　しかしながら、帝国特恵体制確立の要となる本国では、特恵関税に対する支持が限定的
なものでしかなかったことは事実であり、コングレスにおけるタッパー決議案の否決、そ
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してコングレス直後に行われた総選挙での自由党勝利によって、1890年代初頭におけるイ
ギリス本国での本国・植民地間通商関係をめぐる議論は、一応の決着を見た。さらにこの
コングレスを通して、イギリスIFL内の特恵派と防衛派の対立は決定的となり、翌1893
年にイギリスIFLは解散することとなった。そしてIFLの解散後、　IFL特恵派は第二回コ
ングレス開催の4年後の1896年1月にイギリス帝国同盟（British　Empire　League：以下、
BELと略記）を旗揚げしたが、その影響力の低下は否めず、本国における帝国特恵関税に
基づく帝国統合の議論は、1903年以降のチェンバレンによる関税改革運動に至るまで沈静
化していった。他方、本国でのIFL解散を受けてカナダIFLも1896年3月にカナダBEL
へと改組するが、1893年の本国IFL解散以降の活動休止期間に会員数は半減し、その団
体としての影響力は本国のIFLと同様に低下したのである51。
　しかしながら、イギリス本国において特恵関税による帝国経済関係緊密化の議論が沈静
化していったのとは対照的に、カナダにおいてはその熱意は消えるどころか徐々にその裾
野を広げていったのである。そして、カナダ保守党の特恵関税への高い関心を背景に、カ
ナダ国内においてカナダIFLに替わる新たな運動主体として台頭してきたのが、カナダ各
地の商業会議所であった。第二回コングレスは、コングレスに参加したカナダの会議所に
とっても大きな意義を有していた。カナダの各会議所は、第一節のいくつかの事例に見ら
れるように、第二回コングレス以前からそれぞれの地域利害の観点を通してイギリス本国
や帝国他地域との経済関係緊密化を志向していたが、コングレスでカナダIFLが主導した
特恵関税に基づく帝国統合の議論を通して、帝国経済関係強化の「手段」を見い出したの
である。帝国経済関係強化に関して国内で討議の場を持たないカナダ各会議所にとって、
コングレスはカナダ国内における他地域の会議所の帝国経済政策志向を知る機会でもあっ
たのであり、従来個々の会議所内で語られていた帝国経済関係強化の主張が、特恵関税と
いう横糸を通して結びつけられたと考えられるのである。このカナダ各地の商業会議所に
よる特恵関税支持の活動は、それ以前のオンタリオ州やケベック州といった中央カナダに
おける一部の帝国主義者にその影響力が限定されていたカナダIFLよりも広範なカナダ全
土の商工業に従事する人々をその基盤とするものであり、特恵関税支持の主張は全国規模
へと拡大していったといえよう。このようなカナダにおける特恵推進運動主体の変化は、
第二回コングレスにおけるカナダ会議所の動向と、第二回コングレスの4年後に開催され
た第三回コングレスにおけるそれを対比しつつ検討することでより明白となるであろう。
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第三節第三回帝国商業会議所会議とカナダ商業会議所
（1）モントリオール商業会議所による帝国特恵関税政策の追求
　第二回コングレス以降、カナダ各地の会議所は帝国経済関係強化の手段として特恵関税
への関心を深めていった。その中心にあったのは、かつてと同様にモントリオール会議所
であった。しかしながら、カナダIFLの影響を直接的に受けていたそれ以前とは異なり、
モントリオール会議所は会議所内において積極的に帝国特恵関税支持の基盤形成に動いて
いた。会議所内での特恵関税をめぐる議論も活発化し、1895年4月19日に開催されたモ
ントリオール会議所理事会では、理事会会員のスミス（C．F．　Smith）によって提出された
帝国内相互特恵支持決議が全会一致で可決され、その実現に向けて動き出すよう連邦政府
首相ボウェル（Mackenzie　Bowell）に対して請願がなされるなど、モントリオール会議所
はカナダ国内における帝国特恵関税に基づく帝国統合を推進する運動体の一つとなってい
たのである52。
　このようなモントリオール会議所にロンドン商業会議所から第三回目となるコングレ
ス開催の知らせが届いたのは、この帝国内相互特恵支持決議可決の約1ヶ月後の1895年
5月であった53。このロンドン会議所からのコングレス参加要請を受け取ったモントリオ
・一一・・級?c所は、直後の1895年5月28日の理事会でコングレス参加を快諾したが、その討
議内容に関する検討は後日まで保留されることとなり54、コングレスに向けての具体的な
議論は、1896年3月以降に集中的に行われた。たしかに1890年代中葉のモントリオール
会議所において、大半の会員は特恵関税に基づく帝国の経済的統合推進という点でその見
解は一致を見ていた。しかし、いかにして本国・植民地全体を包括する帝国特恵体制を構
築するかに関して、会員の問に見解の一致は見られていなかった。以下の議論を先取りし
て言うならば、それは帝国特恵体制確立のために、「まず帝国の中心である本国での政策変
更、つまり自由貿易政策の廃棄と特恵関税の導入が先になされるべきか」、それとも「本国
での特恵関税の導入に向けて、まずはそれを支える植民地の政策変更が先になされるべき
か」の議論であった。
　まずコングレスでの帝国経済関係強化の議論におけるモントリオール会議所の対応を
話し合うために、理事会はこの問題に関する議論の準備を行うための小委員会を1896年3
月3日に任命し、その委員会の報告書を元にして3月31日の理事会において議論を行っ
た。その際、理事会に提出された報告書は、第二回コングレス時と同様に1892年4月に
カナダIFL副会長マクニールが下院に提出した「対英特恵保証決議」を踏襲した、本国が
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カナダ産品を本国市場で優遇するならば、カナダはそれに応ずるといった内容であり、言
い換えるならば特恵関税体制の確立に向けて、植民地ではなくまず本国での政策変更が最
初になされるべきという見解であった55。
　しかし、モントリオール会議所の対応を決定するための議論は、その後も続いた。同時
期に開催されたモントリオール会議所四半期総会において、コングレスでのモントリオー
ル会議所の帝国通商政策に関する対応を決定する際に、理事会員だけではなく、モントリ
オールで多様な産業に従事する会員の一部をも加えた特別委員会での協議を行うべきとい
う決議が可決された。この決議を受けて、理事会は4月22日に会員の中から19名の特別
委員を任命し、彼らと共にモントリオール会議所の対応に関する議論を行ったのである56。
　この特別委員会での検討の結果は、5A6日に開催された理事会で報告されたが、その
内容は理事会が3月31日に定めた「対英特恵保証決議」に沿ったものとは決定的に異な
るものであった。この日の理事会に出席した特別委員会委員であるホワイト（Richard
White）は、「対英特恵保証決議」を基本方針として採用する理事会の行動は、この問題に
関する徹底的な議論を阻害するものであり、モントリオール会議所はコングレスでの帝国
経済関係緊密化に関する会議所の対応について再検討すべきという旨の決議を提出し、こ
の決議は賛成多数で可決された57。これに続いて彼は、特別委員会の検討結果である決議
案を提出した。この決議案の中で特別委員会が特に重視したのは、本国が植民地との関税
協定に着手するまでに、各植民地が商品の全てないしは一部を外国商品よりも優遇するよ
う行動すべきであるという点である。それは、「対英特恵保証決議」とは異なり、本国では
なく帝国特恵体制確立に向けて植民地が率先して行動を開始することを謳っており、1894
年に自治植民地代表を集めてオタワで開催された植民地会議での通商関係決議の影響を多
分に受けたものであった58。
　このようなホワイトの攻勢に対して、理事会員マイルズ（Henry　Miles）の支持を受け
たジャッジ（Edgar　Judge）は、理事会における3月31日の決定に固執し、「対英特恵保
証決議」と一致するあらゆる申し出を支持すべきという決議を提出したが、この決議は10
対11で否決されたのである59。その結果、一部修正を経てコングレスでの帝国経済関係緊
密化をめぐる議論におけるモントリオール会議所の対応は、一般会員の議論をも踏まえた
特別委員会が掲げた植民地の積極的行動を支持する内容となったのである。
　他方で、モントリオール会議所内では、カナダの側から帝国特恵関税を追求する上で、
一会議所としてではなく、志を同じくする他の会議所と連帯することで、カナダ各会議所
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の総意として特恵関税推進の圧力を行使することが必要であるということも認識されてい
た。そのため、1896年3A末にコングレスにおけるケベック商業会議所間の統一利害を
形成すべくモントリオール地区会議所が会議の招集を打診すると、モントリオール会議所
はそれに応じ、理事会からマイルズとシャピュ（Charles　Chaput）をこの会議へ派遣し60、
他のケベック各会議所と帝国特恵関税に関する統一見解を作成すべく議論を行ったのであ
る61。
　このケベック州商業会議所会議（Conference　of　Chambers　of　Commerce　of　the
Province　of　Quebec）は、1896年4月13日にモントリオール会議所内の会議室で開催さ
れた。この会議に代表を送ったのは、州内の10の会議所であり、必ずしも全ての会議所
がロンドン会議所からコングレスへの参加要請を受けていた訳ではなかった62。しかし、
「ケベック州内の会議所の連合は、その影響力を集中させる最も望ましい手段」であり、
「州や国レベルで通商利害に関して連合がなされるならば、大きな影響力が行使されるだ
ろう」とマイルズらが会議後に語ったように、コングレスに参加しない会議所をも取り込
むことで、モントリオール会議所やモントリオ・一一・Lル地区会議所は、コングレスにおける自
らの見解が広範に支持されていることを示そうと企図したのである63。そしてこの会議で
は、地区会議所代表で第二回コングレスにも参加していたペローが提出した「本国・植民
地政府双方における外国商品を差別する特恵関税の導入」と「カナダの関税自主権に抵触
する帝国内自由貿易への反対」という最も基本的な特恵関税支持決議を可決することで、
参加会議所全てが「特恵関税に基づく帝国経済統合支持」という点で統一見解を形成しえ
たのである64。このように第三回コングレスを前にして、モントリオール商業会議所は先
のコングレス時とは異なり、地元の商工業者の声を踏まえつつ会議所内での十分な議論を
経て会議所の特恵関税支持の見解を決定したのである。さらに他の会議所とも協力し、統
一見解を持つことで、モントリオール会議所はコングレスにおける特恵関税支持の論陣の
一翼を担ったのである。
　　（2）第三回帝国商業会議所会議の背景
　ロンドン会議所による帝国各地の会議所への参加要請から約一年を経て、第三回目とな
るコングレスは、1896年6月9日から12日の4日間、ロンドンにおいて開催された。そ
の参加会議所数は、前回コングレスよりも30会議所ほど多い172会議所であり、カナダ
から参加した会議所の数も、前回コングレス時の26会議所よりもわずかに多い28会議所
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となっていた65。たしかに本コングレスは、規模の面で過去最大のものであり、帝国経済
統合の問題に関する討議を行う上で、その影響力はこれまで以上に大きなものとなったと
思われる。しかしながら、それにもまして本コングレスについて検討する上で重要となる
のは、前回コングレス以降のイギリス本国における政治状況の変化である。第二回コング
レス直後に成立し、帝国統合に消極的だった自由党政権が1895年のローズベリ（Earl　of
Rosebery）内閣総辞職で倒れ、直後の総選挙で保守党と自由統一党からなる統一党が政権
を奪取していたのである66。
　この新たに成立したソールズベリ（Marquess　of　Salisbury）統一党内閣において植民地
相のポストを得たのが、自由統一党のジョゼフ・チェンバレンであった。チェンバレンは、
かつては頑強な自由貿易論者として知られていたが、1890年代には本国・植民地間関係の
強化に大きな関心を抱いており、ソールズベリらから大蔵大臣など内閣における主要ポス
トを勧められたにもかかわらず、植民地の関係強化に直接従事すべく敢えて植民地相への
就任を望んだのである。そのような帝国主義者チェンバレンが、帝国経済統合推進に向け
て討議するコングレスに注目し、第三回コングレスの名誉総裁への就任を快諾したのであ
る。この点から、本コングレスの決定が、チェンバレンや植民地省を通じて帝国経済政策
に反映される可能性が高まったとコングレスに参加する商工業者は考えたのである。それ
ゆえ、このチェンバレンによるコングレス名誉総裁就任をロンドン商業会議所の機関誌で
ある『商業会議所ジャーナル（Chamber　ofCommerce　Journa1）』は、政府が商業利害の帝国
統合への貢献を認めるものであり、植民地大臣による積極的な支援を受けた第三回コング
レスは、今までのコングレスよりも重要な意義を有していると喧伝したのである67。その
一方で、チェンバレンもまたこのコングレスの機会を利用し、コングレスの開会演説にお
いて帝国経済関係強化を推進するための新たな計画をコングレスに参加すべく帝国各地か
らやってきた商工業者に提示することで、彼が考える帝国統合を一気に推し進めようと企
図していたのである。
　そのような意図をもってコングレスに臨んだチェンバレンが提示したのは、「イギリス
帝国関税同盟（British　Customs　Union）」構想と呼ばれるものであった。彼が考える帝国
関税同盟は、まず帝国内における関税障壁が撤廃されることで、帝国内自由貿易を確立す
ることがその第一の特徴である。その一方で、本国・自治植民地各政府は諸外国からの輸
入品への関税賦課に関しては関税自主権に基づき、各々の政府が独自に関税の賦課や関税
率を決定するというのが第二の特徴である。ただし、現状において自由貿易政策を採用す
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るイギリス本国は、外国産品に対して植民地産品を優遇するために、植民地の主要輸出品
である穀物、食肉、羊毛、砂糖を外国から輸入する際には輸入関税を賦課するというのが
第三の特徴である。このイギリス帝国関税同盟構想をチェンバレンは、かつて第二回コン
グレスでメドリーが唱えたような自由貿易に依拠する帝国統合でも、カナダをはじめとす
る植民地が切望する既存の植民地保護関税を基盤とする帝国特恵体制でもない「第三の道」
であると位置づける。そして、この帝国関税同盟を通して帝国経済統合を成し遂げること
で、イギリス帝国は政治的紐帯をも強化し、真の帝国連邦が可能となるとコングレス参加
者に対して訴えたのである68。
　このチェンバレンによる帝国関税同盟演説は、現職の閣僚が帝国通商関係緊密化論争の
中心地であるコングレスにおいて、限定的ではあるがイギリス本国の通商政策の国是とも
言うべき自由貿易政策の修正を語ったという点で、同時代においても大きな関心を引くも
のだったのであり、研究史上においても、第三回コングレスはその討議ではなくこの開会
演説のみに関心が向けられてきたのである69。たしかにこの帝国関税同盟構想は、1903年
以降のチェンバレンによる関税改革運動に至る彼の通商政策志向を考える上で非常に重要
であり、1890年代後半におけるイギリス帝国主義政策における一つの転換点としても大き
な意義を有しているともいえるだろう。
　しかしながら、彼のこの帝国関税同盟構想の内容を検討すると、経済統合から政治統合
へと段階的に発展することで帝国連邦の形成を目指すという彼の構想は、1880年代におけ
るIFLの見解を忠実に継承しているに過ぎないという点は見過ごされるべきではないだろ
う70。事実、このチェンバレンによる帝国関税同盟構想は、コングレスに参加したイギリ
ス会議所を中心とする自由貿易論者からも、他会議所とも連帯しつつ特恵関税に基づく帝
国統合推進を掲げるカナダ会議所代表からも支持されるものではなかった。前節において
モントリオール会議所を事例として検討したように、コングレスにおける議論の力点は、
それ以前のIFLが主導していたような帝国統合へと到る一階梯として経済関係の強化を検
討するというよりもむしろ、帝国経済関係の強化を主目的として位置づけるものへと変化
してきていると考えられるのである。第三回コングレスに参加した商工業者の主たる関心
は、帝国経済関係の強化にあり、後に検討するように帝国統合という観念的な問題は、重
要とみなされてはいたが付随的な問題と認識されていたのである。
　そのように考えるならば、第三回コングレス開会演説におけるチェンバレンによる帝国
関税同盟構想は、1890年代後半以降のチェンバレン関税改革運動へと連なる新たなイギリ
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ス帝国主義への一契機というよりも、IFLの残津たる帝国連邦論の精算という、1880年代
以降の帝国連邦運動の終焉として位置づけられるべきだろう。そして、以下で検討するよ
うに、チェンバレンの演説をもって終焉を迎えた帝国連邦運動に続く第三回コングレスで
のカナダの商業会議所が掲げる帝国特恵関税に基づく帝国統合の主張と、コングレス初参
加となる自由貿易の牙城たるマンチェスター商業会議所（Manchester　Chamber　of
Commerce）の論争は、商工業者を中心に帝国経済関係強化に関する議論を展開するとい
うコングレスの新たな段階への移行を示すものとして、注目すべき価値があるといえるで
あろう。
　　（3）第三回帝国商業会議所会議における帝国特恵論争
　チェンバレンによる帝国関税同盟演説に続いて、第三回コングレスの中心議題である本
国・植民地間通商関係をめぐる議論が開始された。そしてこの第三回コングレスでは、通
商関係をめぐる議論に関して、四つの決議案が提出されており、そのうちの三決議案はカ
ナダの会議所によるものであった。その内訳を見ると、第一に帝国経済関係強化と関税同
盟（Zollverein）の設立を主張するトロント商業会議所決議案、西部カナダでの食糧生産
増大の可能性を訴えつつ、特恵関税に基づいて本国・植民地間通商関係の強化を目指すフ
ォート・カペル商業会議所（Fort　Qu’Appelle　Board　of　bade）案、そして前回コングレ
スでのタッパー決議案を踏襲した帝国内での一次産品貿易を促進するための対外差別関税
の導入を主張するモントリオール地区会議所案である。残りの一つは、本国政府がイギリ
ス・植民地間における密接な政治面・通商面での統合を達成するための何らかの手段を講
じるべきというエディンバラ商業会議所（Edinburgh　Chamber　of　Commerce）決議案で
あった71。
　一見して、本国・植民地間関係強化とその手段となる関税政策変更の必要性に対する熱
意がカナダ会議所による三つの決議案に見られる一方、唯一本国の会議所から提出された
エディンバラ決議案は、非常に曖昧なものでしかなく本国とカナダの商工業者間の帝国経
済関係強化に対する温度差が現れているといえるだろう。またその温度差をより顕著に示
すのは、第二回コングレスにおいてIFLシティ支部の見解を反映しつつ、自由貿易堅持の
論陣を張ったロンドン商業会議所が、第三回コングレスではこの問題にほとんど言及しな
かったということである。ロンドン会議所は、コングレス開会5日前の1896年6月4日
に会議所理事会内でコングレスにおける会議所の対応を決定すべく討議を行った際に、上
181
記四つの決議案に対してエディンバラ会議所案のみを支持し、それ以外のカナダ会議所が
提出した本国の通商政策変更を伴う決議案には反対すべきという方針を決定していた72。
しかし、肝心の討議においては、コングレスに参加したロンドン会議所代表達は、ほとん
ど発言を行わず、この本国・植民地間通商関係をめぐる論争に加わらなかったのである。
たしかにロンドン会議所内にかつてのコングレス時に唱えられた自由貿易帝国連邦の主張
は残存してはいたが73、1890年代前半においてロンドン会議所内に存在し、この問題に関
する議論を主導していたIFL勢力の影響力低下がこのような点からも見て取れよう。
　このような状況ゆえに、第三回コングレスにおける当該問題に関する議論のイニシアチ
ヴを握ったのはカナダ会議所であり、トロント会議所代表であるオスラー（E．B．　Osler）
が、自らの会議所が提案する決議案を帝国各地からやってきた商工業者達に提示すること
で、議論の口火を切ったのである74。そして先にも少し触れたが、彼が提示したトロント
会議所決議案は、以下のような内容であった。
　カナダは、ブリティッシュの統合を導くために、（1867年のカナダ）連邦結成
の前例を打ち立てただけでなく、北米を横断する鉄道を建設し、ヴァンク…一一ヴァ
ー、香港、ニュージーランド、オーストラリア間の蒸気船航路を確立する一方、
大西洋高速蒸気船航路の整備に多額の助成金を提供することによって本国・植民
地間通商関係強化の基盤を形成している。そして本国・植民地・属領間の密接な
通商関係は、高速蒸気船業務への助成や、郵便、電信網の完成によって促進され
ており、それによって商業、食糧供給、戦時における弾薬運搬に関する高速かつ
安全な輸送が可能となるのである。
　ゆえに、以下のように決議する。帝国の様々な地域間における密接な連合によ
って得られるだろう利益は非常に大きいので、それは帝国内における必需品の自
由な交易という原則に基づく関税同盟にできるかぎり近い協定を採用する論拠と
なるだろう。そしてそのような協定は、現在ブリティッシュとしての家族的紐帯
を持つ国家の一部を構成する各王国、ドミニオン、州、植民地といった地方政府
の維持に付随する関税の必要性と一致するものである75。
　オスラーは、この決議案を通して関税だけでなく、鉄道建設、蒸気船航路の整備をも含
めた包括的な帝国経済関係強化案を提示し、自ら帝国内における貿易促進に対する強い信
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念を抱いていると語っている。この決議案に続いて彼は、経済関係強化を推し進める上で、
植民地が譲歩すべきとも述べており、その目的のためにカナダ人として喜んでそれに応じ
る姿勢を示した。また彼は、カナダの穀物輸出増大の点からチェンバレンの帝国関税同盟
への支持を表明し、すぐには困難でも数年内にイギリスにおける外国産食糧関税導入が達
成されるだろうと主張することで、トロント決議案で言及された「帝国内における必需品
の自由な交易という原則」の確立を図ろうと企図したのである76。
　しかしながら、オスラーと同様に関税政策の変更による帝国経済関係の強化を標榜しつ
っも彼とは異なる見解を抱いていたのが、モントリオール会議所代表のドナルド・スミス
である。スミスは、第二回コングレスに続いてモントリオール会議所代表として、本コン
グレスに参加しており、たしかに元IFLカナダ会員ではあったが、今回のコングレスにお
いては、前節で検討したように周到に準備されたモントリオ・一一・一・ル会議所の見解をコングレ
スの場で忠実に主張したのである。彼は、帝国内自由貿易を内包するチェンバレン帝国関
税改革同盟を支持するオスラーの演説を牽制しつつ、あくまでモントリオール会議所が掲
げる特恵関税に基づく帝国経済関係強化を主張すべく、トロント決議案の修正を申し出た
のである。その修正とは、決議内に以下の節を挿入するというものであった。
　本コングレスは、イギリス、植民地、インド内の特恵的待遇の基礎に基づく関
税協定の妥当性と現実性を確信していることを表明する77。
　この修正によって、スミスはトロント決議案には含まれていない「特恵的待遇」という
文言を加えることで、トロント決議案の中にある関税同盟という語が、チェンバレンが掲
げる帝国関税同盟を意味するのではなく、特恵関税に基づく　「関税同盟」であると示そう
と企図したのである。その意図は、この修正動議に続いて彼が行った演説で語られている。
彼は、コングレスに先駆けてモントリオール会議所が定めた植民地が主導する特恵推進を
訴えたのであり、これによって本国と植民地は、自由貿易対保護貿易といった抽象的な議
論を乗り越えて真の帝国通商関係緊密化が可能となると言うのである。それを実現するた
めには、オスラーが語っていたのと同様に、植民地は犠牲を払う、すなわち本国産工業製
品への関税優遇を認める用意がある一方、本国は帝国特恵体制確立の阻害要因となってい
るドイツ・ベルギーとの通商条約を破棄するという「犠牲」を払うべきだと本国会議所代
表に迫ったのである78。
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　このようなスミスの修正に続いて、その修正支持の演説を行ったのが、ヴァンクーヴァ
ー会議所のトゥウィッグ（John　Twigge）である。ヴァンクーヴァー会議所は、コングレ
スを前にした1896年2月12日に会議所内で特恵関税に基づく帝国経済関係強化支持決議
を可決しており79、本コングレスにおいても会議所代表のトゥウィッグは、コングレス開
催の目的は帝国商業利害の促進であるという点を確認した上で、スミスの提案こそがそれ
を成し遂げる上で重要であるとスミス支持の立場を示したのである80。同様にトロント会
議所代表のコックシャット（W．E　Cockshutt）も、同じトロント会議所のオスラーとは異
なり、特恵関税支持の議論を展開した。彼は、イギリス会議所代表が大多数を占めるコン
グレスの議場において、「帝国的観点」を強調しつつ、本国市場で植民地産品が外国産品と
同様に扱われており、通商面において植民地が帝国の一部である利点は存在しないと現状
の本国・植民地通商関係を説明している。このような彼の主張の背後にあるのは、アメリ
カのマッキンリー関税法によるカナダ対米輸出貿易の苦境であり、カナダにとって最大の
輸出先であるイギリス市場において植民地産品が優遇を受けることでカナダによる対英輸
出拡大を目論んでいたのである。このような点から、コングレスは外国よりも植民地との
貿易を促進するよう特恵を含む明確な決断をすべきであると提案したのである81。
　スミスが提案する特恵関税に基づく帝国経済関係強化の主張は、カナダのみならず他の
植民地会議所からの支持をも得ていた。ヴィクトリア植民地のメルボルン商業会議所
（Melbourne　Chamber　of　Commerce）のハダート（James　Huddart）は、カナダ会議所
の主張を自給といった閉鎖的な経済関係を意図するのではなく、貿易パートナー選択の問
題であると解釈し、本国・植民地間の「統合」という側面よりも「通商関係の強化」とい
う具体的・実利的観点からカナダ会議所の決議に共感を示した82。さらにタスマニア植民
地のホバート商業会議所（Hobart　Chamber　of　Commerce）代表のヘンリー（John　Henry）
は、特にスミスの修正動議に注目し、植民地における歳入の問題やニュー・サウス・ウェ
ールズを除くオーストラリア各植民地において根強く残る保護主義感情のために、植民地
間関税の撤廃を伴うチェンバレンが語る帝国関税同盟は困難である一方、特恵に基づく経
済関係強化は外国産品への関税引き上げで歳入が維持されるため、実現が可能であると語
っている83。
　その一方で、イギリス本国において通商政策の変更を望む会議所から支持を集めたのは
トロント決議案であった。バーミンガム商業会議所（Birmingham　Chamber　of
Commerce）の会頭としてコングレスに参加したトンクス（J．W．　Tonks）は、トロント決
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議案をチェンバレンによる帝国関税同盟構想と同義とみなし、その決議案こそが1880年
代以降本国において論争となっていた自由貿易と公正貿易の主張を折衷するものであると
位置づけ、このトロント決議を具体化するために本国は外国産穀物へのクウォーターあた
り1シリングの課税という譲歩を行う必要があると訴えるのである84。このトンクスの主
張は、外国市場への輸出不振に苦しむバーミンガム製造業者による帝国内自由貿易を通し
ての植民地輸出市場確保の願望を如実に現わしているといえるだろう。このトンクスの主
張に見られる植民地工業製品輸出市場の確保という主張は、イングランド北部工業地域の
会議所代表の見解に散見されるが85、ノッティンガム会議所（Nottingham　Chamber　of
Commerce）代表のスティベル（B．E　Steabel）が言うように、この問題に関しては植民地
間でも見解の一致が見られておらず、まずは植民地内での十分な検討が必要であるという
慎重な態度を示す会議所が多数であった86。トロント決議、そしてモントリオール会議所
の修正動議は、帝国統合というよりもまず貿易の拡大と輸出市場の優先的確保という観点
から、帝国各地の会議所代表の関心を引いたのである。
　これに対して、一切の政策変更を否定する自由貿易支持の議論を主導したのは、コング
レス初参加となるマンチェスタ・一一一‘商業会議所である。周知のように、マンチェスターはイ
ギリスにおける綿織物業の中心地であり、他の製造業が輸出不振に苦しむ中で外国市場で
の高い競争力を維持していた。それゆえ、マンチェスター会議所は、安価な原料供給を確
保するという点から自由貿易擁i護の主張を貫いていたのであり87、自由貿易政策の変更を
含む帝国通商関係強化について議論するコングレスに対して、参加要請を受けてはいたが
不参加の態度をとり続けていた88。しかしながら、ロンドン会議所からの第三回コングレ
スへの参加要請を受けて、コングレス開会約1ヶ月半前の1896年4月22日に開催された
マンチェスター会議所理事会においてマンチェスター会議所のコングレス参加をめぐって
議論が行われ、11対9と僅差ながら参加支持派が多数を占めたことで、コングレスにマン
チェスター会議所が参加することとなったのである89。その主張は、会議所内で6月2日
に開催された特別会議で決定されたように、イギリスの自由貿易からの離脱に反対すると
いうものでありgo、マンチェスター会議所はコングレス初参加にもかかわらず、カナダの
会議所によって訴えられるであろうイギリスにおける通商政策変更と帝国特恵関税の導入
を迫る主張に対して自由貿易を堅持するという責務を負っていたといえるだろう。
　このマンチェスター会議所の見解を帝国各地からやってきた商工業者へと示すべくコ
ングレスに参加したのは、マンチェスター会議所会頭であるホランド（WH．　Holland）で
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ある91。ホランドは、自らの演説の順番となると開ロー番、「自由貿易の故郷」からやって
きた頑強な自由貿易論者であると自己紹介した後、マンチェスター会議所代表として、会
議所の見解を披露している。彼曰く、マンチェスターは決して植民地貿易を軽視している
のではなく、植民地との通商関係強化を切望してはいた92。しかしそれを妨げているのは、
カナダであると彼は名指しで批判したのである。この論拠としてホランドが挙げたのが、
英加問輸出入貿易額の推移である。彼は、過去10年間の英加貿易を元に、イギリス本国
が一次産品を中心にカナダからの輸入を増加させている一方、イギリスからの対加輸出は
停滞していると主張することで、保護主義政策を採用するカナダこそが帝国経済関係緊密
化を阻害していると暗に批判したのである（図5－1参照）93。
　またホランドは、特恵関税導入による報復の危険性を指摘している。イギリス輸出貿易
に占める植民地の割合は小規模であるにもかかわらず、特恵関税を賦課することでその小
規模な植民地貿易を優遇するならば、諸外国がイギリス輸出品への報復関税を施行し、イ
ギリス輸出貿易先の大部分を占める外国市場から締め出されるかもしれないと危惧するの
である94。このように彼の批判の矛先は徹頭徹尾カナダに向けられていた。そして彼は、
特恵関税がカナダの生産者のみを利する政策であると位置づけ、特定の植民地のみが利益
を得る一方で、他の植民地がその恩恵を受けられないような特恵関税政策を支持すること
はできないとして、トロント決議とモントリオv・一一・ル修正決議の両方に対する反対を表明し
たのである95。カナダ会議所による主張とマンチェスター会議所による主張は、両者を支
持する各地の会議所をも巻き込むかたちで展開したが、お互い決して歩み寄りを見せるこ
とはなく、この本国・植民地間通商関係をめぐる議論にコングレスは日程の半分にあたる
丸二日間を費やしたのである。
　　（4）第三回帝国商業会議所会議における帝国特恵論争の帰結とカナダ商工
　　　　業利害
　このようなカナダ会議所とマンチェスタ・一一・一会議所の終わりの見えない論争に対して、議
長であるロンドン会議所のローリット（Albert　Rollit）は、第二回コングレス時とは異な
り、両者の論争がいまだ結論に達していないということを踏まえてこの時点で両決議の採
決を行うべきではないと考えていた。それゆえ、両決議に対する採決を行うかわりに、議
論の成果をコングレスの総意として参加者全員が支持しうる決議のかたちで具体化するこ
とを切望した。ゆえにローリットは、参加者全員が支持しうる、別な言い方をすればカナ
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ダ会議所とマンチェスター会議所の対立点を除去した極めて妥協的な決議をコングレス参
加者に提案したのである96。
　本国、植民地、属領間における緊密な通商関係を確立することは、迅速かつ注
意深い検討を要する問題であると本コングレスは考えている。
　それゆえに、本コングレスは、全植民地またはその一部の植民地に代わってこ
の提案がなされるならば、関係する諸利害の代表からなる帝国会議の招集、ない
しは本国政府が採用を勧められるその他の手段によって、上記のような検討事項
や何らかの具体的計画を推し進めることが正当であり、得策であると謹んで本国
政府に表明する97。
　このロ・一リットの説得と決議提出に対して、オスラーやスミス、そしてエディンバ
ラ会議所代表ロックハート（R．A．　Lockhart）らは、自会議所の決議案を取り下げ、ロ
ーリットの見解に支持の姿勢を示したことで、最終的に本コングレスにおける本国・
植民地間通商関係をめぐる議論は、ローリット決議を全会一致で採択することで終了
したのである98。
　たしかにこのコングレスの結果は、本国・植民地間経済関係強化のために今後の検
討を要するという曖昧かつ妥協的なものであり、その成果は非常に見えにくくなって
いる。それゆえ、この決議自体がこの後の帝国経済政策に直接何らかの影響を及ぼす
ことはなかった。しかしながら、そのコングレスにおける議論は、その後の帝国商工
業界における帝国通商政策志向の推移を検討する上で少なからぬ意義をもっていたと
考えられる。コングレスにおける自由貿易支持の中核をなしたマンチェスター会議所
は、コングレス直後の1896年7月31日にコングレスの成果報告を行っている。その
中でホランドは、コングレスにおいてマンチェスターの見解が明確に表明されること
で、最終的に決議から「関税同盟」に関連する文言全てを排除した点を評価する一方、
議論を通して植民地問で帝国関税同盟に関して大きな相違があることが明らかとなり、
関税同盟支持者はその実現の難しさを確信しただろうと語っている99。このようにマ
ンチェスター会議所にとって、第三回コングレスは帝国経済の中心地たるイギリス本
国における通商政策を維持しえたという点で勝利に等しい成果を上げたとみなされた
のであり、初参加となった今回以降のコングレスでも帝国商工業界における自由貿易
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支持の中枢としての役割を続けていくこととなるのである。
　その一方で一定の支持を得たものの具体的な成果を上げることができなかったモン
トリオール会議所は、コングレス直後からカナダ国内での特恵関税支持の基盤形成に
努めたのである。会議所理事会は、1896年9月にはコングレスに提出されたドナル
ド・スミス修正決議を同年7月に首相の座に就いたウィルフリッド・ローリエに送付
し、また1897年2月7日のモントリオール会議所年次総会では、特恵関税支持決議
を可決したのである100。このようにモントリオール会議所もまた、第三回コングレス
以降、カナダ国内において特恵関税に基づく帝国統合の主張を広めつつ、帝国特恵体
制確立に向けてのカナダ政府、そして最終的にはイギリス本国政府の政策変更を導く
べく活動を拡大していったのである。この第三回コングレスにおいてかたちつくられ
た自由貿易擁護のマンチェスター会議所と特恵関税に基づく帝国統合支持のカナダ会
議所の対立図式は、世紀転換期における帝国商工業界における帝国経済政策志向をめ
ぐる論争の中核をなしていたのである。この枠組みは、1900年に開催された第四回コ
ングレス101、そして第七章で検討するように、1903年に開催された第五回コングレ
スでも同様の枠組みから論争が繰り広げられるのである。
　　（5）　カナダ商業会議所と帝国特恵論の受容
　以上見てきたように、1890年代中葉に至るまでにカナダにおける商業会議所は、帝
国統合を経済問題として認識し、帝国経済関係強化に関心を寄せていた。その背景に
は、それ以前の米加通商同盟運動の影響、そしてそれにもましてイギリス本国、西イ
ンド、オーストラレシア植民地といった帝国他地域市場への進出の願望があったので
あり、カナダ各地の商工業者は、「経済的観点」から帝国に接近したのである。その点
において、カナダの各会議所は程度の差こそあれ統一した見解を持っていたといえる
だろう。そしてこの部分に、カナダIFLに集っていた帝国主義者との見解の相違があ
った。その相違とは、言うなれば、帝国統合に至る手段として経済関係強化を主張し
ていたIFLと経済関係強化に至る手段として帝国統合を語るカナダ各会議所の相違で
あったともいえるのである。
　しかしながら、会議所の会員達が帝国統合という側面を軽視していたというわけで
は決してない。彼らが考える帝国経済関係強化という実利的な統合を推し進める上で、
その基盤をなす感情的紐帯は不可欠であり、その感情的紐帯となるとみなされたのが、
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本国の人々、そして自治植民地の人々を包括するブリティッシュとしての意識である。
その主張は、先に述べたトロント決議案の一部にも述べられているし、またコングレ
スにおける本国・植民地間通商関係をめぐる議論が終了した際にオスラーが語った、
「カナダ人は統合されており、その統合の要となっているのがブリティッシュとして
の意識である」という主張にも表れているのである102。カナダ商業会議所は本国・植
民地間の感情的紐帯という側面をも利用し、帝国の一体性を強調することで帝国の経
済的統合の議論を推し進めたのであり、それはその後のカナダ商工業利害が帝国経済
関係強化を語る際の基本路線をなす論調であった。
　本章での検討の結果からも明らかなように、1880年代末から90年代初頭にかけて
カナダIFLが掲げた帝国特恵論は、カナダIFLの衰退以後も商業会議所に集う貿易業
者達に継承されていったのである。1890年代後半以降、モントリオール商業会議所を
中心とするカナダ各地の商業会議所は、特恵関税支持決議を可決し、1902年に開催さ
れた植民地会議に参加する首相ローリエに特恵関税に関する提言を行う一方103、帝国
各地から商工業者が一堂に会するコングレスにおいて率先して帝国統合論を主張する
に至ったのである。その一方で、通商同盟運動期にカナダ1肌と同様に米加互恵に対
して反対を唱え、ナショナル・ポリシーの擁i護を訴えていたCMAは、1890年代にお
いてこの特恵関税に対していかなる見解を抱いていたのであろうか。以下の章で検討
したい。
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第六章　カナダ製造業者協会と帝国特恵論
　CMAが1890年代後半から1890年代初頭に高揚した通商同盟運動に対して、カナダIFL
と共に反通商同盟の急先鋒としてその論陣の一角を担い、1891年総選挙での保守党勝利に
少なからぬ貢献を果たしたことは第四章で検討したとおりである。1850年代後半以降、対
米保護関税の強化、そしてナショナル・ポリシーの擁護をその活動目的に掲げてきたCMA
は、米加通商同盟論の高揚に際してもその主張を貫き、ナショナル・ポリシーを基盤とす
るカナダの発展を説いていた。それゆえ1891年総選挙において、通商同盟反対、ナショナ
ル・ポリシーの維持を訴える保守党が勝利を収めたことは、CMAにとって「既存のカナダ
製造業利害へのナショナル・ポリシーによる保護が、この国の必要性に合致している」こ
との証左とみなされたのであり、彼らは総選挙の翌月に開催されたCMA年次総会において
ナショナル・ポリシ・一一一・支持決議を可決することで、ナショナル・ポリシーの勝利を高らか
に宣言したのである1。
　しかしながら、1891年総選挙後におけるカナダの政治・経済状況は、製造業者に変革の必
要性を否応なく突きつけた。たしかに、1891年総選挙における保守党の勝利は、カナダ経
済発展の道標として13年間掲げられてきたナショナル・ポリシーが一定の支持を得ていた
ことを証明するものではあった。しかし、米加通商同盟論の高揚は元を正せば国内におけ
る一次産品市場の狭窄化と、高関税による工業製品価格の上昇という農業利害によるナシ
ョナル・ポリシーに対する不満に端を発していたのであり、ナショナル・ポリシーの維持・
強化を団体の活動目的の中心に据えるCMAは、農業利害にも配慮した、彼らからも支持を
得られるよう改められた新たな「ナショナル・ポリシー」を提示し、それをカナダ通商政
策に反映させるべく活動することが必要となったのである。
　また1890年代は、そのナショナル・ポリシー一・一自体が危機に晒された時期でもあった。1890
年代初頭における世界的な不況はカナダをも飲み込み、1880年代までナショナル・ポリシ
ーの保護の下で漸次的ながら成長を遂げていたカナダ製造業は、廃業や操業時間の短縮、
事業規模の縮小など大きな打撃を受けたのである2。一方で、この苦境はアメリカ合衆国に
おいても同様であった。アメリカは、1890年に当該期における基幹産業とも言うべき鉄鋼
業の生産高で、そして1897年には労働生産性の面でもイギリスを追い抜き世界一の工業国
となっていた3。しかし、不況の影響は大きく、多くの余剰在庫を抱えたアメリカ製造業者
による隣国カナダでのダンピング販売が横行したのである4。そのような状況にもかわらず、
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従来ナショナル・ポリシーを推進してきた保守党政府が、1894年に国内消費者救済の観点
から低関税政策へと舵を切ったことで、カナダにおけるナショナル・ポリシー、そしてナ
ショナル・ポリシーの保護に依存するカナダ製造業者は、その存在の危機に直面すること
となったのである5。
　さらに、1890年代におけるカナダ製造業利害を取り巻く状況の変化は、国内における保
護の問題にとどまらなかった。第五章で検討したように、1891年総選挙の勝利で勢いを得
たカナダIFLや商業会議所による帝国経済関係緊密化の議論は、カナダ国内のみならず、
イギリス本国や帝国他地域でも盛り上がりを見せており、またカナダ政府も特恵政策推進
の姿勢を見せたことで特恵関税に基づく帝国経済統合の主張が現実味を帯びてきたのであ
る。加えてカナダ政府は、先にも触れたように1891年以降に商務省を設立し、海外、特に
帝国他地域との通商路を整備すべく、イギリス本国やオーストラリア、ニュージーランド、
南アフリカといった他の自治植民地への高速蒸気船航路の就航や電信網の整備への助成を
拡充するなど、帝国経済関係強化に向けての基盤形成に乗り出したのである6。それゆえ、
本国や他の自治植民地との経済関係強化がはかられる中で、カナダ製造業利害も帝国経済
構造の枠組みの中における自らの位置を考える必要性に迫られるようになったのである。
　このように1890年代から20世紀初頭において、カナダ製造業利害を取り巻く状況は、
劇的に変化していた。彼らは、従来の国内市場保護という問題に加えて、イギリス帝国内
におけるカナダ製造業、そしてカナダ経済の位置づけ、具体的にはカナダとイギリスや他
の自治植民地との通商関係緊密化に関する問題について考えることを迫られたのである。
このような変化に対応するために、CMAはどのようにその通商政策志向を変化させていっ
たのであろうか。本章では、この問題について解明すべく、1890年代から20世紀初頭に
おけるカナダ製造業利害によるナショナル・ポリシーと帝国特恵関税に対する見解の変容
を取り上げ、検討を試みる。これは、世紀転換期においてカナダ製造業利害がカナダ経済、
そしてイギリス帝国経済に占める自らの位置をどのように捉えていたのかを明らかにする
試みである。さらに、この点について検討することは、当該期におけるカナダを、英米加
という「北大西洋三角形」の一角としてだけでなく、カナダ、オーストラリア・ニュージ
ーランド、南アフリカ、そしてイギリス本国というグレイター・ブリテンの枠組みの中に
位置づけることによって、英加という本国・植民地関係のみならず、カナダと他の自治植民
地という植民地間関係を明らかにすることによって、グレイター・ブリテン内の重層的な
経済ネットワークについて解明する一助ともなるであろう。
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第一節　1890年代におけるカナダ製造業者協会の通商政策志向
　　（1）「農工連帯」の主張とナショナル・ポリシー
　CMAは、1850年代の設立期から一貫してカナダ製造業振興のための保護関税の強化に
取り組み、1870年代以降はナショナル・ポリシーの擁護を団体の主たる活動目的と掲げて
いた。しかし、CMAはカナダ製造業の振興を第一義に据え、カナダ通商政策の方向性につ
いて考えてはいたが、決して製造業の発展のために国内における他の産業が犠牲としても
よいとは考えていなかった。1870年代において、CMAは製造業のみならず農業利害のた
めの国内市場保護の必要性をも訴えており、「国家における富のただ二つの源泉」たる農業
と製造業を関税によって外国の脅威から守ることが7、カナダ経済の発展へと連なるという
主張を展開していた8。このようなCMAによる農工連帯の主張は、1880年代末の通商同盟
運動高揚期に農業利害が対米自由貿易を唱えていた際には説得力を失い、CMAも通商同盟
に対抗するためにカナダ経済発展における製造業の重要性を前面に押し出した「工業国」
としてのカナダという製造業主導の経済発展モデルを提示していた。しかし、カナダ経済
の発展を考える上で、生産者たる製造業利害と農業利害との対立がカナダ通商政策の不安
定化を招くということは通商同盟運動の高揚によって証明されており、それゆえにCMA内
では1891年総選挙の後からカナダ通商政策の安定、つまりナショナル・ポリシーの維持を
はかるために、新たなかたちの「農工連帯」を主張しはじめたのである。
　CMA内において、このような主張を率先して展開したのが、1891年、92年時CMA会
長であったマクノートである。トロントにおいて時計製造に従事するマクノートは、CMA
内の関税委員会委員長も務めた関税問題のエキスパートであり、ナショナル・ポリシーの
熱烈な信奉者であった。彼は、1892年4月に開催されたCMA年次総会の会長演説におい
てカナダ経済発展の方向性と農工連帯の問題について、以下のように説明している。「理想
的な国家」とは、国内に多様な製造業を有し、農業と製造業のバランスが取れているがゆ
えに、各種産業が国内のみで生産と消費を行うことができるような自給的な経済構造を持
つ国家であった。そのような自給的な国家において、カナダ農民にとっての最善の市場は
国内市場であり、農業利害と製造業利害は相互補完的となると彼は考えていたのである。
　一見して明らかなように、このようなマクノー一一・トの主張は、東部工業地域と西部農業地
域を大陸横断鉄道によって連結することでカナダ経済の発展を目指すというナショナル・
ポリシーの思想をそのまま表現したものであった。しかしながら、通商同盟運動を経てナ
ショナル・ポリシーをめぐって農民と製造業者の利害が対立しているという実情を踏まえ
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て、彼がこれの代案として提示したのがイギリスとの通商関係強化であった。マクノート
は、農産品は国内市場に向けて生産されるべきではあるが、国内需要を満たした上で生じ
た「余剰農産品」に関しては、カナダと生産物が競合しないイギリスでの販売が適切であ
ると考えたのである9。このように主張することで、マクノートは製造業利害が支持するナ
ショナル・ポリシーが意図する自給的な経済構造を維持した上で、農業利害が切望する農
産品輸出市場を開拓することによって、カナダ経済発展のための「農工連帯」が可能とな
ると考えていたのである。
　また1896年からCMA会長に就任したケンプ（A．E．　Kemp）も、製造業者の視点からカ
ナダの農工連帯を主張する一人であった。彼が言うに、イギリス農産品市場はカナダ農産
品を無尽蔵に消費する一方、アメリカはすでに農産品に関して自給を達成しているがため
にカナダ農産品輸出の拡大は見込めないのであり、アメリカの高関税政策によるカナダ農
産品輸出の排除は、アメリカがカナダ農産品を必要としていないということの表われだっ
たのである。それゆえ、ケンプも製造業者はナショナル・ポリシー支持で統一する一方、
農産品市場としてのイギリスの価値に今一度注目するようCMA会員達に訴えたのである10。
このように、マクノ・一一・・トやケンプなどのCMAの主要人物によって語られた「農工連帯」の
主張は、イギリスとの経済関係強化、農産品輸出の拡大という点において、同時期に連邦
政府やカナダIFLが掲げていた特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化の主張と高い親和性
を有しているとも思われる。しかし、CMAの意図は、連邦政府やカナダIFLとは全く異な
る点に向けられていたのであり、その相違は、CMAの帝国特恵関税に対する見解からも明
らかである。
　CMA内で帝国特恵関税に関して初めて討議が行われたのは、1892年4月21日開催され
たCMA執行委員会においてであり、その討議の発端となったのは、カナダIFLトロント
支部副支部長であったコックバーン（G．R．R．　Cockburn）からCMAに寄せられた一通の手
紙である。その手紙においてコックバーンは、そのHの終わりにカナダIFL副会長で保守
党下院議員であるマクニ・一一・・ルがカナダ下院に提出予定である対英特恵保証決議案の概略を
CMAに提示し、その決議に対するCMAの見解を求めてきたのである11。「イギリス、アイ
ルランド議会が、連合王国市場においてカナダ産品に外国産品に与えられるよりも有利な
条件を認めるならば、カナダ議会はイギリス工業製品に課される関税を大きく引き下げる
ことによって、同等の優遇を与える用意がある」という内容の対英特恵保証決議案は、CMA
が求めるイギリス市場でのカナダ農産品への優遇を引き出す手段となるものではあった12。
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　しかしながら、執行委員会において議論となったのはこの決議案の後半部分である。た
しかにイギリス市場における優遇は魅力的ではあったが、そのような優遇を得るためには、
カナダはイギリス工業製品に対する輸入関税の減免を認めなくてはならないのであり、こ
の点をCMA執行委員は批判したのである。言うなれば、政府やIFLによって志向された
英加問の相互特恵関税は、CMAが掲げる工業製品保護、そしてそれを柱とするナショナ
ル・ポリシ・一一・・に対する挑戦と解されたのである。ゆえに、特恵関税に基づく英加間経済関
係強化の主張は、CMA執行委員からは全く支持を得られなかっただけでなく、「いかなる
かたちの実質的関税率の減少も、カナダ製造業利害にとっては破滅的となるだろう」とい
う決議を可決することで、特恵関税の導入に対する反対の立場を明確に示したのである13。
　他方、帝国特恵関税に対して好意的な人々も、CMAの中には少数ではあるが存在したと
いうことは見過ごされるべきではない。マクノートの後を継ぎ、1893年、94年度にCMA
会長を務めたバートラム（G．H．　Bertram）もその一人であり14、彼は1893年2月7日に開
催されたCMAの特別総会で帝国特恵関税の問題に言及している。彼は、カナダ製造業に対
する保護は何にもまして重視されるべきであると留保しつつも、特恵関税が帝国内の統合
強化に果たす役割に注目し、諸外国の利害よりも本国や他の帝国地域の利害を優先して考
えることが必要であると主張した。そして、特恵関税を伴う本国・植民地間の通商協定の
締結は、カナダ製造業に対する十分な保護とも両立しうるのであり、カナダにとって有益
であると語るのである15。このバートラムの主張は、次節以降で触れる20世紀初頭のCMA
による経済政策志向の先駆をなすものであった。しかし、1890年代前半という時期におい
てはCMA内においては支持を得られず、バートラム自身も特恵関税の有用性を認めつつも、
「今日のカナダにとって必要なのは現状維持」、つまりナショナル・ポリシーの維持と述べ、
カナダにおける特恵関税政策の即時施行には消極的な姿勢を示していたのである16。このバ
ートラムの演説と同日にエリオット（R．W．　Elliot）によって提出されたナショナル・ポリシ
ー支持決議案が、CMA会員の間で「信仰宣言（Declaration　of　Faith）」と呼ばれたように、
施行から十数年を経てナショナル・ポリシーは、彼らの間で単なる通商政策の枠を越えた
ものとして扱われていたのである17。
　このように、CMAは農業利害にも配慮して対英農産品輸出強化を図ることで農業と工業
を両輪とするカナダ経済発展の方向性を模索していたが、そのようなCMAが語るイギリス
をも組み込んだ新たなかたちのナショナル・ポリシ・一一・一による「農工連帯」の主張は、あく
までカナダ国内産業に対する保護の原則が維持される限りにおいてのみ彼らによって支持
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されたのである。そのためCMAは、イギリスへの農産品輸出を標榜しつつも、帝国特恵の
ように保護関税を減免することで自らをイギリス製造業者との競争に晒すことには製造業
利害擁i護の立場から断固反対の主張を貫いたのである。このような点から、同じ対英農産
品輸出強化を主張しつつも、特恵関税に基づく帝国経済関係強化を志向する連邦政府、そ
してカナダIFLの人々とは全く異なる観点から、　CMAがカナダ経済、そしてイギリス帝国
経済構造に占めるカナダの位置づけを考えていたということが窺えるであろう。CMAにと
って、たとえ対米互恵を退けても、それに代わって対英特恵の議論が高揚することは、カ
ナダ通商政策の面では「極論から極論へ（from　one　extreme　to　another）」の変更だったの
であり、CMAの機関誌『カナダ製造業者と産業界』で述べられているように、「ロバによ
って蹴り殺されるか、ラバによって蹴り殺されるか」の差でしかなかったのである18。
　　（2）特恵関税支持決議と英米加関係
　1890年代前半において、CMAは国内工業製品市場の保護と対英輸出市場を確保するこ
とでカナダ経済発展を支えていくことを企図していたが、当該期におけるカナダを取り巻
く政治、経済的状況に適応するために、その通商政策志向を修正していかなくてはならな
かった。中でも、1890年代におけるCMAの通商政策志向の大きな転換点となったのは、
1896年4月29日に開催されたCMA年次総会における対英特恵関税支持決議案の可決で
あった。
　この日、CMAは約1ヶ月半後に迫った第三回コングレスへの参加に向けて、コングレス
に参加するCMA代表の帝国経済政策に対する見解を決定するために討議を行っていた。こ
の討議を主導したのは、先にも触れた1891年、92年度CMA会長であり、熱烈なナショナ
ル・ポリシー支持者であるマクノv－一一・トであった。彼は、「CMAは、1896年6月にロンドン
で開催される第三回コングレスの目的が帝国内特恵貿易を基礎とするイギリス本国・植民
地間統合の紐帯緊密化を導くことに繋がる限りにおいて、その目的を支持する」という旨
の決議を総会へと提出したのである19。さらにマクノートの特恵関税支持決議案に対する支
持演説を行ったのもまた、1893年に「ナショナル・ポリシー信仰宣言」決議案を提出して
いたナショナル・ポリシー支持者であるエリオソトであった。前節において言及したよう
に、かつてCMAは、カナダ製造業に対する保護の減少という点から帝国特恵関税案の導入
に対して断固反対の姿勢を貫いていたが、一部の反対者は存在したものの、この日の会議
に参加したCMA会員の大半は、この二人のナショナル・ポリシー論者が主導した特恵関税
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支持決議に賛意を示したのである20。
　しかしながら、このCMAによる特恵関税支持決議案可決は、　CMAの会員達が特恵関税
に基づくイギリス本国や帝国他地域との経済関係強化を希求する方向へとその主張を転じ
たことを意味しなかった。このCMAの通商政策志向の変化に影響を与えたのは、イギリス
との経済関係強化への熱意というよりも、むしろカナダに対するアメリカの経済的影響力
の拡大に対するオルタナティヴの追求にあったと考えられるのである。
　そのCMAによる通商政策志向の変革を導いた第一の要因と考えられるのが、カナダ保守
党による通商政策の変更である。1890年代前半においてCMAは、ナショナル・ポリシー
を基盤とする国内産業保護と対英農産品輸出市場拡大を推進するような通商政策を追求し
ていたということは、前節において検討したとおりである。しかし、このCMAが掲げる通
商政策の根幹をなすナショナル・ポリシーが、1890年代中葉において危機に晒されること
となった。1890年代前半において、カナダ農業は凶作と農産品価格の下落に苦しんでおり、
農業利害はその苦境からの打開策として輸入工業製品関税の減税を求めたのであり、この
要求に保守党政府は1894年関税法で応えたのである21。
　この1894年関税法において、カナダ政府はカナダ工業製品関税を総じて大幅に低下させ
たのであり22、中でも農民が求めていた農業機器関税は、それ以前の35％から20％へ、そ
してその他の鉄鋼、綿織物、毛織物もその関税率が大きく減少させられたのである23。この
関税引き下げに対して、大蔵大臣のフォスターは、「多くの製造業はいまや十分にその基盤
を確立しており、かつてと同様の保護は必要としてない」と語ったのであり24、それは保守
党の通商政策が、製造業の振興に重きを置く従来のナショナル・ポリシーからの転換を示
すものだったのである25。たしかにこの保守党による1894年関税法は、特定の利害のみで
はなく、カナダ国内における全ての利害の要求を満たそうと企図したものではあった。し
かし見過ごされるべきでないのは、この1894年関税法が施行された時期は、農業のみなら
ず製造業も深刻な不況に苦しんでいた時期だったということであり、先にも触れたように
多くのカナダ製造業者は廃業や操業時間の短縮、事業規模の縮小に苦しんでいたのである。
それにもかかわらず、農業利害への配慮から工業製品関税が大幅に引き下げられたことで、
カナダ製造業者と同様に不況に苦しむアメリカの製造業者が不況の一因であった過剰生産
によって生じた大量の在庫商品をカナダ市場へと差し向けたのである26。その結果、カナダ
市場におけるアメリカ製造業者との競争激化という状況に直面したカナダ製造業利害は、
保守党に対して不信感を強める一方、アメリカ工業製品輸入を阻止するための保護関税の
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復活とアメリカ製造業者に対する敵対意識を今まで以上に強めたのである27。
　またCMAは、保守党だけでなく自由党に対しても不信感を抱いていた。加米無制限互恵
政策を掲げて1891年総選挙を戦った自由党は、1893年6月にオタワで開催された自由党
党大会において従来の無制限互恵政策を放棄し、新たな通商政策として保護主義原則に基
づいた高率歳入関税政策へと転じていた28。しかし、1896年の総選挙時においても、製造
業者の間で自由党が政権獲得した際の関税政策の変更、すなわち低関税政策、そして対米
互恵政策への恐れはいまだ根強く29、自由党党首ローリエと、党の領袖であるカートライト
に対する不信感も決して拭いきれていなかったのである。
　そしてCMA対英特恵関税支持決議案が可決された1896年総会において、この自由党の
ローリエとカートライトに対する嫌悪を露わにしたのが、特恵関税支持決議案の提出者で
あるマクノートであった。折しもCMAの1896年総会は、当時カナダ首相の地位に就いて
いたタッパーによる議会解散の6日後にあたる1896年4H29日に開催されており、6月
23日に予定される総選挙までの2ヶ月間を彼は、「ナショナル・ポリシー施行後の18年間
におけるどの時期よりもカナダ製造業利害にとって大きな意義を有している」と述べ、以
下のようなローリエ、カートライトを批判する演説を行った。
カートライトやローリエの演説は、いったい何を意味するのでしょうか。ある男性
が言うには、カートライトやローリエは、科学的基礎に基づく関税を準備する予定で
あると演説を通して語っているそうです。私は、この国に科学的基礎に基づいた関税
を準備し、そして我々の製造業利害を破壊するほどに頭の切れる多くの愚か者がいる
ことを知っています。そしてこの国に、カナダ製造業利害を破壊することなく、関税
を引き下げることができる人は一人もいないだろうと私は思います30。
　この演説からも明らかなように、マクノートは自由党が1893年に無制限互恵政策を放棄
した後も低関税政策、そして低関税政策によって引き起こされるアメリカからの工業製品
輸入の増加を容認していると考えていたのである。そのように考えるならば、同日に彼が
CMA会員達に披露した特恵関税支持決議案は、総選挙で自由党が勝利したときに起こるで
あろう工業製品保護関税の低下と対米経済関係強化への動きの機先を制し、アメリカ製造
業者との競争に対抗するために対英経済関係を強化することで、国内農業利害の所得を増
やし、彼らのカナダ工業製品に対する購買力を増加させることを意図した主張であったと
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いえるであろう。
　無論、前節でも述べたようにCMA内においては、イギリス工業製品輸入増加への懸念か
ら帝国特恵関税の導入に対して批判的な会員達も多く存在した。しかしながら、1890年代
中葉のCMA内においては、この帝国特恵関税の導入に対するある種の「楽観論」が支配的
であったことも事実である。たしかにカナダ、そしてイギリス本国において特恵関税に基
づく帝国経済関係緊密化の議論は高まりを見せてはいた。しかし、現状においてイギリス
における自由貿易政策の放棄と帝国特恵政策への転換の可能性が低い以上、「イギリス、ア
イルランド議会が、連合王国市場においてカナダ産品に外国産品に与えられるよりも有利
な条件を認めるならば、カナダ議会はイギリス工業製品に課される関税を大きく引き下げ
ることによって、同等の優遇を与える用意がある」というマクニールの対英特恵保証決議
に従うならば、CMAの会員達はカナダによるイギリス工業製品に対する特恵的待遇の賦与
は当面の間は起こらないだろうと認識していたのである。1896年総会においてナショナ
ル・ポリシー支持決議を提出していたストーニーによる、「我々は、現在イギリスとの特恵
関税の問題について話し合っていますが、イギリスは『遠い距離』にあるので、この問題
は現在のところ先送りにできると私には思えるのです（二重括弧は筆者による）」という発
言は、それを如実に物語っていると言えるであろう31。
　むしろ、ストーニーが考えなければならないと訴えるのは、「近い距離」にある対米経済
関係に関してであった。中でもストーニーが対英関係にもまして注目するのは、その年の
秋に迫ったアメリカ大統領選挙の動向であり、彼の予測通り共和党が勝利するならば、ア
メリカが再び保護主義に転じることは確実であると考えていたからである32。ゆえに、アメ
リカがカナダ工業製品をこれまで以上に市場から排除しようとしている現状に際して、特
恵関税に基づく帝国経済関係緊密化の主張は、イギリス本国との関係強化をオルタナティ
ヴとして提示することで、アメリカ製造業者に対する対抗意識を明確にすることができる
一方、その実現可能性が低いゆえにイギリス製造業者との競争激化の危険性が少ないこと
から、1890年代中葉のカナダ製造業者が取り得る極めて現実的かつ実利的な選択だったの
であり、CMA内の厳格な保護主義者にとっても支持しうるものだったのである。
　このように、1896年CMA年次総会における対英特恵関税支持決議の可決は、対英通商
関係強化の願望の発露ということではなく、むしろ急速に高まりつつあるアメリカの保護
主義とアメリカ製造業者との競争激化に対抗するための一手段だったのであり、当該期の
カナダ製造業利害にとっての最大の関心は、アメリカからの工業製品流入に対するカナダ
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市場の保護にあったのである。そのため、これを護持するために、CMAはあらゆる点での
妥協を受け入れたのであり、対英特恵支持の主張もその一っだったのである。事実、1896
年アメリカ大統領選挙に勝利した共和党のマッキンリーは、1890年に平均関税率48％に及
ぶ高率保護関税政策を施行した保護主義者であり、また1897年には下院歳入委員会委員長
の地位にあったディングリー（Nelson　Dingley）は、マッキンリー関税法を上回る高率保
護関税政策（ディングリー関税法）を施行することで、カナダをはじめとする諸外国から
の工業製品輸入の排除を行っていたのである33。この点に関して、1896年時にCMAが抱
いていた懸念は、まさに現実のものとなったのであり、彼らによる対米通商政策に対する
警戒という主張は、極めて適切なものであった。しかしながら、彼らがその手段として語
っていた帝国特恵関税の導入に関する予測は、見事に裏切られることとなったのである。
以下では、1896年7月に成立したカナダ自由党政権下での「帝国特恵」政策とそれに対す
るCMAの対応について検討したい。
第二節　フィールディング関税法の成立とカナダ製造業者協会
　　（1）自由党の政策修正
　1896年は、同年4月のCMA総会や6月に開催された第三回コングレスでのカナダ商業
会議所の主張に見られるように、カナダの商工業界が帝国経済関係強化支持の方向性を見
せ始めた時期であった。それと同時に、1896年という年は、カナダの政治という点から言
っても世紀転換期における帝国の経済的統合を考える上で大きな転換点となった。CMAに
よる特恵関税支持決議の約2ヶ月後で第三回コングレスの約2週間後にあたる6月23日の
総選挙において、野党自由党が辛くも勝利し、翌7月11日にウィルフリッド・m一リエが
新たに首相に就任した34。実に18年ぶりとなるこの自由党政権の誕生によって、従来の保
守党政権期に行われていた諸政策は様々な変更を迫られることとなった。中でも最も顕著
な変化を見せたのが通商政策であり、1897年4月23日に大蔵大臣フィールディングによ
って上程された新関税法（フィールディング関税法）は、イギリスからの輸入品に対して
一方的に12．5％の関税優遇を認めるという「特恵関税」を他の帝国諸地域に先んじて施行
することで、世紀転換期における帝国経済統合の議論を一気に推し進めることとなった。
1891年に行われた総選挙の際には加米無制限互恵政策を掲げて選挙戦を戦った自由党が、
帝国経済関係強化の一歩となる通商政策を採用するに至った背景には、1891年以後にロー
リエ、そして自由党が直面した諸問題に対応すべく推進した三っの党戦略が影響していた
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のである。
　A．「不忠政党」の汚名返上
　その一つ目となったのが、「不忠政党」という汚名の返上である。1891年総選挙に加米無
制限互恵を唱えた自由党に対して、マクドナルドが与えた「不忠」の烙印は、総選挙が終
わり、マクドナルドがこの世を去った後もなお自由党を縛り続けていた。それゆえ、選挙
後の自由党にとって第一になされるべきは、自由党に着せられたこの「不忠」という汚名
を濯ぐことであり、党首ロー一リエの関心はこの点に向けられていた。彼は、1893年自由党
党大会において、自由党に「不忠」の呼び名を与える契機となった加米無制限互恵政策の
修正に着手し、従来の政策に替えて、「イギリスないしはアメリカとのより自由な貿易推進」
を掲げる決議を提案した35。カナダが通商関係を求める相手をアメリカのみならず、イギリ
スにも求めるという姿勢を明言するこの決議を提起することで、自由党がイギリスを排除
する一方、対米通商関係強化をはかるという印象を与えていた無制限互恵政策を放棄した
ことを示すものであった。
　このようなローリエによる通商政策修正を通した「不忠」の汚名返上の姿勢は、総選挙
の日が迫るにつれて強くなった。総選挙を20日後に控えた1896年6月3日にオンタリオ
州ロンドンで演説に臨んだローリエは、集まった数千人の聴衆に対して保守党が掲げる保
護関税政策ではなく、自由党が掲げる歳入関税こそが帝国特恵関税の導入を可能とすると
主張した。さらに彼は、この政策によってカナダ生産者はイギリス市場を獲得することが
できると同時に、本国においてチェンバレンが語る帝国統合を促進することができると訴
えたのである36。このローリエの演説において、かつて「不忠」の烙印を押されていた自由
党は、アメリカとではなく本国との通商関係強化を積極的に語るだけでなく、植民地大臣
であるチェンバレンの名を挙げて帝国統合促進に尽力する姿勢を示すまでに「親英的」な
政党とみなされたのである37。この自由党による通商政策の修正は、帝国への忠誠の発露と
して受け入れられ、イギリス系を中心とするカナダの人々のブリティッシュ・アイデンテ
ィティに訴えることで、かつての「不忠」の印象を完全に拭い去るのに寄与したのである。
自由党が政権獲得後に新たな通商政策を制定するに当たって親英的路線をとることは、こ
のようなカナダ人であることとブリティッシュであることを両立させる当該期のカナダの
人々からの支持を得る上で重要であったのであり、この親英的要素は、自由党の新たな通
商政策の根幹の一つをなしたのである。
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　B．製造業者との関係改善
　また1891年総選挙以降、ローリエが自由党に対する「不忠」の汚名を濯ぐことと同時に
目指していたもう一つの点は、製造業者との関係改善である。第四章で見たように、1880
年代後半以降、製造業者は自由党による無制限互恵がナショナル・ポリシーを破壊し、ア
メリカ製造業者との競争激化を引き起こすと主張し、一貫して反自由党の立場を取ってい
た。しかしながら、1891年総選挙時のCMAによる保守党支持活動からも明らかなように、
1890年代において製造業利害の政治的影響力は無視できるものではなく、また急成長を遂
げる製造業がカナダ経済に占める位置も年を経るにつれて増大していた。そのため、政権
獲得を目指す自由党にとって製造業利害との関係改善は焦眉の課題だったのである。
　その際、自由党がカナダ製造業利害との関係改善を図る上で重要な役割を果たしたのが、
CMA元会長のバ・一一・一トラムである。バートラムは、1890年代のCMA内において数少ない
自由党支持者の一人として自由党とカナダ製造業利害を繋ぎ、自由党の見解を普及させる
のと同時に、カナダ製造業利害の見解を自由党の党運営に反映させるのに貢献した38。その
ようなバートラムの働きが顕著に現れたのが、ローリエのロンドン演説と同日の1896年6
月3日に『グローブ』紙の一面に掲載されたローリエとバートラムの公開往復書簡である。
この書簡においてバー一一・一トラムは、自由党の高率歳入関税政策が、かつての無制限互恵政策
とは異なるという点に触れっつ、製造業者にとっても支持しうる内容であるどころか、「外
国製造業者と競争するカナダ製造業者にとって非常に有益」であり、自由党と製造業者の
間にかつてあった対立がすでに存在しないと述べている。また彼は続けて、「もし自由党政
権が、保護対自由貿易といった理論的な問題に関係なく具体的な商工業的観点を採用し、
『政府の歳入を満たすほどに高率の』関税政策の方向性に現在の関税を改正するならば嬉
しく思う（二重括弧は筆者による）」とも語っている。このバートラムの書簡に対して、ロ
ーリエも自由党が掲げる通商政策は高率歳入関税であると再度主張し、それが既存の状況
下におけるカナダの必要性に合致する政策であると応えたのである39。この公開往復書簡は、
自由党が政権獲得後も低関税政策への政策変更や対米互恵政策を施行しないという姿勢を
明示することで、製造業者が抱く自由党に対する敵対意識を和らげるのに寄与したのであ
る。
　しかしながら、前節で見たように、実際にはCMA内に保守党支持者が多数おり、カナダ
通商政策に関する認識も一様ではなかった。それにもかかわらず掲載されたこの書簡は、
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カナダ製造業利害が諸手を挙げて「自由党政権の誕生」とその通商政策を支持しているよ
うな印象を与えるのに寄与したのであり、選挙を前にしたこの時期に、自由党にとって製
造業利害との連帯を対外的に示す効果をも持っものだったのである。
　さらに自由党による製造業利害への配慮は、総選挙後においても継続していた。自由党
は、新関税制定の際にはビジネス利害の見解を取り入れることを彼らに約束しており40、自
由党の新関税制定にあたってカナダ各地の多様な経済利害の見解について調査するための
関税委員会（Tariff　Commission）を設立した。この委員会は、大蔵大臣W。S．フィールディ
ングと通産大臣リチャード・カートライト41、そして関税大臣であるウィリアム・パターソ
ンの3名によって構成され、彼らが全国の主要都市に赴き、各地の経済関係者から直接関
税に対する要望を調査することで自由党の新関税政策を策定することをその目的としてい
た。彼ら3人は同じ自由党に属し、内閣の中で通商政策に関連する役職に就いてはいたが、
自由貿易論者のカートライト、保護主義者のパタ・一一・一ソン、そして自由貿易論者であるが保
護関税の必要性を容認するという中道的姿勢を取るフィールディングというように、その
経済政策志向は三者三様であり、結果的にこの3人からなる関税委員会は、保護にも自由
貿易にも偏らない、通商政策志向の面でバランスの取れた調査が可能だったのである42。
　この関税委員会の調査は、次年度における新関税法施行を目指して、内閣発足の4ヶ月
後の1896年11月から翌年2月までの約3ヶ月間、全16都市で行われた。委員会は、多
様な業種からの聞き取りを考えてはいたが、委員会が自由党の従来の支持基盤である農業
利害ではなく43、彼らが関係改善を求める製造業利害に対する調査を重視していたのは、調
査先となった都市の大半がオンタリオ、ケベック両州の工業都市であったこと44、そして聞
き取りに参加した人々の業種が製造業中心であったことからも明らかであった45。この関税
委員会の聞き取り調査は、製造業者に自らの関税に対する要望を直接訴える機会を提供し
たのであり、CMA会長のケンプはこの関税委員会のメンバーが、彼らとの面談を希望する
製造業者全員に対応した点を高く評価し、かって存在した製造業に対する誤った理解を改
めることができたと語っている46。このように、関税委員会は製造業利害のローリエ新政権
に対する不信感を排除するのに寄与したのである47。この聞き取りを元にフィールディング
関税法は作成されたのであり、上記のような製造業利害に対する配慮という要素は、自由
党の通商政策を大きく規定したのである。
C．対米互恵協定の追求
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　自由党は、1896年選挙の前後において親英的通商政策追求を標榜するだけでなく、製造
業利害との関係強化を図る姿勢を見せており、その通商政策志向が従来彼らの掲げていた
対米無制限互恵から大きく転換しているという印象を人々に対して与えていた。しかし、
そのような変化の姿勢を強調する一方で、ローリエの真意は全く別の点にあった。ローリ
エは、特恵関税といった親英的通商政策や製造業利害への配慮を語る裏で、対米通商関係
強化とその手段としての加米互恵協定締結の主張を1893年以後も維持していたのであり、
彼の対米互恵への熱意の継続は、ローリエ内閣最初の閣議における彼の発言からも明らか
である。彼はその閣議において、「自らが掲げる政策の主たる特徴は、南の隣国との密接か
つ友好的な関係の構築である」と語ることで、自らの政権が対米経済関係の強化、端的に
は加米互恵協定の締結を目指す姿勢を全閣僚に対して示したのである48。
　この政策を追求するために、ローリエは前述のように蔵相フィールディング、通産相カ
ートライト、関税相パターソンを国内での関税調査に従事させる一方で、カナダ対米主要
輸出品である農産品互恵を達成すべく、1896年12月に関係閣僚である農務大臣（Minister
of　Agriculture）フィッシャー（Sydney　Fisher）を、そして1897年2月には漁業大臣
（Minister　of　Marine　and　Fisheries）のデイヴイズ（Louis　Davies）をワシントンに派遣
し、アメリカ側の対加互恵への可能性を探らせた49。たしかに農務相フィッシャ・一一・Eは、ワシ
ントンで国務長官オルニー（Richard　Olney）との会談に臨み、彼から加米互恵に関して好
意的な見解を引き出していた。しかし、この交渉の約一ヶ月前に行われたアメリカ大統領
選挙において共和党が勝利し、オルニーの属する民主党の下野が確定していたために、互
恵に関する交渉の機会は持たれなかったのである50。
　他方、新たに政権に就く共和党は、当該期において、共和党は保護主義を標榜しており、
中でも次期大統領となるマッキンリーは、下院歳入委員会委員長であった1890年に中西部
の農業利害を守るべく、高率関税障壁を打ち立てることでカナダ対米一次産品輸出に壊滅
的打撃を与えた人物であった。それゆえ、共和党との加米互恵に関する議論は、交渉のテ
ーブルを設定することすら困難な状況であった51。1897年2月にワシントンを訪問したデ
イヴイズは、かつてアメリカ側から通商同盟論を主張していた共和党のヒット（R．R．　Hitt）
をはじめ、オルドリッチ（N．W．　Aldrich）や下院歳入委員会委員長のディングリv－一・・（Nelson
Dingley）と会談を行い、彼らからそれぞれカナダの提案に対する好意的な見解を得た。し
かし、「マッキンリーの主たる関心は、現在歳入を満たすという点に向けられており、この
目的を達成しうる関税法が議会を通過するまで、マッキンリーは（加米互恵に関して）何
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の方策も取らないでしょう（括弧は筆者による）」というディングリーの発言に見られるよ
うに、彼らはカナダの申し出を具体化するような話には揃って言葉を濁したのである52。ま
た1897年初頭には、ローリエ自身がオハイオ州クリーヴランドを訪れ、次期アメリカ大統
領となるマッキンリーと加米互恵問題に関する討議の場を持った。その際、ローリエはマ
ッキンリーに対して、1891年選挙時に自由党が主張していた全ての加米間関税障壁を撤廃
する「通商同盟」の締結を提案したが、マッキンリー一・一から「そのような計画が採用される
見込みはない」と一蹴されたのである53。このように、1890年代後半という時期において、
アメリカ共和党はカナダ自由党が提案する互恵協定に関心を示さず54、マッキンリーの大統
領就任直後に招集された特別会期に、ディングリーがマッキンリー関税法を上回る高率関
税法（ディングリV－一一関税法）を上程したことで、ローリエが希求したアメリカとの互恵協
定締結の望みは、断ち切られることとなった55。しかし、そのような最後通牒を突きつけら
れてもなお、ローリエは対米互恵への情熱を失わなかったのであり、カナダが新たな通商
政策を制定する際にも、アメリカの動向次第では即座に互恵交渉を開始できる可能性を残
した通商政策を採用することを企図したのである。
　以上見てきたように、政権を獲得した自由党は、帝国主義的感情を抱くカナダの民衆、
保護強化を求める製造業利害、そして自らが望む対米互恵というある面において相互に矛
盾を孕む主張を包括する通商政策を打ち立てることが必要とされたのである。この難題に
取り組んだ蔵相フィールディングが、「多くの人々を喜ぱせる聡明な妥協策」として作り上
げたのが、1897年4月23日にカナダ下院に上程された「フィールディング関税法」なの
であった56。
　　（2）フィールディング関税法の成立
　自由党政権成立から約1年の周到な準備を経て完成したフィールディング関税法は、前
節で見たような自由党による諸利害に対する妥協的性格が色濃く反映された内容となって
いた。その妥協的性格は、新関税法の関税率に強く表われている。その平均関税率は、1887
年関税法の31．6％には及ばないものの、平均27．7％となっており、1879年のナショナル・
ポリシー関税法の26．2％とほぼ同水準となっている。ただしフィールディング関税法では、
ナショナル・ポリシー関税法や1887年関税法に比べ、輸入品に占める非課税品の割合が増
えている。これは工業製品の原料やカナダで生産できない商品の輸入を促進する一方、カ
ナダで生産可能な工業製品や一次産品に対する保護が重点的になされていることを意味す
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ることから、実質的には従来の関税に比べて保護主義的要素を強めた内容となっている57。
　また個別商品に対する関税率を見ても、ローリエやフィールディングによる各種利害に
対する配慮が窺える。工業製品関税は、関税委員会に対して行われた製造業利害による圧
力行使を反映して、一定程度の保護を維持していた。一例を挙げると、機械製品関税が25％
から30％へと増加される一方、鉄鋼関税は総じて引き下げられてはいたが、国内生産を振
興するための助成金制度が整備されることとなった58。これは輸入機械、そして鉄鋼に対し
ては一定の保護を保ちつつも、輸入鉄鋼を投入品として用いる鉄加工業者や機械製造業者
の願望をも受け入れたものであった。また繊維産業に関しては、自由党政府に対して強力
な圧力を行使しえた綿織物業が、1894年関税で減少していた関税率を引き上げることに成
功したのに対して、毛織物業関税は未加工毛織物関税が30％から20％に引き下げられるな
ど多くの商品が関税引き下げとなった59。一方でフィールディング関税における妥協的性格
が端的に表われたのが、農業機器や農具の関税である。農業機器関税は、1894年の関税改
正時、大幅な関税減を経験していたが（35％→30～25％）、多くの工業製品関税が1894年に
引き下げられた関税水準からの回復を見せる中、フィールディング関税法においても1894
年関税と同様の関税率が適用されることとなった。さらに従来は高関税を維持していた小
型農具の関税が35％から25％へと引き下げとなった。この農業機器、農具関税の減少は、
フィールディング関税法において国内の穀物価格高騰を抑止するため小麦粉、小麦関税を
引き下げられたことでアメリカ農業利害との競争激化が予想される農業利害の不満を相殺
するためのものであった60。このフィールディング関税法は、カナダ経済の発展というより
も、むしろ国内の各経済利害間のバランスをいかにして取るかという点に力点が置かれて
おり、従来の製造業利害の擁護に偏重した保守党のナショナル・ポリシーを改変しつつも、
一定の保護関税を維持していることから、以下で触れるように製造業利害からも支持を得
ることができたのである。
　しかしながら、このフィールディング関税法が従来の関税法と大きく異なるのは、フィ
ールディング関税法が、二重関税制度を採用しているということである。フィールディン
グは、関税委員会委員としての聞き取り調査の合間を縫って、オンタリオ州キングストン
にあるクイーンズ大学学長グラント（G．M．　Grant）の下で特恵関税についての勉強を行っ
ていたが61、1897年3月にアメリカにおけるディングリー関税法の上程に直面してフィー
ルディング、そしてローリエは親英的関税導入を決意する一方、少しでも対米互恵の可能
性を残した関税制度の導入を考えていた。その際に、CMAのバv・一一・トラムから提案されたの
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が二重関税制度であった。この二重関税制度は、カナダを関税面で優遇する全ての国から
の輸入品に適用される最低関税と、それ以外の国からの輸入品に適用される一般関税によ
って構成されており62、1897年時点におけるこの最低関税の適用国は、自由貿易というか
たちでカナダ製品に関税を賦課することなく輸入するイギリスのみであった。この二重関
税制度を用いることで、カナダは製造業に対する一定程度の保護を維持しつつ、他国との
互恵協定を締結することで海外輸出市場の獲得が可能となるのであり、当面においてイギ
リスからの輸入品に関税優遇を認める一方、交渉次第では自由党が待望するアメリカとの
互恵協定締結の可能性をも残していたのである63。この二重関税制度は、ローリエらが望む
あらゆる利害に対する妥協を成し遂げる上で極めて重要な役割を果たしたのであり、様々
な経済利害に配慮した関税率と二重関税制度を柱として、フィールディング関税法は作成
されたのである。
　このフィールディング関税法は、発表されるとすぐに他国よりもイギリスからの輸入を
優遇する「対英特恵関税」として国内、そしてイギリス本国において大きな話題となった。
フィールディングは、この関税法を発表した1897年4月23日の予算演説の中で、「なぜ我々
が、イングランドが特恵問題に関して動き出すのを待つべきだろうか」と発言することで、
イギリス本国との双務的関税引き下げを前提とする帝国特恵関税政策を唱えていた従来の
保守党による関税政策を批判すると共に、「一方的にかつ無償で」イギリスからの関税を引
き下げる自由党のほうがより帝国統合に関心を持つ、忠誠心に溢れた政党であるというこ
とを強調したのである64。
　またイギリス本国において、このフィールディング関税法は、ローリエの帝国主義者と
しての名声を高めるのに寄与した。イギリスの人々は、このカナダが無償でイギリスに与
えた「対英特恵関税」によって帝国統合への第一歩を踏み出したと理解し、イギリス外務
省もカナダによる「対米親英関税」の導入を積極的に評価したのである65。このような人々
にもまして、このカナダ新関税法に高い評価を与えたのが、カナダとの通商関係を有する
商工業界、金融界であった。ロンドン商業会議所は、フィールディング関税法の施行を第
二回コングレスにおいてロンドン会議所代表が主張していた自由貿易帝国連邦への一契機
と位置づけ、またシティ金融界でも銀行家評議会（lns七itute　of　Bankers）の会長であるウ
ィリアムズ（Robert　Williams）も、フィールディング関税法がロンドン金融市場における
カナダの信用を高めることに寄与したと語っている66。
　また第三回コングレスにおいて、カナダ会議所が主張した帝国特恵関税の議論を真っ向
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から批判し、自由貿易擁i護の議論を主導したマンチェスター会議所も、1897年7月20日
にカナダ新関税に関する特別会議を開き、フィールディング関税法支持の立場を示した。
第三回コングレスにもマンチェスター代表として参加した会長ホランドは、ロ・一・一一リエの主
張は彼の前任者である保守党の首相達とは異なり、イギリスに自由貿易からの離脱を要求
しないにもかかわらず、イギリスに互恵的待遇を提供していると述べ、本国が保護関税政
策へと転ずることなく帝国経済関係強化を推進する方法を提示するカナダ新関税が、マン
チェスターでも受け入れが可能であると主張するのである67。このように、フィールディン
グ関税法は、カナダ国内のみならず、イギリスにおいて特恵関税反対の主張を貫いていた
ロンドン会議所やマンチェスター会議所においても支持されたのであり、この関税の導入
による「不忠政党」の汚名返上とイギリス系住民からの支持獲得という自由党にとっての
当面の目的は達成し得たといえるであろう。
　　（3）カナダ製造業者協会によるフィールディング関税法への対応
　では、カナダ製造業利害は、このフィールディング関税法に対していかなる見解を抱い
ていたのであろうか。まずフィールディング関税法成立の「陰の功労者」の一人であるバ
ートラムは、フィールディング関税法に関して一部商品に関しては若干の修正の余地はあ
るが、概して新関税は自由党の支持基盤を強固なものとしたと語っている68。またCMA会
長のケンプも、フィールディング関税法で採用された関税率について、政権が自由党へと
代わってもナショナル・ポリシーの原則が維持されただけでなく、かつての自由貿易対保
護貿易という通商政策論争をしていた段階を経て、自由党が保護主義的通商政策を掲げる
に至ったことで、関税問題が政策論点とならなくなったという点を高く評価している69。無
論、毛織物業者のように、フィールディング関税法による関税改正によって関税率が減少
となった一部の製造業者にとっては不満が残ったが、多くの製造業者がこのフィールディ
ング関税法の保護主義的側面に満足していたのである。
　しかしながら、カナダ製造業利害は、このフィールディング関税法に諸手を挙げて賛意
を示したわけではない。フィールディング関税法上程の約2週間後の1897年5月5日に開
催されたCMA総会において、フィールディング関税法は総会に出席した製造業者達からの
激しい批判に晒されたのである。その批判の第一の論点となったのが、フィールディング
関税法が相互特恵関税ではなく、イギリス本国に対して片務的に関税優遇を認めていると
いう点である。この1年前の1896年度の年次総会において、CMAは特恵関税支持決議iを
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可決していたが、このときに想起されていたのは、カナダとイギリス相互に関税優遇を認
めあうことによるカナダの対英一次産品輸出、そしてイギリス本国の対加工業製品輸出の
促進であり、イギリスにおける自由貿易政策の変更、つまり植民地産一次産品を優遇する
ための対外国製品輸入関税の導入を前提としていたのである。しかし、会長ケンプが言う
ように、「イギリスが外国よりも植民地を優遇するとき、特に食糧品に関して優遇するとき
には、その返礼に植民地はイギリスに対して特恵関税を認めるべきではある」が、フィー
ルディング関税法は、イギリスにおいてそのような政策変更の機運が全く見られないのに
もかかわらず、イギリスからの輸入品に対して一方的に関税引き下げを認めるものであっ
た70。それゆえ、フィールディング関税法施行の結果、カナダはイギリス本国において、こ
れまでと変わらず他の一次産品生産国と激しい競争を強いられるだけでなく、本国への関
税優遇によってカナダ国内市場において本国の製造業者との競争激化に耐えなくてはなら
なくなるのである。この点に関して、ケンプが述べた「なぜ新関税は導入されるべきだっ
たのか」、「我々は新関税の見返りに何を得るのだろうか」という問いは、カナダ製造業利
害によるフィールディング関税法に対する不満を端的に表しているといえるであろう71。
　またケンプと同様に、1889年度CMA会長であったW．H．ストーニーもまたフィV・一・Lルディ
ング関税法によるイギリス本国に対する一方的関税引き下げに対する懸念を表明している。
ストー二・一一・・は、フィールディング関税法がイギリスをはじめとする互恵対象国との競争激
化を招くという点を批判すると同時に、その対処法として互恵対象国に適用される最低関
税をカナダ製造業がそれらの国の製造業者とカナダ市場で競争可能なほどに引き上げるべ
きであると提案するのである72。この最低関税の引き上げというストーニーの主張は、フィ
ールディング関税法の根幹をなす二重関税制度自体に疑問を投げかけるものであり、1880
年代末の通商同盟運動期に帝国への忠誠という論点から米加互恵を批判していたストーニ
ーであっても73、自らがいざイギリス製造業者との競争に晒されるという事態に直面すると、
イギリスへの関税優遇による貿易促進というカナダの「イギリス帝国への忠誠」よりも、
まずはカナダ製造業の保護を重視すべきであるという主張を強調したのである。
　CMAは、前述のように1896年年次総会において帝国特恵関税支持決議を可決したが、
それは対米互恵論に対する強力なオルタナティヴとして機能するだけでなく、イギリス本
国での政策変更が起こりえない以上実現することがない、つまりカナダ製造業利害を侵害
することがないがゆえに支持されていたに過ぎないのであり、その翌年にカナダの主導で
一方的に関税引き下げがなされるということは、CMA会員達にとって全くの予想外の事態
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だったのである。
　しかしながら、カナダ製造業利害がフィールディング関税法を問題視したのは、イギリ
スに対して一方的に関税優遇が認められたことによるイギリスとの競争激化という点のみ
ではなかった。カナダ製造業利害が恐れたのは、このフィ・一一一ルディング関税法が、イギリ
ス本国が他国と締結する通商条約に含まれる最恵国条項に抵触することであった74。最恵国
条項に従うと、カナダがイギリスに与える関税優遇は、イギリスが条約を結ぶ第三国にも
適用されることとなり、カナダは一方的にイギリスのみならず第三国からの輸入品に対し
ても関税を引き下げなければならなかった75。ゆえに、カナダはイギリス本国に対して一方
的に関税優遇を認めることで、イギリスが通商条約を結ぶドイツ、ベルギーをはじめとす
る22力国に対しても同様の待遇を提供せざるをえないのである76。
　この点について、ケンプは憂慮し、「我々は忠節なるイギリス臣民として、イギリスが他
国にカナダの関税優遇が適用されるのを認めなければならない」のであり、「それを拒否す
ることは不可能である」と述べている77。しかし、ケンプをはじめとするカナダ製造業者が
何よりも恐れるのは、このイギリスを中心に世界各国との間に張り巡らされる最恵国条項
の網の中にアメリカが参入することであった。フィールディング関税法制定時、アメリカ
はイギリスが通商条約を結ぶ22力国とは条約を結んではいないが、ひとたびそれらの国と
アメリカが最恵国条項を含む通商条約を締結するならば、カナダはアメリカからの輸入品
に対して何の見返りもなく一方的に輸入関税の引き下げに応じなくてはならないのである。
このアメリカに対する輸入関税の一方的引き下げこそが、カナダ製造業者が考える「最悪
の事態」だったのであり、彼らにとってフィールディング関税法は、「本国への疑わしい忠
誠という砂糖でコーティングされた破滅をもたらす飲み薬」だったのである78。
　このような「最悪の事態」を避ける手段としてエリス（P．W．　Ellis）によって提案された
のは、カナダを優遇する全ての国に開かれている互恵関税をイギリス本国と植民地に限定
することであり、フィールディング関税法を純然たる帝国特恵関税へと変更すべきという
旨の決議案であった。この変更によって、フィールディング関税法の最低関税がアメリカ
へと拡大することを阻止できるのであり、この決議案は全会一致で可決されたのである79。
CMAは、イギリスからの工業製品輸入増加という点には不満を抱きつっも、アメリカから
の輸入増加を避けるという点から、従来の路線を踏襲して消極的ながら貿易パートナーと
してイギリスとの通商関係強化の道を選んだのである。
　このフィールディング関税法の最恵国条項抵触問題は、本国政府とカナダ政府の間でも
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問題となり、最終的に植民地大臣チェンバレンが、帝国経済統合推進の契機となるフィー
ルディング関税法を、カナダが他国へも適用されることを嫌って撤回することを恐れたた
め、1897年7月にドイツ・ベルギーとの通商条約撤廃に踏み切り、ローリエも1898年2
月をもってフィールディング関税法の最低関税適用国を「イギリス本国とイギリス領のみ」
に限定することで、一応の決着を見た80。これによってローリエらが意図していたフィール
ディイング関税法を加米互恵のステップとするという計画は頓挫し、フィールディング関
税法は、彼らが必ずしも望まない「帝国特恵関税」へと変化させられることとなった。こ
のようにローリエは、フィールディング関税法に関して、対米互恵を意図しつつも帝国特
恵関税を推進することとなったのに対して、CMAは1896年以降、イギリスとの競争激化
を導く帝国特恵には消極的ではあったが、対米互恵に反対ゆえに一貫して帝国特恵支持の
立場を取ったのである。両者は、対米互恵に関して全く異なる見解を抱いていたが、結果
として帝国特恵関税支持という点でその主張は一致を見ていたのである。これ以降、CMA
は通商政策志向の面で全く異なる見解を抱く自由党の強力な支持基盤を形成して、1911年
まで15年間続く自由党政権を支えていくこととなったのである。
第三節　カナダ製造業利害と帝国市場への関心
　　（1）将来の市場としての自治植民地
　前節で検討したように、フィールディング関税法の制定時において、CMAは対米互恵を
阻止するという消極的な理由から、しぶしぶながら帝国特恵支持の立場を取っていた。こ
れは、カナダ製造業利害がカナダにおける帝国特恵関税の導入を本国からの工業製品輸入
増を導くと理解していたためであり、彼らがフィールディング関税法制定時に想起する「帝
国経済関係」とは主に英加間経済関係だったのである。しかしながら、当該期におけるカ
ナダ製造業利害の成長は、彼らの目をカナダ国内、そして英加関係以外の方向へと向けさ
せることとなった。u一リエが首相に就任した1896年頃からカナダ経済は、1873年以降
の大不況を乗り切り、ヨーロッパへの小麦輸出を基盤とする「小麦ブーム」による好景気
を迎えていた。その好景気の恩恵を受けるかたちで、カナダ製造業もこの時期に急成長を
遂げていたのであり（図6・1参照）、1900年にはカナダにおける製造業は、農業、酪農、鉱
業、林業、漁業の合計に匹敵する生産高を上げるまでになっていたのである81。またカナダ
における主要工業製品の生産高の推移を見ても、その成長は明らかである（表6・1参照）。
たしかに1891年から1901年にかけては、1890年代初頭の不況の影響によって成長率は伸
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び悩んでいる。しかし、連邦結成以降、多くの産業は軒並み生産を増加させていたのであ
る。このような1890年代後半におけるカナダ製造業の成長の結果、カナダ製造業は国内需
要を満たし、多くの余剰を抱えるがゆえに、輸出市場を拡大すべきであるという議論がカ
ナダ製造業者達の間で叫ばれるようになったのであり82、カナダ商業銀行（Canadian　Bank
of　Commerce）のウォーカー（B．E．　Walker）による、カナダは「ステープル輸出の段階か
ら工業製品輸出の段階へ」と発展を遂げたという発言が、彼らの間で受け入れられたので
ある83。
　このようなカナダ工業製品輸出市場拡大の議論が高まる中で、カナダ製造業利害にとっ
て開拓すべき海外市場と考えられていたのが、他の自治植民地市場である。自治植民地市
場への進出は、第三章でも検討したように1880年代から製造業者によって想起されており、
農業機器業者や楽器業者といった一部の製造業者は、すでに自治植民地への輸出貿易体制
を確立していた。しかし、世紀転換期となると、以下述べるようにイギリス帝国内におけ
るカナダ経済を取り巻く諸条件が変化したことにより、彼らは以前にもまして自治植民地
市場への輸出貿易拡大を企図するようになるのである。無論、他の自治植民地市場はイギ
リスやアメリカ、そしてヨーロッパ諸国市場に比して必ずしも大きいとは言えないが、今
後成長が見込まれる「将来の市場」として大きな関心を寄せたのである。その際、彼らに
よって自治植民地市場拡大の手段として位置づけられたのが、カナダ・自治植民地間での
相互特恵関税に基づく通商関係の強化であった。以下では、カナダ製造業利害が他の自治
植民地市場をどのように捉えていたのかを明らかにした上で、彼らによるカナダと他自治
植民地との間の通商関係強化に向けた活動について検討したい。
　まず1890年代末において、カナダ製造業利害の関心を引いたのは南アフリカ市場である。
南アフリカは、ケープ植民地やナタールだけでなく、ベチュアナランド、バストランド、
オレンジ自由国、ズールーランド、トランスヴァールを合わせると、白人約80万、黒人約
300万人の計約400万人規模の市場を有していた。それにもかかわらず、CMA内の貿易・
産業委員会（Trade　and　Industry　Committee）による市場分析の結果、南アフリカにおけ
る製造業は、小規模のワゴン製造業とビール醸造業があるのみであり、「南アフリカは、鉱
山業で世界をリードするが、自国内で工業製品を供給する能力はない」、そして「今後も発
展の見込みがない」がゆえに、カナダ製造業者にとって最適な工業製品輸出市場とみなさ
れたのである84。
　また当該期の南アフリカでは、イギリスとオランダ系ボーア人との間で泥沼の戦闘が繰
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り広げられており、カナダも正規の軍隊ではないが義勇軍の派遣というかたちで、この戦
争に関与していた85。それゆえ、カナダにおいてもイギリス系を中心に、この帝国の統合を
揺るがす戦争に対する関心は極めて高かったが、製造業者も商業的観点からこのボーア戦
争に注目していた。彼らは南アフリカにおける戦後特需に期待していたのであり、特に戦
争によって破壊された住居を修復するための建築資材の需要が高まることを想定して、戦
争終結時に即座に南アフリカへの輸出が開始できるよう準備すると同時に、戦争終結の時
期を見極めるために、南アフリカにおける戦争の状況に関する情報を集めていたのである86。
　この南アフリカ市場の開拓のために、CMA内で計画されていたのが南アフリカの人々の
帝国主義感情に訴えるという「販売戦略」である。ボーア戦争におけるカナダの貢献は、
小規模な義勇軍を派遣するのみであり、正規軍を派遣したオーストラリアなどに比べて必
ずしも大きかったとは言えないが、戦後南アフリカにおいて「戦時におけるカナダの貢献」
を強調し、南アフリカ人とカナダ人の連帯意識を喚起することでカナダ工業製品への関心
を高めようと、CMA内では計画されていた。この点について、　PW．エリスは1900年8月
30日に開催されたCMA年次総会で端的に語っている。彼が言うに、「カナダからの派兵は、
カナダ製造業利害にとっての『広告塔』なのであり」、「全てのカナダ製造業者にとって、
戦争の記憶が過去の歴史となる前にそれを利用することが有益」なのであった87。このよう
なCMAによる南アフリカの人々の帝国主義感情に訴える手法は、ボーア戦争後の特需を狙
って輸出攻勢をかけてくることが予想されるアメリカの製造業者に対抗するためであると
考えられていたのであり、「イギリスが扉を開けるために戦い、その扉を通ってアメリカ製
品が最初に持ち込まれようとしている」という状況を阻止するために、彼らは南アフリカ
の人々と同じ「ブリティッシュ」であることを訴えることで、「外国人」たるアメリカ人の
排除を企図したのである88。
　他方、カナダ製造業利害にとって輸出拡大が見込めるもう一つの市場とみなされたのが、
オーストラリア市場である。オーストラリアは、19世紀において6つの植民地に分断され、
各々が異なる通商政策を施行していたことから輸出拡大が困難であったが、1901年にオー
ストラリア連邦（Commonwealth　ofAustralia）が成立し、統一市場が形成されたことでカ
ナダ製造業利害がこれまで以上にその開拓に関心を抱くようになったのである。このオー
ストラリア市場開拓に向けて、CMAは1900年10月に執行委員会内において討議を行った
が、その討議に見られる彼らのオーストラリア市場に対する認識は、彼らの南アフリカ市
場に対するそれと全く同じものであった。それは、「オ・一一・・ストラリアはいまだ工業国ではな
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いし、しばらくの間工業国となることはないだろう。ゆえにカナダ製造業者や輸出業者は、
『姉妹植民地』の市場において競争する機会を得ることが望まれるのである」というもの
であった89。ゆえに、「オーストラリアは巨大な工業製品輸入国であり、オーストラリアは
詰まるところ牧畜と鉱山業の国である」という1902年2月にトロントのCMA本部で講演
を行ったモンタギュー博士の発言は、当該期のカナダ製造業者がオーストラリア市場につ
いて抱く印象を如実に示しているといえるであろうgo。このように、世紀転換期におけるカ
ナダ製造業者達は、着実な成長を遂げる他の自治植民地市場への輸出貿易拡大を企図して
いた。その際、彼らは他の自治植民地を自分達と同じブリティッシュが住む地域とみなし、
帝国内における植民地間の紐帯を語ることで販路拡大を目指したが、彼らは決して他の自
治植民地をカナダと同列に位置づけているのではなかった。彼らは、カナダを帝国内の工
業国として位置づける一方、他の自治植民地をいまだ工業発展の階梯を上り始める以前の
一次産品供給国とみなしているのであり、カナダが他の自治植民地に工業製品を輸出する
見返りに彼らに「皮革製品や羊毛、そして柑橘類の果物」といった一次産品市場を与える
ことが他の自治植民地の発展を導くと考えていたのである91。カナダ製造業者は、ブリティ
ッシュ・アイデンティティを共有する他の植民地の人々との連帯と同時にヒエラルキカル
な序列構造をもって植民地間関係を捉えていたのである。当該期の経済学者であるショー
ト（Adam　Shortt）が語るように、「カナダの役割は原料供給地に限定されるべきではない
のであり」、また「カナダは、ニュージーランドやオーストラリアといった農業国の地位に
立ち戻っている余裕はない」のであった92。
　　（2）カナダ製造業利害によるカナダ・自治植民地間相互特恵関税の追求
　1897年4月のフィールディング関税法施行時、CMAにとって帝国特恵関税は消極的な
意義しか持たなかったが、前節で検討したように1890年代末から1900年代初頭にかけて
の他の自治植民地市場への関心の高まりを背景に、カナダとそれらの植民地を繋ぎ、輸出
貿易を拡大する手段として特恵関税は重要な意義を帯びるようになっていった。ゆえに、
1900年頃にはCMA内においても、「今がオーストラリアや南アフリカと相互特恵に関する
議論を行う好機」であるといった他植民地との相互特恵関税の樹立に向けて積極的に動く
べきという論調が支配的となっていったのである93。
　CMAが相互特恵関税の樹立に向けて最も力を入れたのは、オーストラリアであった。先
にも触れたように、1901年IHのオーストラリア連邦結成は、オーストラリア大陸の6植
219
民地の統合を意味すると同時に、6植民地間で様々であった関税体系が一元化されるという
ことを意味しており、それを契機とした帝国特恵関税施行の可能性が高いとみなされてい
た。CMA内においても、オーストラリア連邦成立を前にしてオーストラリアにおける対英
特恵関税の導入は大きな関心を呼んでいたのであり、1900年11月のCMA執行委員会で加
豪相互特恵貿易に関する討議を行っている。その討議において、執行委員会はオーストラ
リア新関税が帝国特恵的待遇を含むものであるべきあり、もしそのような関税が導入され
るならば、カナダ製造業の発展にとって非常に有益であるという点を確認した。そしてこ
の討議の成果をローリエに請願し、オーストラリア連邦結成記念式典に参加するためにオ
・一一・“Xトラリアに赴くローリエが、現地でオーストラリア政府関係者と加豪相互特恵関税に
関する議論を行うことを、CMAは要求したのである94。しかしながら、この時期のオース
トラリアにおける政治家達は、設立間もない連邦議会において国内問題に関しても課題が
山積みであるのに、帝国通商関係を扱わなくてはならない特恵関税の問題に関与すること
には消極的だったのであり、厄介な問題にかかわることを当面の間回避したのである95。そ
のようなオーストラリア政治家の態度ゆえに、ローリエの交渉は不調に終わっている。
　その後もCMAは加豪相互特恵貿易の実現に向けて繰り返し政府に対する請願を行った
が、オーストラリア政府からカナダへの特恵的待遇が与えられることはなかった。1901年
3月12日には、CMA関税委員会において関税委員会委員長ヒーズ（George　Hees）が、政
府はオーストラリアにしかるべき外交担当者を派遣すべきという提案を行い、その提案に
基づいて即座に連邦政府は郵政大臣（Postmaster’General）のマロック（William　Mulock）
をオーストラリアに派遣するが、何の成果も上げることはできなかった96。また1901年11
月に設立されたCMAブリティッシュ・コロンビア支部は97、その後のCMA内における対
豪特恵貿易論を主導し、1905年にはCMAブリティッシュ・コロンビア支部長のアレクサ
ンダー（RN．　Alexander）によって提案された加豪相互特恵貿易推進決議が、　CMA関税委
員会において全会一致で可決され、政府に具体的な行動を取るように請願がなされている98。
さらに1907年2月には、カナダ下院においてカナダがオーストラリアの生産する全商品へ
の特恵を与える一方、カナダはオーストラリアに対して、魚、材木、紙、農業機器のみの
特恵を求めるという申し出を行う準備をしていることが明らかとなると、CMAは通産相カ
ートライトに代表団を派遣し、あくまで工業製品を含むカナダから輸出される全商品への
特恵を求めるよう要求を行ったのである99。
　このような1900年代初頭における一連のCMAの加豪相互特恵貿易樹立に向けての努力
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は、1907年にオーストラリア貿易・関税相（Minister　of　Trade　and　Customs）のリ・一一・一ン
（William　Lyne）によって上程された新関税法（リーン関税法）において、カナダに特恵
関税が認められなかったことで一旦挫折することとなった100。しかしながら、その他の植
民地に関しては、CMAが切望していた相互特恵貿易が確立されることで、カナダからの工
業製品輸出の増大が見られたのである（表6・2、図6・2参照）。1904年に、南アフリカ関税
同盟（South　African　Custom　Union）が施行した関税法は、機械製品や鉄道資材、ボルト
等に2．5％、そして自転車等に若干の従価税での優遇が認められるという軽微な特恵関税に
留まったため、輸出貿易の拡大は限定的ではあった101。その一方で、同年にニュージーラ
ンド政府が施行した特恵関税法は、カナダが輸出競争力を持つ自転車、客車、楽器やエン
ジンといった機械製品に関して大幅な特恵を認めたため、この関税法が施行された1904年
以降、カナダの対ニュージーランド輸出は劇的な増加を示したのである。そのため、1905
年2月16日に開催されたCMA鉄道委員会においては、現在就航しているヴァンクーヴァ
ー・ Vドニー間の蒸気船航路の路線を従来のブリズベン経由からオークランド経由へと変
更することで、このニュ・一一・一ジーランド特恵の効果を最大限に利用するべきであるという議
論がなされるほどであった102。そしてこのCMAの主張は、政府によって受け入れられ、
同年中にカナダ通産相は年6回ヴァンクーヴァーとニュージーランドの都市三カ所を経由
する路線に1万ポンドの助成金を拠出したのである（図6・3参照）103。これらのCMAに
よる他自治植民地との相互特恵や通商路整備の要求は、カナダ製造業利害が保護に守られ
た国内市場のみならず他自治植民地の工業製品市場で競争可能となるまでに成長を遂げた
ことの表われであった。先にも触れたように、たしかにその輸出額は小規模ではあったが、
世紀転換期においてカナダ製造業利害は、帝国の経済的統合の主張を掲げることで、これ
らの植民地にその後の輸出貿易の地歩を築いたのである。
第四節　カナダ製造業者協会と帝国経済統合
　以上のように、1890年代末から20世紀初頭においてCMAは、従来の帝国特恵関税に対
する否定的な見解から一転して、帝国特恵関税を積極的に推進するに至った。その背後に
は、カナダ製造業利害自体の成長のみならず、彼らを取り巻く帝国内の諸状況の変化があ
ったのであり、それらの変化を通してカナダ製造業利害は、帝国特恵関税の先に植民地工
業製品市場、カナダ製造業の発展、そして工業国としてのカナダの発展を見ていたのであ
った。そのような帝国内における製造業植民地としての発展を遂げるためには、国内市場
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におけるイギリスとの競争激化は許容可能であると彼らは考えるようになっていたのであ
り104、カナダ製造業利害は、特恵関税に基づく帝国統合を推進することで自らの利害を発
展させると同時にカナダ、そしてイギリス帝国をも発展させることができると捉えていた
のである。
　その一方で注目すべきは、カナダ製造業利害が帝国の経済的統合を訴える際に用いる「帝
国の一体性」という主張が、決してカナダと他の自治植民地の同質性を語るものではなか
ったということである。カナダ製造業利害は、オーストラリアや南アフリカを今後も発展
の見込みがない後進的な植民地とみなし、カナダを工業国、そして他の自治植民地を一次
産品供給地、そして工業製品輸出市場と位置づける「分業体制」の枠組みで両者の関係を
捉えていたのである105。そのような理解は、本国の人々が抱く「本国・植民地間分業体制」
と全く同じものであり、CMAに集うカナダ製造業者は、本国の人々が語るそのような「本
国・植民地間分業体制」の主張に、「植民地人」として他の植民地の人々と連帯して対峙す
るのではなく、カナダと他の植民地の間にカナダを中心に据えたもう一つの「分業体制」
を見出したのである。そのように考えるならば、当該期のカナダ製造業利害によって叫ば
れた帝国経済統合の議論は、本国に対しては植民地製造業の発展を主張し、本国・植民地
製造業の相互発展を要求する一方、他の植民地に対してはカナダのみが工業国として発展
することを目指すという二つの側面を有していたのである。
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第六章　図表
　　　鮒・ヵナcrFJV）　図6－1　カナダエ業製品生産高の推移
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表6－－1カナダ主要工業製品の生産高（1871年～1901年）
1871　（i） 1881 18ハ幽団年間の増加寧 1891 鵬1～鱗年間の増痴皐 1901 田91卿1901繕間の増加畢噸871噌1901年闇の増加畢
辰業機器 2，085，393 4，405，397211．3％ 7，493，624 170．1％ 9．5971389 128．1％ 460．2％
靴 16，133，68817，895，903 UO．9％ 18，990，381 106．1％ 18，48t216 97．3％ 114．6％
家具 3，580，978 5，471，742152．8％ 7，706，098 140．8％ 6．9491384 90．2％ 194．1％
3，726，345 6．5791082 176．6％ 9．7441416148．1％ 6，650，912 68．3％ 178．5％?
（　なし） 3．956β61 一 9，460，525 239．1％ 3，954，172 41．8％ 99，9％（ii）
綿織物 78t8003，759，412 480．9％ 8，741，734 232．5％ 12，033，052 137．7％ 1539．1％
造酒 4，082，537 1，790，80043．9％ 2，199，600 122．8％ t620，418 73．7％ 39．7％
’・イラー 363，450 324，25389．2％ 188．6％ 328．6％エンジン 1，044，525 1β38，000 128．1％ 21452，978147．6％ 4，626，214
小麦 39，135，910 41，772，372106．7％ 51，883，286 124．2％ 31，835，873 61．4％ 81．3％
鋳物 7，325，531 8，663，957 118．3％ 17，164，030 198．1％ 15，292，445 89．1％ 208．8％
毛　・子 2．875ρ603，352，961 116．6％ 41964，941 148．1％ 5β76，467 118．4％ 204．4％?
298，000 1，197，514 40t9％ 4，380，019 365．8％ 6，912，457 157．8％ 2319．6％
精肉 3，799，552 4，084，133107．5％ 5，264，143 128．9％ 22，217，964 422．1％ 584．8％
鞍・手綱 21465，3213，233，973 13t2％ 4，180，461 129．3％ 3，427，255 82．0％ 139．0％
材木 30256，24738，54t752127．4％ 51，262，435 133．0％ （数なし）
ミシン （数値なし） 1，048，277 一 775，630 74．0％ 752，303 97．0％ 71．8％（ii）
船舶 4，432，262 3，557，25880．3％ 3，067，475 86．2％ t899183661．9％ 42．9％
衣服 9．345β7515，102，963 161．6％ 22，648，553 150．0％ 17，755，730 78．4％ 190．0％?
9，484，93215，144，535 159．7％ 111422，86075．4％ 12，068，600 105．7％ 127．2％
タバコ 2，435，343 3，060，306 125．7％ 5，627，765 183．9％ 11，802，112 209．7％ 484．6％
5．50715498，113，055 147．3％ 7β45，386 96．7％ 7，359，541 93．8％ 133．6％
（i）オンタリオ、ケベック、ノヴァスコシア、ニューブランズウィック州のみの数宇
（ii）1881年から1901年にかけての増加率
出典：Census　of　Connda，1871，1881，1891，1901年を元に作成
230
表6－2ニュージーランド、南アフリカの関税表（1903年）
　　　　ニュージーランド関税表における主な品目
一ルﾖ税 ，関税
　1
i特殊）
セメント 1バレルあたり4シリンク 1バレルあたり2シリング
　　皿
i33．3％の特恵）
自転車???????????? 　　　　　30．0％
@　　　　33．8％
@　　　　30．0％
@　1ポンドあたり3ペンス
@　　　　37．5％
@　　　　30，0％
nンドレットウェイトあたり3シリング
@　　　　30．0％
　　　　　20．0％
@　　　　22．5％
@　　　　20．0％
@　1ポンドあたり2ペンス
@　　　　25，0％
@　　　　20．0％
nンドレットウェイトあたり2シリング
@　　　　20．0％
　　　皿
i特恵適用国からの輸
@　入は無税）
自転車部品
Gンジン
S鋼S道レール
20．0％
Q0．0％
Q0．0％
Q0．0％
無税
ｳ税
ｳ税ｳ税
出典：Canadian　Manufacturers’Association，　lndustrial・Canada，1904　Jan．　p．315をもとに
作成
南アフリカ関税表における主な品目
一ルﾖ税 、関税
1 バター 1ポンドあたり2ペンス 1ポンドあたりt5ペンス
（従量）
?
1ポンドあたり1ペンス 1ポンドあたり0．75ペンス? 自転車 100ポンドあたり12ポンド10シリング 100ポンドあたり9ポンド7シリング
（従価・特殊） 薬品 100ポンドあたり25ポンド 100ポンドあたり18ポンド15シリンク
皿 機械製品 2．5％ 無税
（特恵適用国からの輸 鉄道資材 2．5％ 無税
入は無税） パイプ 2．5％ 無税
ボルト 2．5％ 無税w 農業機器 無税 無税
（無税） 鉄鋼製品 無税 無税
鉄鋼 無税 無税
紙 無税 無税
V（その他） その他 10．0％ 7．5％
出典：Canadian　Manufacturers’Association，　lndustrial　Canada，1903　Nov．　p．281をもとに
作成
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第二部　小括
　第一部で検討したように、1880年代中葉のカナダにおいて帝国経済関係緊密化の議論を
主導したのは、保守党政府の指導者層と一部の帝国主義者であり、その主張はカナダ国内
において極めて限定的なものでしかなかった。しかし、このような状況を一変させたのが、
1887年以降のカナダ国内における米加通商同盟論の高揚である。カナダの人々、特に製造
業者やカナダIFLに集う帝国主義者達は、アメリカ合衆国という「他者」を媒介にするこ
とで、帝国関係の強化を現実問題として認識するに至ったのである。この1880年代後半か
ら90年代初頭における通商同盟論争期において、カナダ世論はカナダ製造業者やカナダ
IFLによる反通商同盟論を通して、カナダの貿易パートナーとしてのイギリス本国の存在を
再認識させられたのである。その結果、1890年代中葉以降、カナダを帝国の枠組みに位置
づけた上で、帝国内における統合強化、より具体的にはイギリス本国と植民地カナダ間の
通商関係の緊密化を促進することが、経済発展の方向性を模索するカナダにとって主要な
課題となったのである。
　1890年代中葉において、このような議論を率先して唱えたのが、モントリオール商業会
議所を中心とするカナダ各地の商業会議所であった。彼らは、イギリス本国のみならず、
1880年代後半頃から関心を抱いていた西インドやオーストラリアといった他の帝国地域へ
の輸出市場拡大の手段として帝国特恵論を受容し、帝国内経済的統合強化の議論を展開し
たのである。商業会議所に集う貿易業者は、輸出拡大と帝国経済関係強化、帝国の統合に
一貫性を見出したのであり、コングレスでもイギリスの会議所代表が唱える自由貿易論に
対して特恵関税に基づく帝国の経済的統合の重要性を訴えたのである。
　他方、カナダ製造業利害は、この特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係強化の議論
に関して異なる見解を抱いていた。1880年代後半から90年代初頭にかけて、カナダ製造
業者の主要な市場はカナダ国内であり、彼らにとってカナダが対英特恵関税を認めること
は、イギリスからの輸入増、つまりカナダ市場での競争激化を引き起こすものであり、到
底受け入れることができなかったのである。つまり、当該期におけるカナダ製造業者は、
帝国経済関係の緊密化や帝国統合という議論と自らの国内市場での商品販売を重視する姿
勢を相反するものと理解していたのである。
　しかし、1890年代におけるカナダ製造業の発展、そして他の自治植民地に対する輸出市
場拡大への関心の高まりによって、彼らの目が国内だけでなく海外にも向けられるように
なると、特恵関税はそれまでとは一転して、カナダと他の自治植民地を繋ぐ有効な手段と
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して彼らに認識されるようになったのである。このようにして、世紀転換期におけるカナ
ダ製造業利害による認識の変化を通して、CMAはカナダ各地の商業会議所と並んで、カナ
ダにおいて経済的観点から帝国統合を主張する団体へと変貌を遂げたのであり、CMAと商
業会議所は、カナダ国内において帝国特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係強化の議
論を高揚すべく尽力したのである。
　さらに彼らの活動は、カナダ国内に留まるものではなかった。1903年にイギリス本国で、
植民地大臣であるジョゼフ・チェンバレンが関税改革運動を開始し、本国による対植民地
特恵関税導入の機運が高まると、この運動を支援すべく、これらのカナダの経済団体が立
ち上がったのである。この1903年以降におけるイギリス本国における関税改革運動と植民
地との経済関係強化の議論の高揚に対して、カナダ各地の商業会議所やCMAが果たした役
割については、第三部で検討する。
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第三部　イギリス関税改革運動とカナダ商工業利害
　1903年5月15日、彼の地元バーミンガムで開催された統一党大会において、聴衆の前
に立ったイギリスの植民地大臣であるジョゼフ・チェンバレンは、現職の閣僚でありなが
らイギリス通商の基本政策である自由貿易を批判し、帝国統合に向けての関税改革の必要
性を主張した1。その演説の中で、彼はイギリスの貿易相手として、「帝国を選ぶか、それと
も外国を選ぶのか」という問いを発し、特恵関税に基づく本国・自治植民地間の経済関係緊
密化を足掛かりに、彼はイギリス帝国の統合を強化することの必要性を訴えたのである2。
チェンバレンによるこの「バーミンガム演説」は、すぐさまイギリス国内で大問題となり、
5月28日には下院で、6月15日には上院で大論争を巻き起こした3。しかし論争は議会に
とどまらず、世論を二分するほど大きな波紋を投げかけたのである。本国において19世
紀末からIFLをはじめとする団体や政治家達によって議論されてきた帝国特恵関税を手段
とする帝国経済関係緊密化の議論は、チェンバレンが全国遊説を行い、イギリス国民に直接
その真意を問う「チェンバレン・キャンペーン」の開始をもって、その頂点に達したので
ある。
　このチェンバレンによる関税改革運動は、主に二つの側面を有していた。その一つが、
「国内的側面」、っまり彼の関税改革運動がイギリス国内の経済に与える影響である。彼の
掲げる特恵関税の導入が、19世紀中葉以降イギリスが堅持する自由貿易政策の転換を伴い、
外国産品に対して国内製造業を保護するという効果を持つがゆえに、関税改革運動は米独
を中心とする新興工業国に対する保護主義運動という意味合いを持っていた4。さらにイギ
リスにおける関税改革、つまり輸入関税の導入はイギリスを中核とする多角的貿易決済構
造に基づく流通、投資、サーヴィスの流れを妨げるものであり、保護を支持する製造業利
害を基盤とする関税改革派とシティ金融利害を中心とする自由貿易派の間にイギリス通商
政策の方向性をめぐる激しい対立を引き起こしたのである5。
　その一方で、チェンバレンの関税改革運動が第一部、第二部で検討したような19世紀
後半以降に本国・植民地で展開した帝国連邦運動や特恵に基づく帝国経済関係の緊密化の
議論を継承するものであり、チェンバレン自身の関心も国内における製造業保護ではなく、
帝国の統合強化にあったという点は見過ごされるべきではない6。そのため、彼の関税改革
運動はイギリス国内における政治的キャンペーンではあったが、チェンバレンにとって彼
が考える帝国の経済的統合の構想を実現させるためには、本国における通商政策の変更と
234
同時に自治植民地側の対英特恵政策の維持・強化が必要だったのであり、植民地による対
英特恵の破棄は彼の計画を根底から覆しかねなかったのである7。このように、チェンバレ
ンによる関税改革運動は、本国内だけでなく自治植民地の経済政策やそれを支える諸利害
の動向にも規定されていたのである8。事実、チェンバレンによる本国での特恵関税導入に
向けての運動は、カナダにおける特恵関税論者が帝国特恵体制確立に向けての第一歩と位
置づけ、長い間待望してきたものであった。ゆえにカナダの特恵関税論者は、本国におけ
る通商政策の変更、つまり特恵の導入を導くために本国でのチェンバレンによる関税改革
運動の支援を行うべく、カナダ国内、そしてイギリス本国でこれまで以上に自らの見解を
強く訴えたのである。
　第三部では、この1903年以降本国において展開したチェンバレンによる関税改革運動
に、特恵関税支持を標榜するカナダの経済利害が与えた影響を検討する。第七章では、バ
ーミンガム演説の約3ヶ月後である1903年8月にモントリオL－一・一ルで開催された第五回コ
ングレスを事例に、イギリス本国・カナダ商工業者間の特恵関税に基づく帝国経済関係緊
密化をめぐる論争、そしてカナダ商工業者によってコングレスの機会を利用して行われた
カナダ経済発展のみならず、帝国経済発展に向けての諸活動を検討する。また第八章では、
カナダ製造業利害が本国において関税改革運動を直接的に支援した事例として、1905年6
月から7月に行われたCMAのイギリス視察旅行の意義について、その旅行の目的やCMA
代表によってイギリス国内で行われた演説、そしてそれらに対するイギリス商工業者の見
解を分析する。これらの点について検討することによって、19世紀後半から20世紀初頭
のイギリス帝国内における特恵関税体制樹立をめぐる最後にして最大の論争となった関税
改革運動に対するカナダ商工業者や製造業者の見解や彼らが果たした役割といった関税改
革運動の「帝国的側面」について明らかにすることを目指す。
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第七章　イギリス関税改革運動とカナダ商業会議所
　1901年10月2日、イギリスから遠く離れた植民地カナダのモントリオール商業会議所
理事会の会合で一つの議題が持ち上がった。その議題とは、ロンドン商業会議所から打診
された次回コングレスのモントリオールでの開催についてであった。このコングレスは、
第二章、第五章で検討したように、1886年の第一回開催以降、1892年、1896年と数年毎
にロンドンで開催されていたが、1900年に開催された第四回コングレスにおける「コング
レスは帝国各地の商工業の中心地で開催されるべきである」という提案を受け、「ロンドン
に次ぐ商工業の中心地」としてモントリオールに白羽の矢が立ったのである1。このmンド
ン会議所からの打診に対して、モントリオール会議所の理事会会員達は、全会一致で次回
コングレスのモントリオール開催を受諾したのである2。この開催決定を経て、約二年後の
1903年8A17日から5日間、モントリオール会議所主催の下、第五回目となるコングレ
スが開催されたのである。
　この第五回コングレスは、先にも触れたように、それ以前の4回のコングレスが、全て
ロンドンで開催されていたのに対して、初の植民地での開催となったコングレスであった。
そのためにそれ以前のコングレスと比べ、開催地であるカナダ国内の会議所からの参加者
が非常に多いコングレスであった3。加えて、第五回コングレスが開催されたのは、チェン
バレンによるバーミンガムでの帝国特恵関税支持演説の3ヶ月後であり、帝国商工業界の
関心は、コングレスでの特恵関税問題の徹底的討論とこの問題への対応に集まっていたの
である4。このような特徴と意義を有する第五回コングレスは、20世紀初頭におけるカナ
ダ商工業者の経済政策志向、特に特恵関税に基づく帝国の経済的統合に関する見解を明ら
かにする上で非常に重要な事例を提供しているといえるであろう。さらに、第五回コング
レスにおいて注目すべきは、その討議内容だけではない。結論を先取りして言うならば、
カナダ会議所代表達にとって、コングレスは帝国経済問題について討議し、彼らの見解を
訴える場であると同時に、コングレス参加者達、中でもイギリスから参加した代表達にカ
ナダ経済の発展を示し、カナダがいかに貿易、投資、移民に適した地であるかを訴える場
であると考えられていたのである。無論、マリソン（A．J．　Marrison）も指摘するように、商
業会議所を構成する会員の利害は一様ではなく、また広大な領土に点在するカナダ各会議
所の代表達が、コングレスにおいて帝国経済政策に関して完全に統一した見解を打ち出し
ていたと考えることは難しい5。しかし、コングレスに参加したカナダの商工業者達に目を
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向け、コングレスを通して自らの利益の追求、カナダ経済の発展、さらには帝国経済の発
展を願う彼らの姿勢を明らかにすることは、従来等閑視されてきた20世紀初頭の帝国商
工業界におけるカナダ商工業者の占める位置を理解する上で意義深いことであると同時に、
チェンバレンが本国を舞台に繰りひろげられている関税改革運動を帝国の枠組みで捉え直
す視座を提供するであろう。
　以下では、第一に第五回コングレスを主催したモントリオール会議所の準備活動を検討
した上で、第五回コングレスにおける中心議題であった特恵関税論争におけるカナダ商工
業者の見解を分析する。さらにコングレス終了後に開催されたカナダ視察旅行の意義につ
いて検討したい6。
第一節　モントリオール商業会議所によるコングレス開催の準備活動
　　（1）モントリオール会議所の経済政策志向と組織の構成
　世紀転換期において、モントリオールは小麦輸出ブームを背景に金融・工業・貿易等あ
らゆる面でカナダ経済における中心的な地位を担っていた。このカナダ経済の中心地にお
いて商工業者の利害を反映し、州や連邦政府に対して圧力団体として機能していただけで
はなく、先のコングレスを通じてカナダ特恵利害の一翼を担っていたのがモントリオール
商業会議所である。以下本論に入る前に、第五回コングレスを主催したモントリオール会
議所の経済政策志向と組織構成について若干触れておきたい。
　モントリオール会議所の経済政策志向を見ると、1840年代の帝国特恵廃止以後の輸出貿
易における壊滅的打撃の結果、アメリカの貿易業者との協調を図り、1870年代中葉に至る
までは、自由貿易支持が会員の問での支配的な見解であった7。しかし、繰り返し行われた
セント・ローレンス運河の開削によって大型船舶の入港が可能になる一方、カナダ国内にお
いて酪農品や小麦といったステープル産品の生産が増大した結果、モントリオールはそれ
らの商品を本国へと輸出する拠点としての機能を強化したのであり、モントリオール会議
所もニューヨークの貿易業者との競争に打ち勝ち、対英輸出を拡大しようと企図するに至
ったのである。
　それを促進する手段として会議所会員の目に止まったのが、1890年代初頭にカナダIFL
によって主張されていた帝国特恵関税であり、彼らはイギリスへのステープル輸出増をは
かる手段として、特恵関税支持の傾向を強めていったのである。そして会議所会員達が帝
国経済政策の改善、端的に言えば、特恵関税による経済的帝国統合を訴える場として位置
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付けていたのがコングレスだったのである。モントリオ・・一一Lル会議所は、第一回コングレス
以降、全コングレスに代表を派遣するだけでなく、第二回コングレス以降は特恵関税支持
の論陣における中核として、活発な議論を展開していたことは前章までで見たとおりであ
る。
　このモントリオール会議所は、1903年当時947人の会員を抱えるカナダ最大の会議所
であり、そのような多くの会員を統括する運営機構も確立されていた。モントリオール会
議所の運営機構は、6つのセクション（貿易業、金属製品、銀行、穀物取引、食糧品卸し、
雑貨卸し）と7つの常設委員会（執行委員会、市政に関する委員会、州政府立法に関する委
員会、連邦政府立法に関する委員会、破産法に関する委員会、港湾航行委員会、鉄道委員
会）、これに加えて、仲裁委員会と書記によって構成されていた。そしてこれらのセクショ
ンや委員会を統括し、運営の中枢に位置していたのが、計10名（会頭1名、副会頭2名、
会計1名、理事会員6名）から構成される会議所理事会である8。1901年10月2日のコン
グレス開催決定以降、コングレスの準備活動は、この理事会が担当することとなった。し
かし、理事会はモントリオール会議所の一機関であり、コングレス以外の業務も扱わなけ
ればならなかった。そのために、約一年間の準備活動を経て、コングレスの開催準備のみ
に従事する組織の必要性が叫ばれた。その結果、1902年度第一副会頭ポジソン
（AHodgeson）ら執行委員会のメンバー4人を中心に9、1902年度会頭マクフィ（A．McFee）
とエイムズ（H．Ames）、書記ハドリル（G．Hadrill）、そしてモントリオール地区会議所の代表
3名を加えた、計10名で構成されるカナダ準備委員会（Canadian　Committee　of
Arrangements）が設立され、1903年2月以降コングレス開催準備の権限を引き継いだの
であるlo。この会議所理事会と準備委員会を中心に、モントリオール会議所はコングレス
開催の準備活動を進めていくこととなった。以下では、会議所の準備活動の中で特に重要
であった三つの問題、政府からの資金援助、冊子の編纂、カナダ視察旅行に関する準備に
ついて取り上げ、モントリオール会議所によるコングレス開催の意図について検討してい
きたい。
　　（2）政府からの資金援助
　コングレス開催に向けて会議所が最初に直面したのは、コングレス開催費用捻出の問題
であった。モントリオール会議所は、コングレス開催を望んではいたが、その費用を捻出
できるほどに予算の余裕はなく、コングレス開催を決定しだ1901年10月2日の理事会で、
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コングレス開催のために、カナダ連邦政府ヘコングレス開催資金の援助を要請することが
決められていた11。この資金の使い道として考えられていたのが、コングレス終了後に開
催を予定していたコングレス参加者のためのカナダ視察旅行開催の費用である。モントリ
オール会議所は、イギリスをはじめとする帝国内の商工業者が大挙して訪加するコングレ
スを、帝国諸問題に関する討議の場としてだけでなく、カナダ経済の状況を直に示し、貿
易、投資、移民に適した場であることを宣伝する機会と捉えていた。この視察旅行開催の
ためには、政府からの資金援助は不可欠であり、コングレス開催決定と同時に解決すべき
問題として取りあげられたのである。
　会議所の期待を受けて、翌年1902年2Hには、モントリオール会議所から代表団がオ
タワに派遣され、カナダでのコングレス開催に関して首相ローリエら連邦政府関係者と会
談し、彼らに資金援助を要請した12。このオタワ訪問の結果、政府もカナダでのコングレ
ス開催を望んでいることを確認することはできたが、会議所が最も望んでいた連邦政府か
らの資金援助を得ることはできなかった13。その後数回代表団が派遣されたが、コングレ
ス開催を4ヶ月後に控えた1903年4月になっても交渉は進まず、書記ハドリルは「2万
5000ドルの政府からの援助がなければ、コングレスの準備が進められない」と具体的な金
額を明示して政府からの支援を求めたが、政府はその要求を聞き入れなかった14。しかし
翌月、モントリオール会議所は、会議所に所属する連邦政府の議員であるプレフォンテイ
ン（R．Prefbntaine）、マッケイ（RMacKay）、ビッカーダイク（RBickerdike）の3名と連絡を
取り、彼らをカナダ準備委員会の委員として任命した。・そして議員達からも政府に資金援
助に関して働きかけるよう要請したのである。彼ら三名が中心となり、再度政府へと資金
援助を要請した結果、1903年5月9日には、政府が会議所の要請した2万5000ドルの資
金援助を受諾するという知らせが会議所へと届けられたのである15。政府からのこの巨額
の資金援助によって、ようやくモントリオール会議所はコングレス開催費用、そしてカナ
ダ視察旅行の費用を確保することができたのである。
　一方モントリオール会議所は、政府への資金援助要請と同時に、コングレス参加者達の
接待費として、モントリオール市民に1万5000ドルの寄付を募っていた。これに対し、
コングレス名誉総裁ストラスコナ卿（Lord　Strathcona）などから、多額の寄付が寄せられた
のである16。これらの活動により、会議所はコングレス開催決定時からの最大の問題であ
った資金面での問題を克服したのである。イギリス以外で開催された初のコングレスは、
このような多方面からの援助によって成り立っていたのである。
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　　（3）冊子の編纂
　コングレス開催に向けての援助は、上記のような資金面での援助にとどまるものではな
い。カナダ経済に関する情報冊子の編纂も各方面からの多大な援助があって初めて完成さ
せることができたのである。
　1902年11月17、18日の2日間、ロンドン会議所代表団がモントリオールを訪問した
際、彼らと会頭マクフィの間でコングレスの準備に関して会談が持たれた17。しかしその
議論の内容以上にマクフィが問題視したのが、彼らがカナダの経済事情に関して疎かった
ということである。そのような状況に対して彼は、たとえ帝国内の商工業者が訪加しても、
彼らがカナダ経済についての知識を持ち合わせていなければ、彼らにカナダの経済機会を
示すことができないと考えた。そしてロンドン会議所代表団がモントリオールを後にした
翌日の11月19日に開催された理事会で早くもこの問題を取りあげ、コングレス開催前に
イギリス各会議所代表達にカナダの経済事情を記した冊子を作成し、配布すべきであると
提案したのである。理事会もマクフィの提案に同意し、書記ハドリルを通じて、冊子に掲
載する文章の寄稿をカナダ各州政府首相に要請したのである18。
　この冊子の発行目的は、完成した冊子の序文にあるように、「コングレス参加者に簡潔な
かたちで、カナダの歴史、諸制度、資源に関する情報を与えること」であり19、その姿勢は要請に
応じて送られてきた原稿の内容に対する会議所の評価にも表れていた。オンタリオ州首相ロス
（G．W．Ross）が会議所に提出した原稿の内容は、オンタリオ州の土地と人口、歴史と制度、資源と
その開発状況、運輸に関する記述で占められており、その内容は、「まさしく我々が望んでいた通
りの申し分のない出来である」と、ハドリルはロスへ礼状を送っている20。これに対して、ブリティッシ
ュ・コロンビア州がいかにハンティングに適しているか書いたブリティッシュ・コロンビア州情報局書
記コウネル（R．E．Coanell）の原稿には、「オンタリオ州の原稿のように」書き直すことを命じている21。
このようにして各州から集められ、会議所の意図する内容へと書き改められた原稿を元に、
冊子『カナダ自治領便覧（Handbook　ofthe　Do〃iinion　ofCαnada）』は刊行され、コングレスに
参加する代表達に配布されたのである22。
（4）視察旅行の準備
　たしかに冊子『カナダ自治領便覧』に目を通すことで、カナダへとやってくるコングレ
ス代表達は、訪加以前にカナダ経済についての情報に触れることができた。しかし、モン
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トリオール会議所が準備活動の中で最も重視していたのが、カナダへやってくる商工業者
達のために視察旅行を開催することであった。いかにモントリオール会議所がこの視察旅
行開催を重視していたかは、ロンドン会議所がコングレス開催初日を暫定的に9月1日に
すると打診してきた際、それよりも2週間早い8月17日開催を要求したという点からも
窺える。理事会によると、日付変更の理由は、「コングレスにおける討議のための1週間
を考慮すると、コングレス代表達が、小麦収穫の最盛期にマニトバ州やノースウェスト準
州を訪れることができるため」であった23。たとえ視察旅行が開催されたとしても、コン
グレスが9月1日に開会するならば、代表達がプレーリーの小麦栽培地帯を訪れる9月中
旬から下旬頃には、小麦の収穫はすでに終わってしまっている。そのために、小麦の収穫
を見せ、カナダ産小麦への関心を引くことで移民の誘致と小麦輸出の増大を見込んでいた
モントリオ・一一・・ル会議所にとって、9月1日開会では不都合だったのである。
　この視察旅行の準備として、モントリオール会議所が最初に行ったのは、カナダ国内の
鉄道会社、船会社等の交通機関各社との運賃交渉である。視察旅行の準備が始められた際、
連邦政府からの資金援助の目処はいまだ立っておらず、旅行開催費用を極力抑え、旅行参
加者の費用の負担を軽減するためにも、運賃交渉は視察旅行準備の最優先課題であった。
会議所はCPR他、グランド・トランク鉄道（Grand　Trunk　Railway　System：以下、　GTRと
略記）、インタ・一一・・コロニアル鉄道等、各交通機関宛てにカナダ視察旅行の開催と運賃無料を
要請する手紙を出して交渉を行い、視察旅行開催までには、これらの鉄道会社をはじめ、
カナダを周遊するのに必要な全路線の運賃を無料とする契約を取り付けたのである24。
　旅行準備に関する第二の問題は、旅行の日程についてである。当初、カナダ準備委員会
旅行計画担当者エイムズは、約6週間の旅行日程からなるプランをロンドン会議所書記マ
ーリー（K．B．　Murray）に提示し、彼を通じて帝国各地からの参加者を募ろうと考えていた。
しかし、6週間では長過ぎるので、旅行に参加したくても参加できない人がいるのではな
いかという助言を受け、エイムズは旅行参加希望者の都合に応じた異なる長さからなる3
つの旅行計画を用意したのである25。
　このようにモントリオール会議所は、2年近くに渡る準備活動を経て、当初掲げた資金
援助の獲得、冊子の編纂、そして視察旅行開催計画他の周到な準備の下、帝国各地からモ
ントリオールへとやってくる商工業者を出迎えたのである。
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第二節第五回帝国商業会議所会議における特恵関税論争
　　（1）共同決議案をめぐる論争
　1903年8月17日の朝、コングレス会場となったモントリオールにあるウィンザーホテ
ルの広間は、帝国各地からやってきた500名を超す商工業者で溢れかえっていた。そして
コングレス名誉総裁である駐英カナダ代表ストラスコナ卿と、議長であるロンドン会議所
のブラッシー卿の二人による開会演説をもって、5日間に及ぶ第五回コングレスは開会し
たのである。
　コングレスに際して、コングレスの議事運営を担当するロンドン会議所コングレス組織
委員会には、討議すべき議題として帝国各地から計75本の決議案が寄せられた26。この中
で、「本国・植民地・属領間通商関係」に関する決議案は、表7－1のように12本に及ん
でいる。この12本の決議案の内訳を見ると、12本中10本がカナダ会議所から出された
ものであり、うち7本が明確に特恵関税に言及する内容となっている27。残りの2本は、
過去のコングレスにおいても論争を主導してきたマンチェスター会議所、ロンドン会議所
によるものであった。マンチェスター会議所は、第五章で検討したように、初参加となっ
た第三回コングレス以降、一貫して自由貿易堅持の立場を貫いており、第五回コングレス
においても本国製造業を危険に晒す特恵関税に反対し、現状の自由貿易支持の立場を明ら
かにしている28。
　一方、ロンドン会議所が掲げた決議案は、現状の帝国経済状況を調査し、今後の政策決
定の一助とするための特別委員会の招集を本国政府へと訴えるものだった。当初の予定で
は、「第五回コングレス1号決議案」として議事録に記されているモントリオール会議所
決議案から、セント・ジョン会議所の12号決議案まで順番に討議されることになっていた。
しかし議長ブラッシー卿は、コングレス開会後すぐに討議時間節約のために12本の通商
関係決議案を一つに要約した「共同決議案」をもとに討議すべきであると提案した29。こ
のブラッシー一一・・卿の提案を受けて、マンチェスター、ロンドン、そしてトロント会議所代表
による共同決議案作成のための小委員会が急遽設けられ、小委員会による約1日半の討議
の結果、これら12本の決議案を要約した共同決議案が作成されたのである。この共同決
議案は、「相互利益の原則に基づく通商政策の採用によるイギリス帝国間の紐帯強化」と「帝
国構成地域の財政に関してしかるべき検討」の必要性を訴えるトロント会議所決議案と「帝
国諸地域間通商関係強化の可能性を検討するための特別委員会の任命」を掲げるロンドン
会議所決議案を組み合わせた内容となっていた。
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　しかし、この共同決議案の中には、第五回コングレスでの通商問題討議における最大の
関心事であった「特恵」や「チェンバレン」の文言が含まれていなかった。イギリス商業
会議所パリ支部（British　Chamber　of　Commerce，　Paris）の代表であるボディントン
（0．E．Bodington）は、この共同決議案を「つまらない決議案」であると不満を述べている30。
しかし、この特恵に言及しない共同決議案は、一方でボディントンも認識していたように、
自由貿易を主張するマンチェスター会議所と特恵関税を訴えるカナダ各会議所の意見を折
衷した結果であった31。そしてこの共同決議案制定を積極的に推進したのはロンドン会議
所である。帝国最大の会議所として多様な利害を内包するロンドン会議所内では、バーミ
ンガム演説以前から特恵、報復関税支持と自由貿易支持の問で会員の意見は対立しており、
コングレスに向けてのロンドン会議所決議案作成の際、会議所としての立場を決めかねて
いた。また先に触れたように、第五回コングレスは初めてイギリス以外の土地で開催され
たコングレスであり、コングレス参加者に占めるカナダ代表の割合が非常に高いという特
徴があった。そのため特恵関税支持決議案が提出された場合には、カナダ会議所の対応次
第では、多数決で特恵関税支持決議が可決されてしまう可能性があった。このようなコン
グレス議場の雰囲気を、アッパー・インド会議所（Upper　India　Chamber　of　Commerce）代
表マクロバート（A．McRobert）は、「自由貿易派はどうしようもないほどの少数派であり、
彼らにできることは決議案をできるだけ彼らにとって害の少ないものへと変更を迫るよう
努力することであった」と述懐している32。そのために特恵関税の問題に対して態度を保
留しているロンドン会議所にとって、コングレスの総意として表明される決議に、「特恵」
の文言が含まれることは回避しなくてはならなかったのである。よって第五回コングレス
における特恵関税をめぐる論争は、妥協的な共同決議案の条文をいかに解釈するかをめぐ
って展開したのである。
　その際解釈の中心となったのは、条文に含まれる「相互利益の原則」という語である。
トロント商業会議所代表の農業機器製造業者コックシャットは、共同決議案動議者として
妥協的な決議案を読み上げた後、この相互利益という語に関して以下のような解釈を試み
た33。彼は、相互利益を有益な政策である一方、自己犠牲を伴う政策であると捉えていた。
よって本国は、特恵関税を施行することで、短期的には不利益が生じるかもしれないが、
長期的視野に立てば保護主義国との関税引き下げ交渉の手段、そして潜在的な植民地市場
を開拓しうるという利点を得るということから、その利益は不利益を凌駕することができ
るとコックシャットは述べている。また外国商品への関税賦課によって本国市場でのダン
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ピングを廃し、イギリス産業の生産を安定させることが、植民地への輸出を増大させ、ひ
いては帝国統合を促進することができると言い、コングレス参加者、中でもイギリスから
来た代表に対して自由貿易の再考、植民地への特恵供与を迫ったのである。この点からコ
ックシャットは、チェンバレンによるバーミンガム演説をイギリス本国が帝国特恵関税施
行への第一歩を踏み出したとして評価している。そして特恵関税こそが帝国を救済し、帝
国を構成する諸地域を感情による緩やかな結びつきから、他国との通商戦争に耐えうる実
利的な統合へと向かわせる手段であると指摘したのである。
　このようなコックシャットの主張は、関税改革によるイギリス製造業に対する保護関税
障壁の導入や国内市場での競争力強化、そして特恵関税による植民地への輸出増進という
本国の製造業者が望むものを強調した内容であった。同時に彼の主張は、帝国内における
各地域をそれぞれ発展させることがその総体たる帝国を発展させるというカナダにおける
帝国統合論を反映したものであり、上記のような特恵によってイギリス本国経済の発展を
促すという議論は、その裏にカナダもまた特恵関税を通してイギリスと同様に発展を目指
すという姿勢を自明としたものだったのである。
　上記のようなコックシャットの演説に対して、強烈な批判を浴びせたのは、第三回コン
グレスにおいて帝国特恵関税の導入を主張するカナダ会議所代表達と激しい議論を展開し
たマンチェスターの綿、杭毛紡績業者ホランドである34。彼は第五回コングレスに全英商
業会議所連合会（Association　of　Chambers　of　Commerce　of　the　United　Kingdom）の代表と
して参加したが、本来の所属はマンチェスター会議所であり、他のマンチェスター代表の
ヘルム（E．Helm）、ロイス（S．W．　Royce）と共に、イギリス本国の自由貿易政策を擁i護す
る演説を行った35。彼は、共同決議案から外されたマンチェスター決議案を元に「イギリ
ス産業に損害を押しつけるいかなる考えも拒否する」と発言し、帝国特恵関税は本国への
負担を伴うものであり、共同決議案に含まれる「相互利益の原則」に反すると主張するの
である。この点を論拠にホランドは、特恵関税という単一の財政政策を施行することによ
って、異なる諸地域を一つのシステムに結びつけることは愚行であり、全ての帝国地域が
その必要性に応じた財政政策をとることが帝国の財政システムを維持し、帝国貿易を相互
に発展させるというのである36。このようにしてホランドは、コックシャットが唱えた特
恵関税による経済的統合の主張に反駁したのである。
　では、特恵関税による帝国統合を批判したホランドは、何に帝国統合の拠り所を求めた
のであろうか。彼がその拠り所とするのは、植民地から本国への忠誠という感情的紐帯で
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あり、貿易黒字で帝国諸地域間の紐帯の強さを計る特恵関税による経済的統合は下劣で考
慮するに値しないと切り捨てるのである。彼はこのように主張することで、帝国統合の問
題を経済的な問題から感情の問題へと置き換え、帝国統合の議論から特恵関税の問題を取
り除こうと企図したのである。しかし、ホランドが主張する「感情的帝国統合論」におい
て見過ごされるべきではないのは、彼が唱える「感情」はあくまで植民地に本国への一方
的な忠誠を求めるものであり、それに対して本国は帝国の中心として植民地を統制するこ
とが必要であるというのである。彼の考える帝国経済観の中では、「本国と植民地は主従の
関係にあり、主たる本国の衰退は、それに従う植民地をも衰退させる」ため、帝国経済政
策について検討する際には、第一に中心たる本国経済の安定を考えねばならないのである。
そのため、ホランドが想起する帝国経済の発展は、本国を帝国内唯一の工業国に、そして
植民地をその輸出販売市場とする帝国内分業体制の構築であり、植民地製造業の発展を阻
害することを意味していた。このように整理されるホランドの主張は、コックシャットら
カナダ会議所代表にとって承服し難いものであった。
　　（2）帝国経済関係の緊密化とカナダ輸出の拡大
　イギリス本国でのチェンバレンによる関税改革運動における争点の一つは、本国におけ
る植民地産穀物への特恵関税付与をめぐる問題であったが、その際イギリスへの穀物供給
地としてチェンバレンの関心を引いたのが、「帝国の穀倉」カナダである。このイギリスへ
の穀物輸出拡大をコングレス参加者に対して訴えたのが、モントリオール会議所のミーエ
ン（R．Meighen）である37。彼は製粉業者としての経験から、カナダにおける対英穀物輸出貿
易について持論を披渥した38。その内容とは、イギリスにおける外国、特にアメリカ産穀
物依存状況を「嘆かわしい状況」であると非難し、イギリスからの移民供給、そして植民
地産穀物への特恵付与によって、外国食糧供給依存から脱した自給帝国の創設が可能であ
るというものであった。こう主張し、自らを「チェンバレン主義者」と名乗ることで、ミ
ーエンはチェンバレンが語る自給帝国の議論に関心を示す本国商工業者を惹きつけた。一
方、彼の主張には特恵関税によって、イギリス穀物市場から商売敵であるアメリカ穀物輸
出業者を排除するというカナダ穀物輸出利害の思惑も働いていたのである。その他のカナ
ダ会議所代表も、「帝国統合における問題点は、本国が必需品供給を植民地から受けていな
いこと」というモントリオール会議所代表G．A．ドラモンド（GADrummond）の主張に代表
されるように、本国における穀物をはじめとする一次産品輸出市場拡大を目指して、イギ
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リスにおける特恵関税付与を訴えた39。
　しかし、第二章、第五章で検討した第一回、第二回コングレスが開催された1880年代
後半から1890年代初頭の状況とは異なり、カナダ輸出市場拡大の矛先は、本国への一次
産品の供給という点のみに向けられていたのではない。この時期のカナダ会議所代表達が
関心を抱いていたのは、イギリスだけでなく、カナダより後進的な帝国地域であるオース
トラリア・ニュ・一一・一ジーランドへの工業製品輸出市場の拡大である。
　コングレスにおける通商関係決議案をめぐる論争において発言したカナダ会議所代表達
の所属会議所を見ると、その大半がオンタリオ、ケベック州の会議所代表であった。一方、
太平洋岸のブリティッシュ・コロンビア州のヴィクトリア、ヴァンクーヴァー会議所の代
表であるラグリン（C．H．　Lugrin）とアーヴィング（H．B．　Irving）は、本コングレスにおける
特恵関税をめぐる議論がイギリスにおける穀物特恵に集中していることを批判し、中央カ
ナダの会議所代表とは異なる視点、つまり対オーストラリア工業製品輸出の拡大という視
点から、特恵関税による帝国統合を支持していた40。世紀転換期におけるカナダの輸出に
占めるオーストラリアの割合は約1．6パーセントであり、輸出の約6割を占めるイギリス
に比して決して大きな市場とは言えなかった。しかし総輸出の3分の1を占める農業機器
を筆頭に、その輸出品目の大半が工業製品で占められており、1890年代以降、それまで以
上に工業製品輸出拡大の期待がかかった地域であった41。またこの時期カナダ連邦政府も
対オーストラリア貿易の拡大を支持していた。1893年にはカナダ通産大臣であるマッケン
ジー・ボウエルによって、カナダ初の常勤の通商代表がシドニーに派遣され、オーストラ
リアでのカナダ産品の宣伝や経済状況の報告等の活動が開始された。その他にも政府は、
ヴァンクーヴァー一シドニー間蒸気船航路や1902年に完成した太平洋ケ・一一・一ブルへの助成
等を通して加豪間経済関係を緊密化し、カナダ商工業者のオーストラリアへの関心を高め
る素地を提供していたのである42。アーヴィング、ラグリンの二人は、本国への穀物輸出
拡大を主張する東部会議所と、オーストラリアへの工業製品輸出拡大を目指す太平洋会議
所の間でその関心に相違はあるが、特恵関税の支持という点に関して東部の会議所と同様
の立場にあることを示し、特恵関税支持が「カナダ商業界（Commercial　Canada）」とし
ての統一見解であることを強調したのである43。
（3）カナダ市場の保護と特恵関税
このようにカナダ会議所代表達は、帝国の経済的統合、そしてイギリスや他の帝国地域
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にカナダ産品に対する特恵供与を訴えたが、その主張を支えていたのは1897年に施行さ
れたフィールディング関税法であった44。このフィールディング関税法によって、カナダ
が他の帝国地域に先駆けて帝国貿易への関税優遇を認めたことで、世紀転換期における帝
国の経済的統合の動きが急速に進展することになったのである。この関税政策に対して、
カナダ会議所代表達はいかなる見解を抱いていたのであろうか。
　コングレスにおいて、この問題に言及したのは、CMAのエリスである。エリスは、特
恵による対英輸入関税の減免に対して、「特恵はイギリス国民に利益を与えるために準備さ
れた」ものであり、「もしカナダの製造業が、他国との競争によって損害を受けるとするな
らば、外国によってではなくむしろイギリス製造業によって損害を受けるほうがよい」と
主張し、対英特恵の利他性を強調している45。そしてこのエリスの利他的主張は、一部の
イギリス商工業者による対英特恵への賞賛を喚起するに足るものであった46。しかし、エ
リスの発言に見られるような利他的な主張がある一方で、カナダ国内では、製造業者を中
心にそれ以前からのアメリカ工業製品の流入に加えて、対英特恵による関税引き下げの結
果、イギリスの商品流入が増加したことで国内市場における競争の激化に苦しんでいると
いう報告がなされている47。
　世紀転換期のカナダにおいて、特恵関税適用の対象となる課税品輸入の状況は、その約
8割が英米からの商品で占められていた。そしてイギリスからの輸入は、1883年にアメリ
カからの輸入に追い抜かれた後、転換期に至るまで徐々にカナダ市場における地歩を失い
つつあった48。このような状況下で、1897年にイギリスからの輸入品に適用された関税減
免は、本国において熱狂的歓迎を受けた反面、輸出拡大の効果がないと非難されていた49。
事実、最大33。3パーセントの特恵関税をもってしても、アメリカからの輸入の流れをイギ
リスへと向けることはできなかった。特に客車、農機具を筆頭に、鉄鋼、薬品、電気製品、
ガラス、皮革製品、紙製品、糖蜜に関しては、輸送費を加味すると特恵関税適用後も依然
としてカナダ市場においてアメリカ製品は非常に高い競争力を保持していた50。たしかに
これらの商品に関しては、イギリスはカナダ市場で競争することはできなかった。
　しかしながら、綿織物、毛織物、装飾品といった消費財に関しては、特恵関税はカナダ
市場におけるイギリスの競争力回復に寄与したのであり、カナダにおいてこれらの産業に
従事する製造業者はイギリス人の業者との厳しい競争に直面することとなったのである。
特に厳しい状況に晒されたのは、繊維産業である。毛織物産業は、フィ・一一一一ルディング関税
下で羊毛製品関税が引き下げられただけでなく、イギリスに対して特恵関税が認められた
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結果、イギリスからの輸入が増加し、生産規模の縮小、工場の閉鎖を余儀なくされた。他
方、フィ・一一・・ルディング関税法においても綿織物に対する一般関税は高水準を維持していた
が、特恵関税による打撃は非常に大きいものであった。1897年から1901年の5年間に、
イギリスからの綿製品の輸入は、特恵関税による低級品綿布市場でのマンチェスター綿業
との競争の激化を背景に、毛織物の輸入増加率45パーセントを凌ぐ81パーセントの伸び
を示していたのである。以上のように、フィv－一一・ルディング関税法は施行後6年を経て、ア
メリカからの工業製品に対する保護効果がないだけでなく、対英特恵によってイギリスか
らの工業製品流入をも増加するという事態を招いたのである。
　このような状況に対して、コングレスに参加するカナダ会議所代表達、中でも製造業に
その基盤を置く人々は、現状の関税を再調整し、いかにイギリス、そしてアメリカをはじ
めとする諸外国に対して、カナダ市場を保護するかに関心が向いていた。この保護増加の
手段として考えられたのが、イギリスからの商品流入の元凶でもあった帝国特恵関税であ
る。前述の特恵関税の利他性を強調するエリスに対して、モントリオール会議所代表の
GA．ドラモンドは、現状の特恵関税の問題点と解決法にっいて発言した。彼は、現在の特
恵関税では諸外国からの輸入品を差別し、イギリスからの輸入を増加させるには不十分で
あるがゆえに、特恵関税の効果を高めるためには一般関税を引き上げるべきであると指摘
したのである。イギリスをはじめとする帝国諸地域からの輸入品に課される関税率は、［（一
般関税率）×（特恵率…1900年8月以降は33．3パーセント）］で算出される。そのため、
特恵率を増加させなくとも一般関税率を引き上げることによって、帝国地域からの輸入品
と外国からの輸入品に適用される関税率を区別し、帝国地域からの輸入増を図ることがで
きると主張するのである51。
　このような特恵関税を利用したカナダ産業の保護強化に関しては、1903年11月に開催
されたCMAの年次大会において、コングレスにもモントリオール代表として参加した鉄
鋼業者G．E．ドラモンドがより明快な説明を行っている。その内容は、カナダが市場保護を
行づ際とるべき手段は、第一に一般関税率の引き上げであり、そしてそれがなされた後に
対英特恵が行われるべきであるというものであった52。カナダ商工業利害にとって、先に
述べたようにイギリス・オーストラリアをはじめとする帝国諸地域への輸出拡大のために
率先して帝国特恵関税を認め、帝国の経済的統合に向けて利他性を強調することは非常に
重要であった。それだけでなく、一般関税を引き上げることよる特恵拡大の主張は、アメ
リカだけでなく、イギリスに対する保護を強化しつつ帝国経済関係の緊密化をも企図する
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カナダ商工業者の主張の現れであった。そして一般関税率の引き上げについては触れず、
カナダ特恵関税の利他性のみを喧伝し、イギリス商工業者の関心を引くエリスの発言も、
他のカナダ会議所代表達の見解と対立するものではなかった。むしろ彼の主張は、特恵関
税についての認識の一部分のみを、すなわちイギリスから来ているコングレス参加者の関
心を引きやすい部分のみを強調して語ったと考えられるのである。
　　（4）特恵関税論争の帰結
　コングレス2日目の午後から開始された特恵関税をめぐる論争は、4日目を迎えても歩
み寄りを見せることなく、議論は膠着状態に陥った。しかし、以前のコングレスとは違い、
本国における関税改革の気運の高まり、そして多くのカナダ商工業者達によるコングレス
参加のために、コックシャットを中心としたカナダ会議所代表達にとって強力な「追い風」
が吹いていたことは、既に述べたように、彼らによるこの問題への積極的な発言からも明
らかであろう。しかしコックシャットとホランドの意見を聞いた議長ブラッシーは、「全会
一致」を重視して、双方が折り合いをつけて妥協案を採決すべきであると提案した53。こ
れにホランドが同意し、コックシャットもしぶしぶながら同意したことで54、共同決議案
に若干の修正を加えた特恵にも自由貿易にも触れない、「帝国経済の促進」と「本国・植民
地・属領の代表からなる特別委員会による調査支持」を目指すという決議案が全会一致で
採択され、第五回コングレスにおける通商関係決議案をめぐる論争は終了した。たしかに
結果から見れば、ロンドン会議所コングレス組織委員会による巧みな議事運営によって、
可決された決議は妥協的なものにとどまった。その点から、本コングレスが大きな成果を
上げたとは必ずしも言えない。またコングレスの決議はなんら法的拘束力を持たないため、
この決議が直接帝国経済政策に反映されることはなかった。しかし、コックシャットを中
心としたカナダ会議所代表の見解が、コングレスという帝国商工業界を担う人々が集う場
において大きな支持を得ていたことは確かである。そして第五回コングレスにおける特恵
関税支持の気運は、3年後の1906年にロンドンで開催された第6回コングレスにおいて、
モントリオール会議所が提案した特恵関税支持決議可決というかたちで結実することとな
るのである55。
第三節　カナダ視察旅行の開催
　コングレスは5日目の8月21日の午前をもって、全ての議事を終了した。その3日後
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の8月24日の朝、約半年間に及ぶモントリオール会議所主催によるカナダ視察旅行は、
GTRの特別列車「カナダ号」の出発により開始された。先に述べたように、旅行計画立案
担当のエイムズは、旅行参加希望者の都合に応じた異なる日程からなる3つの旅行を準備
した（表7－2参照）。一っ目が、主にカナダ大西洋岸を中心にオンタリオ、ケベック、ニ
ュー・ブランズウィック、ノヴァスコシア各州を周遊する東カナダツアーである。このツア
ーは、三っのツアーのうち最も短いものであり、19日間、総延長約4，133マイルのツアー
である。二つ目が、西はマニトバ州までを視察し、その後大西洋岸へと向かい、東カナダ
ツアーと同様の経路を辿る26日間、総延長約6，741マイルからなるカナダ中西部ツアー
である。そして三つ目が、モントリオールから太平洋岸のヴァンクーヴァーまで行き、後
に中西部ツアーと同様の経路を辿り、大西洋岸の諸都市を視察する全カナダツアーである。
このカナダ全土を回るツアーは、三つのツアーのうちで最も長く、8月24日にモントリオ
ールを出発し、ケベックに帰ってくるのは約6週間後の10月4日であった。そしてその
総延長も約1万166マイルにも及んでいる56。
　準備委員会が企画したこのカナダ視察旅行は、単なるカナダの観光旅行ではなかった。
この旅行は、カナダ経済を支える産業をコングレス参加者に直に見せることを意図したも
のであり、滞在先にはカナダ経済における発展途上の産業、言い換えるならばイギリスか
らの投資や移民誘引を必要とする産業が重点的に選ばれていた。そのような視察旅行にお
いて、参加者達に見せることが意図された第一の産業は農業、特に小麦農場である。準備
委員会は、中西部において小麦の収穫を見せ、カナダ産小麦に対する理解を深めた結果、
イギリスへのカナダ産小麦輸出を増大させようとしていたのである。カナダにおける小麦
生産地として旅行参加者達が訪れたのは、マニトバ州ブランドンであった。旅行参加者達
はブランドンへと向かう車窓から小麦畑を眺め、そしてマニトバ州における小麦生産の将
来性に関して説明を受けた。その説明とは、マニトバ州の耕作地は2，300万工一カーある
が、現在300万工一カーしか耕作されていないという内容であり、平原州開発の可能性を
旅行参加者に示すものであった57。代表達はブランドンに到着した後、小麦の収穫作業や
実験農場を見学した。モントリオール会議所の年次報告書に載せられた準備委員会委員長
ポジソンの報告によると、旅行参加者達は「830マイル続くプレーリーに驚き」、そして「イ
ギリスはこの土地へ余剰人口を向けるべきである」という感想を述べている58。またブラ
ンドン訪問の前日には、彼らはスペリオル湖畔の小麦集積地フォート・ウィリアムで、鉄道
貨車から小麦を貨物船へと積み込むエレベーターの視察を行った。このフォート・ウィリア
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ムでのエレベーター見学は、近年のエレベーター技術の発展を説明し、カナダがいかに小
麦輸出そして輸送力の強化に力を入れているかを示すためのものであった59。
　視察先に選んだ第二の産業は、ブリティッシュ・コロンビア州における鉱業であった。
ブリティッシュ・コロンビア州への投資は、イギリス投資家にとって人気がないと準備委員
会によって指摘されていた60。準備委員会はこの状況を改善し、この地域の鉱物資源につ
いて理解する機会を参加者達に与えるために、視察先に鉱山や溶鉱炉を多く設定した。視
察旅行参加者達は、9月8日のヴァンクーヴァー到着後、約1週間ブリティッシュ・コロン
ビア州の鉱業関係の施設を視察した。彼らはクロフトンで溶鉱炉を見学し、ナナイモで石
炭鉱山を視察した後、レヴェルストーク、アロー・ヘッド、ロブソンといったアメリカとの
国境地帯に位置する山岳地域へも赴き、これらの地域の鉱山や溶鉱炉を視察した。中でも、
グランド・フォークスにおける最先端のモデルエ場の視察は、イギリス市場において信用が
低かったブリティッシュ・コロンビア州の鉱山開発への信用を高め、イギリス資本をブリテ
ィッシュ・コロンビア州への投資に向かわせるのに寄与したのである61。
　準備委員会が、旅行参加者達に見せることを望んだ第三の産業は製造業である。カナダ
は世紀転換期の好景気の中で、製造業を発展させていたが、カナダ商工業者達が、輸出拡
大と国内産業の保護による経済発展を企図していたことは、前節ですでに述べたとおりで
ある。しかし、カナダ製造業は発展を推し進めるための資本を欠いており、イギリスから
の資本誘引のためにコングレスを利用しようと考えていたのである。準備委員会は製造業
の視察先として、特にカナダ独自の一次産品加工工場を選んでおり、クロフトンでは溶鉱
炉の他に製材所の視察も行っている。その製材所で参加者達の目にとまったのは、そこで
使用される木材や加工後の材木の品質は良質だったが、その工場設備は旧式かつアメリカ
製だったことである62。天然資源が無尽蔵にありながら、設備は旧式であり、なおかつア
メリカ製品が進出しているというカナダ経済の状況を、参加者達は真摯に受け止めざるを
得なかったのである。この他にも太平洋岸の都市、ニュー・ウェストミンスターでは、鮭の
缶詰工場や冷凍保存などの水産加工業、またケベック州のシャウィニガン・フォールや、シ
クーティミでは世紀転換期に急成長を遂げた製紙産業の視察も行われた63。
　帝国各地からやってきたコングレス参加者達のための視察旅行は、このような点を中心
に周遊した後、10月4日に全カナダツアーの一行がケベックに戻り、全行程を終了した。
カナダ視察旅行は、イギリス商工業界の重要人物がカナダを横断し、各地を細かに視察し
た初の試みだった。しかし、準備委員会委員長のポジソンが述べるように、「カナダ視察旅
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行は、全ての点において成功」であり、ツアー参加者にカナダ自治領の産業発展と天然資
源について広い知識を与えるという目標を達成したのである64。このようにカナダでのコ
ングレス開催は、カナダでの帝国問題の議論にとどまらず、コングレスにやってくるイギ
リス商工業者へ、カナダ経済の将来性を宣伝する機会をも提供したのである。
第四節　第五回帝国商業会議所会議とその後
　コングレス開催から約4ヶ月経った1903年12月14日、ロンドン会議所内で第五回コ
ングレスについて総括するための特別会議が開催された。参加者26名の小規模な会議な
がら、この会議にはコングレスで議長を務めたブラッシー卿らロンドン会議所代表として
コングレスに参加した人々だけでなく、バーミンガム会議所のパークス（E．Parkes）や、
ヴァンクーヴァー会議所のアーヴィングをはじめ、他の会議所代表としてコングレスに参
加した人々も出席していた65。この特別会議の中で参加者達の間に共通の見解として顕在
化したのは、帝国経済関係の緊密化とその手段としての特恵関税の重要性である。会議参
加者達は口を揃えて関税改革討議の必要性、そして植民地の意見も汲み取ったかたちでの
帝国経済関係の緊密化が必要であると主張している66。移民や投資に関しても同様に、カ
ナダ商工業者達への理解を示す主張を確認することができる。特にカナダ視察旅行は好評
であり、ヤング（Frederic　Young）をはじめとする会議参加者達は、カナダの資源や投資機
会に感銘を受け、帝国統合を促進する移民や投資の増大が必要であると主張している67。
　本章では、イギリス帝国におけるカナダ商工業者の経済政策志向を検討することを目的
に、第五回コングレスにおけるカナダ商工業者の見解と活動にっいて検討してきた。たし
かにコングレスにおける主たる関心は特恵関税に関する議論であり、コングレスは「通商
同盟に関する非公式討議の場」としての意義を持っていた。しかし、コングレスの意義を
その一点に集約させてしまっては、特恵関税論議において何ら具体的な成果を見出せなか
った第五回コングレスの意義が過小評価されてしまう。本章で検討したように、第五回コ
ングレスにおける特恵関税をめぐる論争は、本国での関税改革論争を背景としたカナダ会
議所と本国会議所の「特恵関税」対「自由貿易」の対立以外の側面を持っていた。カナダ
会議所代表達は、特恵関税によって一次産品供給国として帝国分業体制の一翼を担うこと
ではなく、イギリスへの食糧・原料供給輸出、その他の帝国地域への工業製品輸出市場拡
大と英米を中心とする工業国からの国内市場保護という二面性を内包した主張を唱えたの
である。
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　またコングレスに臨んだカナダ商工業者達の思惑は別の点にもあった。彼らは、コング
レスをカナダの経済機会を帝国の会議所代表達に示す場として位置付けていたのである。
コングレス主催会議所であるモントリオール会議所によって準備されたカナダを紹介する
冊子や視察旅行は、コングレス終了後の帝国商工業者、特にイギリスの商工業者の帝国経
済認識に大きな影響を与えるものであった。先に触れたロンドン会議所特別会議での反応
がそのことを如実に表している。第五回コングレスは、植民地カナダの経済発展に不可欠
である輸出拡大、市場保護、移民、投資の誘致の必要性を訴え、それらのカナダに投下す
ることがカナダのみならずイギリス帝国への発展へと連なるというカナダの商工業利害が
抱く「カナダの発展と帝国の発展の一貫性」の主張をイギリスの商工業者に対して示す機
会だったのである。このようなモントリオール会議所をはじめとするカナダ各地の会議所
会員によって提示された帝国の経済的統合の構想は、1880年代からカナダ国内において形
成されてきたものであった。そして特恵関税を基軸とする帝国各地域の発展と経済的紐帯
強化による帝国全体の発展という彼らの主張は、本国におけるチェンバレンの運動と呼応
するようにコングレスにおいても帝国各地からやってきた商工業者達に訴えかけられたの
である。
　このように、モントリオール商業会議所は、コングレスを通してカナダ側から関税改革
運動の高揚を図るべく尽力した。これに対してCMAは、チェンバレンの関税改革運動を
支援するためにイギリス本国へと渡って活動を展開したのである。そのCMAによる本国
での関税改革運動の意義に関して、次章で検討する。
254
第七章　註
1London　Chamber　of　Commerce，　Chamber　ofCommerce　Journal，1902　Dec．，　p．266．
2Library　and　Archives　Canada，　MG28－III44，　Montreal　Board　of　Trade，　Minute　Book，
Vol．10，　p．494．
3第五回コングレスにおける参加者585名の出身地域別の統計は明らかではない。しかし、
コングレスにおける議事運営を担当したロンドン会議所コングレス組織委員会の報告によ
ると、コングレス開催1ヶ月前の7月20日時点でのコングレス参加申込者420名のうち、
カナダ会議所代表は190名だったのに対して、イギリス代表は188名であった。Guildhall
Library，　MS16459，　LCC，　Council　Minute　Book，　Vbl．3，　Part1，1902・1906，　p．145．このカナダ
代表の参加者数の多さは、第四回コングレスにおけるカナダ会議所代表の参加者数が524
名中65名であったことと比較すると明らかである。G．H．　Stanford，　To　Serve　the　Community’
The　Story（～ブToronto　’s　Board（of　Trade（Tbronto：University　ofToronto　Press，1974），　p．85．
41、CC，　CαろJune　1903，　p．130．
5A，J．　Marrison，　British　Business　and　Protection，1903－1932（Oxford：Clarendon　Press，
1996），p．79．
6Library　and　Archives　Canada，　MG28・III44，　Montreal　Board　of　Trade；Guildhall
Library，　Federation　of　Commonwealth　Chamber　of　Commerce，　MS．18287／1，（）Lfficial
Report（of　the　Proceedings　at　the　Fi：f7th　Congress（～fChamber（～fCommerce（～fthe　Empire　1903．
7R．T．　Naylor，　The　History（～ズ　Canadian　Business　1867－1914（2　vols．　Montreal：Black　Rose
Books，2nd　edn．，1997）．　Part1．p。30．
8MB　T，　Council　Annual　Reρort　1903，　pp．1，138・141．
9MBT，　Minute　Book，　Vb1．11，　p．133．
10E．A．　Collard，　The　Montreal　Board（ゾ恥ゴ¢／822－1972：　A　Story（Montrea1：Montreal
Board　of　Trade，1972），p．42．また地区会議所から準備委員会に追加された3人のうちマッ
ソン（D．Masson）とラポルト（H．Laporte）はモントリオール会議所の会員でもあった。　MBT，
ル五脚εβooた，　Vol．11，　pp．167・168；MBT，　List（ofMembers　in　Council　Annual　Report，1903．
11MBT，　Minute　Book，　Vbl．10，　p．494．
12MBT，　Letter　Book，　Geo．　Hadrill　to　Wilfrid　Laurier，1902！218，1902／2／12，　pp．327，329．
13MBT，　Minute　Book，　Vbl．11，　p．13．
14MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　Laurier，1903／8！17，　p．704．
15MBT，　Letter・Book，　Hadrill　to　Laurier，1903／5／19，　p．806．政府の資金援助決定後も、資金
不足の準備委員会は、ローリエに宛てて一刻も早く2万5000ドルの小切手をモントリオール会議
所に送るように催促する手紙を出している。しかし、小切手が受け取られたのは、コングレス終了
後の11月7日であった。MBT，　Letter　Book，　Arthur　Hodson　to　Laurier，1903／7／15，　p．881；
MBT，　CouncilAnnual　Report，1903．　p．43．
16MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　H．　Laporte，1902111／29，　p．541；Hodson　to　H．　Stikeman，
1903／7／29，p．899；Hadrill　to　A．P．　Lesperance，1903／8／6，　p．925；Hodson　to　A．D．　Durnfbrd，
1903／8／13，p．934；Hadri11七〇H＆AAIIen，1903／8／15，　p．937．
17このロンドン会議所代表団は、アメリカのニューヨーク商業会議所が新庁舎完成の式典
を開催する際の来賓として派遣されたのであり、カナダ訪問は当初予定に入れられていな
かった。しかし、モントリオール会議所からの強い誘いで、モントリオV・一一ル訪問が決定し
た。MBT，　Minute　Book，　Vol．11，　P．60；P．80；LCC，　London　Chamber　of　Commerce，
Delegation　to　the　United　States　（隻　Canada，　November　1902．　Report（～f　the　Delegation　to　the
Couneil（London：s．L，1903），　P．19．
18MBT，　Minute　Book，　Vb1。XI，　p．127．
19Montreal　Board　of　Trade，　Handbook　of　the　Dominion　of　Canada（Mon七real：Gazette
Printing，1903），　p．8．
20MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　G，W．　Ross，1903！3／10，　p．626．
21MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　R．E．　Coarnell，190313／10，　p．627．
255
22連邦政府もイギリスから商工業者が大挙訪加するコシグレスに注目し、カナダの経済機
会を示すパンフレットを作成、配布している。Department　of　Trade　and　Commerce，
Special　Report　regarding　the　Growth（～f　Trade　and　Material　lndustries　of　the　1）ominion　of　Canada
（Ot七awa：Government　Printing　Bureau，1903）。同様にCMAも、機関誌『インダストリ
アル・カナダ（lndustrial　Canada）』の増刊号を発行し、コングレス代表者達に配布している。
2a　MBT，　Minute　Book，　Vbl．11，　pp．104・105；MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　K．B．　Murray，
1902！10！25，pp．509・510．
24MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　R．　Kerr，1903／2／26，　p．619；p．644；MBT，　Council　Annual
やρoπ1903，p．451　MBT，　Letter　Book，　Hadrill　to　Laurier，1903／8／17，　p．704．
25カナダ視察旅行に関しては後述。
26ロンドン会議所コングレス組織委員会に関しては、横井勝彦「ロンドン商業会議所と帝
国政策一・1881～1914年一」、『明大商学論叢』、第75巻第2、3、4号、1992年、196－198
ページを参照。
27Guilhall　Library，　F哲乃Congress，　p．153．
28しかし、マンチェスター会議所内も一枚岩ではなかった。1903年6月6日のマンチェ
スター会議所特別会議では、自由貿易派300人に対し、反対者は120人に及んだ。Marrison，
British・Business　and　Protection，　P．89．
290．E．　Bodington，　The　Montreal　Congress　and　The　Fiscal　Policy（）f　the　Empire（London；sJ．，
1903），p．4．
30Guilhall　Library，　Fifth　Congre∬，　p．84．
31Bodington，　The〃Montreal　Congress，　p．17．
32A．　McRobert，　Report　by　the　Honourable　Mn　A．McRobert，　Delegate’o読θF漁Congress（’f
Chambers（～fCommerce（ofthe　Empire　Held　at　Montreal（Lucknow：s．1．，1904），　p．3．
33コックシャットは、第三回、第四回コングレスにもトロント会議所代表として参加し、
いずれの会議においても特恵関税支持の立場から議論を主導していた。Guilhall　Library，
F哲乃Congress，　pp．49・52．
34D．J．　Jeremy，　C．　Shaw，　Dictionary　ofBusiness　Biography（1．ondon：Butterworths，1985），
pp．303・307．
35熊谷次郎『イギリス綿業自由貿易論史一マンチェスター商業会議所ユ820－1932年一』、ミネ
ルヴァ書房、1995年、第五章参照。全英商業会議所連合会に関しては、A．R．　Ilersic，　P．EB。
Liddle，　Parliament　of　Commerce（London：Newman　Neame，1960）；Marrison，　British
BusinesS・and・Protection，　chap．3を参照。
36Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　pp．61，70・73．
37MBT，　Co　uneil　Annua1　Reρort．1903，　p．85．
38Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　pp．57・59．
39Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　pp．54・56，77・78．
40ブリティジシュ・コロンビア州のこの2つの会議所は、第五章第一節で明らかにしたよ
うに、カナダ国内でも特恵関税支持に積極的な会議所として知られていた。特にヴァンク
ーヴァー会議所は、バーミンガム演説の18日後の6月2日には会議所内の理事会でチェ
ンバレン支持決議を可決している。Vancouver　Board　of　Trade，Annua1　Report，1903・1904，
pp．28’29．
41自治領へのカナダ工業製品輸出は、ソウルやヴィリアムスによっても指摘されている。
S．B．　Saul，　S魏4∫θ幻ηBritish　Overseas　Trade　1870－1914（1．iverpool：Liverpool　University
Press，1960）．（久保田英夫訳『イギリス海外貿易の研究』文眞堂、1980年）273・274ペー
ジ；G．Williams，　Not　for琢ρo所Toward　a　Political　Economy　of　Canada　ll　Arrested
Industrialization（Toronto：McClelland　and　Stewart，1987），　chap．2，3を参照。しかしカナ
ダ工業製品輸出増加の一方、オーストラリアは羊毛以外にカナダへと輸出する商品がない
だけでなく、この羊毛も非課税のため特恵関税の優遇の対象とならず、カナダの輸出超過
が拡大した。Department　of　Agriculture，　Statistical　Year－Book（of　Canada，1904（Ottawa：
256
Government　Printing　Bureau，1905），　p．338．
420．H．　Hill，　canada・ll・salesman　to・the　rvorld（Montrea1：McGill－Queens　university　Press，
1977），pp．45，76・79；R．W．D．　Boyce，‘Imperial　Dreams　and　National　Realities：Britain，
Canada　and　the　Struggle　fbr　a　Pacific　Telegraph　Cable，1879－1902’，　English　Historicαl
Review，　Vol．115，　No．460（2000）．
43Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　pp．78・79，82
44フィールディング関税法に関しては、第六章第二節を参照。
45Guilhal1　Library，　F哲乃Congress，　pp．77・78．
46Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　pp．74，88．
47　C1＞LA，　Industrial　Conada，　Oc七．1903，　pp．109・110．
48DTC，　Special　Report　regarding　the　Growth（of　Trade，　pp．22・23．
4g　British　Parliamentary　Papers，　Papers　Relating　to　a　Conferenceろetween　the　Secretary（～f
Stαte／br　the　Colonies　and　the　Primeル伽競εr5（～fSelf－Governing　Colonies，　June　to　August，1902
　［cd1299］　，pp．83・87．
50特に鉄鋼以下の7品目のアメリカからの輸入額は、イギリスからの輸入額が700万ドル
以下であったのに対し、特恵関税施行後5年間で1071万ドルから2017万ドルへと倍増し
た。Canadian　Gazette，1903／1／29，　p．411．
51Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　p．55。
52CMA，、industrial　Canada，19030ct．，　p．112、
53Guilhall　Library，　Fifth　Congress，　p．99．
54Manchester　Chamber　of　Commerce，　Month　！y　Record，1904　Jan，，　p．4．
55LCC，　OCJ，1906　Aug．，　p．182．
56Library　and　Archives　Canada，　RG76，1・A・1，　Immigration　Branch，　V61．134，　File
32755；この3種類の視察旅行のうち、最も人気があったのは全カナダツアーであり、旅行参加者
の約7割がこのツアーを選んでいた。残りの参加者は大半が東カナダツアーを選んでおり、中西
部ツアーへの参加者はほとんどいなかった。MBT，　Council　Annual　Report，1903，　p．46．
57MBT，　Council　Annual　Report，1903，　p．48．
58MBT，　CouncilAnnual　Report，1903，　pp．48－49．
59MBT，　Council　Annual　Report，1903，　p．48．
60MBT，　Council　Annual　Report，1903，　p．50．イギリスの対加直接投資に関しては、尾上修悟
『イギリス資本輸出と帝国経済』ミネルヴァ書房、1996年、第七章を参照。
61MBT，　Council　Annual　Report，1903，　pp．49’50．
62MBT，　Council　Annuα1　Report，1903，　p．49．
63MBT，　Council　Annual　Report，1903，　pp．50・51．
64MBT，　Council　Annuα1　Report，1903，　p．52．
65LCC，　OCJ，1904　Jan．，　p．3．
66LCC，　OCI，1904　Jan．，　pp．5，7．
67LCC，　OCJ，1904　Jan．，　pp．4，6．
257
第七章　図表
表7－1第五回コングレスに提出された「本国、植民地通商関係」に関する決議（要約）
1
モントリオール商業会議所
@　　（ケベック州）
イギリスは外国産品を差別し、植民地産品に特恵を与えるこ
ﾆによって、帝国の利益に貢献することができる。
ﾁ恵は、
i1）イギリスを外国への食糧供給依存から解放することに
謔ﾁて、利益をもたらす。
i2）帝国内互恵貿易を促進する。
i3）植民地の事業を発展させ、植民地にイギリス人移民だけ
ﾅなく、他国の余剰人口をも誘引するのに役立つ。
ｻ在の経済状況を調査し、帝国特恵関税を提案するため、コ
塔Oレスは本国政府に、イギリス本国、植民地の代表からな
驩､立委員会を設立するよう要望する。
2 ヴァンクーヴァー商業会議所
iブリティッシュ・コロンビア州）
ヴァンクーヴァー雰議所は、　国　特恵易に関して、チェ
塔oレンの政策と第四回コングレスにおけるトロント決議を
x持する。
3 モントリオール地区商業会議所
@　　　（ケベック州）
植民地がイギリスに与えた商業的便宜の見返りに、コングレ
Xは十分な代償が認められるよう要求する。
4 ベルヴィル商業会議所@（オンタリオ州）
帝国の財政的要求を満たすための計画を検討するために、帝
荘S地域の代表からなる会議が開催されるべきである。
5 トロント商業会議所iオンタリオ州）
相互利益の原則に基づく通商政策の採用によって、イギリス
骰曹ﾌ結びつきは強められ、帝国諸地域間の統合は強化され
驍ｾろう。それによって、帝国各地域は通商面での十分な利
vを受けるのである。
ｱれを実施するために、コングレス閉会前に、議長は本国、
A民地代表で構成される委員会を発足させ、本コングレス、
ﾜたは同様の通商会議で報告が行われるべきである。その決
cの写しは、本国、植民地政府に回送されるべきである。
6 オリリヤ商業会議所@（オンタリオ州）
本国が植民地産の食料品や商品に有利な関税を認めるには、
骰蒼燻ｩ由貿易の基礎に基づく、相互特恵システムを採用す
驍ｱとが必要である。
7 セント・ジョン商業会議所iニューブランズウィック州）
イギリスは、植民地農産物に外国産農産物以上の特恵を与え
驍謔､財政政策を修正することによって、本国、植民地の通
､利益を満たし、人口過剰の都市へ食糧を供給することが可
¥である
8 ウィニペグ商業会議所@　（マニトバ州）
帝国内諸地域に付与された特恵政策を継続、拡大するための
?轤艪體w力がなされるべきである。
9 　　　　　回　　　　　　本i本部：オンタリオ州トロン 互恵的特恵関税が、帝国内で確立されるべきである。
10 マンチェスター商業会議所
個々に統治される全ての帝国地域を犠牲にする帝国関税政策
ﾉは同意することができない。
{国製造業の繁栄を脅かす帝国内関税協定は、植民地、属領
Z民の利益をも脅かすものである。
11 ロンドン商業会議所
帝国諸地域間の通商関係を強化する可能性を検討するため
ﾉ、本国、植民地、属領の代表からなる特別委員会が設立さ
黷驍謔､本国政府に要請されるべきである。
12 セント・ジョン商業会議所iニューブランズウィック州）
　　　　　　　　　　　一　「ｻ在イギリスから輸入される全ての商品に認められている
R3．3％の特恵関税は、カナダの港を経由してカナダ国内に輸
?ｳれた商品にのみ適用されるべきである。
　　U11　　　● rary，　e　era　10n　O　OmmOnWea　　am　er　O　OmmerCe，
18287／1，（塀o∫α1Report（～ズthe」Proceedingsα’the、E鍍乃Congアess（～fCha〃zber（～ヂGo〃2〃lerce（～ズ
the、Emlフかθ0り03，），p。153．
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表7－2カナダ視察旅行　全カナダツアー日程
8月24日（月）　モントリオール発（9：30）一トロント（18：00）一トロント泊
8月25日（火）　トロント発（9：30）一ハミルトン着（10：30）一ハミルトン発（14：30）
　　　　　　　一ナイアガラ・フォールズ（15：30）一ジョージ・エレクトリック鉄道でナイアガ
　　　　　　　　ラの滝を米加両方から観光　一ナイアガラ・フォールズ泊
8月26日（水）ナイアガラ・フォールズ発（9：00）一ハミルトン、ウッドストック経由　一ロンド
’　　　　　　ン着（13：00）一ロンドン発（16：00）一ウィンザー経由　一デトロイト着（18：
　　　　　　　30）一デトロイト泊
8月27日（木）デトロイト発（10：30）一（ボートで移動）一ポート・ヒュ・一一一mン着（18：00）
　　　　　　　一ポート・ヒューロン発（21：00）一車中泊
8月28日（金）　ムスコカ・ワーフ着（6：30）一湖を観光　一ムスコカ・ワーフ発（18：30）一車中泊
8月29日（土）　トロント着（7：00）一トロント泊
＊この後、第一、第ニセクション（全カナダツアー）に分かれて視察旅行継続
第ntセクション
8月30日（日）　トロント発（13：45）一ノース・ベイ着（21：　45）一車中泊
8月31日（月）終日移動
9月1日（火）　ウィニペグ着（12：30）一全カナダツアー参照
第ニセクション
8月30日（日）終日トロント滞在
8月31日（月）　トロント発（13：45）一ノース・ベイ着（21：45）一車中泊
9月1日（火）　終日移動
9月2日（水）　ウィニペグ着（12：30）
＊第ニセクションは第一セクションの24時間遅れ
9月2日（水）　ウィニペグ発（7：00）一ブランドン着（12：00）一小麦の収穫作業や実験農場を見学
　　　　　　　一ブランドン発（22：10）一車中泊
9月3日（木）
9月4日（金）
9月5日（土）
9月6日（日）
9月7日（月）
9月8日（火）
9月9日（水）
9月10日（木）
9月11日（金）
9丹12日（土）
9月13日（日）
9月14日（月）
9月15日（火）
終日移動
カルガリー着（2：10）一午後に牧場見学
カルガリー発（2：20）一車中泊　一バンフ着（5：45）
終日バンフ滞在
バンフ発（5：45）一終日移動　一車中泊
ヴァンクーバー着（12：40）一ヴァンクーバー港発　一（船で移動）一ヴィクトリ
ア着（18：00）一ヴィクトリア泊
終日ヴィクトリア滞在一エスキーモルト港視察一ヴィクトリア泊
ヴィクトリア発（8：00）一（船で移動）クロフトン銅鉱、製材所、ナナイモ炭田視察
一ヴァンクーバー着（深夜）一船中泊
終日ヴァンクーバー滞在
鮭の缶詰工場を視察　一ヴァンクーバー発（14：00）一車中泊
レブルストーク着（8：00）一アロー・ヘッド着（9：30）一（ボートで湖を観光）
一ロスランド着（12：15）一ロスランド泊
リロイ、ウォー・イ・一・グル、センター・スター鉱山視察　一ロスランド発（14：00）
一グリーン・ウッド着（時刻不明）一グリーン・ウッド泊
グリーン・ウソド発（時刻不明）一フェニソクスで鉱山、グランド・フォークスで溶
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　　　　　　　鉱炉を視察　一グランド・フォークス発（15：53）一ネルソン着（21：35）一ネル
　　　　　　　ソン泊
9月16日（水）ネルソン発（5：00）一クーテナイ着（10：30）一（列車乗り換え）一クーテナイ
　　　　　　　発（11：30）一車中泊
9月17日（木）終日移動　一車中泊
9月18日（金）　ウィニペグ着（8：50）一ウィニペグ発（14：30）一車中泊
9月19日（土）　終日移動　一車中泊
9月20日（日）　ノース・ベイ着（6：25）一ノース・ベイ発（9；30）一スー・セント・マリー着（17　：　36）
　　　　　　　一スー・セント・マリー泊
9月21日（月）スー運河、スペリオル湖電力会社、製鉄会社視察一スー・セント・マリー発（12：
　　　　　　　16）　一車中泊
9月22日（火）オタワ着（4：00）一ボート（オタワ河川航行会社）に乗り換え　一オタワ発（7：30）
　　　　　　　一モントリオール着（18：30）一モントリオール泊
9月23日（水）第一セクション　終日モントリオール滞在　一モントリオール泊
　　　　　　　第ニセクション　モントリオv・一一一ル着（18：30）一モントリオール泊
＊第一、第ニセクションモントリオールで合流
9月24日（木）モントリオール発（8：00）一（グレート・ノーザン鉄道）
　　　　　　　一シャウィニガン・フォールズ着（12：00）一水力発電所、製材、製紙工場視察
　　　　　　　一シャウィニガン・フォールズ発（14：30）一ロベルヴァル着（22：00）
9月25日（金）
9月26日（土）
9月27日（日）
9月28日（月）
9月29日（火）
9月30日（水）
10月1日（木）
10月2日（金）
10月3日（土）
10月4日（日）
全カナダツアー
出典：LAC，RG76　，lmmigration　Bran（ih，Series　I　rA・1，　VoL134、　thzrg7ess　Of　thaznbers　Of　Comznelue（of　thθ
伽ρ舵即’（h㎜θ畑〃曲伽5加傭皿曲θ躍b訪θr6b皿血ア翫’勉ノand　the　her　（IOIorubq　File．32755をも
とに作成
ロベルヴァル発（10：00）一（セント・ジョン鉄道）一レヴィ着（17：35）一車中泊
フレデリクトン発　一セント・ジョン着　一セント・ジョン泊
終日セント・ジョン滞在一セント・ジョン泊
セント・ジョン発　一ハリファクス着　一ハリファクス泊
終日ハリファクス滞在一ハリファクス泊
ハリファクス港湾視察　一ハリファクス泊
ハリファクス発（午後）一シドニー着（夜）一シドニー泊
シドニー発　一（フェリーで移動）一ドミニオン・スチール会社、ノヴァ・スコシア
鉄鋼会社視察　一シドニー泊
シドニー発（早朝）一車中泊
ケベック着（午後）
終了
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第人章　イギリス関税改革運動とカナダ製造業利害
　1903年にチェンバレンによって開始された関税改革運動は、イギリス国内において大き
な論争を喚起したが、その運動は必ずしも順調には進展しなかった。チェンバレンの属す
る統一党は、関税改革をめぐってチェンバレンを支持する関税改革派、首相バルフォア（A．J．
Balfbur）を中心に報復関税の導入を目指すバルフォア派、そして統一党自由貿易派へと三
分裂しており1、またチェンバレンの運動を支援していた関税改革同盟（Tariff　Reform
League）内においても、その運動の方向性をめぐって団体内部での対立が深刻化していた
のである2。他方で、関税改革支持派は、自由貿易論者による「関税改革は労働者に対する
食糧品価格を上昇させる」という「高いパン」のアジテーションにも苦しめられていたの
である。さらに1902年植民地会議において、チェンバレンに本国での関税改革を促し、
チェンバレンを関税改革運動の開始へと至らしめたローリエやフィールディングも、関税
改革運動の開始後は、運動の推進に向けて具体的な行動を取ることはほとんどなかったの
である3。
　このように、第七章で検討したカナダ商工業利害が国内において特恵関税支持の主張を
積極的に展開していたのとは対照的に、本国において関税改革運動は劣勢に立たされてい
たのである。そのような劣勢を打開すべく、1905年6月18日の夜、9日前にカナダのケ
ベック・シティを出港した客船ヴィクトリア号が、『ゴッド・セイブ・ザ・キング』の大合
唱に迎えられながらリヴァプール港に到着した。その船に乗っていたのは、CMAの代表
団278名であり、彼らはイギリスの主要工業都市における工場視察を行うために大西洋を
渡ってやってきたのである4。第六章で検討したように、CMAは特恵関税に基づくイギリ
ス本国・自治植民地問の経済的統合の必要性を強く主張する団体として、帝国各地の商工
業者の間でその名前は広く知れ渡っており、そのような特恵関税支持を表明するカナダの
製造業者団体の代表団が約3週間、イギリス各地を視察して回ることで、チェンバレンが
主導する関税改革運動の動向に少なからぬ影響を与えたということは想像に難くない。こ
の植民地製造業者によるかつて類を見ないほど大規模な視察旅行の事例を通して、イギリ
ス関税改革運動を本国・自治植民地関係の観点から再検討を行うことが本章の課題である。
前章までで見たように、20世紀初頭における本国での関税改革運動は、それ以前の本国・
植民地間の特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化の議論の上に成り立っていた。そのため、
本国における運動の高揚は、植民地における運動の影響を多分に受けていたのであり、ま
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た本国での運動の高揚が植民地での運動を進展させる原動力となっていたのである。ゆえ
に、CMAによるイギリス訪問は、本国の関税改革論者と大西洋の反対側で形成された「関
税改革論者」が直接接触する機会として、その相互関係を見る上で格好の事例を提供する
と考えられるのである。
　以下において、はじめにこの旅行の目的を検討した上で、旅行中にイギリス国内で語ら
れたCMAの特恵関税や帝国の統合強化に関する主張、そしてCMAの主張を聞いたイギ
リス商工業者の対応を分析する。これらの点から、研究史上等閑視されてきたカナダの製
造業者団体であるCMAがイギリス関税改革運動に与えた影響を考察することによって、
イギリス関税改革運動を帝国の枠組みから再検討すると同時に、特恵関税をめぐる本国関
税改革論者とカナダにおける「関税価格論者」の見解の相違を明らかにすることを目指す。
第一節　視察旅行の目的とロンドン商業会議所の旅行準備
　（1）1905年視察旅行の目的
　この1905年視察旅行の開催時、CMAは全国に約1500名の会員を有するカナダ最大の
経済団体であったが、1900年頃まではトロントの製造業者を中心とした会員数100名程
度の非常に小規模の団体でしかなかった5。しかしながら、世紀転換期におけるアメリカ製
造業者との競争激化に対抗するため、カナダ製造業者の影響力、そして圧力団体としての
役割を強化する必要性が叫ばれた。その結果として、CMAはトロント以外の製造業者を
も会員として取り込むことで急速にその規模を拡大させたのである。しかしながら、この
団体規模拡大の結果、問題となったのは会員規模の拡大による利害の多様化であり、これ
を克服するための手段として採用されたのが視察旅行の開催であった。旅行を通して、参
加者はカナダ国内の多様な産業にっいて学ぶだけでなく、各地の製造業者との親睦を深め
ることができたのであり6、1902年のノヴァスコシア州ハリファクスへの旅行以降、視察
旅行は毎年開催されることとなったのである。その後、1903年には太平洋岸のブリティッ
シュ・コロンビア州への旅行が開催されたが、1904年のニューファウンドランドへの視察
旅行は、旅行を委託した船会社との契約トラブルのために中止となっており、この汚名を
返上すべくCMAは、その翌年にこれまで以上の大規模な旅行開催を立案したのである。
それが、1905年のイギリス視察旅行である。
　1905年視察旅行の具体的な計画案は、1904年8A18日に開催されたCMA内のレセ
プション・会員委員会において立案された7。レセプション・会員委員会は、年時総会後の
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懇親会やCMAが主催するH例の晩餐会や講演会といった各種イベントの準備、会員の入
会・退会の管理などをその主たる業務としており、視察旅行の運営はこの委員会の管轄で
あった。そのため、1905年視察旅行も、この委員会がその運営を担当したのであり、その
主たる運営目的は、先に言及したそれ以前の視察旅行の目的と共通している。
　その目的は第一に、旅行を通しての英加商工業者間の交流である。視察旅行中の1905
年6月21日に演説を行ったCMA会長ジョージ（W．K。　George）が言うように、視察旅行に
よってまず意図されるのは、普段顔を合わせる機会のほとんどない英加商工業者が旅行を
通じてお互いを知り、友好関係を深めることであった。そしてこの交流が、新たな商取引
を導き、英加間貿易の促進へと繋がることが期待されたのである8。また第二の目的と考え
られたのが、イギリス国内の主要工業都市を訪れ、各地域の工場を視察することで、イギ
リス産業に関する情報を収集することであった。イギリスの製造業は、世紀転換期におい
て米独の急速な工業化により相対的な衰退傾向が見られたが、それでもなお綿織物、毛織
物といった繊維製品を中心とする伝統的産業は、特恵の効果もあり、カナダ市場において
一定の競争力を有していた9。その強力な「競争相手」であるイギリス本国の製造業者の工
場を訪れ、生産設備や作業工程を見学することで、その競争力の源を探ることができると
CMAの人々は考えたのであり10、イギリス各地の滞在先でこの二点を旅行の目的として語
ったのである。
　しかしながら、1904年10月に開催されたCMA年次総会において、レセプション・会
員委員会委員長クリーン（Robert　Crean）が、このイギリス旅行の計画案を初めて会員に公
表した際に語ったのは、これらの二つの目的ではなかった。彼が語った目的とは、この旅
行を通じてイギリス関税改革運動を支援することであった。この点から彼は、「今この時が、
CMAのような特恵関税を支持する団体がイギリスに行くには『最高の時期』であり、こ
の旅行は「イギリスの現在の政治問題に重大な結果をもたらすだろう」と主張したのであ
る11。
　このクリーンの提案に賛意を示したのが、CMA副会長バランタイン（C．C．　Ballantyne）
とウィルキンズ（Robert　Wilkins）である。彼らは、共にこの旅行の目的を積極的に評価し、
バランタインは、「この旅行に着手するならばこれ以上にチェンバレンのカを強化し、彼の
考えに沿うかたちで本国と植民地間関係緊密化の主張を喚起するものはない」と、そして
ウィルキンズは「その偉大なる指導者チェンバレンによる特恵関税の主張を支援するのに、
カナダ製造業者以上に適した人達はいない」と主張し、この旅行が単なる英加商工業者間
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の交流や、工場視察以上の意義があることを示したのである12。またCMAによる視察旅
行の開催とこの旅行におけるCMAの姿勢は、本国における関税委員会（Tariff
Commission）書記であり、チェンバレンのブレインの一人であったヒュインズ（W．A．S．
Hewins）にも伝えられた。その手紙の中で、　CMAの書記官ヤング（R．J．　Younge）は、「この
旅行は国家的、帝国的意義を持っもの」であり、イギリスにおいて「現在最も深刻な対立
を引き起こしている問題に一石を投じる」点で、チェンバレンや関税委員会の活動にとっ
て非常に有益なものとなるだろうと述べることで13、CMAが本国での関税改革運動の「援
軍」となることが伝えられたのである。
　CMAの代表達は、旅行中イギリスの人々に対して「交流」と「視察」という目的しか
語らなかったが、このようにCMA視察旅行が関税改革運動支援の意図を持っていたこと
は明らかであったといえる。そしてこの旅行計画を実行に移すべく、CMAは年次総会終
了後に旅行先となるイギリスでの準備をロンドン商業会議所に依頼したのである14。
　（2）CMA視察旅行とロンドン商業会議所
　CMAが視察旅行の準備を依頼したロンドン商業会議所は、第二章でも検討したように
1881年に設立されたイギリスの商業会議所の中でも比較的歴史の浅い会議所ではあった
が、イギリス国内において最大の会員数を擁し、商工業利害だけでなく金融・サーヴィス
利害といった多様な利害を内包する会議所であった15。
　このロンドン会議所内でCMA旅行の準備を担当したのが、「1905年6月のCMAのロ
ンドン訪問に関する特別委員会（Special　Committee　regarding　Visit　of　Canadian
Manufac七urers’Association　in　London，　June　1905）（以下、特別委員会と略記）」である。
この特別委員会は、1904年10月にCMAから視察旅行準備の依頼を受けてロンドン会議
所会頭ブラックウェル（T．E　BIackwell）や理事会副会長シャスター（Felix　Schuster）を中’d・
に設立され16、その主たる業務は、CMAの旅行計画を作成することであった。特別委員会
は、その旅行計画をロンドン視察と地方工業都市視察に二分し、前者に関しては特別委員
会が直接準備、運営に当たる一方、後者に関しては、特別委員会の要請を受け入れた各都
市の商業会議所がその運営を担当することとなった。その旅行プログラムは、図8－1の
とおりである。その旅程は、まずイギリスへの到着後、数日間をロンドンで過ごし、その
後6月26日からイングランド中部諸州や、ヨークシャの工業都市をめぐる第1次地方視
察、そして7月1日のドミニオン・デーの祝賀会に参加するために一時ロンドンへと戻っ
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た後、リヴァプール、ニューカッスル、エディンバラをめぐる第2次地方視察から構成さ
れていた17。
　この旅行プログラムの特別委員会が担当する部分の中で、特に注目すべきは7月1日の
昼に開催されたロンドン会議所に所属するダイヤモンド貿易業者であるモズリー（Alfred
Mosely）主催のガーデン・パーティと、6月19日に開催された木材貿易業者ボウルトン（S．B．
Boulton）主催の昼食会である。この二人はロンドン会議所内において関税改革支持を表明
しており、CMAによる今回の旅行をイギリスにおける関税改革運動の高揚に利用しよう
と企図していた。モズリーは、このパーティを英加商工業者間の交流のためだけでなく、
リドリー卿（Lord　Ridley）をはじめとするイギリス国内の関税改革論者とCMAの会員との
交流の場を設定するために開催した18。このモズリ・一一一・主催のガーデン・パーティに関する
記事を掲載した『ニューカッスル・デイリー・クロニクル』紙によると、「このパーティの
参加者の大半は、チェンバレンの財政政策の支持者」であり、パーティはさながら「関税
改革論者の野外集会」の様相を呈していたと椰楡されるほどであった19。
　ボウルトンの主催する昼食会も同様に、関税改革の議論を喚起することを意図しており、
国内の多くの関税改革論者が、CMAの一団と会うべくこの会に参加していた。中でも前
カナダ総督であるアーガイル公爵（Duke　ofArgyll）は、この昼食会において演説を行い、「政
治的問題に言及するつもりはない」と述べる一方で、「イギリスにやってきた約200人の
カナダ人製造業者を『口止め』することは馬鹿げている」とも発言している。さらに、彼
はこの会だけでなく今回の視察旅行全体が、関税改革の問題に関する自由かつ開かれた議
論の場となるだろうという見解を示すことで、特恵を支持するCMAがイギリス各地を訪
問することによって関税改革に対する支持の拡大を期待したのである20。このようにロン
ドン会議所の内部で徐々に勢力を増しつつあった関税改革支持派の人々は、CMAと同様
にこの旅行を本国における関税改革の気運を高めるべく利用したのである21。
　しかしながら、ロンドン会議所、特に特別委員会は全会一致でモズリーやボウルトンが
掲げた意図に従っていたわけではない。ロンドン会議所内には、これらの関税改革論者が
いる一方で、自由貿易論者も多数おり、彼らはこの旅行が過度に政治的な意味合いを持た
ないよう牽制したのである。1905年4月4日に開催された特別委員会の第4回会合にお
いて、ボウルトンが自ら主催する昼食会にチェンバレンを招きたいと提案した際、特別委
員会は、この昼食会は「CMA代表をもてなす人なら誰にでも開かれるべきであるが、主
だった政治家の名前がこの昼食会と関連して公言されないことが望まれる」という決議を
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可決し、ロンドン会議所が関与するイベントヘチェンバレンが出席することに反対してい
る22。またCMAの一団を招いて行われた1905年6月21日のロンドン会議所主催の年次
晩餐会において、理事会副会長のシャスターは、世界の金融・貿易センターとしてのロン
ドンの役割を強調し、それを担うのがロンドン会議所の使命であると位置付けることで、
金融、貿易の流れを妨げる関税改革を批判すると同時に、「金融・貿易を基盤とする」ロン
ドン商業会議所の利害をCMAの旅行参加者へと示したのである23。このCMA視察旅行
をめぐる見解の相違は、関税改革をめぐるロンドン会議所内の利害対立を如実に反映した
ものであるといえよう24。
　（3）CMA視察旅行と地方商業会議所
　このように自由貿易派からの圧力を受けつっも、ロンドン会議所内の関税改革論者は、
特別委員会での活動を通じてCMA視察旅行の機会を最大限に利用しようとしていた。そ
の姿勢は、特別委員会がCMA旅行団の受け入れを要請すべく地方工業都市の各商業会議
所へと送付した手紙の文面に強く表われている。1905年2A23日付けでロンドン会議所
が送付したこの手紙において、旅行の目的は以下のように述べられている。それは第一に、
イギリスの工業都市に関する情報をカナダの人々に与えること、そしてもう一つは、1903
年にモントリオールで開催された第五回コングレスの代表達がカナダで受けた歓待のお礼
をすることであった25。
　第七章で見たように、この第五回コングレスはチェンバレンが関税改革運動を開始した
3ヶ月後の1903年8月に開催され、チェンバレンによる特恵関税に基づく帝国統合とい
う問題提起を受けて、帝国各地からやってきた商工業者達の間でこの問題に関して激しい
議論が繰り広げられていた。またこの会議終了後には、会議に参加した代表達のためにカ
ナダ全土を周遊する約6週間のカナダ視察旅行が開催され、旅行に参加したイギリスをは
じめとする帝国各地の商工業者は、旅行中に訪れたカナダ各地にて盛大なもてなしを受け
たのである26。特別委員会は、今回のCMAによる視察旅行をこの会議後に開催されたカ
ナダ視察旅行への返礼とみなすことで、今回の旅行を第五回コングレスの延長線上に位置
付け、この旅行を通して特恵関税に基づく帝国統合の議論をイギリスで再現しようとして
いたのである。しかし実のところ、このCMA視察旅行と第五回コングレスとの結びつけ
は、かなり無理のあるものであった。なぜならこの会議を運営したのは、モントリオール
商業会議所であり、CMAはその運営に一切関与していなかったからである27。それでもな
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お、第5回コングレスを持ち出し、今回のCMA視察旅行と結びつけてイギリス各地の会
議所へと語るところに、特別委員会内の関税改革派による苦肉の策が見て取れよう。
　この特別委員会からの手紙を受けて、多くの商業会議所がCMA視察旅行団の受け入れ
を表明し、旅行団をもてなすための昼食会や晩餐会の準備や視察先となる工場との折衝に
着手した。しかし、特別委員会内の関税改革派にとって、この旅行の意義は、何よりもま
ず関税改革運動を高揚させることにあり、工場視察に対しては積極的な対応を取らず、
CMAの意に応えようとはしなかったのである。その特別委員会の工業視察軽視の姿勢が
現われているのが、CMAに対する工場視察の制限である。
　イギリス国内の関税改革論者にとって、CMAの会員達は特恵関税に基づく帝国統合を
推進する上での同志であると同時に、製造業に関しては競争相手でもあった。そのため、
彼らは関税改革運動を高揚させるための一一ue会としてCMA旅行を利用する一方で、カナ
ダ製造業者に対しては、イギリス産業に関する情報の提供を控えようとしたのである。そ
のため特別委員会は、CMAに対して全ての旅行参加者が従事する業種を記したリストの
提出を要請し、そのリストを各地方会議所へと配布することで視察に訪れるカナダ製造業
者に対する警戒を呼びかけたのである28。この結果、ある工場ではその工場で生産される
商品と競合しない業種に従事する人々にのみ工場が開放され、また別の工場においては工
場の一部、特に旧式の施設のみの見学しか許されなかったのである。それゆえ、視察を行
ったCMA会員の中には、「我々はこれらの工場で学ぶものは何もない」と感想を漏らす人
や、「カナダの工場の方が先進的である」とさえ主張する人もいたのである29。
　このように工場視察に関して制限を加えはしたが、多くの地方会議所は、CMAの一団
を各都市にて盛大にもてなした。しかし、特別会議所の要請を受けた会議所の中で、自由
貿易支持が会員の多数を占めるマンチェスター商業会議所は、CMAの受け入れ拒否を表
明した30。マンチェスター会議所は、特別委員会からの要請を受け、1905年3月8日の理
事会においてこの旅行に関して討議を行っていた。その討議の結果、会議所は予算不足で
あるだけでなく、CMAが商業会議所でも全英商業会議所連合会に参加する団体でもない
という理由から受け入れを拒否する決議を可決し、この旅行には一一tJ関与しない方針を固
めたのである31。
　マンチェスター会議所による受け入れ拒否と、CMAが特恵関税支持団体であったこと
の関連性は、この決議からは分かりかねる。しかしここで重要なのは、マンチェスター会
議所の受け入れ拒否に対するロンドン会議所とCMAの見解である。このマンチェスター
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の返答を聞くと、これら両団体は共に遺憾の意を表明すると同時に、マンチェスター会議
所は、自由貿易という偏見からこの旅行を政治的に捉えているがためにCMAの受け入れ
を拒否したとして公然と非難したのである32。両団体共に、外面上はこの旅行が非政治的
なイベントであると主張していたにもかかわらず、協力に応じないマンチェスター会議所
を「自由貿易側」と位置付けることで、この旅行が関税改革運動の高揚という政治的意図
があるという本性を覗かせたのである。このようなCMAと特別委員会の思惑をはらみっ
つ、1905年6月18日から約3週間、CMA旅行団はイギリス各地を「視察」して回った
のである。
第二節　CMA視察旅行と関税改革論争
　（1）CMAによる特恵・保護の主張
　約3週間の視察旅行の間、CMA視察旅行団は、行く先々の都市で熱烈な歓迎をもって
迎えられ、各都市の会議所によって視察の合間にほぼ毎日のように開催された昼食会や晩
餐会においてもてなしを受けた。この昼食会や晩餐会のたびに、CMAの一団の中から
CMA会長ジョージ、副会長バランタイン、関税委員会委員長WKマクノート、書記官ヤ
ング他、多くの人々が演説を行っている。これらの演説は、滞在先や演説者ごとに多少の
相違はあるが、その論点は総じて二点に集約される。その第一点目は、イギリス関税改革
運動の経済的側面、つまり特恵関税と保護関税の問題について、カナダ製造業利害の観点
からその重要性を主張するというものであった。まずこの点に関して、CMA会長のジョ
ージが視察旅行先の各地で行った演説を中心に見ていきたい。
　ジョージが演説を通して訴えたのは、帝国貿易を促進する上での特恵関税の効果である。
1897年にカナダがイギリスへの輸入関税の優遇を認めて以降、このカナダ市場での特恵的
待遇が英加貿易、そして帝国貿易の促進に寄与したか否かという問題に関して、英加両国
において様々な議論が交わされていた。この点に関して、特に本国の自由貿易論者は、カ
ナダ関税が特恵を考慮してもなお保護主義的であるがゆえに、イギリス工業製品輸出が伸
びていない点を指摘することで、カナダによる対英特恵の効果、そして特恵関税による帝
国貿易の促進の効果に関して疑問を呈していた33。ジョージは、このようなイギリスの自
由貿易論者によって主張される批判に応え、特恵関税が帝国貿易を促進する上で効果的で
あることを改めてイギリスの人々に訴えることで、チェンバレンの特恵関税に基づく帝国
の経済的統合の主張が妥当なものであることを示そうとした。その際、彼はカナダ関税が
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保護的な側面を有することを認めつつも、イギリスを追い抜き世界一の工業国となったア
メリカに隣接するカナダが、国内市場でのアメリカ製造業者によるダンピングを避けるた
めに保護を維持することは不可欠であると弁明した34。その上でこの保護は、イギリスを
排除するためのものではなく、あくまでアメリカを排除するためのものであり、保護によ
って減少したアメリカからの輸入をカナダ製造業者が国産品で代置する一方、カナダ国内
で需要を満たせない商品を特恵を通じて本国をはじめとする帝国諸地域から輸入すること
で、帝国貿易が促進可能であると主張したのである35。
　世紀転換期におけるカナダ輸入貿易の動向を見ると、イギリスからの輸入は1873年以
降断続的に減少していたが、イギリス商品への関税優遇が認められた1897年を境に増加
傾向に転じ、カナダのイギリスからの輸入額は、1897年の2941万2100ドルから1904
年の6177万7500ドルへと倍増していた36。特に綿織物、毛織物、皮革製品といったイギ
リスの伝統的産業に関して、特恵はカナダへの輸出拡大に大きな効果を示しており、これ
らの商品のアメリカからの輸入が1897年の276万5000ドルから1901年の405万4100
ドルへと微増に留まる一方で、イギリスからの輸入は1897年の1466万1000ドルから
1901年の2278万ドルへと大幅な伸びを示していた37。他方、カナダ国内においてこれら
のイギリス輸入品と競合する産業は、イギリスからの輸入増にもかかわらずその生産高を
伸ばしており38、これらの点からもジョージが言う「外国産品に対する保護と帝国産品に
対する特恵」による帝国内経済関係の促進という主張は、カナダ製造業の観点からすると、
非常に説得的なものであったといえる。
　しかしながら、これらの点にも増してジョージが強調したのは、保護関税による雇用の
維持である。彼は、カナダにおいて保護関税は製造業に競争力を与えるだけでなく、労働
者に安定した雇用と十分な賃金を与えることで彼らに高い生活水準を提供できると主張し、
カナダの現在の関税政策は製造業の保護だけでなく、労働者の保護という点でも大きな成
果を上げていると説明したのである39。この保護と雇用の維持という主張は、「高いパン」
という自由貿易論者の批判を避けるために、運動の論点を特恵から保護へと移したチェン
バレンが、国内製造業者や労働者からの支持を得るために訴えていた「関税改革で完全雇
用を」という主張を反映したものであった40。ジョージは、チェンバレンがイギリス国内
の製造業者や労働者に語っていた主張を受け入れ41、カナダに当てはめて語ることで、保
護関税による外国製造業者のダンピングの排除と雇用の維持がカナダにおいてすでに実現
しているだけでなく、その保護と雇用の維持という点で一定の効果を上げていることを訴
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えたのである。その際、ジョージが前提としていたのは、従来のイギリスで語られる「帝
国の穀倉」というイメージに基づいた食料特恵を要求する農業国としてのカナダとは異な
る工業国としてのカナダであり、輸出品に対する特恵的待遇を乞う「嘆願者」ではなく、
チェンバレンが関税改革運動を通して訴える理想をすでに実践する国としてのカナダの姿
であった42。ジョージは、本国においてこのような演説を展開することで、保護と特恵に
基づいて本国・植民地間経済関係の強化を図る上での「手本」をいまだ特恵も保護も導入
されず、労働者の雇用が不安定で生活水準が低い本国に提示したのであり43、カナダ製造
業利害の観点から、特恵と保護が貿易の促進や雇用の安定を図る上でいかに効果的かとい
う点を語ったのである。
　（2）帝国統合と植民地ナショナリズム
　このような経済的側面に加えて、CMA代表がこの視察旅行を通じて訴えたもう一つの
論点は、関税改革運動による帝国の統合と植民地におけるナショナリズムの高揚が両立す
るという主張である。先に触れたように、チェンバレンや関税改革論者の中の「建設的帝
国主義者」と呼ばれる人々にとって、特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係の緊密化
は、世界各地に移住したイギリス人が建設した植民地を再統合し、グレイター・ブリテン
を現出させるための一手段であった44。そして視察旅行におけるCMAの主張は、このチ
ェンバレンの帝国統合に関する問題意識に依拠したものであった。CMAは、前節で見た
ように、自らの利害に即するかたちでカナダ国内において特恵関税に基づく帝国経済関係
の緊密化を語る一方、自らを本国の人々とアイデンティティを共有するブリティッシュで
あるとも考えており、本国の人々と共に帝国経済を支えているという姿勢を示したのであ
る。CMAの代表団は、行く先々で自らを「海の向こうに住むあなた達の兄弟たるイギリ
ス人your　brother　Britons　beyond　the　sea」と紹介し、植民地の人々が本国の人々と同様
に「イギリス人」であることを示したのである45。つまり、CMAの人々にとって今回の旅
行は、あくまでグレイター・ブリテン内に住む「イギリス人」が「その一地域から別の地
域へと移動しただけ」のことだったのである46。このようにして、CMAは、共通の言語、
文化に基づく本国・植民地間の感情的紐帯と特恵関税に基づく経済的統合を表裏一体の関
係として捉え、チェンバレンの主導する関税改革運動を支える感情的基盤が、すでに確立
されているとイギリス各地で訴えたのである47。
　このCMAの人々による本国との感情的紐帯を強調する主張は、本国の人々との同質性
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を主張することでカナダ人が「従属的な植民地人」ではなく、本国の人々と「対等なブリ
ティッシュ」であることを示そうと企図するものであった。しかしそれだけでなく、チェ
ンバレンによる関税改革の結果として現出するであろうグレイター・ブリテンの共同運営
者として、その一部をなすカナダを自らの手によって発展させることが、その総体たるグ
レイター・ブリテンを発展させることへと繋がるという主張だった。つまり、1905年6
月20日にテムズ川沿いの港湾施設でジョージが行った演説に見られるように、「カナダ人
として自らが所属する帝国の一部を建設することは、帝国に対する責務」だったのである48。
またこのような主張は、先に述べたCMAによる保護と雇用の主張とも重なるものであっ
た。というのは、国内市場を保護し、労働者に雇用を提供することでカナダ製造業を発展
させることは、カナダ経済の基盤を確立させることで、イギリス帝国の経済基盤を強化に
貢献することを意味していたからである49。このように主張する限りにおいて、カナダ経
済の振興によるカナダ・ナショナリズムの高揚と50、イギリス帝国内の経済的統合強化、
そしてブリティッシュ・アイデンティティの共有による感情的紐帯の強化の主張は矛盾せ
ず共存することが可能だったのであり、CMAの代表達は、ユニオン・ジャックの下で本
国と植民地の双方で帝国を支える分権的な帝国統合の構想を植民地の側から提示したので
ある51。
　このCMAが旅行中の演説で掲げた関税改革による分権的な帝国統合構想の主張を支え
たのが、チェンバレンによるこの見解への「支持」である。CMA1904年度会長ドラモン
ドは、1904年3月にイギリスを訪問した際にチェンバレンと関税や帝国統合について会
談を行い、両者の見解が完全に一致していることをチェンバレン本人に直接確認していた
52。このチェンバレンによる「お墨付き」を、CMAはカナダ国内で特恵関税支持の主張を
展開する際に用いることで、CMAの活動が帝国の他地域との連帯した運動であるという
ことを示そうとしたのであり、今回の視察旅行においてもCMAの主張は、チェンバレン
の主張と一致するものであるという点を強調したのである53。
　他方、CMAのイギリス訪問をチェンバレン自身も歓迎し、1905年6月27日に開催さ
れたバーミンガム商業会議所主催の昼食会において、CMAの旅行団に対して彼の考える
帝国統合構想を改めて以下のように語っている。彼はまず、自分達が「カナダ人、イング
ランド人、スコットランド人であると同時にイギリス帝国の子供」であり、イギリスと植
民地は「姉妹」の関係であるが、あくまで両者の関係は対等であると説明した54。このよ
うに本国と植民地との平等を主張し、地域利害に関しては「イギリス帝国の子供」が絶対
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的な自治を維持することを容認した上で、彼は本国と植民地は感情の面ですでに強固な紐
帯を有しており、その紐帯を特恵関税によって補完することで、未来において「共通の歴
史」を歩んでいくことができるだろうと締めくくったのである。このように語ることで、
チェンバレンは、自らの主張がCMAの見解と合致することを確認する一方、自らの帝国
統合構想が、植民地からの賛同を得ていることを広くイギリスの人々に示したのである55。
　以上のように、CMAの代表達は、特恵と保護によるカナダ経済の振興やカナダ・ナシ
ョナリズムの高揚と帝国の統合を一貫した矛盾のないものと捉えていた。彼らは、自らの
主張がチェンバレンの主張と合致することを示すことで、グレイター・ブリテンの一地域
をなすカナダにおいて、保護と特恵を通して自らの手で国を発展させる権利と義務を有す
ると訴えたのである。その一方で、チェンバレンも自らの見解を支持するCMAの訪問を、
関税改革運動を盛り上げるために利用したのである。つまり、チェンバレンやCMAの代
表達の関税改革や帝国統合構想は、両者が相互に影響を与え合うことで醸成されていった
のである。
第三節　CMAの主張に対するイギリス側の対応
　（1）CMAの主張に対するイギリス商工業利害の見解
　このようにCMAは、カナダ製造業利害の観点から特恵関税や保護と雇用の重要性やブ
リティッシュ・アイデンティティによる紐帯と帝国の分権的統合を語ることで、本国での
関税改革運動を支援した。このCMAの視察旅行を関税改革同盟は高く評価し、「CMAの
主張は、カナダ国内においてチェンバレン支持の見解が優勢であることを証明」し、「特恵
関税に反対する入々を狼狽させるものだった」と述べることで、CMA一団の帰国後に関
税改革運動を高揚させるべくこの旅行を利用したのである56。
　その一方で、CMAの訪問を受け入れたイギリス各地の商業会議所の会員達に対して、
CMAの主張が十分に伝わったかどうかは疑わしい。たしかにCMAが訪問した商業会議
所においては、各会議所の会頭がCMA代表の演説を受けて自らの見解を述べている。し
かしその際、彼らの多くが関心を示したのは、CMA代表達が演説にて強調した保護と雇
用の問題でも、特恵関税による帝国の統合という抽象的な問題でもなく、より実利的な対
加特恵とカナダ市場への輸出に関する問題であった57。中でも、特に輸出市場としてのカ
ナダに関心を示したシェフィールド商業会議所会頭のベッドフォード（H．H，　Bedford）は、
1905年6月28日のシェフィールド会議所主催の昼食会で、イギリスが関税優遇を認めて
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いないにもかかわらず、市場を開放してくれるカナダに対して感謝の意を述べている58。
その一方で、彼は本国における関税改革によるカナダとの相互特恵や、CMAが提示した
ブリティッシュネスに基づく感情的紐帯、そして帝国統合構想には一切関心を示さず、
CMAに対してカナダとの貿易関係促進の手段としてカナダ市場での今以上の特恵拡大を
要求する主張をしたのである59。またリヴァプール商業会議所に関して、会頭ジョーンズ
（Alfred　Jones）は1905年7月3日に自らの会議所主催の晩餐会において、ジョージに
よる保護と雇用の増大という点からの関税改革の重要性に関する演説を聞いたが、関税改
革や帝国の問題に関して一切言及せず、関税改革の論争に介入することから距離を取る姿
勢を貫いたのである60。
　しかしながら、全ての会議所においてこのような対応が取られたわけではない。リーズ
商業会議所会頭のバラン（Henry　Barran）は、　CMAの演説の意図を汲み取った上で、自
らの見解を以下のように示した61。バランは自由貿易論者であったが、「第一にカナダの保
護、そして生産できない商品に関して特恵を通して帝国から輸入する」というカナダ製造
業者の見解は理にかなったものであると述べ、本国・植民地貿易促進のために外国よりも
イギリスから進んで輸入しようとする姿勢を高く評価している。さらに彼は、「カナダ人は
カナダ独自の利害に基づいて財政政策を決断すべき」と発言し、CMAの代表達がイギリ
スにて提示した「帝国の一部を発展させることが帝国全体の発展に繋がる」という主張を
擁護する姿勢を示した。このバランに続いて演説を行ったCMA書記官のヤングは、彼の
演説に応えるかたちで「イギリス人はこの地にてイギリス帝国を建設し、我々はカナダに
てイギリス帝国を建設している」と発言し、イギリス人とカナダ人が帝国の統合という同
じ目的を共有していることを確認したのである62。このように、CMAの代表達やロンドン
商業会議所内の関税改革論者が企図していた視察旅行による関税改革運動を高揚させると
いう計画は、関税改革同盟が賞賛するほどには大きな成果を上げたとは言えず、CMAは
イギリスの商工業者の関心を関税改革へと向けさせることには失敗したのである63。
　（2）CMAとチェンバレンの主張の相違
　このCMAによる視察旅行は、本国での関税改革運動の高揚に限定的な役割しか果たさ
なかっただけではなかった。CMAの代表達は、チェンバレンの主張をカナダの利害に即
して受け入れ、カナダの人々がいかにチェンバレンの主張に基づいて帝国発展のために尽
力しているかを旅行を通して訴えていた。しかし、訪問先でCMAの代表達が関税改革運
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動を高揚させるべく語った言葉は、彼らの意図に反してチェンバレンが普段の演説におい
て語る「植民地人の声」とCMAが語る実際の「植民地人の声」との間に大きな隔たりが
あることを明らかにしたのである。その隔たりは、以下の二点において顕著であった。
　第一に挙げられるのが、チェンバレンによる「植民地分離の危機」という主張である。
チェンバレンが主張する特恵関税導入は、食糧価格の上昇の可能性を伴うものであり、自
由貿易論者は「高いパン」というスローガンを掲げてこの点を批判することで労働者を引
きつけていた。これに対抗すべく、チェンバレンが提示したのが、保護関税による雇用の
増進と「植民地の分離」という主張であった。チェンバレンは、関税自主権を持つカナダ
がいつ本国への特恵的待遇を撤回するか分からないと述べ、「本国が植民地に対して相互特
恵を認めなければ植民地は分離する」と繰り返し主張し、危機感を訴えることで、食料価
格上昇の可能性の議論を回避しつつ本国・植民地関係緊密化の重要性を指摘していた64。
さらに彼は、1904年12月15日のライムハウスでの演説をはじめとする各地の演説にお
いて、特恵の申し出に対処できない自由貿易では、植民地からの支持を得ることはできな
いと主張し、自由貿易は植民地との紐帯を破壊する政策であると批判したのである65。
　しかし、このチェンバレンによる主張は、大きな矛盾を抱えていた。彼はこのように相
互特恵を認めなければ植民地は分離すると言う一方で、本国と植民地は同じブリティッシ
ュとしての感情的紐帯によって結ばれており、その強固な結びつきは揺るがないとも説明
していた。この後者の見解に依拠してCMAの代表達は、本国との相互特恵を支持しつつ
も要求はせず、イギリス各地においてカナダの人々もイギリスの人々と同様にイギリス国
王に忠誠を誓うブリティッシュであることを訴えたのである。っまりCMAの主張は、イ
ギリスの人々によってイギリスとカナダは感情的に繋がっているがゆえに、対英特恵の見
返りとしての本国からの対加特恵を受けずとも分離することはないと解釈されたのである。
　これに油を注いだのが、ジョージが本国との紐帯の強さを示すために言った「カナダ人
は関税に関係なくブリティッシュである」という発言である66。このようなCMAによる
愛国的な主張は、チェンバレンによる相互特恵を認めなければ植民地が分離するという主
張と、ブリティッシュネスに基づく感情的紐帯という：二つの主張の矛盾を顕在化させるこ
ととなったのである。この矛盾は、関税改革論者に対する批判へと転化したのであり、『シ
ェフィ・一一・ルド・デイリー・インディペンデント』紙は、ジョージの演説を「彼らが追求す
る特恵政策をイギリスに押し付けるのでも、チェンバレンやその支持者の常套手段の一つ
である不忠や分離という語で脅すこともない」と賞賛する一方で、チェンバレンら関税改
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革論者に対しては、「カナダ製造業者の客観的な態度とイギリスの特恵関税論者による見せ
かけだけの忠誠の対比は、いくら強調しても足りないくらいである」と痛切に批判したの
である67。
　これだけでなく、植民地への工業製品輸出に関するチェンバレンの主張の矛盾も、旅行
を通じて明らかにされた。シェフィールド会議所会頭ベッドフォードの事例ですでに説明
したように、イギリスの商工業者が植民地に期待していたのは、何よりもまず対英特恵の
拡大と工業製品の輸出拡大であった。彼らの支持を取り込むために、チェンバレンは1903
年10月6日のグラズゴーでの演説において工業製品輸出市場としての植民地の価値と、
本国を工業国、植民地を工業製品輸出市場、一次産品供給地と位置付ける自給帝国の考え
を詳細に説明している。その演説で彼は、「植民地は今後本国の既存の産業と競合する産業
を発展させないよう関税政策を調整するだろう」と述べ、植民地と相互特恵を結ぶことで、
植民地を本国製品の輸出市場として維持できるだろうと示唆している。このチェンバレン
の発言は、「失言」として彼の講演集からは削除されることとなったが、その後も彼は製造
業者の関税改革への関心を引くために、折に触れてほぼ同様の主張を繰り返したのである
68。
　他方、チェンバレンは植民地の製造業者に対しては、植民地での帝国統合支持の気運を
高めるべく植民地における工業発展を容認する姿勢を示していた。彼は、1903年10月に
タインマウスで「本国の関税改革によって植民地製造業の発展が阻害されるべきではない」
と発言しているし、また1905年1月にマクノートとの間で交わされた往復書簡において、
マクノートが提示したカナダ国内産業の保護と国産可能な商品の自給、そして生産不可能
な商品の帝国他地域からの輸入という主張に「全面的に同意」であるだけでなく、タイン
マウスでの自らの主張に変更がないと語ったのである69。つまり、チェンバレンは本国と
植民地の両方の関心を引くために、矛盾する二つの主張をそれぞれに対して提示していた
のであり、普段のイギリス国内における演説では、極力植民地での工業発展の話題に言及
することを回避していたのである70。
　しかし、先に触れたドラモンドによる直接会談や、マクノートによる往復書簡を通じて、
チェンバレンの見解と自らの見解が一致していることを確認していたCMAの代表達がイ
ギリスを訪問し、「チェンバレンの主張に基づいて」保護と特恵に基づくカナダ工業の発展
と帝国の発展が矛盾しないことを語ることで、植民地は本国工業製品の市場とはならず、
イギリスの製造業者にとって小規模な輸出増しか望めないことが明らかにされたのである。
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マクノートが演説にて述べた、「トロント、モントリオール、ウィニペグにある工場は、そ
れらがロンドン、グラズゴー、ベルファストにあるのと同様に帝国にとっての資産」であ
るという発言は、本国の製造業者にとって植民地における競争相手の増加を意味するもの
であり、彼らにとっては承服しかねるものだったのである71。この点に関して、自由貿易
論者リーバー（W．H．　Lever）は、1905年7H3日にリヴァプールにおいて行われたジョ
ージの演説の中から「カナダ製造業者が国内需要を満たすことが出来る商品の市場をイギ
リスの製造業者へと開放する意図を少しも読み取ることができず」、そのような主張は、「全
ての植民地がイギリスの工業製品を喜んで輸入する準備ができているというようなチェン
バレンの発言を根底から覆すと思えるのである」と述べることで、チェンバレンが国内の
製造業者に向けて示していた見解とジョージの見解が相容れないものであることを批判し
たのである72。
　またチェンバレンとCMAの見解の矛盾は、商工業利害だけでなく自由党系の政治団体
にとっても格好の攻撃対象となった。自由党系の政治団体である自由貿易同盟（Free
Trade　Union）は、機関誌『自由貿易論者（Free・Trader）』において、以下のようにチェン
バレンを批判した。植民地がイギリス工業製品に対して関税を引き下げるというチェンバ
レンの主張とは対照的に、「CMAが目指すのは保護関税」であり、「彼はチェンバレン関
税改革の問題に際して作り上げられたあらゆる幻想を取り除くのである。」このように語る
ことで『自由貿易論者』誌は、イギリスがカナダに特恵的待遇を与えても、カナダは工業
製品保護を改めるつもりはないと語るジョージの「率直さを評価」する一方、特恵をめぐ
る議論を混乱させることによって民衆を惑わすチェンバレンを攻撃したのである73。
　このようにCMAは、関税改革運動の高揚を目指してイギリスへとやってきたにもかか
わらず、本国においてチェンバレンら関税改革論者が有権者、特に製造業者の支持を得る
ために誇張したり、議論を避けていた論点を結果として白日の下に晒すこととなったので
ある。ケインが言うように、チェンバレンは有権者の動向を意識し、異なる矛盾した主張
を各地にて行うことがあった74。しかしチェンバレンは、国内の有権者だけでなく植民地
の人々の動向をも意識して、各々の利害に即した見解を提示していたのであり、CMAの
視察旅行を通してそれらの異なる見解の矛盾が明らかにされることで、本節で見たように
チェンバレンら関税改革論者に対する大きな批判を巻き起こしたのである。
第四節　CMA視察旅行の歴史的意義
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　以上のように、イギリス関税改革運動の最中に開催されたCMAのイギリス視察旅行は、
本国の関税改革運動を支援したいCMAの思惑、そして視察旅行を運動の高揚へと利用し
たいイギリス国内における関税改革論者の思惑を多分に孕んで計画、実行されたのであっ
た。特に、本国での関税改革運動の支援を目指すジョージやマクノートといったCMAの
幹部達は、この旅行中に訪れるイギリス各地の商業会議所での演説において、チェンバレ
ンや建設的帝国主義者による保護や特恵、そして帝国統合の議論を忠実に踏襲した演説を
行ったのである。しかし、そのようなCMA幹部らの努力は、結果としてCMAとイギリ
ス商工業者間の見解の相違や、チェンバレンの主張の矛盾点を明らかにすることとなった
のである。そのため、その成果の点から考えるならば、ただでさえ自由貿易論者とのイギ
リス本国通商政策をめぐる論争において劣勢であった本国の関税改革論者は、友軍である
はずのCMAの到来によって窮地に追い込まれたと言ってよいであろう。
　そのような状況で選挙に臨む関税改革派の不利は、火を見るよりも明らかであり、チェ
ンバレンでさえ選挙前に敗北を予想していたほどであった75。このチェンバレンによる予
想通り、CMA旅行の半年後の1906年1月に行われた総選挙において、関税改革を掲げる
与党統一党は大敗北を喫し、これ以降、本国における特恵関税に基づく本国・植民地関係
強化の議論は沈静化していくこととなった。
　他方、カナダへの帰国後に今回の視察旅行について語ったジョージは、この旅行を通じ
て「チェンバレンが植民地の支持を得ていないという批判に反駁」し、イギリス本国人、
植民地人ではなく「『帝国の市民』としての誇りを抱くことができた」と総括を行っている
76。このような「チェンバレンが植民地の支持を得ていないという批判に反駁」したと語
るジョージの評価は、この旅行の目的がイギリスにおける関税改革運動の支援という点に
あり、その後の1906年総選挙での統一党の敗北に至る関税改革運動の推移を見ると必ず
しも正確であるとはいえない。しかしながら、その総括の後半部分である「『帝国の市民』
としての誇りを抱くことができた」という部分に関しては、その後のCMAの活動を見る
ならば、極めて妥当な理解であるといえるのである。CMAの会員達は、この旅行を通し
て保護と特恵に基づく帝国経済関係緊密化の議論に関する自信をさらに深め77、本国にお
けるチェンバレンや関税改革論者との議論を通して、彼らの主張と自らの主張が一致する
ことを改めて確認したのである。そして本国の関税改革論者が語る帝国経済関係緊密化の
主張が彼らの主張と一致することを改めて確認することで、その後も「チェンバレンの見
解に依拠した」帝国統合に関する構想を実現すべく活動を展開していくのである。
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　その好例は、この旅行の翌年にロンドンで開催された第六回コングレスにおける特恵関
税支持決議の可決に向けての尽力である。CMAは、コングレス開会前日の1906年7月9
日にロンドンでカナダ各地の商業会議所代表と会談を開き、コングレスでの特恵関税支持
決議の可決に向けて、CMAとカナダ商業会議所が協力すべきであると提案を行ったので
ある78。その結果として、翌7月10日に開幕した第六回コングレスでは、モントリオール
会議所代表G，E．ドラモンドによって提案された特恵関税支持決議案が、討議の末に賛成多
数で可決されたのである79。この第六回コングレスにおける特恵関税支持決議の可決は、
コングレス史上初であり、帝国商工業界の総意として初めて特恵関税支持の立場が取られ
ることとなったのである。
　このようなコングレスにおける特恵関税支持決議の可決は、視察旅行時にCMAの主張
に対して批判的だった本国の製造業者や貿易業者の見解にも少なからぬ影響を与えた。コ
ングレスでの特恵関税決議可決以後、イギリス国内の商業会議所において特恵関税支持を
表明する会議所が次々と現れたのである。中でも象徴的であったのが、第二回コングレス
において、イギリスの自由貿易擁i護論の中核を占め、その後のコングレスにおいても一貫
して自由貿易支持の立場からカナダ商業会議所と論争を繰りひろげてきたロンドン商業会
議所による特恵関税支持表明である。ロンドン会議所は、1907年2月の会議所理事会に
おいて自由貿易支持決議を否決する一方、特恵関税支持決議を可決し、理事会終了後に全
会員を対象に実施された特恵関税決議案に対する投票でも、特恵関税支持の票が圧倒的多
数を占めたのである80。
　ジョージの総括が示すように、1905年の視察旅行を通してCMAは、本国における関税
改革運動を勝利へと導くことはできなかった。しかし、CMAの会員達が旅行を通して帝
国経済関係強化の主張をさらに強めたことは、結果的にではあるが、その後の帝国商工業
利害による帝国特恵関税支持の論調を形成するのに寄与したのであり、これ以後のコング
レスにおいて、帝国特恵関税支持決議がコングレス参加会議所代表によって継続的に支持
されていくこととなった。1906年以降、総選挙での統一党の敗北の結果、政治レベルでは
関税改革の議論は沈静化へと向かっていったが、それとは対照的にカナダのみならず、イ
ギリス本国やその他の帝国諸地域における商工業利害の間でも、特恵関税に基づく帝国経
済関係の緊密化の主張は、支配的な見解となっていったのである。
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第8章　図表
図8－11905年カナダ製造業者協会イギリス視察旅行日程
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第三部　小括
　以上、第三部で検討したように、1903年以降チェンバレンが主導した関税改革運動に対
して、モントリオール商業会議所をはじめとするカナダ各地の商業会議所やCMAはチェ
ンバレン支持の姿勢を示し、本国での関税改革運動の高揚のために尽力した。これらのカ
ナダにおける団体は、第二部で明らかにしたように、世紀転換期までに対本国、自治植民
地貿易推進という観点から特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化支持の立場を取っており、
彼らが目指した帝国全域を包括する帝国特恵体制の確立のために、カナダにおける特恵関
税論の高揚のみならず、帝国の中心たるイギリス本国における通商政策の変更へとその関
心を向けたのである。
　それゆえ、バーミンガム演説の3ヶ月後に開催された第五回コングレスにおいて、カナ
ダ会議所代表達は、帝国商工業界の総意として特恵関税支持が表明されることを望んでい
た。特に、本国の製造業者、貿易業者の関心を引くべく、特恵関税の導入による製造業保
護関税としての効果や植民地への輸出市場の拡大、または植民地からの安定した穀物供給
といった特恵関税の利点が彼らによって提示されたのである。しかしながら、彼らは本国
における通商政策変更によってカナダ経済が犠牲になることは決して望んでいなかったと
いう点は、見過ごされるべきではない。第五回コングレスにおけるカナダ会議所代表の見
解の背後にあるのは、工業製品輸入に対するカナダ市場における保護強化と特恵関税によ
る他自治植民地市場への工業製品輸出拡大というカナダ経済の発展と帝国経済の発展を一
貫したものと捉える視座である。彼らは、本国会議所の代表達に特恵関税導入の利点を語
る一方で、帝国内におけるカナダ利害の擁i護を心に抱いていたのである。彼らにとっては、
「カナダ第一、帝国はその次」なのであり、本国での関税改革は支援するが、それはカナ
ダ経済を犠牲にして行われるべきではなかったのである。
　またCMAは、関税改革運動を直接支援するために、視察旅行というかたちでイギリス
本国を訪れ、イギリス各地で特恵関税に基づく帝国経済統合の重要性を訴える演説を行っ
た。CMA会長のジョージをはじめとするCMA幹部達は、チェンバレンら本国の関税改
革論者の議論に依拠した、帝国経済関係の強化という実利的紐帯の強化と帝国の一体性と
いう感情的紐帯の両面から関税改革擁護の議論を展開することで、本国での関税改革運動
の高揚に努めたのである。
　しかし、このようなカナダ各地の会議所やCMAの努力をもってしても、カナダで燃え
上がった特恵関税支持の炎は大西洋を越えることができなかったのであり、本国世論はい
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まだ自由貿易支持が根強いことを証明することとなったのである。とはいえ、これらのカ
ナダ商工業者達は、チェンバレンによる関税改革運動の挫折以後も、イギリス本国に対し
て特恵関税支持の議論を提示し続けることで、本国商工業利害の通商政策志向の変化に貢
献したのであり、20世紀初頭においてカナダの商工業利害とイギリスの商工業利害は、特
恵関税に基づく帝国の経済的統合を目指すという点で統一した見解を持つに至ったのであ
る。
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結論
　以上のように、本論文では19世紀後半から20世紀初頭におけるカナダ商工業利害の通
商政策志向の変容を、特に彼らの帝国特恵関税に対する認識の変化に留意しつつ検討して
きた。その変容の過程を振り返った上で、当該期におけるカナダ商工業利害の通商政策志
向の特徴を指摘したい。
　19世紀中葉における旧植民地体制の崩壊以後、1880年代に至るまで、カナダ国内で帝国
関係強化の運動を主導したのは、与党保守党の中枢を担う政策決定者達であった。その一
方で、イギリス本国に依存しないカナダ経済構造を形成するために、保護関税の導入に基
づく製造業の振興に尽力した商工業者、特に製造業者は、その関心をカナダ国内に向けて
おり、イギリス本国や他の帝国諸地域との関係強化に対しては、必ずしも積極的ではなか
った。
　しかし、そのようなカナダ商工業利害の通商政策志向は、1880年代後半に大きな変化を
見せた。通商同盟運動の高揚による対米通商関係強化を恐れたカナダ商工業利害は、アメ
リカのオルタナティヴとしてイギリス本国との通商関係の強化を主張しはじめたのであり、
その手段として彼らが提起したのが帝国特恵関税であった。しかし、カナダ商工業利害は、
このような消極的理由からのみ特恵関税に基づく帝国経済関係の緊密化を支持したのでは
なかった。この帝国特恵関税は、イギリス本国だけでなく、西インドやオーストラリア、
南アフリカといった他の帝国諸地域との通商関係強化をも可能としたのであり、その導入
に積極的意義を見出した彼らは、この特恵関税支持の姿勢をカナダ国内においてだけでな
く、コングレスに参加することで帝国各地の商工業者に対しても示したのである。
　このようなカナダ商工業利害による特恵関税支持の主張は、1897年のカナダにおける特
恵関税採用によって強化され、カナダのみならずイギリスでの政策変更をも目指すに至っ
たのであり、1903年以降、チェンバレンが主導した関税改革運動をカナダ商工業利害は積
極的に支援したのである。たしかに彼らの支援は、1906年総選挙におけるチェンバレンが
属する統一党の大敗北からも明らかなように、必ずしも成功したとはいえない。しかし、
彼らの活動は、1900年代後半においてイギリス国内の商工業者の間で特恵関税支持者を増
加させる一因ともなったのである。
　このように、当該期におけるカナダ商工業利害の通商政策志向の変容過程を見ると、カ
ナダ商工業利害は、1880年代中葉までは帝国に対する関心が低かったが、1880年代後半以
降帝国特恵関税に基づく帝国統合の議論を受容することで、1890年代末以降にその通商政
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策志向を変化させ、特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化の議論を積極的に支持するに至
ったということが明らかとなった。このようなカナダ商工業利害が抱く通商政策志向の変
容は、以下の三点のような特徴を有しているといえるだろう。
　第一に、カナダ商工業利害が支持する通商政策は、当然ではあるが、彼ら自身に実利的
な恩恵を与えうるものであり、彼らが特恵関税支持へと通商政策志向を改めたのは、特恵
関税の採用が彼らに何らかの利益をもたらすという判断からであった。具体的には、本論
で見たように、彼らが特恵関税を積極的に支持したのは、彼らが自治植民地をはじめとす
る他の帝国諸地域において輸出競争が可能となった世紀転換期以降であり、当該期におけ
る彼らによる通商政策志向の変更は、彼ら自身がカナダの輸出競争力の高まりを認識して
いたことの証左であるといえる。
　特に世紀転換期以降、製造業者達が積極的に特恵関税支持の議論を展開し始めたのは、
カナダの対英特恵によってカナダ国内市場でイギリスの製造業者との競争が激化すること
で生じる不利益と、他の自治植民地における対加特恵関税政策が推進されることで、将来
拡大が見込まれる自治植民地市場の確保が可能となることで生じる利益を比較した際に、
利益が大きいと彼らが判断したからであろう。彼らが、19世紀後半において保護主義政策
を支持するのは、保護主義が彼らの利害にとって有益だからであり、彼らが帝国経済関係
強化を支持したのは、同様にその政策が彼らの利害にとって有益であったからに他ならな
い。言い換えるならば、彼らの議論は帝国の統合を手段としてイギリス本国・植民地間の
通商関係強化を企図するものだったのである。そのため、彼らの議論は、同時期にIFLに
参加していた帝国主義者が語った自給帝国の創設や、帝国内の政治的一体性の強化といっ
た本国・植民地間の経済的紐帯強化を一手段として、帝国の統合を最終目的とする議論と
は本質的に異なるものだったのである。
　ゆえに、カナダ製造業利害が特恵関税に基づく帝国経済関係の緊密化を語る際に用いる
帝国の感情的紐帯という主張は、通商拡大の手段、つまりレトリックとしての要素が大き
かったといえるのである。この点が第二の特徴である。この点が顕著に現われたのが、彼
らが「ブリティッシュ」としての同胞意識に訴えることで、本国・自治植民地通商関係強
化の議論を展開するときであった。彼らは、イギリス本国に対しては同じブリティッシュ
として、カナダがイギリスと並ぶ工業国となるべく発展することが必要と語ることで、イ
ギリス本国とカナダが対等な存在であることを強調している。それに対して、彼らは他の
自治植民地との通商関係強化を図る際にも同様にブリティッシュネスに基づく連帯意識を
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訴えることでカナダ・他自治植民地間の一体感を語る一方で、他の植民地を「先進的工業
国」たるカナダとは異なる後進国と位置づけ、カナダと他植民地を「工業国と農業国」の
分業関係と捉えていたのである。たしかに、帝国市場への輸出額は必ずしも大きくはなか
った。しかし、カナダ商工業利害は、カナダ経済を「英米加北大西洋三角形」の最も弱い
一角としてだけでなく、カナダ、オーストラリア・ニュージーランド、南アフリカからな
る「自治植民地三角形」とでも言うべき枠組みの中での「先進国」として自らを認識して
いたのである。このような点からも、彼らが他植民地の人々を同質的なブリティッシュと
してみなしていなかったのは明らかであり、彼らが語った感情的紐帯はカナダとイギリス
本国や他の自治植民地とを結びつける上で重要な要素ではあったが、付随的な役割であっ
たに過ぎず、当該期にイギリス本国と自治植民地の紐帯を強化する上でより重要だったの
は、経済に依拠する実利的紐帯だったのである。近年、ブリティッシュネスに基づく本国・
植民地間の社会・文化的紐帯に注目する研究が蓄積されてはいるが、そのような紐帯強化
の背後にある経済的紐帯にこそ今一度関心が向けられるべきであるといえるだろう。
　さらに第三の特徴として挙げられるのは、このようなカナダ商工業利害によって思い描
かれたカナダ経済発展の方向性が、「農工連帯」、つまり農業と製造業を経済発展の両輪と
みなし、農業国としての側面と工業国の側面を同時に追求していくというものであったと
いうことである。1870年代に、製造業者は製造業保護と同時に農産品保護を訴え、自給的
な経済構造の形成を模索していたが、世紀転換期には国内の農業生産は、国内需要を大き
く上回り余剰産品市場を求めていた一方、製造業に関しても高率関税に保護されながらで
はあるが、国内市場において他国産品との一定の競争力を有しており、海外市場への輸出
市場拡大が模索されていた。っまり、カナダ経済の発展には、農産品輸出市場と工業製品
輸出市場の確保が必要と商工業利害は認識していたのであり、その市場確保に有効だった
のが、帝国との経済的紐帯強化であった。
　カナダ商工業利害は、帝国経済構造に占めるカナダの位置を「帝国第二の工業国」と規
定し、カナダより工業が発展するイギリスに対しては、「農業国」としての側面を追求する
ことで、ステープル論者がかつて主張した、ステープル輸出による様々な波及効果による
カナダ経済発展を目指した。それと同時に、カナダより後進的な他の自治植民地に対峙す
る際には、「工業国」としての側面を前面に押し出し、それらの自治植民地を従属的な一次
産品供給地、ないしは工業製品輸出市場と彼らは理解していたのである。彼らは、帝国経
済構造内においてカナダ経済を二っの側面から同時に規定していたのであり、実際に世紀
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転換期以降、カナダ商工業者は、「農業国」と「工業国」の側面を帝国内で追求することで、
セルフ・インタレストを満たしっっ、カナダ経済の発展と帝国経済の発展を両立可能であ
ると捉え、自らの利害を増進させることで、カナダ経済の発展、帝国経済の発展を推し進
めようと企図していたのである。ゆえに、カナダ商工業利害が特恵関税支持の立場を示し
始めた1890年代中葉以降、彼らの経済政策志向においてイギリス帝国は、彼ら自身の利潤
以上の意味合いを持ち始めたのである。近年のカナダ経済史研究では等閑視されてはいる
が、イギリス帝国は、カナダ経済発展に極めて重要なファクターだったのである。
　このように、19世紀後半から20世紀初頭にかけてカナダ商工業利害は、その通商政策志
向を変容させることで、イギリス帝国経済内に自らの利潤追求の手段を見出したが、この
後、彼らの特恵関税支持の主張はさらに強化されていった。1911年にカナダ首相ローリエ
が、従来の帝国特恵政策から一転して彼の宿願である米加互恵協定締結に動き出すと、カ
ナダ各地の商業会議所、そしてCMAは一斉に反米加互恵のキャンペーンを打ち出し、1911
年9月の総選挙でローリエを敗北へと至らしめた1。また第一次世界大戦によるナショナリ
ズムや帝国主義感情の高揚を背景に、戦時体制下に置かれたカナダ製造業は、軍需物資の
増産や対英輸出の増加によって実利的側面、そして感情的側面の両面において関係を強固
なものとしたのである2。
　このようにカナダ商工業利害は、本論文の検討対象である20世紀初頭以後も本国・自治
植民地間相互特恵を追求し続け、1932年にオタワで開催されたイギリス帝国経済会議
（British　Empire　Economic　Conference）において、イギリスが自由貿易政策を放棄し、
帝国特恵体制が確立されることで、彼らの夢はっいに現実のものとなった3。しかし、彼ら
が19世紀末から帝国経済関係強化と帝国経済構造内におけるカナダ経済の発展という「夢」
を見ている間に、カナダ国内におけるアメリカ多国籍企業による資本投資やカナダ国内へ
の支工場の建設が急速に進み、カナダ経済は投資や技術依存というかたちで着実にアメリ
カ合衆国経済の影響下に置かれていった4。カナダ国内に建設されたアメリカ多国籍企業の
支工場で製造される「カナダ製品」は、カナダの商工業者が工業製品輸出貿易拡大の手段
と位置づけていた対自治植民地相互特恵を通して他の自治植民地へと輸出され、アメリカ
企業による自治植民地市場進出を促進したのである。このアメリカ多国籍企業の進出を
CMAは、「カナダ製造業の発展」とカナダ人の雇用増という点から支持の立場を貫いたの
である5。カナダ商工業利害が尽力した帝国特恵体制の確立は、言うなればアメリカ企業に
よる帝国市場進出の露払いとなったのである。
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　カナダ商工業利害の「夢」であった帝国特恵体制は、1932年の成立からわずか3年後に
カナダ首相キング（WLM．　Killg）がアメリカと互恵貿易協定を締結し、従来の対英帝国重
視の通商政策から対米通商関係強化政策へと転換することで、その意義を大きく低下させ
た。かつて、カナダ経済史の泰斗であるハロルド・イニスは、カナダの発展過程を「（イギ
リスの）植民地から国家へ、そして（アメリカの）植民地へ（括弧は筆者による）」と評し
たが6、本論文が取り上げた19世紀後半から20世紀初頭は、冒頭でのn一リエの引用にも
あるように、旧植民地体制下での従属的な状況から脱却し、その後の政治・経済的構造再
編を経て、カナダが「帝国内におけるネイション」としての発展の「夢」を見ることがで
きた時代であった。しかし、カナダ商工業利害が追求した帝国経済関係緊密化という「夢」
から覚めたとき、彼らが目の当たりにしたのは、アメリカ合衆国の「植民地」となったカ
ナダの姿であった。
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